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議 事 日 程（第１号）  令和５年９月１日（金） 午前１０時 開会 

                                 開議 

日程第 １ 会議録署名議員の指名 

日程第 ２ 会期の決定 

日程第 ３ 諸般の報告 

日程第 ４ 経済建設常任委員会所管事務調査報告について 

日程第 ５ 議案第５５号 大津町一般職の職員の給与に関する条例の一部を改正する

条例について 

日程第 ６ 議案第５６号 大津町放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基

準を定める条例の一部を改正する条例について 

日程第 ７ 議案第５７号 大津町特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営

に関する基準を定める条例の一部を改正する条例について 

日程第 ８ 議案第５８号 財産の交換について 

日程第 ９ 議案第５９号 令和５年度大津町一般会計補正予算（第１０号）について 

日程第１０ 議案第６０号 令和５年度大津町国民健康保険特別会計補正予算（第１号）

について 

日程第１１ 議案第６１号 令和５年度大津町外四ケ市町村共有財産管理処分事務受託

特別会計補正予算（第１号）について 

日程第１２ 議案第６２号 令和５年度大津町介護保険特別会計補正予算（第１号）に

ついて 

日程第１３ 議案第６３号 令和５年度大津町後期高齢者医療特別会計補正予算（第１

号）について 

日程第１４ 議案第６４号 令和５年度大津町工業団地整備事業特別会計補正予算（第

１号）について 

日程第１５ 議案第６５号 令和５年度大津町工業用水道事業会計補正予算（第１号）

について 

日程第１６ 議案第６６号 令和５年度大津町公共下水道事業会計補正予算（第１号）

について 

日程第１７ 議案第６７号 令和５年度大津町農業集落排水事業会計補正予算（第１号）

について 

日程第１８ 認定第 １号 令和４年度大津町一般会計歳入歳出決算の認定について 

日程第１９ 認定第 ２号 令和４年度大津町国民健康保険特別会計歳入歳出決算の認

定について 

日程第２０ 認定第 ３号 令和４年度大津町外四ケ市町村共有財産管理処分事務受託

特別会計歳入歳出決算の認定について 
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日程第２１ 認定第 ４号 令和４年度大津町介護保険特別会計歳入歳出決算の認定に

ついて 

日程第２２ 認定第 ５号 令和４年度大津町後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算の

認定について 

日程第２３ 認定第 ６号 令和４年度大津町工業用水道事業会計利益の処分及び決算

の認定について 

日程第２４ 認定第 ７号 令和４年度大津町公共下水道事業会計決算の認定について 

日程第２５ 認定第 ８号 令和４年度大津町農業集落排水事業会計決算の認定につい

て 

一括上程、提案理由の説明 

日程第２６ 議案質疑 

議案第５５号から議案第５７号まで      一括質疑 

議案第５８号                質  疑 

議案第５９号                質  疑 

議案第６０号                質  疑 

議案第６１号から議案第６３号まで      一括質疑 

議案第６４号から議案第６７号まで      一括質疑 

認定第 １号                質  疑 

認定第 ２号                質  疑 

認定第 ３号から認定第 ５号まで      一括質疑 

認定第 ６号から認定第 ８号まで      一括質疑 

日程第２７ 委員会付託 

      議案第５５号から議案第６７号まで 

      認定第 １号から認定第 ８号まで 

 

                 午前１０時００分 開会 

                         開議 

○議 長（桐原則雄） 皆様おはようございます。 

ただいまから令和５年第１０回大津町議会定例会を開会します。 

本日の会議を開きます。 

大村議員より欠席の届けがあっておりますので、報告します。 

 

   日程第１ 会議録署名議員の指名 

 

○議 長（桐原則雄） 日程第１ 会議録署名議員の指名を行います。 
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 会議録署名議員は、会議規則第１２７条の規定によって、５番、大塚益雄議員、６番、三宮美香

議員を指名します。 

 

   日程第２ 会期の決定 

 

○議 長（桐原則雄） 日程第２ 会期の決定の件を議題とします。 

まず、議会運営委員会の報告を求めます。 

議会運営委員会津田委員長。 

○議会運営委員会委員長（津田桂伸） おはようございます。議会運営委員会における審議の経過と

結果について、報告します。 

 当委員会は、８月２５日午前１０時から、役場委員会室において、桐原議長にも出席を願い、令

和５年第１０回大津町定例会について審議いたしました。 

まず、町長提出議案の２１件について、執行部から説明を求め、協議いたしました。 

 また議事日程、会期日程、その他議会運営全般について協議いたしました。 

 認定１号令和４年度大津町一般会計歳入歳出決算の認定についてから第８号令和４年度大津町農

業集落排水事業会計決算の認定についてまでの８件の決算関係については、会議で町長の提出議案

の説明のみとし、所管部長の説明は省略することにいたしました。 

 なお、一般質問については、１１名ですので、１日目が通告書の１番から５番まで、２日目が６

番から９番まで、３日目が１０番から１１番までの順で行うことになりました。質問時間は一人６

０分以内とします。 

 会期日程については、議席に配付のとおりです。本日から９月１５日までの１５日間といたしま

す。最終日に追加提案される予定です。 

以上、桐原議長に答申いたしました。 

これで議会運営委員会の報告を終わります。 

議員各位の御協力をよろしくお願いいたします。 

○議 長（桐原則雄） お諮りします。 

 本定例会の会期は、ただいまの答申並びに議席に配付しました会期日程案のとおり、本日から９

月１５日までの１５日間にしたいと思います。 

御異議ありませんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議 長（桐原則雄） 異議なしと認めます。したがって、会期は本日から９月１５日までの１５日

間に決定しました。 

 

   日程第３ 諸般の報告 
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○議 長（桐原則雄） 日程第３ 諸般の報告をします。 

本日の議事日程並びに報告内容については、議席及びタブレットに配付のとおりです。 

 

日程第４ 経済建設常任委員会所管事務調査報告について 

 

○議 長（桐原則雄） 日程第４ 経済建設常任委員会所管事務調査報告についてを議題とします。 

 経済建設常任委員会委員長から所管事務調査報告の申出があっておりますので、この際これを許

可します。 

永田経済建設常任委員会委員長。 

○経済建設常任委員会委員長（永田和彦） ただいまから経済建設常任委員会の所管事務調査につい

て御報告申し上げます。 

  当委員会は６月２６日、全員協議会室におきまして、所管します大津町企業連絡協議会の役員の

方々７名との意見交換会を行いました。ＴＳＭＣの菊陽町進出は日本中の注目を浴びているわけで

すが、その中で大津町がどういったかたちで進んでいくのか、また働き手不足、人材確保が深刻な

議題となっているが、企業での取組と町への要望はないかといった議題で話を進めてまいりました。 

  初めての議員もおられましたので、最初に大津町企業連絡協議会の概要について執行部より説明

を受けた後、意見交換となりました。 

  企業連より、まず人材確保については、企業が一番頭を抱えている。また働き手はあると考えて

いるが、働く気がない人が多いように思いますと。採用したが長続きしない現状があります。生活

保護に流れてしまっているのではないかと出ました。また心の病等で働けない人に対するケアを町

としてどうやっていくのか議論にしてほしいと要望がありました。 

  委員より生活保護につきましては、若い人や精神疾患の方もおられます。身体及び知的障害の方

は人口に比例していると思われます。精神的な障がいの方々は見た目ではわかりにくいので、就労

についての判断が難しいと思われるとありました。精神障がいの方々は人口比以上に増えていると

いう情報もあります。 

  執行部より、大津町の生活保護の概要等について説明がありました。 

  委員より、働く人はいるが長続きしないという意見があったが、気になるところであります。企

業に長く務めることにより厚生年金等により将来働けなくなった場合の積立てをしているという考

えを持った人が少ないのではないかとありました。 

  企業連より、ＴＳＭＣの進出により企業進出も多くなっており、今後人材不足の加速と住居不足

を懸念しております。町営住宅の活用などについても検討して町内への移住につなげれば経済も回

るのではないかと意見をいただきました。 

  執行部より町営住宅は、全８００戸、あけぼの団地が多く４００戸で現在１００戸程度の空きが

あります。あけぼの団地は現在見直しを検討しており長寿命化計画で年に２棟程度改修を行ってお

ります。収入がある程度以下及び複数世帯が入居の条件でしたが、６０歳代以降や障がいをお持ち
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の方は単身で入れるよう検討しているところであります。その他民間のアパートも多く開発申請が

出ております。民間の場合は開発途中で入居が決まっていて、需要に間に合っていない状況であり

ますとありました。 

  また委員より、不動産業者が地権者に対して土地を売ってくれというふうにくるために、民間の

家賃はどんどん上がってきております。町営住宅は条例に低所得者に対する良好な住環境を提供す

るとあるので、収入が上がればおのずと家賃も高くなるということになりますとありました。 

  また企業連より、熊本は車社会なのでアパートやマンションが増えることにより、さらに渋滞が

加速すると思われます。公共交通の利用を増やすには駅前の居酒屋等を多く整備すれば、食事をし

て帰る人が増えて渋滞の解消につながるのではと思ったりもします。また、行政は企業誘致を進め

るが、企業側としてはライバル企業が進出しないかという不安もありますという意見をいただきま

した。 

  委員より、駅前の開発等については課題も多く長年解決できてない部分もあります。渋滞につい

てはおっしゃる通りで国が誘致するならば同時並行でインフラ整備をしていかなくてはならない。

現状は高規格道路を早期に取り組むように要望しております。道路問題は御指摘いただいているた

め議会としても検討していきたいとありました。 

  また執行部より９月末にかけて交通量調査を行います。渋滞している道路から優先的に工事を行

っていく予定であります。国も国策でＴＳＭＣを誘致したため中九州横断道路についても合志から

大津インター間が早期に事業化された背景もあるため、町も早期完成に向けて要望していきますと

ありました。 

  また委員より、翔陽高校の採用状況はどうか。人材育成を後押ししていきたと考えているがとの

問いに、企業連より、企業連絡協議会主催の翔陽高校生向けの工場見学や企業ガイダンスに参加し

ております。今年企業では、この企業ですね、言われた企業では、一人採用されました。平均して

毎年１名程度は採用しておりますという意見をいただきました。 

  また委員より、ＬＧＢＴにより男女格差がなくなってきております。男の仕事という概念が古い

のかもしれません。女性の意識自体も海外は違っており、男性がこれまでしてきた仕事を女性が普

通にしております。そのような仕事に対する社会的な変化は企業側でも実際あっておりますかとの

問いに、企業連よりダンプを運転している女性もおります。男性の仕事に女性がいることにより活

性化し効率も上がっているように感じます。女性の活躍ができる社会になれば企業側もありがたい

といただきました。 

  また企業連より、弊社では男女の制服を統一し、区別なく仕事ができるように配慮しております。

実際に働きたいと思っている女性も多いと考えており、税金や社会保険の認定について緩和をする

と働きたいと思う女性が増えるのではないかと思うといただきました。 

  また企業連より、企業活動面でのお願いとして、工業用水道や下水道が不足していると感じてお

ります。インフラの整備は企業にとっても魅力的なところであるので、ぜひ議会にお願いしたいと

意見を申されました。 
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  また委員より、工業用水道や下水道の問題については、議会でも取り組んでいきたいとの答弁と

なりました。 

以上で、経済建設常任委員会の所管事務調査報告を終わりますが、今後も地場企業との意見交

換会はとても重要であると委員会では考えております。目まぐるしく変化する経済状況に少しでも

早く行政の対応は重要だと考えているところであります。 

以上で、経済建設常任委員会の所管事務調査報告について終わらせていただきます。よろしく

お願いします。 

 

日程第５ 議案第５５号から日程第２５ 認定第８号まで一括上程・提案理由の説明 

 

○議 長（桐原則雄） 日程第５ 議案第５５号、大津町一般職の職員の給与に関する条例の一部を

改正する条例についてから、日程第２５ 認定第８号、令和４年度大津町農業集落排水事業会計決

算の認定についてまでの２１件を一括して議題とします。 

 提案理由の説明を求めます。金田町長。 

○町 長（金田英樹） 皆様おはようございます。今回の定例会に提案いたしました案件の提案理由

の説明を申し上げます。 

  まず、まず、議案第５５号「大津町一般職の職員の給与に関する条例の一部を改正する条例につ

いて」は、「新型インフルエンザ等対策特別措置法及び内閣法の一部を改正する法律」の施行に伴

い、条例の一部を改正しようとするものです。 

  次に、議案第５６号「大津町放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例

の一部を改正する条例について」は、こども家庭庁成育局長通知により、「放課後児童健全育成事

業実施要綱」が改正されたことに伴い、条例の一部を改正しようとするものです。 

  次に、議案第５７号「大津町特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を

定める条例の一部を改正する条例について」は、「地域の自主性及び自立性を高めるための改革の

推進を図るための関係法律の整備に関する法律」の一部施行により、「就学前の子どもに関する教

育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律」の一部が改正されることに伴い、条例の一部を改

正しようとするものです。 

  議案第５５号から第５７号の案件については、条例の一部改正ですので、地方自治法第９６条第

１項第１号の規定により、議会の議決を求めるものです。 

  次に、議案第５８号「財産の交換について」は、町道桜町５７号線歩道整備事業の用地取得のた

め、土地の交換を行うものであり、地方自治法第９６条第１項第６号の規定により、議会の議決を

求めるものです。 

  次に、議案第５９号「令和５年度大津町一般会計補正予算（第１０号）について」ですが、今回

の補正は、既定の歳入歳出予算の総額に、歳入歳出それぞれ１４億６千２４万２千円を追加し、歳

入歳出それぞれ１８７億８千６３４万１千円とするものです。  
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  歳入では、町税２億３千９００万円、地方交付税２億１千６５５万７千円、国庫支出金８０２万

１千円、県支出金６千５３２万１千円、財産収入４７１万円、寄附金１億円、繰越金９億５千３１

５万４千円、諸収入２１９万３千円をそれぞれ増額し、繰入金１千７４８万円、町債１億１千１２

３万４千円をそれぞれ減額するものです。 

  歳出では、総務費９億７千２３８万円、民生費１千１２６万９千円、商工費２億３千５１７万３

千円、土木費１億５千６２１万円、消防費３９７万３千円、教育費１千１４０万円、災害復旧費７

００万円、予備費７千３７万円をそれぞれ増額し、議会費２１０万３千円、衛生費２６６万７千円、

農林水産業費２７６万３千円をそれぞれ減額するものです。 

  次に、議案第６０号「令和５年度大津町国民健康保険、特別会計補正予算（第１号）について」

ですが、今回の補正は、既定の歳入歳出予算の総額に、歳入歳出それぞれ７７２万５千円を追加し、

歳入歳出予算の総額を、３０億８千９３万４千円とするものです。 

  歳入で、国庫支出金９万５千円、財産収入３千円、繰入金３千４９９万９千円、諸収入９８５万

２千円をそれぞれ増額し、繰越金３千７２２万４千円を減額し、歳出で、基金積立金４千円、予備

費７７２万１千円を増額するものです。 

  次に、議案第６１号「令和５年度大津町外四ケ市町村共有財産管理処分事務受託、特別会計補正

予算（第１号）について」ですが、今回の補正は、既定の歳入歳出予算の総額に、歳入歳出それぞ

れ１千２１５万５千円を追加し、歳入歳出予算の総額を、４千９００万８千円とするものです。 

  歳入で、繰越金１千２１５万５千円を増額し、歳出で、予備費１千２１５万５千円を増額するも

のです。 

  次に、議案第６２号「令和５年度大津町介護保険、特別会計補正予算（第１号）について」です

が、今回の補正は、既定の歳入歳出予算の総額に、歳入歳出それぞれ１億６９９万７千円を追加し、

歳入歳出予算の総額を、２９億１千５７４万６千円とするものです。  

  歳入で、支払基金交付金４９６万４千円、繰入金１万７千円、繰越金１億２０１万６千円をそれ

ぞれ増額し、歳出で、総務費１万７千円、基金積立金５千万円、諸支出金４千６２９万３千円、予

備費１千６８万７千円をそれぞれ増額するものです。 

  次に、議案第６３号「令和５年度大津町後期高齢者医療特別会計補正予算（第１号）について」

ですが、今回の補正は、既定の歳入歳出予算の総額に、歳入歳出それぞれ２０９万７千円を追加し、

歳入歳出予算の総額を、４億４千３２２万２千円とするものです。歳入で、繰越金２０９万７千円

を増額し、歳出で、予備費２０９万７千円を増額するものです。 

  次に、議案第６４号「令和５年度大津町工業団地整備事業特別会計補正予算（第１号）について」

ですが、今回の補正は、既定の歳入歳出予算の総額に、歳入歳出それぞれ１億２千６６万２千円を

追加し、歳入歳出予算の総額を、１億５千１８８万２千円とするものです。 

  歳入で、繰入金１億２千６６万２千円を増額し、歳出で、事業費１億２千６６万２千円を増額す

るものです。 

  次に、議案第６５号「令和５年度大津町工業用水道事業会計補正予算（第１号）について」です
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が、今回の補正は、収益的支出の営業費用を２２万５千円増額するものです。 

  次に、議案第６６号「令和５年度大津町公共下水道事業会計補正予算（第１号）について」です

が、今回の補正は、収益的収入の営業外収益６４万円、収益的支出の営業費用６４万をそれぞれ減

額し、資本的収入の出資金１４５万円、資本的支出の建設改良費１４５万円をそれぞれ増額するも

のです。 

  次に、議案第６７号「令和５年度大津町農業集落排水事業会計補正予算（第１号）について」で

すが、今回の補正は、収益的収入の営業外収益７万４千円、収益的支出の営業費用７万４千円を、

それぞれ増額するものです。 

  議案第５９号から議案第６７号までの案件については、令和５年度、一般会計及び、各特別会計

等の補正予算ですので、地方自治法第２１８条第１項の規定により、議会の議決を求めるものです。 

  続きまして、認定第１号から認定第８号までの案件について、「令和４年度一般会計、各特別会

計及び事業会計に係る歳入歳出、決算の認定について」ですが、まず、一般会計では、歳入総額 

１８０億８千７００万１千円、歳出総額１６９億２千２９万６千円、歳入歳出差引額、１１億６千

６７０万５千円、ここから、翌年度に繰越しすべき財源として、繰越明許費１億１千１２９万８千

円、事故繰越２２５万３千円を差し引いた結果、実質収支額は１０億５千３１５万４千円となりま

した。 

  次に、「大津町国民健康保険特別会計外、各特別会計」においては、歳入総額６３億３千８３９

万４千円、歳出総額６０億６千６５１万３千円となりました。 

  次に、各事業会計では、「大津町工業用水道事業会計」は、収入の決算額７千１２７万３千円、

支出の決算額７千２２６万３千円、「大津町公共下水道事業会計」は、収入の決算額１４億５千１

１１万６千円、支出の決算額１６億４千７０６万８千円、「大津町農業集落排水事業会計」は、収

入の決算額１億９千５１９万９千円、支出の決算額２億３千２９０万円となりました。 

  認定第１号から認定第８号までの決算の案件については、地方自治法第２３３条第３項及び地方

公営企業法第３０条第４項の規定により、議会の認定を求めるものです。 

  なお、決算書に加え、「監査委員の審査意見書、決算資料及び主要な施策の成果」を配布してお

ります。各常任委員会において、御審議をいただきますようどうぞよろしくお願いいたします。 

  なお、ここで大津町の令和４年度の一般会計の決算の状況について、簡単に、御説明を申し上げ

ます。 

  まずは歳入ですが、大津町の収入の約３２.２％は、町民の皆様や企業から納められた町税によ

るものです。町税総額は、５８億１千９５５万円で、昨年よりも６.２％増、３億４千１７７万円

の増額となっております。 

  内訳は、個人町民税は、６.８％の増、８千９００万円の増額となっております。法人町民税は、

１３.３％増、５千万円の増額、固定資産税は５.４％増、１億５千８００万円の増額となっており

ます。また、自主財源は、歳入全体の約５０％、９０億４千９００万円で、前年度比４.８％の増

となっております。要因としては、税収増に加え、繰越金が前年比２億２千８００万円増となった
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ことが影響しております。 

  依存財源は、前年度比２６.２％、３２億５００万円の減額で、総額９０億３千８００万円とな

りました。普通交付税が２.１％、４千２００万円の増となったものの、地方債が７７.４％、２２

億３千５００万円の大幅な減となり、全体では減となりました。 

  次に歳出ですが、目的別では、総務費は、前年までの新庁舎建設事業が大きく影響し、２８.

１％の減となりました。民生費は、前年度の子育て世帯への臨時特別給付金事業や住民税非課税世

帯等臨時特別給付金事業などが影響し、７.４％の減となっております。衛生費は、菊池環境保全

組合への負担金や新型コロナウイルス感染症予防接種委託などの減により３.１％の減となりまし

た。農林水産業費は、前年度の畜産・酪農収益力強化整備等特別対策事業などの影響により、４１.

６％の減となっております。 

  商工費は、工場等振興奨励補助金や大津町地域応援商品券事業などの増により、全体では６２％

の増となりました。 

土木費は、前年度の室工業団地４号線の補償費などが影響し、１７.２％の減となりました。 

  消防費については、前年度の防災行政無線移設及び防災情報システム設置事業などの影響により、

１１.２％の減となっております。 

教育費は、前年度の大津北中学校増築工事の完了などが影響し、２３.９％の減となりました。 

災害復旧費は、前年度の農業用施設の災害復旧工事などが影響し、２３.５％の減となりました。 

  公債費は令和２年度に借入れを行った災害復旧事業債などに係る元金償還が開始されたことによ

り、６.９％の増となっております。 

次に性質別の歳出ですが、義務的経費は、全体で８３億円、５.１％の減となりました。 

  町債の残高につきましては、令和４年度末で１７４億１千３００万円、前年度比１２億５千８０

０万円の減となっております。 

  基金につきましては、令和４年度末の総額は６３億４千８００万円で、前年度比１０億６千２０

０万円の増となっております。 

  財政状況につきましては、全国の類似団体と比較しても、健全財政を堅持しており、財政健全化

法に基づく、指標につきましても、国が示す「早期健全化基準」を超えるものはございませんでし

た。 

  しかしながら、昨今の原油価格や物価の高騰が続く中において、学校施設をはじめとする公共施

設の改修等により、今後も多額の支出が見込まれる状況です。より一層経費削減の意識を強く持ち、

様々な事業について優先順位をしっかり見極めながら、健全な財政運営に努めていきます。 

  以上、簡単ではございますが、町の財政状況の説明とともに、提案理由の説明を申し上げました

が、御審議の上、御議決、御認定を賜りますよう、よろしくお願い申し上げます。 

  なお、各会計の「決算の認定」以外の議案につきましては、所管部長より、詳細を説明させてい

ただきます。 

○議 長（桐原則雄） 町長の説明が終わりました。 
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次に各部長の説明を求めます。 

議案第５５号から議案第６７号までの説明を求めます。 

藤本総務部長。 

○総務部長（藤本聖二） 皆さん、おはようございます。私のほうから、議案第５５号と５９号につ

いて御説明申し上げます。 

  まず議案第５５号の大津町一般職の職員の給与に関する条例の一部を改正する条例について御説

明をいたします。 

議案集は、２ページ、説明資料集は、１ページをお願いします。 

  今回の改正につきましては、「新型インフルエンザ等の対策特別措置法」それから「内閣法の一

部を改正する法律」の施行に伴いまして、条例の一部を改正するものです。 

  これまでは、緊急事態においてのみ、地方公共団体の事務の代行等を要請することができる「新

型インフルエンザ等緊急事態措置」から、早期要請、範囲を拡大した要請ができるよう「特定新型

インフルエンザ等対策」へと改正されました。 

  そのことにより、派遣された職員に支給することができる手当の名称が「新型インフルエンザ等

緊急事態派遣手当」から「特定新型インフルエンザ等対策派遣手当」へ改正されました。 

  それに基づきまして、「町の一般職の職員の給与に関する条例」におきまして、「新型インフル

エンザ等緊急事態派遣手当」を「特定新型インフルエンザ等対策派遣手当」に改めるものになりま

す。 

また、新型インフルエンザ等対策特別措置法の改正による条の修正を行っております。 

説明資料集２ページの新旧対照表で、説明をいたします。 

  第２条それから第１９条の２において、「新型インフルエンザ等緊急事態派遣手当」を「特定新

型インフルエンザ等対策派遣手当」に改めるものになります。 

 また、第１９条の２におきまして、引用条文であります「新型インフルエンザ等対策特別措置法」

が改正されまして、法第４４条が、第２６条の８に変更されたために、町の条例を改めるものにな

ります。 

附則で、この条例は、公布の日から施行し、令和５年９月１日から適用する。としております。 

  次に議案第５９号「令和５年度大津町一般会計補正予算（第１０号）」について、御説明いたし

ます。 

  今回の補正の主なものにつきましては、４月の人事異動に伴う人件費の補正、それから令和４年

度決算に係る繰越金及び財政調整基金積立金等の補正、令和５年度の町税及び普通交付税・臨時財

政対策債発行可能額の確定などに係る補正、それから新たな工業団地造成に関連する各種事業費等

を計上していたしております。 

補正予算書の１ページをお願いいたします。併せて補正予算の概要をお願いいたします。 

  第１条で、既定の歳入歳出予算の総額に、歳入歳出それぞれ１４億６千２４万２千円を追加し、

歳入歳出それぞれ１８７億８千６３４万１千円とするものです。 
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第２条で、地方債の追加及び変更を「第２表地方債補正」のとおりとしております。 

７ページをお願いいたします。 

  第２表の地方債の補正ですけれども、追加につきましては、２１の公共土木施設災害復旧事業は、

６月末の大雨で被害を受けました町道東道免線の法面関の復旧工事に係るもの、それから２２の室

小学校改修事業は、室小学校の屋根・外壁等改修工事設計業務に係る地方債になります。 

  変更の１臨時財政対策債は、令和５年度の普通交付税算定におけます借入額の確定に伴う減にな

ります。 

  ４の道路新設事業は、杉水・水迫線歩道整備の事業費増額、及び桜町５７号線、新生町東道免線

の用地費に係る増になります。 

５の防災・減災債対策等強化事業は、杉水・水迫線の排水設計に係るものになります。 

  １４の緊急自然災害防止対策事業は、東道免、後迫、大津地区の急傾斜地対策に関する用地測量

費の増額に係るものになります。 

それでは歳出から主なものについて御説明を申し上げます。 

１９ページをお願いいたします。 

  款２、項１、目１一般管理費、ページが変わりまして、２０ページの節８旅費の普通旅費につい

ては、町長等の出張増加に伴う増額補正をしております。 

  目５財産管理費、節１４工事請負費は、旧電算室の屋上防水シート及び外壁のコーキングに係る

改修工事費になります。 

目６企画費、節１２委託料は、ふるさと納税の寄附受入額増加に伴う業務委託料の増です。 

  節１８負担金、補助及び交付金の３で大津町地域公共交通会議負担金は、まちなかエリアにおけ

ます新たな公共交通実証運行の導入推進に係る負担金になります。 

  目１３財政調整等基金費は、令和４年度の繰越額確定に伴い、繰越額の２分の１を下回らない金

額を財政調整基金として、又、今後の公共施設更新等の財源としまして、公共施設整備基金へ積み

立てるものになります。 

２１ページをお願いいたします。 

  目２１新型コロナウイルス感染症対策費は、６月の補正で計上しましたＬＰガス使用世帯支援補

助金に、今回、県の物価高騰対応生活者支援交付金を充当したことによる財源の組替えをしており

ます。 

２４ページをお願いいたします。 

  款３、項１、目４老人福祉費、節１８負担金、補助及び交付金の４介護基盤緊急整備特別対策事

業補助金は、町内の介護施設の多床室の個室化に要する改修費の補助になります。 

２５ページをお願いいたします。 

  目１２新型コロナウイルス感染症対策費は、５月の補正で計上いたしました電力・ガス・食料品

等価格高騰重点支援給付金の町独自の上乗せ分に、今回、県の物価高騰対応生活者支援交付金を充

当したことによる財源の組替えを行っております。 
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２７ページをお願いいたします。 

  項２、目７新型コロナウイルス感染症対策費は、６月補正で計上しております保育所等副食費負

担軽減補助金に、今回、県の物価高騰対応生活者支援交付金を充当したことによる財源組替えです。 

２８ページをお願いいたします。 

  款４、項１、目６こども医療費、節１２委託料は、県の子ども医療費助成事業補助金の交付要件

の改正、４歳未満から中学生まで拡充になっておりますけれども、それに伴うシステム改修に係る

ものになります。 

  目９、節１８負担金、補助及び交付金は、ワクチン接種健康被害に伴う医療費及び医療手当に係

る給付費負担金でになります。 

３０ページをお願いいたします。 

  款６、項１、目１１新型コロナウイルス感染症対策費は、６月補正で計上しました農業者支援の

原油価格・物価高騰対策事業補助金に、歳入で計上しております県の「物価高騰対応生活者支援交

付金」の交付に伴い、各事業間において改めて国の「新型コロナウイルス感染症対策地方創生臨時

交付金」の財源調整を行い追加で国の交付金を充当したことによる財源の組替えを行っております。 

３１ページをお願いいたします。 

  款７、項１、目４企業誘致推進費、節８旅費の普通旅費は企業誘致に関する出張の増関係に伴う

補正になります。 

  節１８負担金、補助及び交付金は、今年度支出が予定されております２社分の工場等振興奨励補

助金の増を補正しております。 

  節２４積立金は、今年度それから来年度支出が見込まれる工場等振興奨励補助金の必要額及び利

子分の積立金になります。 

  目８工業団地整備事業費、節２７繰出金は、新たな工業団地造成事業に係ります工業団地整備事

業特別会計への繰出金になります。 

３３ページをお願いいたします。 

  款８、項２、目２道路維持費、節１４工事請負費は、町道三吉原北出口線の歩道整備に係るもの

になります。 

  目３道路新設改良費、節１１役務費は、町道桜町５７号線それから町道新生町東通線整備の用地

買収に係る登記手数料になります。 

  節１２委託料は、町道杉水・水迫線の排水施設整備それから工業団地関連の排水対策それから道

路整備に関する測量設計に係るものになります。 

節１４工事請負費は、町道杉水・水迫線の歩道整備工事に係るものになります。 

  節１６の公有財産購入費は、町道桜町５７号線それから町道新生町東通線の整備の用地買収に係

る用地費になります。 

  ３５ページをお願いいたします。 

  項４、目１住宅総務費、節１８負担金、補助及び交付金の１土砂災害特別警戒区域転居費用補助
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金は、土砂災害警戒区域内にある立石団地住宅２軒分の移転費用に係る補助金になります。 

  目２住宅維持費、節１０修繕料で住宅修繕料の不足見込額を増額しております。 

  節１４工事請負費は、あけぼの団地それから鍛冶の上団地における鳥害対策のためのネット取付

工事に関する費用になります。 

  ３６ページをお願いいたします。 

  款９、項１、目３消防施設費、節１４防火水槽改修工事は、漏水しております内牧公民館防火水

槽の改修費用になります。その下の防災行政無線片俣２局改修工事は、基礎部分補強のための改修

費用となります。 

 目４の水防費、節３職員手当等は、８月の台風６号の災害対応に係る管理職員の特別勤務手当そ

れから職員の時間外勤務になります。 

 ３７ページをお願いいたします。 

  款１０、項１、目２事務局費、節１７備品購入費は、小・中学校の送迎用バス３台分の置き去り

防止用安全装置の購入費となります。 

  項２、目１学校管理費、節１４工事請負費は、大津小学校のプールシャワー配管工事や大津東小

図書館の建具改修工事などになります。 

 ３８ページをお願いいたします。 

 項３学校建設費、節１２委託料は、室小の校舎・体育館屋根外壁等改修工事の設計費となります。 

  ４０ページをお願いいたします。 

 項５、目２公民館費、節１７備品購入費のデジタルサイネージは、図書館来館者向け案内表示の

ためのデジタルサイネージの購入費となります。 

 ４１ページをお願いいたします。 

 項６、目４新型コロナウイルス感染症対策費は、６月補正で計上いたしました学校給食用食材費

補助金に、県交付金の交付に伴い、国の交付金の財源調整を行いまして、今回、追加で国の交付金

を充当したことによる財源の組替えとなっております。 

 ４２ページをお願いいたします。 

  款１１、項２、目１公共土木施設災害復旧費、節１４工事請負費は、７月末の大雨で被害を受け

ました町道東道免線の法面復旧に係る工事費を計上いたしております。 

款１３予備費で、所用の財源を調整しております。 

次に、歳入について主なものについて説明をいたします。 

１１ページをお願いいたします。 

  款１、項１、町民税から項３軽自動車税については、今年度に入りまして本課税を行いました個

人町民税、固定資産税、軽自動車税の３税について、本年度の当初課税に基づきまして、調定見込

額相当を増額補正しております。 

１２ページをお願いいたします。 

款１１、項１、目１地方交付税の普通交付税は、額の確定に伴うものになります。 
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  款１５、項１、目２衛生費国庫負担金、節１保健衛生費負担金の新型コロナウイルス予防接種健

康被害給付費負担金は、ワクチン接種により健康被害を受けた方の医療費、医療手当に係る負担金

となります。 

  項３災害復旧費国庫負担金、節１公共土木災害復旧費負担金は、歳出のところで説明いたしまし

た町道東道免線に係るものになります。 

１４ページをお願いいたします。 

  款１６、項２、目１総務費県補助金、節１総務費補助金の物価高騰対応生活者支援交付金は、コ

ロナ禍における物価高騰に直面する生活者の負担軽減を目的とした交付金で、５月補正計上の電

力・ガス・食料品等価格高騰重点支援給付金それから６月補正計上のＬＰガス使用世帯支援補助金、

保育所等副食費負担軽減補助金の財源として今回充当をいたしております。目２民生費県補助金、

節２老人福祉費補助金の介護基盤緊急整備特別対策事業補助金は、介護施設多床室の個室化に対応

する改修費支援に用する補助になります。 

１５ページをお願いいたします。 

  款１７、項２、目１不動産売払収入、節１土地建物売払収入は、町道桜町５７号線歩道整備事業

の用地交渉に係る差額金分になります。 

款１８、項１、目１一般寄附金は、ふるさと寄附金の受入見込みによる増になります。 

１６ページをお願いいたします。 

  款１９、項２、目３大津町工場等振興奨励基金繰入金は、大津町工場等振興奨励補助金の支払の

ために繰入れを行うものになります。 

  目４財政調整基金繰入金は、県の物価高騰対応生活者支援交付金相当部分を減額するものになり

ます。 

１７ページをお願いいたします。 

款２０、項１、目１繰越金は、令和４年度決算に伴う繰越金の補正です。 

款２２町債は、地方債補正で説明したとおりでございます。 

以上よろしくお願いいたします。 

○議 長（桐原則雄） 坂本健康福祉部長。 

○健康福祉部長（坂本光成） おはようございます。私からは議案第５６号、議案第５７号、議案第

６０号、議案第６２号及び議案第６３号について御説明させていただきます。 

  まず、議案第５６号「大津町放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例

の一部を改正する条例について」説明します。 

  議案集の３ページから４ページ、説明資料集も同じく３ページから４ページをお願いいたします。 

  提案理由でございますが、議案集３ページに記載のとおり、令和５年４月１２日付けのこども家

庭庁成育局長通知により放課後児童健全育成事業実施要綱が改正され、放課後児童支援員とみなす

ことのできる研修修了予定者の内容が変更されたことに伴い、条例の一部を改正しようとするもの

でございます。 



23 

  具体的には、放課後児童支援員は、保育士や社会福祉士等のいずれかの基礎資格を有する者また

は２年以上児童福祉事業に従事した者で、県知事が行う研修の受講修了者であることが要件となっ

ております。ただし、研修未受講者の場合は令和５年３月３１日までに研修を修了予定の者も含ま

れるとして、経過措置が設けられておりました。 

  今回、国は、経過措置期間満了後の対応として、基礎資格を有している者であることを前提とし、

もう１つの要件であります「研修受講」について、卒業してすぐに就職する職員が研修を受けるま

での一定の猶予が必要なこと、また急な退職があった場合の支援員資格のある職員確保が難しいこ

となどを考慮し、研修計画を定め、採用から２年以内に研修受講修了を予定していることの２つの

要件を満たせば、研修を修了していなくても支援員とみなすことができるとしたものでございます。 

なお、今回の国の措置では、支援員資格の経過措置期間は特に示されておりません。 

最後に、附則において、本条例は公布の日から施行するとしております。 

  続きまして、議案第５７号「大津町特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する

基準を定める条例の一部を改正する条例について」説明します。 

議案集の５ページから６ページ、説明資料集も同じく５ページから６ページをお願いします。 

  まず、提案理由でございますが、議案集５ページに記載のとおり、地域の自主性及び自立性を高

めるための改革の推進を図るための関係法律の整備に関する法律の一部施行により、「就学前の子

どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に係る法律」の一部が改正されることに伴い、条

例の一部を改正しようとするものでございます。 

  具体的には、「就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律」で定

められておりました指定都市等における手続の効率化が図られたことにより、第３条第１０項が削

除されまして、従来第１１項であった規定が第１０条に繰り上げられました。 

  そのため、資料集５ページ下段に記載のとおり、従来第１１項だった規定を引用しております本

条例の第１５条第１項第２号の「同条第１１項」を「同条第１０項」に改正するものでございます。 

  最後に、附則において、本条例は、国の施行日に合わせ、令和５年９月１６日から施行するとし

ております。 

議案第５７号の説明は以上です。 

  続きまして、議案第６０号「令和５年度大津町国民健康保険特別会計補正予算（第１号）につい

て」御説明いたします。 

  今回の補正の主なものは、令和４年度大津町国民健康保険特別会計の歳入歳出の額の確定に伴う

前年度繰越金と基金繰入金に伴う増額補正でございます。 

予算書の１ページをお願いいたします。補正予算の概要は、１１ページです。 

  第１条で、既定の歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ７７２万５千円を追加し、歳入歳出予

算の総額をそれぞれ３０億８千９３万４千円とするものです。 

まず、歳出について御説明いたします。予算書の１０ページをお願いいたします。 

  款２、項４、目１出産育児一時金は、出産育児一時金臨時補助金の創設に伴い、財源組替えを行
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うものです。 

  款３、項１、目１一般被保険者医療給付費分は、基金繰入金及び諸収入の増に伴い、財源組替え

を行うものです。 

  款７、項１、目１国民健康保険基金積立金、節２４積立金は、補正予算書の１１ページにかけて

となりますが、基金の満期に伴い発生する利息でございます。 

款１０、項１、目１の予備費で財源の調整を行っております。 

続きまして、歳入について御説明いたします。 

補正予算書の８ページをお願いいたします。 

  款３、項１、目２出産育児一時金臨時補助金、節１出産育児一時金臨時補助金の９万５千円の増

額につきましては、令和５年度に４２万円から５０万円に増額改定されました出産育児一時金のう

ち、１人当たり５千円が国から補填されるものでございます。 

  款５、項１、目１利子及び配当金、節１利子及び配当金の国民健康保険基金利子は、基金を繰り

入れた際に発生する満期に伴う利息を受け入れるものです。款６、項２、目１国民健康保険基金繰

入金、節１国民健康保険基金繰入金の３千４９９万９千円は、国民健康保険の運営に必要な基金を

今回繰り入れるものでございます。 

補正予算書の９ページをお願いいたします。 

  款７、項１、目１繰越金、節１前年度繰越金、３千７２２万４千円の減額は、令和４年度大津町

国民健康保険特別会計の歳入歳出の額の確定に伴い、前年度繰越金を減額するものです。 

  款９、項３、目３雑入、節１雑入の９８５万２千円の増額につきましては、主に令和４年度の診

療報酬等概算請求の精算によるものでございます。 

議案第６０号の説明は以上になります。 

  続きまして、議案第６２号「令和５年度大津町介護保険特別会計補正予算（第１号）について」

御説明いたします。 

補正予算書の１ページをお願いいたします。 

補正予算の概要は１２ページです。 

  第１条で、既定の歳入歳出予算総額に、歳入歳出それぞれ１億６９９万７千円を追加し、歳入歳

出予算総額を、歳入歳出それぞれ２９億１千５７４万６千円とするものです。 

歳出から説明をいたします。 

補正予算書の９ページをお願いいたします。 

  款１、項１、目１一般管理費と、その下の目２認定調査等費の節３職員手当等は、それぞれ会計

年度職員の期末手当の増額です。 

  款４、項１、目１介護給付費準備基金積立金、節２４積立金５千万円の増額は、令和４年度の精

算に伴う、前年度繰越金のうち、償還金や一般会計繰出金を除いた剰余金から、基金に積み立てる

もので、今後の介護給付費の増額等を見込み、介護保険料の増額幅の抑制などを目的として今回積

み立てるものでございます。 
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補正予算書の１０ページをお願いいたします。 

  款５、項１、目２償還金、節２２償還金、利子及び割引料３千２３７万２千円は、令和４年度分

の介護給付費等の実績報告による、国・県等への返還金です。 

  款５、項２、目１一般会計繰出金、節２７繰出金、１千３９２万１千円は、令和４年度の介護給

付費、事務費等の精算による、町の一般会計への返還分です。 

款６、項１、目１予備費で、今回の補正に伴います財源調整を行っております。 

続いて、歳入の説明をいたします。 

補正予算書の８ページをお願いします。 

補正予算の概要は１２ページをお願いします。 

  款４、項１、目１介護給付費交付金、節２過年度分４９６万４千円の増額は、令和４年度の実績

に伴い、町負担分を一般会計から繰り出し、介護保険特別会計に繰り入れるものです。 

  款６、項１、目４その他一般会計繰入金、節２事務費繰入金１万７千円の増額は、歳出で説明し

ました、会計年度職員の職員手当の増額分の受け入れになります。 

  款８、項１、目１繰越金、節１繰越金１憶２０１万６千円は、令和４年度の繰越金の確定に伴う

ものです。 

議案第６２号の説明は以上です。 

  最後に、議案第６３号「令和５年度大津町後期高齢者医療特別会計補正予算（第１号）について」

御説明いたします。 

  補正予算書の１ページをお願いいたします。補正予算の概要は１２ページの下段から１３ページ

の上段です。 

  今回の補正は、令和４年度の後期高齢者医療特別会計歳入歳出の額の確定に伴い、繰越金を増額

するものでございます。 

  第１条で、既定の歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ２０９万７千円を追加し、総額をそれ

ぞれ４億４千３２２万２千円とするものです。 

まず、歳入について御説明いたします。 

予算書の７ページをお願いいたします。 

  款５、項１、目１繰越金は、令和４年度後期高齢者医療特別会計の歳入歳出の額の確定に伴い、

前年度繰越金２０９万７千円を増額計上するものです。 

続きまして、歳出について御説明いたします。補正予算書の８ページをお願いいたします。 

款５、項１、目１の予備費で、財源の調整を行っております。 

説明は以上になります。 

よろしくお願いいたします。 

○議 長（桐原則雄） しばらく休憩します。１１時１０分から再開します。 

午前１１時０１分 休憩 

△ 
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午前１１時１０分 再開 

○議 長（桐原則雄） 休憩前に引き続き会議を開きます。 

  村山産業振興部長。 

○産業振興部長（村山龍一） 皆様、こんにちは。私からは議案第６１号と、議案第６４号について

説明いたします。 

  議案第６１号「令和５年度大津町外四ケ市町村共有財産管理処分事務受託特別会計補正予算（第

１号）」について御説明します。 

議案集は１１ページ、補正予算の概要も１１ページをお願いいたします。 

補正予算書をお願いいたします。補正予算書の１ページをお願いいたします。 

  第１条、既定の歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ１千２１５万５千円を追加し、歳入歳出

の総額を歳入歳出それぞれ４千９００万８千円としするものです。 

歳入から御説明申し上げます。 

補正予算書の７ページをお願いいたします。 

  款４、項１、目１、節１前年度繰越金でございます。前年度繰越金の確定に伴い、１千２１５万

５千円を増額するものです。 

次に歳出について御説明いたします。 

補正予算書の８ページをお願いいたします。 

款２、項１、目１予備費は補正に伴う財源調整となっております。 

以上で説明を終わります。よろしくお願いいたします。 

  続きまして、議案第６４号「令和５年度大津町工業団地整備事業特別会計補正予算（第１号）に

ついて」御説明いたします。 

議案集は１４ページ、予算の概要は１３ページをお願いいたします。 

今回の補正の主なものは、工業団地整備に伴う委託料と用地費の補正でございます。 

予算書をお願いいたします。予算書の１ページをお願いします。 

  第１条で、既定の歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ１億２千６６万２千円を追加し、歳入

歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ１億５千１８８万２千円とするものです。 

４ページをお願いいたします。 

  第２表債務負担行為補正で、工業団地用地取得事業の用地費を令和６年度に、総額４億６千２１

４万４千円を限度額とするものです。 

歳出について主なものを説明いたします。 

予算書の９ページをお願いいたします。 

予算書の概要は１３ページです。 

  款１、項１、目１、節１報酬３万８千円は、農村地域産業の導入に関する実施計画書策定に係る、

審議会の委員１０名の報酬です。 

次に、節８旅費２万２千円は、同じく審議会委員の費用弁償です。 
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  続きまして、款１、項１、目２、節２委託料は、基本設計業務委託の測量等の業務の追加及び人

件費等の増に伴う補正が５千１６３万３千円、相続調査等業務委託が２７０万円、地質調査業務委

託が１千４８３万１千円です。 

  節６公有財産購入費５千１３５万円は、工業団地用地購入に仮登記を行うために用地購入費用の

１割を地権者の方に支払うための費用です。 

次に歳入について御説明申し上げます。 

予算書の８ページをお願いします。 

  款３、項１、目１、節１一般会計繰入金１億２千６６万２千円は、一般会計からの繰入れでござ

います。 

以上で説明終わります。よろしくお願いいたします。 

○議 長（桐原則雄） 西岡都市整備部長併任工業用水道課長。 

○都市整備部長併任工業用水道課長（西岡多津朗） 皆さんこんにちは。私のほうからは議案第５８

号、議案第６５号、議案第６６号及び議案第６７号について御説明をさせていただきます。 

議案第５８号関係、財産の交換について御説明させていただきます。 

議案集の７ページ、説明資料集の７ページをお願いいたします。 

町道桜町５７号線歩道整備事業に係る用地取得のために、土地の交換を行うものになります。 

  町道桜町５７号線の位置は、説明資料集の１０ページになりますが、この路線のうち、主要地方

道大津植木線と交差する区間までの、幅員が狭く一方通行になっている部分について、今回歩道整

備約７５メートルを予定しているところでございます。 

  今回の整備用地につきましては、土地所有者が町所有の土地との交換を希望されているため、交

換を行うものでございます。交換は、差額の支払を受けて行うものであり、条例で定める差額の許

容範囲である「高価なものの価格の６分の１まで」を超えるため、議会の議決を求めるものになり

ます。 

説明資料の１１ページをお願いいたします。 

  今回の事業で関係する土地は、図で示すとおり６筆になります。交換する土地は、町有地の「８

７－１」のうち、歩道に要する部分を差し引いた土地、水色の部分とＡ氏所有の「８７－５」の歩

道整備予定部分、水色の部分になります。交換する土地の評価額の差額分４４１万４千２６２円は、

Ａ氏から町に支払ってもらうことになります。 

  その他の土地で、Ｂ氏が所有する土地４筆については、歩道整備に要する部分について、町がＢ

氏から購入することになります。 

  今後のスケジュールにつきましては、説明資料集８ページの６交換のスケジュールに示している

とおりでございます。議会で承認をいただいた後、土地交換契約を締結しまして１０月頃土地分筆

登記、所有権移転登記を行い、来年３月に工事竣工ということで予定をしております。 

  続きまして議案第６５号「令和５年度大津町工業用水道事業会計補正予算（第１号）について」

御説明いたします。 
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  補正の概要は、１４ページになります。補正予算書につきましては、１ページをお願いいたしま

す。第２条で、予算に定めた収益的収入及び支出の予定額について、支出の第１項「営業費用」は、

令和５年度工業用水道事業対象職員の人件費確定見込みにより増額するものです。 

２ページをお願いいたします。 

  第３条、議会の議決を経なければ流用できない経費の補正として、令和５年度工業用水道事業対

象職員の人件費確定見込みによる増額をするものです。 

説明書により、詳細を御説明いたします。 

説明書２ページをお願いします。 

  収益的支出、款１、項１、目３総係費は令和５年度工業用水道事業対象職員の人件費確定見込み

により、２２万５千円増額するものです。 

  続きまして、議案第６６号「令和５年度大津町公共下水道事業会計補正予算（第１号）について」

御説明をさせていただきます。 

補正の概要は、１４ページ、補正予算書につきましては、１ページをお願いいたします。 

  第２条で、予算に定めた収益的収入及び支出の予定額について、上の表、収入の第２項「営業外

収益」を、４月の人事異動に伴い補助金を減額しました。また、下段の表、支出の第１項「営業費

用」を同じく人事異動に伴い減額するものでございます。 

２ページをお願いいたします。 

  第３条で予算に定めた資本的収入及び支出の予定額について、上の表、収入の第２項出資金は、

４月の人事異動に伴い増額するものです。また、下の表、支出の第１項建設改良費につきましても、

４月の人事異動に伴い増額をするものです。 

  第４条、議会の議決を経なければ流用できない経費の補正として、職員給与費を４月の人事異動

等に伴い増額するものでございます。 

  第５条、他会計からの補助金の補正は、４月の人事異動に伴い人件費分を補正するため、予算書

１０条中の数値を改めるものでございます。 

  説明書より、詳細を御説明いたします。 

説明書の１ページをお願いいたします。 

  上の表、収益的収入、款１、項２、目２補助金を収益的収支対象職員の人事異動に伴い、６４万

円を減額するものです。 

  下の表、収益的支出、款１、項１、目４総係費は、４月の人事異動等に伴い６４万円を減額する

ものです。 

２ページをお願いいたします。 

  上の表、資本的収入、款１、項２、目１出資金は資本的収支対象職員の人事異動に伴い、１４５

万円を増額するものです。 

  下の表、資本的支出、款１、項１、目１建設改良費は、４月の人事異動に伴い資本的収支対象職

員の給料等を１４５万円増額するものでございます。 
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  最後に議案第６７号「令和５年度大津町農業集落排水事業会計補正予算（第１号）について」御

説明いたします。補正の概要は、１５ページ、補正予算書につきましては、１ページをお願いいた

します。 

  第２条で、予算に定めた収益的収入及び支出の予定額について、収入の第２項営業外収益を４月

の人事異動に伴い補助金を増額し、また、支出の第１項営業費用を同じく４月の人事異動に伴い増

額するものでございます。 

  第３条、議会の議決を経なければ流用できない経費の補正として、職員給与費を４月の人事異動

等に伴い増額するものです。 

  第４条、他会計からの補助金の補正は、４月の人事異動に伴い人件費分を補正するため、予算書

８条中の数値を改めるものでございます。 

説明書により、詳細を御説明いたします。 

説明書の１ページをお願いいたします。 

  公益的収入、款１、項２、目２補助金を収益的収支対象職員の４月の人事異動に伴い７万４千円

を増額するものです。 

  収益的支出、款１、項１、目４総係費は、４月の人事異動等に伴い給与、職員手当等７万４千円

を増額するものでございます。 

説明は以上になります。よろしくお願いいたします。 

○議 長（桐原則雄） 次に決算認定について、監査委員から審査意見書が町長に提出されています

ので、その説明を求めます。 

  今村代表監査委員。 

○代表監査委員（今村昭彦） 代表監査委員の今村でございます。令和４年度の決算審査が終了いた

しましたので、関係法令に基づきお手元の資料等で御報告をさせていただきたいと思います。 

  なお、決算審査意見書につきましては、議員皆様方のファイルの共有ソフトでありますモアノー

トのほうにも９月定例会決算関係フォルダに保存されておりますので、そちらも御覧いただければ

と思います。 

  それでは、一般会計、特別会計、各基金の運用状況審査意見書について御説明をいたしたいと思

います。 

  まず１ページをお開きいただきたいと思います。 

  審査の概要でございますけれども、決算審査の継続性という観点から内容につきましては、昨年

同様、準じて審査したところでございます。 

  ２ページでございます。 

  審査の結果でございますけれども、審査の対象といたしました一般会計、特別会計等々につきま

して歳入決算書等につきまして、関係帳票等と計数の符をいずれも齟齬なく適正であったことが確

認できたところでございます。また部分的に一部事務の執行についてやや問題といいますか、そう

いう点が物件費でござましたので、こちらにつきましては後ほど審査意見書の中で申し上げたいと
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思います。 

  次３ページでございます。 

  一般会計に関する審査ということで歳入歳出全体につきましては、先ほど町長のほうから説明が

ありましたとおりでございまして、第２表の一番下に実質収支額ということで一応令和４年度の決

算につきましても１０億５千３００万円の黒字となっております。 

  それと令和４年度の不用額につきましては、そこに書いてありますとおりに１１億４千１００万

円余の不用額が出ております。これにつきましても後ほど御報告をさせていただきたいと思います。 

  次４ページでございます。 

  歳入全般の概況でございますけども、先ほど説明、町長のほうからありましたとおりに自主財源、

こちらにつきましては町自らがその権能に基づいて調達する財源でございますし、依存財源につき

ましては、国・県の補助金、そういう形で基準や意思決定がされている内容でございまして、自主

財源、依存財源ほぼ大体５０％になっております。今回会計監査委員として独自に一般財源、特定

財源の歳入状況というのを一応作ってみたところでございます。この一般財源、特定財源の歳入状

況というのは、先ほどの自主財源、依存財源が実際町のほうで使う場合にどういう状況になってい

るかというのを一応精査するために作った内容でございます。ただこの特定財源一般財源というの

は、そこに書いておりますとおりに、特定財源というのは、国・県の補助金等で人が特定されてい

る内容でございます。一般財源につきましては、町税、地方交付税、人が特定されてない政策経費

にあてられるという財源でございます。５ページの一番下に令和４年度の状況がありますけれども、

一般財源として５２.３％、特定財源として４７.７％になっております。 

  次の６ページをお開きいただきたいと思います。これは監査委員として決算カードから拾い上げ

た数字でございますので、財政当局が総務省のほうに地方財政調査表というのを提出いたしますけ

れども、その捉え方と若干一般財源等につきましては、異なる部分がございますので、必ずしも一

致しないというのはあらかじめ御了承していただきたいと思います。さっき申しましたように、一

般財源を政策的経費として使う場合にどういう内容になっているかを参考までに示したものでござ

います。一般財源につきましては、そこに示しておりますとおりに町税、交付税、それに関連する

交付金等でございまして、５２.３％、特定財源につきましては、主に地方債が前年度に比べます

と２２億３千万円余少なくなっておりますので、全般的にこの地方債が少なかったということで特

定財源自体の割合が４７.７％になったところでございます。ただし令和５年度の当初予算を見て

みますと地方債の借入れというのが一応１７億１千万円程度ございますので、令和４年度に比べま

すと１１億円程度多くなりますし、あるいは町税が非常に５８億円ということで多くなっておりま

すので、基本的には普通交付税等が減額になる可能性がございます。そうしますと令和５年度の内

容といたしましては、右側の７ページのほうにグラフをつくっておりますけれども、令和４年度は

一般財源一番外側の枠というのが半分より左側によっておりますけれども、令和５年度がどちらか

と言えば令和３年度やはり青の特定財源のほうが一応多くなってくるという状況が見込まれるとこ

ろでございます。やはりこのために非常に財政的には大津町としては、県下トップクラスの財政状
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況でございますけれども、一般財源の補足というのをしっかり今後捉えていく必要が出てくるかと

思っております。先般熊日新聞のほうで熊本市のほうが９月議会で法定外目的税というのを議案と

して提出されております。これにつきましては法定外目的税につきましては、地方交付税との減額

とかそういう対象にはなりませんので、やはり大津町としてもぜひこういう法定外目的税、一般財

源の確保という点についてぜひ研究をしていただきたいと思っております。 

  次８ページにつきましては、先ほど町長るる説明されましたので、９ページの歳入の個別の中身

について御説明をしていきたいと思います。 

  まず１０ページでございます。町税の税目ごとの内容でございますけれども、大津町の特徴とし

ては固定資産税が大体３１億で全体の５３％、町民税のほうが２１億ということで３７％、２本合

わせますと５２億９千万円余ということで、率にして９０％がこの固定資産税と町民税でございま

す。特に固定資産税につきまして深堀したわけでございますけれども、固定資産税というのは構成

要素としては土地、家屋、償却資産というかたちで表れるものでございます。土地につきましては、

前年度に比べますと６００万円余増、率にして１％程度でございます。家屋につきましては、約１

億円の増で率にして７.８％増えております。償却資産これにつきましては企業の設備投資関係で

ございますけれども、大体３千万円程度増えております。率にして２.８％、全体として固定資産

税が１億５千８００万円程度増えておりまして、率にして５.４％の増になっております。ここで

町税について注視していくという内容につきましては、特に償却資産というのが４０％程度ござい

ますので、現時点ではやはりＴＳＭＣ絡みで設備投資あるいは家屋の増築等が増えてきますので、

二、三年はこれが増えていくかと思いますけれども、最終的にやはり仮に不況に将来なった場合に

ついての税収の落ち込み、こういう点についてはやはり注視していく必要があるかと思います。先

ほど言いましたように、このために一般財源を確保するという観点から法定外目的税等につきまし

てしっかり検討していく必要があるというのが理由でございます。町税以外の収入につきましては

１１ページに記載されているとおりでございまして、国庫８億４千８００万円の減、ふるさと納税

６億円の増となっておるところでございます。 

  次に１５ページにお願いしたいと思います。これにつきましては歳出の状況でございます。経費

の経済的性質に着目した見方でございますけれども、構成としては義務的経費、投資的経費、その

他に分かれるわけでございますけれども、特に義務的経費というのは削減できない経費どちらかと

いうと管理不能費という形になるかと思いますけれども、義務的経費につきましては前年度に比べ

ますと４億５千３００万円ほど減っておりますけれども、内容としては扶助費が５億４千６００万

円減っております。これは文字で書いておりますとおりに、やはり住民税非課税世帯への臨時交付

金等が令和３年度で終了したという内容になるかと思います。ただ義務的経費につきましては、金

額的には予算的には４億５千３００万円減っておりますけれども、構成比といたしましては、やは

り前年度に比べますと４％増加しているところでございます。次に投資的経費につきましては、前

年度に比べますと２６億円余少なくなってきておりますけども、これは普通建設事業費、北中学校

の増築等が完了した。また災害復旧事業につきまして庁舎の建設事業自体が完了したということで
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前年度に比べますと大幅に減っているところでございますけれども、令和５年度につきましては、

やはり投資的経費も２０％前後で推移するものと見込まれるところでございます。その他につきま

しては、物件費、補助費、繰出金でございますけれども、物件費、補助費で合計で４億円程度増え

ております。また繰出金につきましては、国保介護後期高齢者の三つの特会と下水道納収の公営企

業関係でございますけれども、前年度並みの３０億円という状況になっているところでございます。 

  次は２５ページをお開きいただきたいと思います。 

  財政指標といたしまして主な指標でございますけれども、①経済収支比率これは大津町としての

財政構造の弾力性を示す指標でございます。国、県の指導といたしましては、大体町村においては

７０％から８０％が一応妥当かという標準が示されております。大津町としてはその枠内の８５.

３％なっておりますので、特に問題点となることはございませんけれども、高くなった４％という

要因としては、これにつきましては分母が一般財源等総額これに対して臨時財政対策債等が５億円

程度減った。また分子となる経費充当財源が元利償還金あるいは先ほど言いました補助費、物件費

が増えたということで率が上がった状況になっております。 

  ２７ページでございます。財政威力指数でございますけれども、３か年あるいは単年度で０.７

を超えております。これにつきましては財政威力指数が０.７を超えているというのは、令和３年

度の決算で見た限りにおきましては大津町、菊陽町、熊本市の３市町でございます。菊陽町が現在

０.９７ぐらいでございますので、二、三年後には１を超えて不交付団体になる可能性があるとこ

ろでございます。公債費比率につきましては、これも前年度に比べますと１％増えております。要

因としては、そこに書いておりますとおりに令和４年度の元利償還金等が一応増えた。分母である

標準財政規模が減少したというのが理由でございます。 

  次２８ページでございます。 

  これにつきましては非常に財政秩序の維持という観点から、非常に大事な数字でございます。プ

ライマリーバランスでございます。基礎的財政収支という内容でございますけれども、プライマリ

ーバランスにつきましては扶助費の社会保障費、あるいは公共事業をはじめ様々な行政サービスを

提供するための経費、政策的経費につきまして一般財源等でまかなえているかどうかの重要な指標

でございます。黒字ならば借金に頼らずに政策経費がまかなえているという状況でございます。こ

れにつきましては令和３年度までは赤字でございましたけども、令和４年度につきましては１７億

円ほど黒字になっております。この理由につきましては、黄色の色で示しておりますけれども、一

応プライマリーバランスということで、これにつきましては歳入歳出から起債額であるとか財調基

金等を取り崩して差引きでどうかという話でございますけれども、年度当初におきましてそこに示

しておりますとおりにプライマリーバランスとしては、６千５９３万１千円の黒字という見立てで

ございましたけれども、最終的に一番右側の令和４年度の決算を見ますと１７億８００万円、黒字

になった。理由というのはそこに表を見ていただきますとわかりますように、財調取崩金９億円が

当初は９億円あったわけでございますけれども、決算段階では一応ゼロ、それと歳出のところで、

財調積立金が５千万円だったのが最終的には５億円、１０倍ぐらいになっているという状況になっ
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ておりますので、結果としてみればやはり財調基金というのは年度間の調整財源でございますけれ

ども、これをふるさと納税が肩代わりしたような状況になっていることが見て取れるかと思います

し、また不用額の１１億円のうちこれは地財法の７条の中で半分は前年度の繰越金は積立金、いわ

ゆる基金に積み立てられているのはそういう制約がございますので、そっちが財調積立金が歳出の

ほうで増えたということで、結果として黒字になったという状況でございます。やはり重要な指標

でありますプライマリーバランス自体が不安定な収入でございます、ふるさと納税で大きく影響さ

れるというのは、大きな今後の課題ではないかと思っております。 

  次２９ページ以降でございます。 

  これにつきましては国保特別会計、介護、後期高齢者大津町外４町村の特会でございますけれど

も、これにつきましては先ほどそれぞれ部長が説明しましたように、内容的には令和４年度は全て

実質収支も黒字でございます。繰出金等につきましてもほぼ前年並みでございますので、特に問題

点はなかったことを申し上げておきたいと思います。 

  次に３８ページをお開きいただきたいと思います。各基金の運用状況に関する審査でございます。

これにつきましては地方自治法の２４１条の５項に規定されている内容でございますけれども、前

年度に比べますと１０億円基金が増えております。これにつきましては非常に一般財源というのが、

今後厳しい財政状況になるかと思いますので、この基金をうまく使いながら一般財源を調整してい

くような基金の使い方というのが求められてくるかと思いますので、その点財政当局あるいは各部

局におきましても周知しながらこの基金の運用につきましてはよろしくお願いをしておきたいと思

います。 

  次３９ページの審査意見でございますけれども、財政状況等につきましては、令和４年度の単年

度で見ますと非常に実質収支も増えておりますし、財政指標も特に問題ございませんし、プライマ

リーバランスも黒字でございます。件数の間違いもなく財政的指標もクリアしておりまして特に問

題はなく予算の趣旨に沿って、おおむね適正かつ正確に処理されていることが認められたところで

ございます。 

  ２でございます。決算審査にあたっての意見でございますけれども、健全な財政運営の取組につ

いてという点でございます。これにつきましては先ほど言いましたように令和４年度の収支財政に

つきましては非常に好結果が出ております。要因としてはそこに３点あげておりますけれども、や

はり一つには地方債の借入額が前年度に比べて２２億円大幅に借入れが減ったという点。２点目が

ふるさと納税自体が前年度よりも約６億円増えた。３点目としては不用額が前年、令和３年度同様

に１１億４千万円余を残ったという点でございます。これら三つの要因が自主財源比率や一般財源

比率を押し上げた好結果につながっている状況が見てとれるかと思います。 

  特に不用額については、別の見方をするとやはり支出額の見込みが適切なのか、あるいは事業と

してやりたいけれども事業の縮小、あるいは未実施だったそういう点がありますので、そういう点

はしっかり地方財政法３条２項というのは、合理性、正確性、確実性をもって歳入予算を確保して

予算をつくりなさいという規定がございます。少し気になる点が一番下に書いてありますとおり、
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近年その算定のぶれが大きくなっているのではないかという点でございます。 

  ４０ページをお開きいただきたいと思います。 

  要するに大きなぶれというのがどういう内容かというのが４０ページの表に作っている内容でご

ざいます。例えば町税でございますけれども、平成２６年度の当初等決算の増減というのは、１億

７千万円程度でございました。それが令和４年度は、７億２千３００万円当初よりも決算時が高く

なった。これにつきましては大津町の税務当局についてはそういうことはないかと思いますけれど

も、やはり歳入というのはある程度高く見積もって決算で増えるというのは非常に喜ばしい、ある

いは褒められるというのはそういう観点がございますので、そういうことはないと思いますけれど

も、やはり歳入の補足というのをもう少しかちっときちっとと言いますか、社会経済情勢を見なが

らもう少しここら辺については詰めていただきたいと思うところでございます。また、寄附金につ

きましても７億４千万円増えておりますし、繰越金、これは明許繰越を除きますと、最終的には１

０億円程度増えております。合計しますと１年間で当初と決算に比べると２０億円程度増えている

というような状況でございます。昨年定例会４回と含めて１４回ほど臨時議会等があっております

けれども、その中で一般財源を要する補正予算の中身を見ますと、一般財源を要する額というのは

そこに書いておりますとおりに１７億円でございます。その大半が基金あるいはふるさと納税に係

るコフソ負担でございますので、本当の事業の質にはつながっていないのではないかと。そういう

若干の懸念を持っているところでございます。そういう点につきましてはぜひきちっと精査をして

いただきたいと思っております。町長のほうからも御説明がございましたように、ＴＳＭＣ等の進

出でやはり町営の公共団地あるいは社会インフラの整備あるいは大津中学校のそういう校舎改築等

も出てきますので、非常に多額の投資が必要になるかと思いますので、こういう内容を実施してい

くためには、町として中長期の財政計画をぜひ立てていただきたいと思っております。また記載は

しておりませんけれども、やはりＴＳＭＣの進出に目が奪われがちでございますけれども、やはり

大津町の基幹産業であります第一次産業農林業の振興、それとコロナ禍の中でしっかり頑張ってお

られます商工業者に対する支援、振興というのも非常に大事になってくるかと思いますので、その

点どうぞよろしくお願いをしておきたいと思います。 

  （２）の的確な歳入予算の補足に向けてこれは（１）と関連する内容でございますけれども、令

和３年、令和４年、１１億円余の多額の不用額が出ております。これにつきましては、地方自治法

が求めます最小の経費で最大の効果を上げろという本旨がございますけれども、そういうことであ

れば非常にうれしいことでございますけれども、しかしながら多額の不用額が２年連続で出るとい

うのは何かやはり課題があるのではないか。そういう内容を思っているところでございます。しっ

かり問題点、課題を掘り下げて検証していただきたいと思います。役所というのは行政事務という

のは、まず歳入予算を確定されて、出を歳出を抑えていくという消費経済活動でございます。多額

の不用額の要因の主として、先ほど申しましたように当初と決算の予算見積りのぶれが大きいため

に町税で７億円、繰越金で１０億円というのは大きなぶれ幅になっております。これは例えば不用

額につきましては、当初予算では１億円という計上の仕方でございます。これが今回の決算では関
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連があるか前例踏襲でいったのかは決算審査では確認できませんでしたけど、やはり繰越金に関し

ましては、財政当局からすれば地財法のあるいは地方自治法の中で非常にいろいろと制約がござい

ますので、そういう制約を精査しながら、予算の確実な補足というのが非常に大事になってくるか

と思いますので、この補足につきましては、どうぞよろしく検討をお願いしておきたいと思います。 

  （３）の物件費等の適正な手続につきましては、既に決算審査時点で各部局のほうに指示をして

おりますので、内容的には随契から指名のほうに切替えは進んでおりますけれども、一部寡占状態

が認められる傾向がございますし、あるいは指名自体がやはり固定的な指名になっておりますし、

あるいは指名してもやっぱり年五、六回指名した中で全て辞退、そういう事態もございますので、

そういう点につきましては物件費ではありますけれども、そこら辺につきましてはやはり例規の整

備、あるいは決済関係につきましてはしっかり審査をお願いをしておきたいというふうに思ってお

ります。決算審査における補足意見でございますけれども、これにつきましては１番目は中長期の

財政計画を特に中期の５年程度の財政計画を示して、町民に対して大津町はどういう方向でどうい

う方針でどういう絵を描いていくかということで、その財源はどうかということで中期の財政計画

を早期に提示していただきたいというふうに思っております。 

  （２）のほうが風通しの良い組織、風土を目指してということで、いろいろそこに書いてありま

すとおり不適切な事務処理等があっておりますし、あるいは裁判訴訟関係もあっております。これ

につきましてはなぜそういうことが起きたのか、しっかり検証していく必要があります。また場合

によっては内部統制制度についての検討も必要になってくるかと思います。それと２１９名の正職

員の年齢構成を一応見たわけですけれども、大体大津町職員の皆さん方というのは大体１８歳から

３５歳。非常に比較的若い方が２１９名のうち１３２名、大体６０％が若い職員でございます。町

長も若い、職員も若いということで活気ある職場となるよう期待するところでございます。 

  続きまして、公営企業会計についての審査意見をお開きいただきたいと思います。 

  ２ページをお開きいただきたいと思います。 

  工業用水事業会計でございます。工水につきましては、令和３年度に第４水源地を整備したとこ

ろでございまして、下の事業実績のところに書いておりますとおりに、排水能力としては１日あた

り４千７００立方メートル、１日の平均排水量が３千１１０立方メートルでございまして、１２０

万立方メートルのうち中核工業団地の濱田重工さんのほうが大体９３万５千立方ということで７

７％程度占めております。これは排水能力から１日の平均排水量を引きますと単純な計算でござい

ますけれども、１日あたり１千３９０立方メートルが若干余裕がある。これを１年に換算しますと

約５０万立方メートルが余裕がある。ただ５０万立方メートルというのはそんなに大きい余裕では

ございませんし、濱田重工さんの半年分ぐらいは若干余裕があるというような状況になっていると

ころでございます。 

  ページ６ページをお開きいただきたいと思います。 

  これにつきましては、中ほどの表で総収支比率、計上収支比率、これが経営の健全性を示す指標

でございます。これが１００％上回っているところは一応黒字という条件になってくるかと思いま
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す。全て毎年度一応黒字を計上しております。 

  次１２ページをお開きいただきたいと思います。 

  審査意見でございます。工水につきましては、資金残高自体も１億５千万円超えておりますし、

毎期純利益を計上しておりまして、特に問題点等はございません。 

  ただ、課題といたしましては、やはり昨年も指摘したところでございますけれども、供用開始か

ら３３年経過しております。やはり平成１３年度を最後に地方債等借入もございませんので、資産

の管理ということで、こういう地方債あたりを買ってから有効に長寿命化そういうのを計画的に行

っていただきたいと思ったところでございます。 

  １５ページでございます。公共下水道事業でございます。 

  公共下水道につきましては、平成元年度に供用開始いたしまして、３４年経過しております。令

和４年度につきましては、大林区、新区の管渠の築造等で５億８千万円程度の工事があっておりま

す。現在下水道事業運営審議会、この審議会運営については副町長と時松議員のほうが参加されて

多角的な視点で検討されているところでございますけれども、こういう点につきましても後ほど申

しますけれども、よろしくお願いをしておきたいと思います。先週金曜日に第４回の審議会が開催

されたというふうに聞いております。事業の実績につきましては、ほぼ若干前年度より増えたとい

う程度でございます。 

  次１６ページでございます。 

  企業会計につきましては、予算の構成としては収益的支出と資本的収支の２本立てでございます。

収益的収支というのは、現在のために使うお金でございまして下水道の使用料、これ決算見ま

すと７億５千３００万円、収益的支出この収益利益を上げるための維持管理費等が収益的支出

にあたりますけれども７億５千８００万円余、差し引きますと４８１万５千円の赤字になって

おります。資本的収支につきましては、将来のために使うお金ということで下水道というのは、

非常に装置産業でございますので多額の経費と維持管理が必要となります。そのために今回資

本的収入としましては、決算でみますと６億９千７００万円余、この内訳としては企業債、借

金が２億４千万円余、出資金これは一般会計からの繰り出しでございます。１億２千２００万

円余、３億１千５００万円が国の補助でございます。 

  次１８ページでございます。 

  資本的支出につきましては、決算で８億８千万円余でございまして、これにつきましては建設改

良費が先ほど申しましたように大林と新区の築造関係、それと企業償還金というのが令和４年度の

元利償還金でございます。１億６千５００万円が翌年度へ繰越額ということで、これにつきまして

は大津町浄化センターの脱水設備等でございます。 

  次２０ページをお開きいただきたいと思います。 

  一番下の表でございますけれども、経営の健全性を示す指標、先ほど工水のほうで言いましたけ

ども、総収支比率、経常収支比率が前年度より若干はアップしておりますけれども、まだ１００％

に届いてないということで、まだ赤字経営が続いているという状況でございます。 
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  ２２ページをお開きいただきたいと思います。 

  これにつきましては使用料単価と汚水処理、原価でございますけれども、使用料単価１１７円３

０銭に対しまして、汚水処理原価が１３８円８１銭ということで収益差が赤字の２１円５１銭、経

費回収率も８４.５になっておりまして、汚水処理に係る費用を使用料でまかなえていないという

ことでございます。これにつきましては、下水道事業は一番右側の表でございますけれども、大津

町と人口規模あるいは財政規模が同様なところを一応総務省のほうで類似団体というような表現を

しておりますけれども、これを見ますとやはりどこの団体でも例えば収益損類似団体１６円１銭の

赤字でございますので、非常に厳しい財政状況でございます。 

  次２７ページをお開きいただきたいと思います。 

  審査意見でございますけれども、今申しましたように、当期純利益が２千７６１万円の純損益赤

字でございます。累損自体が１億３千９００万円余になっております。これにつきましてはやはり

赤字の要因といたしましては、やはり大津町の特徴といたしまして、処理区域が非常に広範である

という点が一つ。それとやはり装置産業ということで初期投資あるいは維持管理に多額の経費を要

する。それと３点目として、やはり供用開始以来３４年間全く使用料これが据え置かれたままだと

いう状況になっているところでございます。そういう観点から現在下水道、運営審議会が開催され

ているところでございますけれども、よろしく御審議のほうお願いをしておきたいと思います。 

  能書き以下でございますけれども、やはり公営企業自体としてはＴＳＭＣ絡みで非常に今後下水

道事業認可区域、単独工業団地への下水道の配管そういう点が非常に大規模な投資も見込まれます。

また、整備人口あるいは行政人口等に対する有収水量の確保等大きな課題が出てくるかと思います。

やはり経営環境が今後とも厳しさを増すことが予想されるところでございます。公営企業としても

現状、あるいは将来の見通しを踏まえて、投資財政計画の策定をしっかりとしていただきたいと思

っております。 

  ２９ページでございます。 

  農業集落排水事業でございます。農集につきましては、平成１７年に供用を開始いたしまして以

来１８年経過しております。構造的な収支不均衡というのは公共下水道よりもさらに大きくなって

おります。事業実績につきましても若干は増えておりますけども、ほぼ前年並みでございます。 

  ３０ページでございます。 

  収益的収支につきましては、決算１億２千２００万円に対しまして、決算額収益的支出の決算額

は１億６千万円余、差し引きますと３千８１１万円の赤字になっております。資本的収支につきま

しては、これにつきましては令和４年度が設備投資等がございませんので、資本的支出の経費とし

ては企業債償還金の７千２００万円余が大きいやつでございます。資本的収支につきましては、出

資金これは一般会計からの出資金でございます。あと負担金、それぞれ使われる方の負担金でござ

います。差し引きますと資本的収支につきましては、４１万１千円の黒字になっているところでご

ざいます。 

  次３３ページをお開きいただきたいと思います。 
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  一番下の表でございます。総収支比率、計上収支比率、先ほどから言いますように経営の健全性

を見る指標でございます。やはりこれが１００％届いておりません。そのために今年度令和４年度

も赤字経営になっております。 

  ３５ページをお開きいただきたいと思います。 

  これにつきましては使用料単価が１１０円４８銭に対して、汚水処理原価というのが３８９円６

４銭差し引き収益差でございますけれども、２７９円１立方メートルあたり２７９円１６銭の赤字

になっているところでございまして、経費回収率も２８千４％、汚水処理費用に係る費用が使用料

収入の３.５倍になっているというような状況になっております。これも一番右側の類似団体につ

きましてもほぼ同様な内容でございますけれども、特徴的な内容といたしましては、資本比が大津

町の農集につきましては２４５円２４銭、類似団体が２６円８０銭ということで大きな差がござい

ますけれども、やはりこれは農集の場合は、人口密度が非常に低い、広範であるということでどう

しても設備投資等に多くを要するためにこのような状況になっているかと思います。 

  ４０ページをお開きいただきたいと思います。 

  審査意見でございます。収支決算につきましては先ほど申しましたように、３千８１２万円の赤

字、累損で１億円を超えております。これにつきましては農村人口の減少ということで、さらに経

営に対する影響が懸念されるところでございます。対応としては、既に取り組まれておられますけ

れども、三つある処理場の統合、あるいは公共下水道事業への編入等が検討していくべきではない

かというふうに考えているところでございます。 

  なお、記載はしておりませんけれども、やはり公営企業特に下水道及び農集につきましては、役

所内企業でございます。一般行政の一部をあわせ行いあるいは本来採算をとることが困難でありま

すけれども、公共的な必要性、公共の福祉の観点からあえて、大津町としては事業を行われている

ところでございます。公共的利益を確保すべき責任の帰属に応じ、これに要する経費または増高す

る経費につきましては、一般会計から出資金補助金を負担するというのが地方公営企業法１７条の

２で経費負担の原則というのがございます。したがいまして、非常に経営としては、厳しい状況で

ございます。一般会計からの補助金で経営が成り立っている。このこと自体は地方公営企業法３条

で独立採算制等公共の福祉という２面性がございますけれども、それをカバーするのが経費負担の

原則ということで一般会計からの繰り出しということに求められるかと思います。ただ現在審議会

においていろいろ検討されているかと思いますけれども、やはり例えば下水道を見た場合に行政区

域人口が３万５千人余でございます。その処理区域人口は２万７千８００人余でございますので、

普及率は７７％、要するによく考えてみれば、２３％の方は直接的な利益は受けてない。間接的な

利益というのは河川が浄化される。あるいは住みよい環境になった。そういう観点がございますけ

れども、ただ今回の料金改定等につきましては、平成６年と平成１０年、２回料金改定があります

けれども、料金改定と一般会計からの繰出金、これをどうバランスとるかというのが非常に大事に

なってくるかと思いますし、この審議会の内容につきましては、情報開示等ありますけど、やはり

透明なそういう透明性というのが必要になってくるかと思います。 
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  最後になりますけども健全化判断比率見ましては、令和４年度の決算につきましては全て財政指

標等もクリアしておりますので、特に指摘、課題等はございませんでした。 

  以上で令和４年度の決算審査結果を御報告申し上げます。 

どうぞよろしく御審議のほうお願いを申し上げます。終わります。 

○議 長（桐原則雄） しばらく休憩します。午後１時より開始します。 

午後０時０７分 休憩 

△ 

午後１時００分 再開 

○議 長（桐原則雄） 休憩前に引き続き会議を開きます。 

 

日程第２６ 議案質疑 

 

○議 長（桐原則雄） 日程第２６ 議案質疑を行います。 

  まず議案第５５号から議案第５７号までの３件を一括して議題とします。質疑ありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議 長（桐原則雄） 質疑なしと認めます。 

  これで質疑を終わります。 

  次に議案第５８号を議題とします。質疑ありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議 長（桐原則雄） 質疑なしと認めます。 

  これで質疑を終わります。 

  次に議案第５９号を議題とします。質疑ありませんか。 

  豊瀨和久議員。 

○９番（豊瀨和久議員） 補正予算の概要の７ページ、上から２番目の道路新設改良費の委託料の中

の工業団地関連排水対策と工業団地関連道路整備について、どのような委託でどのような対策をさ

れているのか、詳しい内容をお伺いしたいと思いますので、よろしくお願いをします。 

○議 長（桐原則雄） 西岡都市整備部長併任工業用水道課長。 

○都市整備部長併任工業用水道課長（西岡多津朗） 豊瀨議員の質疑に対してお答えいたします。 

  今回の補正予算でお願いしております道路新設改良費の委託料である工業団地関連排水対策の２

千６１０万円は、工業団地の造成にあわせて調整池から放流される雨水排水を適切に処理できる排

水路を整備目的とした予備設計の業務委託になります。 

  今回の業務委託では、工業団地予定地から国道３２５号を越えて桜丘地区までつながる約１キロ

の排水路とその排水路が接続する準用河川の桜川の未整備区間約３６０メートルをあわせた排水路

整備の予備設計になります。予備設計では、排水整備の方針や主な線形などを決めていきます。菊

池川水系の日向川から流入する区間もあわせまして排水計画を行っていきます。桜川の桜丘地区の
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最下流につきましては、水路整備が完了しているため受益地の計算次第では調整池等の整備も必要

になってくるのではないかと考えているところでございます。 

  今後の予定としましては、平成６年度に水路構造物や調整池の設計を行う詳細設計や用地設計あ

と令和７年度に用地交渉。それに伴う契約、令和８年度に工事に着手しまして令和９年度までに工

事を完了したいというふうな形で予定しているところでございます。 

  次に道路につきましては、同じく道路新設改良費の委託料で工業団地関連道路整備の２千７００

万円を計上しております。工業団地造成に伴う周辺道路の通学路整備として工業団地予定地東側の

町道を改良し、主に歩道整備と舗装圧を強化した産業道路整備を目的とした測量設計の委託になっ

ております。 

  路線としましては、３路線ありまして工業団地予定地の南側の中部農免道路で歩道が設置されて

いない部分の約１６０メートル区間を歩道設置、工業団地東側に位置しラビアンそよかぜ台から杉

上地区のほうに北に上がっていく道路である町道杉水水迫線の約２５０メートルの道路改良、工業

団地予定地の北側に接する護川小へ延びる路線であります町道上原３２５号線の約２５０メートル

を幅員２メートル程度の歩道を有した道路改良整備を行っていきたいというふうに考えているとこ

ろでございます。 

  今後の予定としましては、測量設計終了後、令和６年から７年にかけまして用地交渉、契約、令

和７年度途中ぐらいから工場に着手しまして、令和８年度中に工事を完了したいというふうに考え

ているところでございます。 

  以上になります。 

○議 長（桐原則雄） 豊瀨和久議員。 

○９番（豊瀨和久議員） 地域からの要望でもございますので、対策の進行状況などを地域のほうに

もそのたび状況を伝えていただくといいと思いますので、どうぞよろしくお願いいたします。 

○議 長（桐原則雄） ほかに質疑ありませんか。 

  山本富二夫議員。 

○８番（山本富二夫議員） 予算概要の２ページの財産管理費で、工事請負費の電算室の工事が屋上

の防水シートの外装コーティング工事の追加ということですけれども、この電算室はどのような利

用を考えられているのか。電算室だけでは一般質問１回したときに、電算室があるからということ

でほかにあまり貸し付けるという部分がなかったんですけれども、空いているんであれば、借り手

があれば貸す方向で検討していただければ、せっかく内装工事とか防水シートまで貼って事務所と

して使えるんであるんで、そういう検討はされているかどうかについてお伺いしたいと思います。 

○議 長（桐原則雄） 藤本総務部長。 

○総務部長（藤本聖二） 旧電算室の活用についてのお尋ねだと思います。 

  これについては常に検討しておりまして、今公募に向けてどういった内容でやるのかというので

つめております。最終的に地域の活性化になるものを含めて、今年度内には公募をするような形で

やっていきたいと思います。そして今回補正したのは、もともと内装だけを当初予算で組ませてい
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ただいて貸そうということで考えていたんですが、６月の雨の段階で、天井からの雨漏りが出てき

まして、実はこれ平成１５年にたって、約２０年近くになります。耐用年数もあと２０年ぐらいあ

るもんですから、これを機に民間あたりに貸すもんですから、天井もしっかり防水をしながら、そ

して壁のほうもコーティングをしながら、民間活力を入れるための貸すということで今進めている

ところでございます。 

○議 長（桐原則雄） 山本富二夫議員。 

○８番（山本富二夫議員） 新庁舎ができて、私が質問したときには、１階はどうしても電算の補助

的な部分で電算室がいるということであるということで、１階は貸せないということだったんです

けれども、現在でもあそこに補助の電算室がないと困るわけですかね。一体的な貸付けにするため

に耐震ができて、そこの部分までいらないと思うんですけど、その点についてちょっとお伺いしま

す。 

○議 長（桐原則雄） 藤本総務部長。 

○総務部長（藤本聖二） 活用についてのお尋ねですけれども、当初１階の部分を残して貸すのか、

あるいは全棟貸しをするのかという検討をしました。その中で最終的にはやはり全棟貸しをしたほ

うが管理も含めてやりやすいということでそういう形で今進めております。 

○議 長（桐原則雄） ほかに質疑ありませんか。 

  荒木俊彦議員。 

○１５番（荒木俊彦議員） 土木住宅費の住宅総務費の中で予算書の３５ページですけど、１８負担

金補助金の中の土砂災害警戒区域転居費用補助金ということで、立石住宅の入居者の転居の補助金

だと説明を受けましたが、いわゆるレッドゾーン対象地域だと思うんですけど、まだ説明書では２

件となっております。ほかにも対象地域があるのかどうかが一つと。それから多分現在入っていら

っしゃる方が、同じ立石住宅のどちらかに転居をなさるんだろうと思うんですけど、転居費用の根

拠算出方法を説明を願いたいと思います。 

○議 長（桐原則雄） 西岡都市整備部長併任工業用水道課長。 

○都市整備部長併任工業用水道課長（西岡多津朗） 荒木議員の質疑にお答えさせていただきます。 

  現在土砂警戒特別警戒地区につきましては、立石団地の２棟分だけになります。県のほうにも確

認しましたけど、２棟分だけが町営住宅として立っているということでございます。 

  あと、転居費用につきましては、２名の方が対象になっておりまして、１名の方はもう同じ団地

のところで移転をさせていただいているところでございます。移転に伴います移転費用の算出につ

きましては、国土交通省のほうから町営住宅の移転に伴う移転費の算出方法がありますので、それ

に基づいた同じやり方として出しているところでございます。基本的には移転に係る費用分のみに

なっておりますので、あと工作物等には該当しないということで、あくまで移転に係る費用につい

て補助をするというかたちでなっております。一応国土交通省の補助事業の分に合わせたようなか

たちで算出しているところでございます。 

○議 長（桐原則雄） 荒木俊彦議員。 
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○１５番（荒木俊彦議員） 一般的に民間の家がレッドゾーンにかかっていれば、最低でも３００万

円の転居費用、新築ですね。家を建て直す場合の補助金ですけれども、１軒あたりだと１７万２千

円ですかね。聞くところによると住んでいらっしゃるところに立石住宅が許可を取ってベランダに

屋根をつけたりなさってる。そういうところにも住んでいらっしゃる方が費用をかけていたので、

そういうのも対象になるのか、対象外なのかというお尋ねがございましたので、それから１７万２

千円でそれが転居費用として妥当なのか。国交省の基準があるみたいですけど、近隣の自治体とか

で調査をなさったとかそういう根拠、ほかに根拠はないのかなともう一度お尋ねしたいと思います。 

○議 長（桐原則雄） 西岡都市整備部長併任工業用水道課長。 

○都市整備部長併任工業用水道課長（西岡多津朗） 再質問にお答えいたします。 

  一応近隣の町村に確認をいたしましたところ、同じような算出方法をやっているということです

ので、金額的には同じ金額になります。 

  それと工作物につきましては、どのような状態で造られたかというのも改めて調査をした中で判

断していきたいと考えておりますので、一概にできないとかそういう話ではなくて、どのような状

況で作られているのかというのを確認して対象内、対象外を判断していきたいというふうに考えて

いるところでございます。 

○議 長（桐原則雄） ほかに質疑ありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議 長（桐原則雄） ほかに質疑なしと認めます。 

  これで質疑を終わります。  

  次に議案第６０号を議題とします。質疑ありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議 長（桐原則雄） 質疑なしと認めます。 

  これで質疑を終わります。 

  次に議案第６１号から議案第６３号までの３件を一括して議題とします。質疑ありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議 長（桐原則雄） 質疑なしと認めます。 

  これで質疑を終わります。 

  次に議案第６４号から議案第６７号までの４件を一括して議題とします。質疑ありませんか。 

佐藤真二議員。 

○１０番（佐藤真二議員） 議案第６４号の工業団地整備事業の特別会計について質疑したいと思い

ます。 

  この特別会計を作る際に、やっぱりまず基本は工業団地というのが収支相償であるなというよう

な原則があるんじゃないかということを申し上げたところで、昨日の全協でも事業計画、経営計画

の立案が必要ではないかということを申し上げたところです。工業団地整備は、町営工業団地とい

うのを作るわけですから、その整備計画というのは、どうやって作るかだけではなくて、企業への
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売却、その後のランニングコスト、その辺まで含めたライフサイクルを通しての運営、経営の計画

が必要だと考えます。そうしたとき、投資額とそれに見合うリターンですね。そのリターンの分と

いうのは必ずしも公営事業ですから、公益事業ですから収益とは限りませんけれども、そこのバラ

ンスをとっていく必要があると。それ以外のことは民間が開発するときと何ら変わりはないという

ことになると思います。そうすると、どれだけこの工業団地に投資をしたかということがきちんと

この特別会計の中で明らかになっていかなければならないというふうに考えるところです。先ほど

一般会計の中でも少し工業団地整備に伴うというものがありましたけれども、そうしたものの中で

も、一部でも本来であればこの特会の中で扱ったほうがいいもの。投資の一部としてですね。反映

されるべき部分というのがあるんじゃないかとかいう事が考えられるわけです。それからもう一つ

が給与ですね、職員の給与というのが、現在は会計年度任用職員さんの分しか入ってません。ほか

の工業団地整備の会計を見ますと、正規の職員の人件費というのを計上しているところも複数あり

ます。そうしたフルコストというものをきちんとこの特会の中に入れていかないと、最終的に回収

すべき全額とは言いませんけれども、回収すべき費用というものがはっきりしていかないと。そう

すると売却額というのがはっきりしないと。結局その根拠が説明できなくなってしまうということ

が心配されるわけです。したがってこの補正予算というか、特別会計ですね、特別会計の中にきち

んとフルコストを反映させていくべきではないかということ。それからそうしたものを含めて、売

却あるいはその先まで見据えた事業計画、経営計画というものをどうやってつくっていくのかとい

うこと。そしてもう一つそれを実現するためには、やはりどうしても新しい公会計による特別会計

の管理が必要になってくると。今でも連結ででは出てくるかと思うんですけれども、単独の会計と

しての公会計の財務処理というのは出てこないわけですね。これに関しては投資とそれに対する改

修ということが明らかに求められるわけですので、この公会計的な管理というものをやっていった

ほうがいいんじゃないかと。連結から切り離して、単独での公会計での管理というものをきちんと

まとめて報告していく。それによって工業団地の売却にあたったときに、この金額が適正だという

根拠になっていく説明責任になっていくというものだと考えます。ということでその３点ですね。

まず事業計画、経営計画というものはどのようにされますかということ。それから特会の中にフル

コストをどうやって反映させていきますかということ。それから進行会計の手法をもってこの財務

を管理していくことを考えられますかと。 

この３点について質疑をしたいと思います。 

○議 長（桐原則雄） 村山産業振興部長。 

○産業振興部長（村山龍一） 佐藤議員の質疑に対して御説明いたします。 

  まず最初の事業会計についてですが、今のところ財政シミュレーションとしては、収入としては

分譲した場合の金額や、補助金や繰入額を入れた詳細を入れたものを収入として、事業費として最

終的には今の宅盤についての事業費の分で財政シミュレーションをしております。 

  ただ御指摘いただいたように、一般会計でも道路や排水についても工業団地に伴う分があります

ので、そこまで含んだところで事業会計には必要なものと思っておりますが、ただ歩道と水路につ
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いては、どの部分が直接工業団地に必要な分になるかはその事業の中で分けながら考えていきたい

と思います。 

  特別会計に取り組む分については、現在のところは先ほど申し上げました宅盤をうったものとか、

南部工業団地と同じようなところで特別会計は考えておりますので、今後先ほど申し上げました水

路や道路部分についても中に含めて特別会計としていくかどうかは今後検討していきたいと思いま

す。 

  最後に手法としまして、実際工業団地ができますと、調整池の管理だったり、樹木の管理だった

り、道路の管理だったりが今後発生してきますので、宅盤を打って終わりじゃなくて、来た企業様

からの法人税や住民税そういったものを含めたところで、最終的な収支がどれくらいになるかは今

後収支を見ながらやっていかなければいけないかなと思っております。 

  以上でございます。 

○議 長（桐原則雄） 佐藤真二議員。 

○１０番（佐藤真二議員） 確かに収支を見ていくというのも大切なことで当然のことではあるんで

すけれども、先ほどの企業会計のものもありますけれども、収支というのが現金の出入りだけでは

ないんですね。そうではない資本的収支まできちんと管理していく必要があるんじゃないかという

意味で、公会計的な手法が必要ではないかと言っているところなんですよ。南部工業団地のときは

こうしましたと言われたと思うんですけれども、その時とは全然時代が違います。きちんとした新

しい公会計というのも基準も示されましたし、今世の中的にもそうした公会計の財務処理を通して、

住民に説明していくというようなことが求められているわけですから、やはり会計、この工業団地

の整備というのは本当に特別な会計だと思いますので、そうした管理というのはぜひ進めていただ

きたいと思いますので、検討のほうしっかりまずはしたいと思います。 

以上です。 

○議 長（桐原則雄） ほかに質疑ありませんか。 

  山部良二議員。 

○７番（山部良二議員） ６４号関係で事業費、委託料工業団地地質調査業務委託についてお伺いい

たします。今回地下水脈電気探査が行われるということでありますが、聞くところによると、申請

中のＴＳＭＣの工場の２キロ東にある酪農家では、地下にポンプを１２０メートル掘って推移が今

まで６２メートルだったものが、今年に入って８０メートルまで水位が下がっているそうです。こ

れが事実であれば、今回の地下水脈電気探査で地下水が水脈があった場合、工業団地の地下水量は

地下水の枯渇や農業などに対して悪影響を及ぼす可能性はないかその点について質疑いたします。 

○議 長（桐原則雄） 村山産業振興部長。 

○産業振興部長（村山龍一） 山部議員の質疑に対して御説明いたします。 

  山部議員の質疑に対しては、予算の概要の１３ページで示してあるとおり、工業団地の地質調査

業務委託については、土質ボーリング調査、土質地調査、地下水脈電気探査、現場透水試験等が今

回の業務委託になっております。御心配のように、地下水については地下水低下の実際ボーリング
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もあるのは現状でございますが、今回は地下水脈電気探査ということで、まず地下水脈があるかと

いうような状況の調査になっております。 

  その後企業さんの状況に応じましては、企業様が地下水はいらない企業であれば地下水の取水は

ないかもしれませんが、地下水が必要であれば企業様のほうで地下水を掘っていただくような状況

になります。そうなりますと地下水の試掘が必要になりますので、その時点でどういった地下水の

状況かというのがわかると思います。実際地下の状況でございますので、どういったふうに地下の

状況に応じて、近隣の地下水が減ったりするというのは今のところはわかる状況ではありませんが、

そういったことについては水道企業団あたりが地下水については相当ボーリングしておりますので、

そういった関係者と協議をしながら、そういった近隣の地下水脈には影響がないようなのをできれ

ばと思っております。ただこの地下水についてはやってみなければわからないという現状もござい

ますので、その辺は調査の中で検討していきたいと思っております。 

  以上でございます。 

○議 長（桐原則雄） 山部良二議員。 

○７番（山部良二議員） 県の工業団地も今検査をしているということでしたので、これからもやは

りいろいろ工場なんかが地下水を利用することが多くなると思うんで、町民の不安を払拭するよう

な対策ちゅうか、そういう思案ちゅうのはないんでしょうか。その点お伺いいたします。 

○議 長（桐原則雄） 村山産業振興部長。 

○産業振興部長（村山龍一） 山部議員の再質疑に対して御説明いたします。 

  今の状況の地下水の推移を調査することと、近隣の同じようなボーリング状況を調査しながらボ

ーリングをやっていったり、取水したりそれで確認していくしかないかなと考えております。 

  以上でございます。 

○議 長（桐原則雄） ほかに質疑ありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議 長（桐原則雄） ほかに質疑なしと認めます。 

  これで質疑を終わります。 

  次に認定第１号を議題とします。質疑ありませんか。 

  豊瀨和久議員。 

○９番（豊瀨和久議員） 施策の成果６０ページの総合窓口課の推進充実の一番下のところの今後の

施策展開の方向性につきまして、その中に来庁しなくてもいい窓口、書かない窓口を目指すとあり

ますけれども、これはやろうと思えばできることだと思いますけれども、具体的に目指すというの

はいつから実施されるのかというのが１点と、もう一つ施策の成果１３６ページ、町営住宅管理事

業につきまして、これは昨年もお伺いいたしましたけれども、立石団地の駐車場について利用者を

募集して利用者は増えたのかどうかの状況をお伺いいたします。まだ空きがあるということであれ

ば、借りたいという人に、団地以外の人に団地の近隣の方のあそこは第２団地もありますけれども

そういうところから借りたいという人に貸す考えはないのかどうかの２点につきましてお伺いいた
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します。 

○議 長（桐原則雄） 木村住民生活部長。 

○住民生活部長（木村欣也） 皆さん、こんにちは。私からは豊瀨議員の一つ目の来庁しなくてもい

い窓口、書かなくていい窓口についてお答えします。 

  町では全国的にデジタル化が求められる中、昨年度大津町ＤＸ推進本部を設置し、ＤＸ推進計画

を策定、現在３つのワーキンググループを設置しＤＸの推進に取り組んでおります。来庁しなくて

もいい窓口、書かない窓口を目指す窓口改革を実現するには、システム導入だけではなく、ＢＰＲ

業務改革が必要になります。またいかに縦割りなくして、組織横断的な共通目標を設定し、全庁的

な協力体制を築けるかが重要になります。そこで町では現在、窓口を持つ担当課で構成する窓口改

革ワーキンググループにおいて、本年度デジタル庁の窓口ＢＰＲ派遣アドバイザー事業を活用し実

際に職員が窓口を体験して現状把握や課題を洗い出しアドバイザーからのアドバイスをいただき、

町が目指す窓口の在り方を考えております。その上で書かない窓口や将来的には来庁しなくていい

窓口を段階的に目指したいと考えております。 

  またシステム導入についても、システム導入を目的とするのではなく、町が目指す窓口を決めた

上で、それに見合ったシステムの選定や財源についての検討も必要になりますので、その時点にお

いて具体的なスケジュールを計画したいと考えております。 

  以上になります。 

○議 長（桐原則雄） 西岡都市整備部長併任工業用水道課長。 

○都市整備部長併任工業用水道課長（西岡多津朗） 豊瀨議員の質疑についてお答えいたします。 

  立石団地の現在の駐車場の状況につきましては、１０台止めることが可能なものに対しまして、

現在５台の御利用をいただいているというところでございます。また借りたいという人に貸す考え

はないかということですけど、基本的に町営住宅の駐車場取扱い要項の中では、１戸につき普通自

動車１台とするという規定があります。今回立石団地で貸出し等を行うと他の団地等にも波及して

きますので、その辺の整理ができないうちは、現在のところは２台目の利用はお断りをしている状

況でございます。ほかの町営住宅につきましても、２台目以降は近隣の駐車場を御利用されている

状況でございますので、同じように近隣の駐車場等の御利用をしていただけないかと考えていると

ころでございます。 

○議 長（桐原則雄） 豊瀨和久議員。 

○９番（豊瀨和久議員） 来庁しなくてもいい窓口、書かない窓口につきましては、このサービスは

来庁者にとってもサービス向上にもなりますし、職員の方々の窓口業務の軽減にもなりますので、

ぜひスピード感をもってこの来庁しなくてもいい窓口、書かない窓口というものを実現していただ

ければと思います。 

  それと立石住宅の駐車場につきましては、５台もまだ空いている状況ですので、何か効果的な利

用の在り方というのができるんではないかなということを近隣の方々も空いているだけではもった

いないということもありますし、いかに利用の部分を考えていただければと思いますので、よろし
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くお願いします。 

○議 長（桐原則雄） ほかに質疑ありませんか。 

  三宮美香議員。 

○６番（三宮美香議員） 令和４年度一般会計決算資料、こちらの２枚つづりのものについて質疑い

たします。 

  １ページ目の下から５項目、６農林水産業費、畜産業費の中に記載をしてある県予選を勝ち抜い

た大津町和牛の応援のために横断幕を作成した１０万４千円についてです。こちらの応援体制また

横断幕作成についての要項を例規集の産業経済のところで探しましたが見当たりませんでしたので、

どちらに記載があるのかをまずお尋ねします。 

○議 長（桐原則雄） 村山産業振興部長。 

○産業振興部長（村山龍一） 三宮議員の質疑に対して御説明いたします。 

  予備費の流用の中の一つだと思いますが、こちらについては共進会の中で鹿児島に全国大会に出

場した場合の横断幕の件だと思います。こちらについては例年、農業関係者が全国大会に出場する

場合は横断幕を作成しまして、トラックに貼ってそれから会場入りをして会場のほうに横断幕を貼

るということで、今まで全国大会に行った場合、そういったことで町のほうも支援して横断幕を作

成したという経緯がありましたので、今回は同じような経緯で横断幕を作成した状況になります。

今回、全国大会に出られた農家については矢護川の畜産農家と下町の畜産農家の２名になっており

ます。 

  以上でございます。 

○議 長（桐原則雄） 三宮美香議員。 

○６番（三宮美香議員） 多分慣例に沿って横断幕を作成したという理解だと思いますが、今まで例

えば文化スポーツ関係に対しても応援体制を整備していただくようにこちら側から訴えてやっと今

年度要項に基づいて横断幕を町でも代表としてならば横断幕を申請を出せばつくることができるよ

うな要項ができあがったところです。 

  片や要項なしに慣例で、応援体制ができて横断幕が町から出せる、片や要項に沿ってじゃないと

できなかったというこの差はちょっと何なのかなと思いますが、いかがでしょうか。 

○議 長（桐原則雄） しばらく休憩します。 

午後１時３３分 休憩 

△ 

午後１時３３分 再開 

○議 長（桐原則雄） 休憩前に引き続き会議を開きます。 

  村山産業振興部長。 

○産業振興部長（村山龍一） 三宮議員の再質疑について御説明いたします。 

  こちらの予備費の充当の６の農林水産業費の中で書いてありますとおり、県予選を勝ち抜いて大

津町の和牛が５年に１度の全国大会に出場し横断幕を作成したためということで、こちらは５年に
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１回の全国大会、先ほど申し上げたとおり５年に１回に出た場合は横断幕を作成しているという状

況になっております。実際要項については、こちら該当しているかどうかじゃなくて全国大会に出

場した場合は横断幕を作成しているというような状況になっております。 

  以上です。 

○議 長（桐原則雄） 藤本総務部長。 

○総務部長（藤本聖二） 先ほど三宮議員おっしゃったように、町で横断幕について要項を作ってお

ります。それが今の条件の中で該当するかどうかについては、ちょっと検討させていただいて、必

要であれば要項の見直しをしたいと思いますし、今の現状のままでいいのかどうかも含めて改めて

要項については検討させていただきたいと思っております。 

○議 長（桐原則雄） しばらく休憩します。 

午後１時３５分 休憩 

△ 

午後１時３６分 再開 

○議 長（桐原則雄） 休憩前に引き続き会議を開きます。 

  藤本総務部長。 

○総務部長（藤本聖二） すみません。質問の趣旨としましては、いろんなスポーツの要項等もござ

いますけれども、今向こうのほうで担当部長が申し上げた内容については、要項に基づかないもの

じゃないかという趣旨の御質問ということでよかったですか。 

  そういうのも含めて、本当に横断幕として貼ったがいいかどうかについては、要項の中できちん

と整理をしていきたいと思っております。 

○議 長（桐原則雄） ほかに質疑ありませんか。 

  時松智弘議員。 

○３番（時松智弘議員） 主要な施策の成果の中、三つ質疑をいたします。 

  まず６９ページの上段ですね。災害時避難行動要支援者支援事業、情報提供同意割合ですね、こ

れの目標値というのを定めてありますが、５５％というのと。実績４４.８というのはちょっと厳

しい数字だなというふうに思うわけです。ちょっと低かったのではないか。また地域版防災計画の

作成推進と見直しをやりますと。推進するとあるんですが、令和４年は実際どれくらい計画のほう

が策定できているのか。パーセンテージとしてですねをお尋ねします。 

  あと、９０ページ下段ですね、９０ページ下段については家庭的保育事業連携保育所という部分

ですね。これについては小規模保育所施設等はですね、家庭的保育事業の設備及び運営に関する基

準というのが厚生労働省から出ておりますけれども、これによれば連携をしっかりしなきゃいけな

い。３歳未満の子供たちの保育が終了した後もその後は町立の幼稚園だったりとか、公立認定こど

も園にちゃんと連携を図らなければならないと。そういう義務行為を市長さんと事業者に求めてお

るところなんですが、この主要な成果を見ると、交流回数は令和４年の実績が２回と参加延べ人数

が３８人という実績になっておりまして、全ての方がそれをやっているようにちょっと見出せなか
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ったわけです。ですからどういった指導とか支援をしたのかということ。 

  もう一つ１５８ページの下段です。給食センター管理運営事業についてであります。地産地消を

ベースとした食育、生まれ育った地域の喜びを感じられる給食提供、これを給食センターのほうで

やっていただいているということなんですが、具体的な例として令和５年度を含めてその取組のほ

うをお尋ねします。 

○議 長（桐原則雄） 坂本健康福祉部長。 

○健康福祉部長（坂本光成） 時松議員の１問目の災害時避難行動要支援事業関係についての質疑に

対してお答えをさせていただきます。 

  生活指標の中で目標値を定めているところでございますけれども、同意者の割合についてでござ

いますけれども、こちらの目標値につきましては振興総合計画の後期基本計画におきましても情報

提供同意者の割合の目標は５５％というふうに設定しているところでございます。令和２年度の同

意割合が２６.５％とありましたので、策定当時ですね、そういうところで倍増を目指すというこ

とで５５％に設定したという経緯がございます。令和４年度の実績でございますけれども、対象者

が２千８４０名ほどいらっしゃいまして、このうち同意された方が１千２７１人ということで、そ

の同意率が４４.７％というふうになっております。中にはこの同意なしと言いますか、対象者の

中にされていない方の中には、家族の方でありますとか、あるいは近いに支援者がいるなどの理由

で支援不用という回答されている方も含まれております。 

  また、もう一つの地域版の防災計画につきましてですけれども、こちらの策定割合ということで

御質疑ありましたが、現在全行政区中、２行政区ですね、桜丘区と中島区のほうで策定済みでござ

います。その策定割合今２.８５％という形になっております。 

  なお、策定にはまだ至っておりませんけれども、現在ほか５地区が今これにつきまして計画のほ

うを目指して今会議等を実施開催されておりますので、今後こちらのほうの拡大を目指していきた

いというふうには考えております。第３期の現在策定中の大津町の地域福祉計画、地域福祉活動計

画におきましても令和６年度末における地域版の防災計画策定地域数目標値を１０行政区というと

ころに設定をしているところでございますので、失礼いたしました。第３期ですね、第３期の計画

におきましても１０行政区としているところでございますので、今後社会福祉協議会、あるいは防

災交通課あたりの関係課とも連携をとりまして支援者に対する円滑迅速な救助支援ができますよう

に体制づくりのほうを務めていきたいと考えております。 

それから２点目の質疑に対してお答えさせていただきます。 

  小規模保育施設の家庭的保育事業等についての実績についての質問であったかと思います。この

主要な施策の成果の中に示しております回数が２回ということでありますけれども、これにつきま

してはですね、１回の交流会で各園、今、小規模保育施設が町内に４施設ございます。この小規模

園の４園が一堂に一緒に集まって交流事業を実施したということでございますので、この回数が２

回ということになりますので、４園とも小規模のほうは参加しているというようなかたちになって

おります。ここ数年コロナウイルス感染症の影響等もございまして、交流のほうが一時期滞ってお
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りましたけれども、緩和されたこともありまして、昨年は交流事業再開しまして大津保育園におき

まして２回実施したというところでございます。なお今年度につきましては、既に１回実施してお

りまして、予定ではあと４回ほど実施をするということになっておりますので、今後は今私立保育

園のほうがまだどこも連携保育所ということではまだ検討中ということでされておりませんので、

まずは公立のほうでやっておりますけれども、今後御指摘のように小規模保育施設との連携協力が

スムーズにいきますように町としても取り組んでまいりたいと考えております。 

以上です。 

○議 長（桐原則雄） 羽熊教育部長。 

○教育部長（羽熊幸治） それでは、時松議員の３問目の御質問についてお答えさせていただきます。 

  給食センターで行ってます給食の提供の中で、地産地消による食育についての具体的な事例をと

いうことでしたので、学校給食のほうでも地産地消については食育の一環としては大変重要なもの

と考えております。 

  事例としましては、毎月の献立の中でもカライモデーやふるさとくまさんデーを設けて大津町特

産品のカライモや野菜を活用したメニューを提供いたしております。カライモのメニューでは例え

ばカライモサラダ、大学芋、カライモのクリームスープそういったメニューを年間計画的に出して

おります。それとふるさとくまさんデーにつきましても、地元産のニンジンやネギあたりを使った

けんちん汁やニンジンサラダなどを献立のほうに使っているような状況です。 

  コロナの状況がございましたので、直接栄養士が学校に出向いての食育指導というのがなかなか

難しいところがございました。栄養士のほうもそこを何とか手作りでＤＶＤに撮って、各学校に配

布して給食の時に見ていただくとかそういった工夫をこれまでやってまいりました。今年度は５類

に移行いたしましたので、各学校を回るべく日程調整をさせていただいているところな状況でござ

います。 

  以上です。 

○議 長（桐原則雄） 時松智弘議員。 

○３番（時松智弘議員） ２点目に質問しました家庭的保育事業というのが、コロナの影響がありま

して集約をしたかたちで実施をしたということで理解はできておりますし、町が公立認定こども園

にこれを整備していくということの目的は、この保育園との連携、小規模保育園との連携というの

が非常に大事だと思いますので、引き続き推進をお願いしたいと思います。災害時避難行動要支援

の件ですが今答弁をいただいた中では、やはり行政区が作成をしている計画の計画立２.８５とい

うのは非常に苦しい数字であると思います。 

  なぜかというと、この中には手段どうやっていうところが成果報告にありますが、名簿作成から

個別計画作成にいき、同意者の情報を関係機関と共有をしたあと、訓練をするというかたちになっ

ているので、まだ一つ目のステップに係っているだけなんですね。そういうのを行政区の区長さん

たちとしっかり共有をしていけば、桜丘区のような取組になると思うんですね。そういう先行的な

事例を区長会のほうにお示しをいただく、要は区長会のときは総務のほうでやっていただいている
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と思いますが、避難行動要支援者の件は災害対策基本法でしっかり書いてある部分ですので、しっ

かり連携をしてお示しいただきたい。そのアイデアを出していただきたいというのが一つあります。 

  給食の件ですが、確かに地産地消を推進する中で地域の食材を使うというのはわかるんですが、

最近の原材料の高騰やあるいは天候不順による原材料の確保が難しいというお話もあり、その納品

についてはどうしますかということで、事業者の方が大変苦労されているという実情を伺っており

ます。そういったかたちの意見交換というのはどれくらいできているのか。二つまた重ねて質疑を

いたします。 

○議 長（桐原則雄） 坂本健康福祉部長。 

○健康福祉部長（坂本光成） 時松議員の再質疑にお答えをさせていただきます。 

  今後の方針といいますか、現在取り組んでいることでございますけれども、御指摘ありましたよ

うに区長さん方、あるいは民生委員さん方にも事例紹介ということで実際そういうのもやっていた

だいております。そういうかたちとあわせまして、社会福祉協議会のほうでも地域推進含めまして

今地域に出向いてその辺の推進にあたっておりますので、そういうかたちでバックアップ、社協の

ほうもバックアップするところで今進んでおりますので、策定については今後も引き続きそういっ

たかたちで行政区への支援のほう続けていきたいと考えております。 

○議 長（桐原則雄） 羽熊教育部長。 

○教育部長（羽熊幸治） 時松議員の再質問ですけれども、高騰とかそういった資材の確保といった

部分で事業者の方とどれくらい調整ができているかというようなところなんですけれども、今年度

に入っても多少納品あたりでやり取りがありまして、そういった中で事業者様のほうとも直接お話

をさせていただく機会を設けさせていただきました。やはり天候とか価格の高騰で品薄になったり

する品物あたりがあるという状況がございますので、その辺の情報をできるだけ共有を給食センタ

ーと事業者さんのほうと共有させていただきたいというところで、話を情報交換の場を適宜設けさ

せていただきたいということで、１回全員寄っていただいて会議をさせていただいたところです。 

  そういったところの情報も受けながらメニューのほう考えて計画的にさせていただきたいと考え

ております。 

○議 長（桐原則雄） ほかに質疑ありませんか。 

  荒木俊彦議員。 

○１５番（荒木俊彦議員） それでは、令和４年度の決算につきまして３点についてお尋ねします。 

  第１点目が福祉課関係で生活保護世帯の人数が記載がなされております。今年の３月時点で１８

８世帯２６５人となっておりますが、ここ数年で結構ですので、世帯数人数が増えてるのか減って

るのかお尋ねをしたい。それから保護世帯の私たちは町でありますので、生活保護の実務は県の福

祉事務所が担当しているかと思いますけど、町として町民の問題でありますから、保護世帯の実情

を十分把握をされているのかということです。とりわけですね、この最近の猛暑酷暑と言われてい

る中で、この間生活保護世帯の方でもエアコンがない、エアコンが故障している。そういう方の話

も聞いておりますが、熱中症の心配深刻であると言われております。そういうエアコンが欲しいと
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かいう要望が保護世帯の方からか出ていないのか、あるのかないのか把握をされているのかお尋ね

いたします。 

  次に、決算書の１２４ページ、成果は７１ページです。他機関の協同による包括的支援体制構築

事業についてお尋ねします。 

  いわゆる福祉の相談窓口ということで、令和４年から始まった国のモデル事業と言われておりま

すが、福祉の相談窓口ということでは、大変町民にとってはワンストップで相談ができるというこ

とでは評価ができるところではありますが、国はその中で民間委託を奨励をしているのかどうか確

認をしたい。といいますのは、いわゆる労働者派遣法の偽装請負の心配が常につきまとう事業であ

ります。これについて偽装請負の心配はないのか検討されたかについてお尋ねをします。 

  それから手段としてこうした福祉の相談、コーディネートはいわゆる本来役場の一番大切な仕事

であります。地方自治法では住民自治体は何のためにあるのかというのは、住民の福祉の充実にあ

ると言われているわけです。そういう一番大事な仕事を外部に丸投げをする。ということは自前で

そうした福祉の相談窓口をすることができないということになってしまうわけであります。自前で

できないから外部に委託をするのかお尋ねをしたい。 

  それから、以前討論の中で、社会保険福祉士の合格率が低いから大変社会保険福祉士の資格が難

しいから外注をするような説明がされたわけでありますが、そうでありますならばその理由は、社

会福祉士が足りないとか、把握をされているのか。社会福祉士は貴重な人材というのでありますな

らば、今回の委託先の人数は２.５人ぐらいに相当するわけでありますが、委託料は約１千万円で

あります。貴重な人材というのがありますが２.５人というと一人あたま４００万円ちょっとしか

年収にならないわけであります。１千万円ほどの委託料ではとても貴重な人材を雇うにしては予算

が少ない。新たないわゆる完成のワーキングプアとなっているのではないかについてお尋ねをしま

す。 

  ３点目であります。決算書の１３２ページの高齢者外出支援事業であります。予算が４０１万円

決算が３５８万円となっておりますが、利用者の人数、実人数と延べ人数をお聞きします。それか

らこれは大体障害のある方が対象となっているようでありますが、障害のその内訳についてお尋ね

をします。 

  もう１点は自己負担額であります。この中で対象者１人につき１月あたり４万円、それ以外は８

万円となっておりますが、私が聞きたいのは補助金交付要綱で身体状況等により乗合タクシーの失

礼しました。対象者は障害があられる方、自分で自力歩行ができない方が対象になっているみたい

ですが、要綱を見ますと、病院やそれから買物などについてこれが利用できるとありますが、自分

で歩けない方が一人でタクシーに乗って病院に降りていって、受付までどうやって移動するのか。

あるいは買物に行ってどうやって自分で買物ができるのか。どうもここは矛盾があるかと思います

けど、誰か介助者が一緒に乗っていかないとこれは成立しないんではないかと思いますけど、介護

者は一緒に乗ってこれが利用できるのかどうか。この点についてお尋ねをします。 

○議 長（桐原則雄） 坂本健康福祉部長。 
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○健康福祉部長（坂本光成） 荒木議員の質疑に対してお答えをさせていただきます。 

  まず１点目の生活保護世帯についてのお尋ねでございますけれども、まず世帯数の人数の最近の

動向ということでございましたので、こちらについてお答えします。令和４年の先ほど議員のほう

からありましたように、世帯数が１８８世帯２６５人ということでございます。４年前の平成３０

年が１７３世帯そして人数が２４３人ということで、この間上下繰り返しながら４年前と比較しま

すと５世帯ほど増加しているような状況でございます。 

  世帯別でいいますと、障害者傷病世帯のほうが増加しておりまして、母子世帯は横ばい、その他

の世帯は減少というような傾向がございます。この他、一方で保護率人口の千分率ですけれどもこ

れが６.２から７.２の範囲で推移しているということで、町の人口増加の関係もございまして、人

数や世帯数の増加に比べますと緩やかな増加といった傾向になっているというところでございます。

また県のほうの福祉事務所のケースワーカーのほうが生活保護世帯については対応しているところ

でございますけれども、必要に応じて町のほうにも情報提供が行われるようになっておりますので、

町のほうでも県のほうと連携しながら保護世帯についての支援にあたっているところではございま

す。 

  また福祉の相談窓口ですね、こちらのほうでも生活復旧世帯あたりの相談当然受け付けておりま

すので、そちらのほうから生保世帯のほうにつながったという認定のほうにつながったというケー

スも多くございます。 

  それからエアコンの設置についての御質問でございますけれども、昨年こちらのほうについては

一度調査のほう行っております。生活保護世帯につきましては、菊池事務所のケースワーカーのほ

うにお願いをしまして、また高齢者のほうについても介護保険課を通じて介護認定の調査委員、あ

るいはケアマネのほうに自宅訪問の際に調査を行っております。その中で確認されましたのが、エ

アコンを設置していないという世帯が２世帯ほどございました。そこの世帯については、いろんな

聞き取りもして支援につながればということで相談も受けておったんですけれども、なかなかエア

コンが自分に合わないということで苦手だということでつけないということをおっしゃった方もい

らっしゃったという報告を受けております。またエアコン設置の費用につきましては、平成３０年

の４月以降は新規の生活保護世帯については、もともとエアコンがついていないという世帯につい

ては一定の金額を上限に措置するという制度もございますので、そちらのほうあたりを紹介をして

いるところでございます。それから２点目の他機関協同による包括的支援体制事業構築についてで

ございますけれども、こちらについてでございますが、現在福祉の相談窓口ということで進めてお

ります。議員のほうの御質疑にありましたけども、委託ができるかということでございますが、国

のほうがこれについては委託のほうを奨励をしているというところではございませんけれども、他

機関の協同による包括的支援体制構築事業によれば、社会福祉法人あるいは一般社団法人等の団体

に委託することができるというふうになっております。 

  大津町におきましては、これを受けまして、くらしの相談窓口というのをまず福祉の相談窓口の

前進なりますけれども、令和元年の６月に開設しましたが、開設時から相談窓口に相談支援包括化
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推進委員ということでおきまして、こちらのほうを社会福祉法人のほうに委託して配置をしている

ところでございます。近年、住民の方のいろんな御相談、課題も複雑化、複合化してきております。

なかなか担当課だけでは解決が難しい事例も増えてきているという中で、開設当時からこの包括化

推進につきましては、相談者の課題を把握しまして必要な支援につなげるということで支援のコー

ディネートを主に行っておるところでございます。この包括化推進につきましては、社会福祉士あ

るいは介護福祉士の資格を持った職員でございますけれども、これまで培ってこられた経験あるい

は技術を生かしながら業務にあたっていただいているところですけれども、町の職員と日頃から密

に連携をして取り組んでいるというところでございますので、質問がございました偽装請負ですね。

こちらのほうにつきましては、大津町における今業務委託という形ですけれども、委託業務につい

ては担当職員へ報告相談しながら先ほど申し上げましたように密に連携して支援を行っているとい

うことで、偽装請負の一つのポイントとなっております、指揮命令関係そういったところの関係は

ございませんので、委託の内容とかそういった協議をする際にも受注者の代表者の方と行っている

ところでございます。また、勤務規則等についても町のものについては適用されておりませんので、

偽装請負には当たらないものというふうに我々としては判断しております。 

  最後に、社会福祉士の合格率についてでございますけれども、合格率が国家資格の中で低いとい

うようなところでありましたけど、その理由としましては、これは一般的に試験の出題範囲が広かっ

たり、また実務経験が求められる場合もございますので、いろんななかなか勉強時間の確保が難しい

とか、そういった課題が挙げられるということは聞いておるところでございます。 

  町としましても社会福祉士をはじめとしました資格を有する人材の確保には苦労しているところ

でございますけれども、そういった観点からも民間をはじめ様々な力を活用しながら、住民の方の

福祉のために今後業務を行っていきたいと考えているところでございます。 

  また委託料についてのお話もございましたけれども、現在物価高騰をはじめ社会情勢の変化、業

務内容等も今後勘案しながら受注者側と協議を行いまして、必要に応じて委託料の見直しあたりは

今後また検討していきたいと考えております。 

２問目については以上です。 

  それから３問目の外出支援タクシーについての御質疑でございますけれども、まず利用者の人数

ですけれども、現在実人数としましては１５６件で延べ人数が５千４９６件の利用があっていると

ころでございます。障害の内訳ということでございますけれども、対象者が高齢世帯の方ですね、

６５歳以上ということでなおかつ非課税世帯ということで。身体状況により運転が不可能で交通機

関等の利用が家族による移送などが困難な高齢者というところで、運用しているところでございま

す。その状況により申請をしていただいて包括支援センターの職員が調査実施を行いまして、利用

の決定をしているというようなところでございます。それから質問にありました同乗についてでご

ざいますけれども、身体的理由などで介助を要する方につきましては、御相談を登録時に受けてお

りまして、基本的にはお一人で乗車されるということがほとんどでございますけれども、一部ヘル

パーの方でありますとか、あるいは家族の支援者の方が同乗されているケースがございます。そう
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いったところは相談登録されるときに御利用者の方の相談を受けてお伝えをしているところでござ

いますので、同乗についてはそういうケースの場合は実際認めているということで、この場合に同

乗された場合の新たな費用負担というのはございません。利用者の方の利用券でもって利用してい

ただくというかたちになります。 

以上になります。 

○議 長（桐原則雄） 荒木俊彦議員。 

○１５番（荒木俊彦議員） ２問目のいわゆる福祉の相談窓口の外注外部委託でありますが、社会福

祉保健士が貴重な存在で集まらないということが本当にあるのかどうかというのが、眉唾ものだと

思いますけど、合格率が確かに低いというのは私も調べてわかりましたけど、しかしながら大学等

を出て現役で受かった人たちの合格率はほかの資格に比べてそう低いわけではない。学校を離れて

社会人になったあと受験をされて、なおかつ非常に試験の範囲が広いということで合格率が低くな

っているのは確かにそうであるらしいでありますけど、ですから一般的に合格率が低いからどうの

こうのという説明は当たらないということが私は把握をしたところであります。そういう意味で偽

装請負に該当するかどうかが私は一番心配しているんですけど、密に連携をする。指揮命令はやっ

ていけないと。つまり役場の職員と委託業者が話合いをしてああしろ、こうしろということは一切

やってはいけないというのが原則なんですよね。そういう意味で、常に偽装請負の疑いが発生しや

すい。そして役場の職員が一番大事な仕事をやらなくなったら、そういう経験がなくなってしまう、

蓄積もなくなってしまうという、そういう意味で見直す必要があるのではないかとここは指摘だけ

にしておきます。 

  最後の外出支援事業でありますけど、同乗者は無料で可能であるということで、そうであります

ならば補助金の交付要綱にきちんとうたうべきではなかろうかと思いますけど、いかがでしょうか。

３点目だけで。 

○議 長（桐原則雄） 坂本健康福祉部長。 

○健康福祉部長（坂本光成） 荒木議員の再質疑にお答えをさせていただきます。 

  最後の外出支援タクシーの同乗者の件でございます。御指摘のように確かに要綱等には同乗者に

ついては定めはございません。ただ利用者の方の状況等に応じたところで対応してございますので、

要綱等の見直しについては今後検討させていただきたいというふうに考えております。 

以上です。 

○議 長（桐原則雄） ほかに質疑ありませんか。 

  永田和彦議員。 

○１３番（永田和彦議員） 質疑いたします。 

  まず町税の歳入について質疑いたします。 

  一般の１８ページのほう見てみますと、毎年不納欠損出てきますけれども、１千２００万円程度

の不納欠損が出ております。ここの不納欠損、これで終わりだよってこれは削除しまうわけですか

ら、結局事実上の課税された方々は免除のかたちになるわけですね。この点不納欠損というのはい
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つも問題になるところではありますけれども、国民として納税の義務を果たせなかったというかた

ちになります。そしてまた町民全体からみると、これだけの不納欠損があるというならば公平の原

則に租税原則に反しているのではないかと。しかしながらいろんな方々の事情、状況がありますん

で払いたくても払えないと悪意はないと。そういう状況にはなくなったんだと課税はされたけれど

も事態は変わったというかたちの方々もおられるというのはわかります。ただここでは数字だけで

すので、このデータですね、数字を情報に変えなければ我々はわからないということです。データ

のままはデータのままでこの内訳ですね、不納欠損の状況というのは、きちんと把握されて今後の

課税対象として好ましいのか。適切な課税なのか。そういったものの状況把握というものがきちん

とできているかどうかというのを質疑します。全体的にですね。 

  また監査委員の審査意見書として出ておりますが、内容が非常に適切な御指摘をされているなと

思って聞いておりました。本来ならば町の会計を監査委員さんに見ていただくんですね。そして、

その中で全体の審査の意見として出てきております。意見として指摘されたものに対してからは、

きちんとした対策というのが出てくるのが本当ですよね。これが本当です。ですからここは、こう

いう指摘をしました、までなんです。私も監査委員したことがありますんで、そこのところはよく

わかります。だから本来ならばこの議場において監査委員の指摘を受けましたので、こういったふ

うに改善がなされました。また取り組んでいきますというものがあれば一番いいと思いますが、そ

の中で何点か明らかにしておきたいと思いますので、質疑しときたいと思います。 

  まず、この監査審査意見の中で３９ページで指摘されております、繰越金ですね、不用額という

かたちで指摘をされました。そして４０ページにおいて、当初予算の表まで作って出されておりま

す。要は、このまさしく監査委員の指摘と同じことをここで質疑をするわけですけれども、結局不

用額の多額の不用額という御指摘をされております。有効に使われているのかどうかということが

また予算の積算はきちんと合理性、正確性、現実性を持ってなされたのかというふうに指摘されて

おります。我々議員は予算書や今回の補正予算ですね、そういったものが出されてきて、それを審

査するわけです。各委員会におかれて審議しますけれども、その時にきちんとした積算がなされて

できあがってきているという説明を受けます。しかしながら年間を通じたならば１１億円ですか、

誤差が出てきているということです。我々は審査をしたけれども誤差がえらく出てしまった。そし

てまた繰越し事業が廃止になったというものなら本当に不用額かもしれませんけれども、繰越しと

なった場合は以前にも指摘したことがありますけれども、翌年度に事業がいくわけですよ。原則は

決算は単年度決算の原則がありますよね。ということは、前年度の事業を例えば令和４年度の事業

を令和５年にしなければならなくなる。どんどん押し出していくわけですよ。そういったものを避

けたいなっていうのはずっと以前にも指摘はしてきました。しかし改善がなされてないというふう

に感じられます。なぜできなかったのかなと予算は組んであるわけですよね。そこの整合性がなさ

れていないという御指摘をされているのはごもっともだなと。ということはですね、これは根拠租

税原則に照らし合わせた場合に課税最低限の原則から外れてるんですよ。きちんとした課税をして

そしてそれを分配していくというのが大原則であって、そこのところのきちんとした消費経済活動
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というかたちで指摘されておりますけれども、まさしく入りと出るというものは同一でなければな

らない。やはりそこに努力して合わせなければならない。無理やりに要らないお金を使うというの

は税金を使うというのはもちろんアウトですけれども、後に精査した場合にやはり不用だったとい

うんであるならば、きちんと議会に示していただきたいということですね。じゃないと我々が審議

したのは当初の数字でありまして、それから変わっていくならば補正予算として出てきます。総合

的に見た場合やはり結構な差ですよね。これはやはり問題だと思います。 

  だからこの指摘を受けて、恐らく執行部のほうではどういうふうに対応するかという会議も必ず

あってると思います。私も町長や幹部職員の前でそういった経緯がありますので、その中で御指摘

の中に昨日全員協議会がありましたけれども、向こう５年間程度の中期財政計画を早期に示してい

ただきたいということで昨日説明がありましたよね。そしてまたそれを指摘しましたよね。５年後

まだ悪くなっているじゃないかというふうなことを私は指摘しております。ですから、ということ

はそれなりのこの決算を受けたということは大問題でありまして、これに対する対策というものが、

どれだけ今審議されて、どういうふうに今後反映させていくかというものは必須条件と思います。

もう９月になりました。きちんとしたそういった対策というものが、この決算をうけてある程度は

できあがっていると考えられますので、その点についても質疑いたします。 

○議 長（桐原則雄） 木村住民生活部長。 

○住民生活部長（木村欣也） まず永田議員の不納欠損についての質疑にお答えしたいと思います。 

  不納欠損のほうは、令和４年度の不納欠損は町県民税が１２５件で５２１万３千２９６円、法人

町民税が６件の２８万２千３円、固定資産税が８７件の５８７万６千８１０円、軽自動車税が５８

件の５９万８００円となっております。 

  議員言われるように、そのほとんどが財産調査や所在不明等により執行停止から３年、もしくは

５年の時効を迎えたものになります。ただ今回の執行停止の中に個人町民税が現年度分で２１万５

千円不納欠損にしておりますけれど、これにつきましては帰国された外国人１１名、及び生活保護

世帯のうち重度障害により今後就労が見込めない方、この方の不納欠損をやっている状況です。 

  以上で説明を終わります。 

○議 長（桐原則雄） 藤本総務部長。 

○総務部長（藤本聖二） 予算編成と事業の進捗についての考え方のお尋ねだったかなと思います。 

  繰越金確かに今回１０億円程度出ております。通年でしたら６億円から７億円ということで約３

億円ほど多いというところが一つありますけれども、見てみますとこれは室工業団地の用地交渉の

関係で頻繁に交渉をやっていたんですけど、なかなか今年度では落ち着かなかったということで、

一旦はそこで不用としておるというのが大きなところが金額としてあります。ただ予算編成と予算

の執行についての考え方の話なんですけれども、先ほど議員がおっしゃいましたように、そしてま

た監査委員からの御指摘もありましたように、地財法にある合理性と正確性その辺あたりをしっか

りと予算編成の中で捉えるというのは大事だと思ってます。これまでも予算編成については様々な

聞き取りをしながら財政課長査定あるいは町長査定を踏まえてしっかりと予算については確立して
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きたところです。ただし繰越金等についてはここ近年昨年も１０億円、今年も１１億円超過ありま

すけれども、昨年はコロナの影響がありまして、今年はいろんな事業進捗の影響もありますけれど

もひとつは歳入の確定がどうしても３月末に確定していたというような実態がありましたもんです

から、実は今回の９月補正では税関係の三税については調定額のある一定の調定額が見込めました

ので、それを補正としてあげております。これまでは３月の補正の段階でぐっと予算をあげるもん

ですから、歳出がまかなえないということなんで、今まさにふるさと納税もそうですし、ふるさと

納税の財源をどうするのか。そして今税関係についても今回９月補正のあげた部分ですね。一旦は

財政調整に積み込みますけれども、本来はそれを政策的な経費として今後下期に向けて予算編成と

して組むことはできるかなというふうに思っております。 

○議 長（桐原則雄） 永田和彦議員。 

○１３番（永田和彦議員） 再度質疑いたします。 

  先ほどの町税の点でありますけれども、今の答弁の中に外国人の方が帰国されたというものがあ

りましたよね。私はこれが非常に危惧している点でありまして、今後これが増えていくのではない

かなとも考えております。帰国されたならばまず手に負えない。追跡できないという状況になるで

はないですか。かといって、それが考えられるから預り金をくれとか言えないのが税金ですよね。

ですからそういったことを考えれば、ここの対策っていうのは非常に難しくなると思うんですよ。

どういった事情がお持ちなのかというのはなかなかわからないですよね。例えばそういった課税逃

れと言ってはちょっと失礼になりますけど、忘れていたとかわかりませんけれども、ちゃんと納付

書は送るわけですけれども、空港あたりでちょっと待ってくださいと。払ってくださいと言われて

も恐らく払わないと思うんですよ。これ何らかの対策が必要だと私は思っておりますけれども、こ

の点については、もちろんＴＳＭＣ関係もありますでしょうが、いろんな国々の方が大津町も増え

てきておりますので、この点についてはきちんと問題点として取り上げてほしいと思います。ふる

さと納税については、ちょっと聞き忘れましたけれどもここで御指摘されているので、恐らく総務

委員会あたりで深く審議されることだと思います。そうですね、外国人の帰国になったならば、も

う徴収することができませんよということで、それに対する対策というのは持っておられるのか質

疑いたします。 

○議 長（桐原則雄） 木村住民生活部長。 

○住民生活部長（木村欣也） 外国人に対する課税につきましては、住民税、町民税の場合は前年の

１月から１２月、これまでの所得に対して町のほうは５月に課税をしております。ですので、例え

ば帰国が１２月もしくは３月ですと、課税したときには町のほうには日本国には外国人の方はおら

れないような状況になってますので、これについては非常に難しい問題だと考えております。 

  課税が翌年度になってしまいますので、先ほど言われたとおり預り金とかそういった形では現実

的には難しいので、企業さんにきちっと務められていても退職されて帰国された後、５月の先ほど

言いましたとおり、５月の納税通知の発送ということになって、その時点で住所地のほうに届けて

も本人のほうにはつかないというようなかたちになっております。 
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○議 長（桐原則雄） 永田和彦議員。 

○１３番（永田和彦議員） 再度質疑いたします。 

  だからこそ対策が必要じゃないですかということを質疑しているんですよ。例えば前年１２月ま

での収入やいろんなかたちを計算して課税するのが５月だと。これはこっちの都合でしょ。言うな

らば変えんといかんですよね。そういったところ。そういったところが例えばこっちはどうしても

５月しかできないんだって言われるのか。それとも何らかの方式を変えていくのか。問題点は外国

人の方々が、たくさんこられて町が活性化してグローバル化して、こういったものは全然いいんで

すよ。そしてそれの全くいいんです。ただですね、問題点となるのは、町民となられて課税されて

いるだけではないから言っているんですね。例えばそこの国々によって、道徳心やそういった生い

立ち、今みんな社会情勢とか違うじゃないですか。それが大津町に及ぼす影響が怖くなってるんで

すよ。外国人の方々が例えば町の町営住宅に入られたと。これ１回指摘しましたよね。どうもおか

しいぞと。前年度収入でもっていくならば分位がずっと下になってしまうからという指摘はしまし

た。結局ですね、そういったものが課税逃れ、料金逃れになってはいけませんよていう質疑なんで

すね。我々の歴史や文化の中で日本人はそれないですよね。だって我が国におるわけですから、帰

国というのはここなんでないんですよ。ということは変えんといかんでしょ。そういった今の部長

答弁では、そういったことは今まで問題点としてあげたこともないような感じがするんですね。こ

れって大問題に発展しますよ。不公平感ものすごく高いです。外国人の方が来られて優秀なる能力

が持っとって、生産性に寄与されたと。非常に喜ばしいことです。しかしながら、我々が長年にわ

たって築き上げたいろんなインフラやいろんな整備されたものを使っておられるというならば、そ

れなりにきちんと納税の義務ははたしてもらわなければならないと。そういうふうに思いますんで、

この点について答えられないならば、そういった問題点としてまだあがってないのかどうかを聞き

ましょう。そういったことでまだ町の審議したことがないのならば、審議していただきたいのでそ

の点だけでもいいですよ。質疑いたします。 

○議 長（桐原則雄） 木村住民生活部長。 

○住民生活部長（木村欣也） 永田議員が言われたとおり帰国された方への対策、これにつきまして

は過去には元に働かれていた会社の方そちらの方から連絡をとっていただいたり、その方に変わり

に立て替えとっていただいたりしたことも確かあったかと思います。それと帰国する方につきまし

ては納税宣旨人の管理ということで、出国するまでの間に代理の方を立てることができる制度があ

るみたいなので、そちらにつきましてもしっかり勉強しまして、大津町のほうでも今後外国人が増

えるかと思われますので、活用していきたいと思います。 

○議 長（桐原則雄） ほかに質疑ありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議 長（桐原則雄） ほかに質疑なしと認めます。 

  これで質疑を終わります。そのまま続けます。 

  次に認定第２号を議題とします。質疑ありませんか。 
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〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議 長（桐原則雄） 質疑なしと認めます。 

  これで質疑を終わります。 

  次に認定第３号から認定第５号までを一括して議題とします。質疑ありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議 長（桐原則雄） 質疑なしと認めます。 

  これで質疑を終わります。 

  次に認定第６号から認定第８号までの３件を一括して議題とします。質疑ありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議 長（桐原則雄） 質疑なしと認めます。 

  これで質疑を終わります。 

 

   日程第２７ 委員会付託 

 

○議 長（桐原則雄） 日程第２７ 委員会付託を行います。 

 会議規則第３９条第１項の規定により、議案第５５号から議案第６７号まで、認定第１号から認

定第８号までをお手元に配付しました議案委員会付託表案のとおり、それぞれの所管の委員会に付

託します。 

以上で本日の日程は全部終了しました。 

本日はこれで散会します。お疲れさまでした。 

午後２時３２分 散会 
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一  般  質  問 

 

１ 番 時 松 智 弘 議員     ｐ72～ｐ89 

１．ＵＤｅスポーツを通じ老若男女を問わず交流できる機会を作る考えはないか 

(1) 県内各市町村でＵＤｅスポーツの福祉や教育、生涯学習での導入事例が報

道などでも盛んに取り上げられている。ＵＤｅスポーツに対する町の見解を

伺う。 

(2) ＵＤｅスポーツの導入に際し国も様々な財源措置を講じており、ＤＸ推進

を含める本町でも導入は可能ではないか。福祉の分野のみならず広域連携も

視野に入れながら地域全体で取り組む考えはないか。 

 

２．物流を担うトラックドライバーの為、ステーション等の休息拠点を整備する考

えはないか。 

(1) ２０２４年にはトラックドライバー労働環境改善のため改善基準告示など

法令上の規制において、物流労働環境は大きな変化を迎える。ｔｓｍｃ、Ｊ

ＡＳＭ周辺には関連企業の進出も受けてトラック交通がさらに増大すること

は明白だが対策等、整理は進んでいるのか見解を伺う。 

(2) 町内で広大な駐車場を持つ施設等では、荷待ち、車寄せ等の時間調整、ま

たは仮眠や食事、トイレ休憩等トラックドライバーが苦労しながら車両を停

止させ待機している例をよく目にする。トラックドライバーが適切な休息を

とるための拠点整備の施策は。 

 

３．正しいインクルーシブ社会の考え方と公園整備の具体策について 

(1) 昨年度一般質問をした「親水の要素を持った都市公園の整備」についての

考え方を再度伺う。 

(2) インクルーシブ社会の定義と公園整備の現況について、「高齢者、障害者

当の移動等の円滑化の促進に関する法律」や「都市公園法」と照らし合わせ

齟齬はないか。 

(3) 誰もが楽しく使用する公共施設を目指す施設改修、新設の財源について

「企業版ふるさと納税」を充当する考えと思うが、その財源適用範囲につい

て町長の見解を伺う。 

 

３ 番 田 代 元 気 議員     ｐ89～ｐ96 

１．通学路及び、地域住民の生活道路の安全対策について 

これまでも通学路や住民の生活道路についてさまざまな質問が出たが、財政面
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の問題などで解決には至っていない。 

そこで今回は費用を抑えた安全対策について町長の考えを伺う。 

(1) 通学路となる道路を通学、下校時間に合わせ規制する考えはないか。 

(2) 大型車の往来の激しい生活道路について大型車進入禁止などの規制をする

考えはないか。 

 

２．公共施設のネーミングライツ導入について 

熊本県及び、県内自治体のスポーツ施設をはじめ、多くの公共施設で導入され

ているネーミングライツを本町でも導入する考えはないか。 

 

４ 番 山 本 富二夫 議員     ｐ96～ｐ107 

１．立野ダムのメリット・デメリットについて 

永年白川沿いに暮らす私自身が、穴あきダムである立野ダムのメリットを実感

したのは、７月２日夕方から３日にかけての大雨のときである。ダムがなければ

水位が堤防を越えて被害が発生したと思われる我が家対岸の白川右岸において、

水量が最大の時でも堤防から約１メートル程度の余裕があり、そこから半日以上

水量の変化はなかった。 

また、デメリットとして、大雨当日の朝からダムを見に行った際に、立野ダム

内に大量の流木が浮いていた。その流木が、水量が減ると共に内牧区内の白川に

砂と一緒に流れてきて、畑堰下流に大量に堆積し、更には畑井手取り入れ口にも

堆積したため、畑井手に水が流れなくなり、翌日の朝からユンボ２台で流木と砂

の撤去作業に追われることとなった。 

以上のことから、立野ダムのメリットを広く周知するとともに、今回判明した

下メリットである流木と砂に対しては、対応策をダム事務所と協議すべきでない

か。町長の見解を問う。 

 

２．地下水を心配している町民に対し、水田基本事業をＰＲするべきでないか 

平成１３年、熊本市で地下水の低下が問題となり、翌１４年に灌水農法研究会

が発足し、本格的な地下水対策に乗り出した。 

平成１５年に大手企業や熊本市の協力を得て、おおきく土地改良区管内の農家

による水田灌水事業が始まり約２０年を迎えようとしている。しかし、非農家の

町民はこの湛水事業のことを知らないのが現状である。 

町長は、おおきく土地改良区理事長も兼務されているので、ＴＳＭＣ進出の影

響などにより地下水の問題を心配している町民に対し、色々な媒体を使って水田

湛水事業をＰＲし。安心感を訴えるべきだが町長の見解を問う。 
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３．町職員の働き方改革（仕事内容の大幅な見直しと、残業時間短縮を） 

国家公務員の蹴球３日制の話がある今日、町長自らの残業が多く感じられる。

また、職員の残業時間は２０時間から３０時間以内に抑えるべきであり、終業時

間を過ぎたら自宅へ帰り家族との時間をとり、翌日の仕事に備え準備する時間に

すべきだが町長の見解を問う。 

 

５ 番 荒 木 俊 彦 議員     ｐ107～ｐ119 

１．いのちの木の汚染がないように、地下水の安全性の確認とチェック体制 

熊本市内の井戸（１４か所）から指針値を超えるＰＦＡＳが検出され、熊本県

も熊本市内以外の市町村で検査する予定ですが、県予定の内容と大津町でも町内

の地下水の検査が必要ではありませんか。 

 

２．公共交通空白地域にＡＩ利用の乗合タクシーを、既存の乗合タクシーにもＡＩ

導入で利用者増加を。 

地域公共交通会議の答申で「まちなかエリアにおける巡回バス」の実証実験が

始まるとのことで、一歩前進と評価している。一方、町中心部と周辺地域の狭間

の人たちは乗合タクシーの精度もなく、巡回バスのバス停まで歩くのが困難な人

たち公共交通から取り残されている。既存の民間バスは利用しずらく、バス停ま

で遠い地域もある。 

ＡＩを利用したデマンド型タクシーの導入を検討するべきではないか。また既

存の乗合タクシーの相乗り率を高めるためにも、ＡＩの導入で待ち時間、乗車時

間の短縮につながるものではないか。 

 

３．子育て支援は後れを取ってはならない。給食費の無償化を前進させるべきでは

ないか。菊陽町にならってまず月千円の援助はそんなに難しいことでしょうか。 

今現在、対策を取らないと予測以上に少子化は、進展してしまうといわれてい

る。政府も給食費無償化を言い出したが、実現の目途はたっていない。お隣の菊

陽町ではすでに一部援助が始まっている。大津町でも後れを取ってはならないと

思う。 

保育の副食費と小学生、中学生の完全無償化の対象人数と予算額はいくらか。

また菊陽町にならって、１人千円/月の補助をした場合の予算額はどうか。 

 

６ 番 大 塚 益 雄 議員     ｐ125～ｐ132 

１．熊本空港周辺地域の騒音対策について 



68 

ＴＳＭＣと関連企業進出に伴い不動産や建設関連の好調、また、コロナ感染の

減少等々もあり観光客の増加、阿蘇くまもと空港も新たに完成しており、他県か

らのお客様、海外からの来客等が、日々増加傾向にあるようである。 

今後については、さらに台湾、韓国、ベトナム便等の増便も計画される様であ

り、そういった中、空港周辺地域においては、特に飛行機の離陸/着陸時は騒音の

影響で、一時的に、テレビの音も聞こえず、会話もできない状態であり、ガマン

している現状である。 

上記の、現状を踏まえて、対策が必要と思うが、町長の所見を伺います。 

(1) 騒音に対する規制及び、騒音の現状と状況 

(2) 騒音に対する苦情はあるのか・・・また、近隣地域との協議会等実施され

ているのか 

(3) 今後については、便数も増加していく中、騒音箇所の見通しと騒音調査を

すべきではないのか、特に空港周辺地域の測定 

具体的には・・・下町/上町/中島/鳥子川/岩坂地区 

 

２．災害を起こしかねない水路の点検/整備を 

一口で水路といっても、大津町には様々な形態をていしております。歴史的な

産物でもあり、今も大津町の水田９００ヘクタール以上を養っている上井手、そ

して下井手。これからの水路は、大雨の際は白川の取水口を閉じても、周辺地域

の宅地化等により非常に危険な状態になり、昭和５７年には浸水し、町内に水害

をもたらしております。これらの幹線的な水路の整備は、こういった災害を通し

て復旧工事が行われると共に、大規模な改修・改善が行なわれてきました。 

さて、私が今回質問いたしますのは室地区クローバー歯科医院の南側水路に象

徴されるような水路のことですが、地域の方から相談があったものであり、内容

は過去において側溝の上部にゴミがつまり水路の水が、道路周辺と住宅地内にあ

ふれ出し、大変な思いをした所であり地域の皆さんが大雨のたびに一番心配され

るところであります。現地をみますと土が堆積し、維持管理されている様子は、

うかがえません。また町民の命と財産を脅かす箇所が、他にはありはしないか。

町として、全地域を点検し整備する必要があると私は考えますが、町長の所見を

伺います。 

(1) 本町が管理している水路の安全点検は、いつ実施しているのか 

   また、点検の調査結果と状況は 

(2) 水路の整備は、どの様に対処されているのか 

         今後の計画はあるのか 
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７ 番 山 部 良 二 議員     ｐ133～ｐ141 

１．通学路の安全対策について 

全国的に通学途中での児童等の交通事故が相次いでおり、またＪＡＳＭの進出

などにより交通量も増加していることから、さらなる通学路の安全の確保に向け

た着実かつ効果的な取り組みが必要ではないか 

(1) 登下校の子供を守る「通学路見守りカメラ」の設置を提案 

(2) 街路樹による歩道の盛り上がりや段差が生じている危険箇所の歩道補修が

必要ではないか 

(3) 各学校に置いて、児童生徒に対して指導や校区の危険箇所における注意す

べきポイントについて、保護者や地域ボランティア等が共通理解を図り、交

通安全確保の取り組みを推進していく必要があるが、実施状況と交通安全プ

ログラムにおける合同点検位置以外の危険箇所の把握と対応は 

 

２．いじめ対策について 

文部科学省の「令和３年度児童生徒の問題行動・不登校等生徒指導上の諸課題

に関する調査結果」によると、小・中・高等学校及び特別支援学校におけるいじ

めの認知件数は、６１万５３５１件と過去最多を記録している。いじめを苦にし

た自殺の重大事態も後を絶たない。いじめに対して学校はどう対処すべきか、未

然に防ぐことができるのか。教員の経験則に頼るのではなく、科学的に裏付けさ

れた成績確率の高い手法を取り入れるべきではないか、欧米で成功している「い

じめ予防プログラム」の８割は傍聴者教育であり、日本でも複数の学校でいじめ

予防授業（トリプチェンジプログラム）が始まっている。本町でも導入するべき

ではないか、教育長の見解を問う。 

 

８ 番 大 村 裕一郎 議員     ｐ142～ｐ145 

１．人参選果場新築について 

ＪＡ菊池では人参の選果場の老朽化に伴い、新しく選果場の整備を兼用してい

る。 

この選果場は大津町と菊陽町の農家が共同で使用しているが、菊陽町では前回

の議会においていち早く手厚く支援していくと答弁があり、大津菊陽の人参農家

は安堵している所である。 

しかし、現在の状況では国県の補助金を活用したとしても建設費の高騰等もあ

りその負担は利用者である農家に重くのしかかる。 

大津町も菊陽町と協力し、補助を検討するべきではないかと考えるが町長の考

えを問う。 
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２．農業者の収入保険について 

農業を取り巻く状況は資材高騰等により依然として悪い状況にある。 

そういった状況も踏まえ合志市では、保険加入の呼び水的な意味合いで６万円

上限の保険加入掛金三分の一を補助する事業を行っている。 

大津町でも数度にわたり農家に物価高騰対策として補助を行っているが、今後

の状況を考えれば農家に対して合志市が行ったような保険への加入を促すような

施策を行っていくことも必要ではないかと考えるが、町長の考えを問う。 

 

９ 番 三 宮 美 香 議員     ｐ145～ｐ159 

１．産後ケア事業について 

産後ケアは、出産後の母子が助産師などの専門家から心身の支援を受けられる

事業である。これまで国の実施要項は対象を「心身の不調または育児不安等があ

る者」「特に支援が必要と認められる者」としていたが、今回、「産後ケアを必

要とする者」と改定し、希望者全員が対象となることを明確にした。 

大津町のホームページでは産後ケア事業が分かりにくく、目的とする情報を見

つけにくい状況である。 

大津町の産後ケア事業の現状や周知方法、他関連機関との連携はどうなってい

るのか。今後、大津町で増えるであろう外国人の産後ケアもどう考えているのか。 

 

２．まちづくり懇談会の検証について 

コロナ後しばらくぶりのまちづくり懇談会が開催され、広報おおづでも４ペー

ジにわたり報告記事が掲載された。７か所で開催されたことやその内容、地域の

ことを一緒に考えるという特典では評価されると思う。しかし今までも町民に周

知する方法・集客方法で指摘を受けていたがその改善はなされておらず、「町民

に町のことを伝えて広く意見を聞きたい」という趣旨には程遠く今回も参加者が

少なかった印象である。 

また、懇談会の進め方についてきちんと準備はされていたのか。今回出た意見

やワークショップでのまとめに対して、町はどうしていくのか。 

 

３．町内の安全安心について 

安心安全なまちづくりとして、街灯の設置や防犯カメラ設置など取り組みが進

んでいる。不審者情報は以前より減った印象ではあるが、もっと「安心して暮ら

せる大津町」の実現へ向けては町としての予算の重点配分とタイムリーな施策の

実現が望まれるところである。それら施策の実現に向けては警察署等との情報共
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有による値域犯罪の未然防止へ向けた取り組みが不可欠と考えるが、そのような

情報共有の取り組みなどなされているのか。 

 

１０番 佐 藤 真 二 議員     ｐ165～ｐ180 

１．業務見直しやＤＸ推進による業務改善（ＢＰＲ）の進捗について 

(1) 昨年の業務量調査を受けての業務改善の進め方 

(2) ＤＸ推進計画の実効性 

(3) 職員定数の増は包括的取り組みの一部 

 

２．こども基本法と、新たなこども計画の策定について 

(1) こども基本法と今後の町のこども政策 

   ・こども条例と、こども政策課の必要性 

(2) こども計画への反映 

 

３．内部統制制度（ガバナンス）の整備について 

(1) 続発する不適切事務・訴訟事件等の組織的要因 

(2) 内部統制による改善 

 

１１番 永 田 和 彦 議員     ｐ180～ｐ192 

１．東部清掃工場の解体について 

使われなくなった工場は町のイメージを損なう迷惑マークである 

 現地は廃墟となり荒廃がすすんでいる 

解体費用約８億円の財源確保と期間の明確化 

 町民の理解を得る必要がある 

 解体終了後の利用計画 

 周辺地域の可能性の創出 

 

２．国県のインフラ整備計画と町の発展について 

町の工業団地整備に多大な影響を与える 

 高規格道路は県道３２５号線までの早期着工が必要である 

 近郊市町との企業誘致合戦に勝算はあるのか 

 県は新たに菊池市に工業団地を整備するが、なぜ大津町は単独か。 

振興総合計画に及ぼす影響とは 

 １次産業の生産性向上は可能か 

 町道整備との連携で宅地開発を加速させ人口を増加させる 
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議 事 日 程（第２号） 令和５年９月１２日（火） 午前１０時 開議 

 

    日程第１ 諸般の報告 

    日程第２ 一般質問 

 

               午前９時５９分 開議 

○議 長（桐原則雄） 皆様、おはようございます。ただいまから、本日の会議を開きます。 

 なお、川秀貢議員より遅参の届け及び豊瀨和久議員及び総務課吉良主幹より欠席の届出があっ

ておりますので、御報告します。 

 

日程第１ 諸般の報告 

 

○議 長（桐原則雄） 日程第１ 諸般の報告をします。 

  本日の議事日程並びに報告内容は、議席及びタブレットに配付のとおりです。 

  今回の一般質問者は当初１１名で、本日が１番から５番までの５名で行う予定でございましたが、

２番豊瀨和久議員から、欠席により取下げの申出がございました。よって、本日は１番、３番、４

番、５番の４名で行いたいと思います。明日、１３日が６番から９番まで、明後日、１４日が１０

番から１１番までの順で行いたいと思います。 

 

日程第２ 一般質問 

 

○議 長（桐原則雄） 日程第２ 一般質問を行います。 

順番に発言を許します。 

時松智弘議員。 

○３番（時松智弘議員） 皆さん、おはようございます。ただいま議長からお許しをいただきました

ので、３番議員、時松智弘が登壇をいたします。 

 昨今、６月から９月にかけてのニュースの中では、コンプライアンスを揺るがせにするような事

案が多数発生をしております。それは何かと言いますと、例えば、ビッグモーターという会社がで

すね、お預かりをしている他人の車に傷をつけて、それでですね、修理の代金を水増しにする。あ

るいは、自社の製品がよく見えるようにと言わんばかりに道路に除草剤をまいて、そういった迷惑

行為を行っているかと思えばですね。ジャニーズ事務所というところがありますが、そちらについ

ては、男性と男性による性被害と、そういった事案がニュースを騒がせています。これは企業の風

土そのものもあるところですが、それを経営する者のコンプライアンス、これが著しく低下をして

いることによって起きた事案であると思います。こうしたですね、リーダーというものが間違った

方向に進むということがですね、いかに危険なことかということが分かると思います。 
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  本議会においては、町政に対して提案、あるいは町長に対してその町政の質問をするわけであり

ますが、町長が間違った方向に行くということを是正するという場でもあります。また、議会がで

すね、行政をしっかりと車輪の両輪の一軸としてですね、片方としてしっかりそれを支えていくと

いうところが非常に重要であると思いますので、この一般質問もそういった意義、志のもとでやり

たいと思います。 

  今回は、一般質問は３問を御用意いたしました。ユニバーサルデザインｅスポーツを通じ老若男

女問わず交流できる機会を作る考えはないか、物流を担うトラックドライバーのため、ステーショ

ン等休息拠点を整備する考えはないか、正しいインクルーシブ社会の考え方と公園の整備の具体策

について、以上３問を用意しました。 

  資料をお願いします。 

  ４０代後半５０代前半世代ですね、というのは、家庭用ビデオゲーム機、例えば、ファミリーコ

ンピュータの行使世代です。私がそのファミリーコンピュータというのを手にしましたのは小学２

年生ぐらいの時ではなかったかと思いますが、その時にですね、子供たちの遊び方というのは一変

をいたしました。公園とか広場に行ってですね、野球やサッカーに興じるということのほかのエッ

センスとしてですね、どこかのおうちに集まってみんなでゲームをするということが一般的になる

ような世代であります。もちろん、若い頃にそうした電子的機器ですね、ビデオゲームを手にした

後は、なかなかそこから離れません。今でもですね、私の家にはそういったビデオゲーム機があり

ます。自分でも興じることがあります。こうしたですね、長い期間遊ばれているようなスポーツと

は言わないですね、ビデオゲーム機ですからゲームですけれども、なかなかないのではないかと思

います。しかし、そういった形には必ず批判がつきまといます。ゲームは１日１時間、これが望ま

しいというような風潮があったり、あるいは、香川の県議会では、ゲームに関する規制の条例とい

うのがありますけれども、常にですね、テレビゲームの世界、ビデオゲームの世界はその多様性と

批判を受け続けてきているわけであります。 

  地方議会において、こうしたゲームが課題として取り上げられることになったのは、私自身も非

常に喜ばしく思えるわけであります。大津町議会のみならず、様々な場所で、議会でですね、こう

したゲームに関する提案が取り上げられております。 

  ここで用意しておるのはｅスポーツであります。 

  ｅスポーツとは、コンピュータゲーム、ビデオゲームをスポーツ競技として捉える際の名称、エ

レクトロニックスポーツと略称されております。近年、このｅスポーツが注目を集めていることは、

もう報道などでも盛んに取り上げられていることでありますから、周知のことと思います。 

  ＩＯＣ国際オリンピック委員会、ｅスポーツの公式大会を開催することをもう既に発表しており

ます。オリンピックバーチャルシリーズと銘打ちまして２０２１年からやっておりますが、野球、

サイクリング、ボート、セーリング、モータースポーツ、これを競い合い、要はそういったスポー

ツに全く何ていうんですかね、能力がない人でも参加ができるんですね。例えば、サッカーであれ

ば、ハットトリックを連発するようなエースストライカーになることも、野球であれば大谷やある
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いはイチローのように、投げては、打っては活躍する選手にゲームの世界ではなることができます。

そうした新しいユニークな発想の下に、スポーツへの参加を促し、特に若者を焦点にオリンピック

の価値観促進を努めているということであります。 

  そんな中ですね、資料の中にお示ししておりますが、コンピュータゲームを用いるｅスポーツは、

マインドスポーツと同様に、腕や指先などを使う競技種目が大半を占めます。身体障がい者など体

が不自由な方でも参加することができます。 

  また、この写真の中にあるように、年齢を問わずプレイができます。リハビリなどを通して福祉

や医療などでの利用が期待をされています。 

  また、認知症予防、特にですね、認知症というのは何が大事かと言いますと、運動することだけ

でもないんですね。ちゃんと脳みそを働かさないといけない。それとフィジカルとメンタルの双方

でケアが必要になります。そのフィジカルとメンタルのバランスが崩れる状態、これをフレールと

言います。そのフレールを予防するためにも通いの場を設定すること。これもですね、通いの場を

設定すると認知症の抑制効果になるというのは、広報おおづでも特集をされており、体力に自信が

ない方にあってもｅスポーツによるレクレーションは重要であります。 

  熊本ｅスポーツ協会では、福祉や障がい者の生きがいづくり、青少年育成、老若男女楽しめると

いった広域的なｅスポーツの振興、ゲーム依存などの健康問題もしっかりと取り上げる啓発活動を

しています。特に高齢者へのｅスポーツの提供、先ほど言いました、認知機能の維持・向上、認知

症の予防ですね。そして、パズルゲームや音楽ゲームなどの体験、対戦が行われることにより、遠

隔地の方と交流ができるというメリットがあります。そして、それがデジタルリバイドにつながる

のではないかと考えます。 

  資料の２を御覧ください。 

  資料の２は、そうしたデジタルリバイドの状況をまとめた２０２１年の内閣府調査を示していま

す。４０代を境とし、インターフェイス機器に対し抵抗がない世代と使用に苦慮する世代がありま

す。この図でいきますと６０歳から６９歳までの方、約半数の方がですね、スマートフォンをなか

なか利用できないという現状があります。方や、先ほど述べたビデオゲームに通用している人たち、

４０歳から４９歳ぐらいの方ですね、スマートフォンの使用率は９０.２％まで上がっております。

今後はいかにデジタル社会が有用なものであるかを町が示すとともに、まさに生活をされている地

域の中での活用を相まって、トップダウン及びボトムアップ双方のＤＸ推進が必要と考えます。行

政のスリム化、あるいは、高効率化にも寄与することと思います。 

  資料の３で示しているのが、まさにその点になります。大津町ＤＸ推進計画のビジョンにあるデ

ジタルを身近に感じる、デジタルで地域を元気に、双方に福音をもたらす具体的な取組は何がある

のか。既に事業パッケージが明確で。県下各自治体でもボトムアップという形で導入の動きが活発

になっているｅスポーツですが、その方向性に変化が訪れています。 

  ｅスポーツは、これまでは、例えば、固有名詞を出してすみませんが、テトリスとか、そういっ

た既に販売されているゲームを使っていることが多かったと思います。そうなるとですね、実は、
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これには著作権が絡みまして、ある一か所のところに常設することができないんですね。例えば、

室の公民館別館にそういったものを設置しようとしても、１回１回それを引き上げなければいけな

い。常設するとゲームセンターになってしまうんですね。風営法の中では。そうならないように、

操作方法が難しく、既存のゲーム機やソフトの著作権とは全くの関係のないイベントに自由使用が

できるユニバーサルデザインｅスポーツというのがあります。これはオリジナルソフトを開発し、

簡単なボタン操作で、誰でもがプレイをでき、老若男女、先ほど申し上げました、障がいの有無も

問わず参加できる新しいスポーツの形、新しいｅスポーツの形として提案をされています。 

  現在、山鹿市、合志市が熊本県スクラムチャレンジ事業としてこれを導入しています。 

  以前の点を踏まえ、町内、各市町村でユニバーサルデザインｅスポーツの福祉や教育、生涯学習

での導入事例が報道でも盛んに取り上げている中、ユニバーサルデザインｅスポーツに対する町の

見解を伺います。 

  ユニバーサルデザインｅスポーツ導入に際し、国も様々な財源措置を講じており、ＤＸ推進を進

める本町でも導入が可能なのではないか。福祉の分野のみならず、広域連携も視野に入れながら地

域全体で取り組む考えがないかお尋ねをいたします。 

○議 長（桐原則雄） 金田町長。 

○町 長（金田英樹） 皆様、おはようございます。それでは、時松議員のＵＤｅスポーツについて

の質問にお答えをいたします。 

  先ほど議員からありましたとおり、近年、ビデオゲームをプレイする技術を競う「ｅスポーツ」

が注目を浴びておりますが、若者に人気がある一方で、コントローラーの操作が難しく、また映像

が複雑であるなどの理由で、特に高齢者や障がい者の方にとっては、競い合って楽しむという状況

ができていなかったことなどから、年齢や障がいの有無にかかわらず、いつでも誰でも楽しめる

「ユニバーサルデザイン・エレクトロニック・スポーツ」略して「ＵＤｅスポーツ」が提案をされ

ております。 

  高齢者については、地域活動の促進を促し、併せて記憶力向上など認知症予防や、フレイル予防

などの介護予防につなげていくこと。また、障がい者については、外部とのかかわりなどの社会参

画を促し、就労支援の促進にもつなげていくといった効果が期待されているところです。 

  対象者を限定することなく、高齢者や障がい者が子供や健常者と交流する機会を創出することで

コミュニケーションが増えることが期待できますし、ＵＤｅスポーツを通して「生きがい」や「や

りがい」を見つけ、地域活動の促進や健康寿命の延伸など、社会にとっても有意義なものになるの

ではないかと考えております。また、議員御提案のＤＸ推進を進める際のデジタルデバイド対策に

もつながることも考えております。 

  現在町としてもニュースポーツであるモルックの大会開催、誘致などの普及推進も行っておりま

すが、ＵＤｅスポーツに限らず、新たな施策や広報などによって、いかにより幅広い層に健康づく

りや生涯学習、あるいは異年齢交流を広げていくかは、今後のまちづくりを考えるうえでも大切な

テーマだと考えております。 
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  そこで、具体的にどのような方法によってＵＤｅスポーツを導入できるのか、また、その普及を

どうしていくのか、実際に大会も含め、交流の場をどうつくるのか、同様の目的を達成するにあた

っての施策としての比較優位性はいかほどかなど、まずは、先行して取り組んでいる自治体の導入

事例について、その事業内容や仕組みづくりと普及方法、そして効果や課題等についての調査研究

を進めていきたいと考えております。 

詳細につきましては、担当部長から説明をいたします。 

○議 長（桐原則雄） 吉良教育長。 

○教育長（吉良智恵美） おはようございます。時松議員のＵＤｅスポーツ導入についての御質問に

お答えいたします。 

  ＵＤｅスポーツは、先ほど町長からもありましたように、年齢や障がいに関係なく誰でも楽しめ

るものです。地域のイベント等での活用を通じて異なる年齢層の人が交流し、相互理解を深める機

会を提供することができると思われます。 

  また、活用の工夫次第では、地域の方々が年齢を問わず共通の興味を持ち、共に活動することで

交流の場が形成され仲間意識が芽生えるなど、地域のコミュニティ力を高めることも期待できます。 

  これは青少年の健全育成、高齢者や障がいのある方への生きがいや、やりがいづくりなどを通し

て、明るく住みよい地域づくりを目指す生涯学習の観点からも大切なことであります。 

  教育委員会としまして、今後、ＵＤｅスポーツにつきましては、まず、町が進めるＤＸ推進との

連携を図りながら、それを踏まえて今後どういう方針で取り組めるのか、生涯学習として大切な持

続可能な活動としていくことが可能かどうかなど、その仕組みづくりや課題等について、関係部局

ともしっかりと協議・連携していきたいと考えます。 

  なお現在、生涯学習課においても誰でも簡単に気軽に楽しめるニュースポーツの普及活動を行っ

ておりますので、担当部長から報告させていただきます。 

○議 長（桐原則雄） 坂本健康福祉部長。 

○健康福祉部長（坂本光成） おはようございます。私からは、ＵＤｅスポーツに取り組んでいる県

内の自治体の状況と活用されている補助事業やＤＸ推進との関係などについて説明をさせていただ

きます。 

  まず、近隣自治体等での事例でございますが、合志市と山鹿市は「ＵＤｅスポーツ推進協議会」

などと連携して、令和４年度から熊本県広域連携プロジェクト（スクラムチャレンジ）推進補助金

を活用し、一般社団法人ＵＤｅスポーツ協会や実際にゲームを開発した民間事業者等と一緒にＵＤ

ｅスポーツの普及に取り組まれております。具体的には、福祉・介護分野において認知症予防のた

めの高齢者サービスや障がい者施設等での体験交流会や大会などを実施されているようです。この

ほか、菊陽町と芦北町では、今年度からそれぞれ熊本県の「地域づくり夢チャレンジ推進補助金」

を活用して実施されると伺っております。 

  また「ｅスポーツ」ではありますが、美里町では令和４年からデジタル田園都市国家構想推進交

付金やふるさと納税を活用して事業を実施されており、介護予防を軸にした高齢者の健康対策や、
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高齢者と若年層の世代間交流などを進めることで複合的な地域課題の解決を目指す取組をされてお

ります。 

  次に、ＤＸ推進との関係でございます、今回のＵＤｅスポーツは、モニターやコントローラーな

どのデジタル機器を使いますので、デジタルへの不安感や抵抗感が和らいだり、取り除かれたりす

る効果もあると考えます。それは、ＤＸ推進を進める際のデジタルデバイド対策にもつながるかと

思われます。町としましても、明確なビジョン、推進するための組織、そして人材の確保・育成を

行うためにも、何をコンセプトとして取り組むことが最適なのか、住民の活用意欲はあるのか、世

代間交流につながるのかなどを研究しながら、デモンストレーション等で住民の意見を聴き、さら

に広域的に進めるために先進的に取り組んでいる自治体の状況を確認するなど、まずは具体的な事

例について調査・研究したいと考えております。 

○議 長（桐原則雄） 羽熊教育部長。 

○教育部長（羽熊幸治） おはようございます。私からは、生涯学習課における取組状況を御説明さ

せていただきます。 

  現在、生涯学習活動においては、町内自治会ごとの親睦会や校区スポーツ振興会主催事業をはじ

め、各小学校での学級レクレーション、学童保育や子供と地域をつなぐ地域学校協働活動、また、

公民館が主催する講座や高齢者学級など、子供から大人まで、老若男女、誰でも気軽に参加でき、

親しみやすいものとしてニュースポーツの推進を実践をしています。 

  最近では、世界大会まで盛大に行われている人気のスポーツとして、複数の木製のピンをめがけ

て、木の棒を投げて獲得した点数を競うモルックというフィンランドの伝統的なゲームが盛んでご

ざいます。 

  大津町においても、令和３年にモルックの日本大会が開催され、町民の皆さんへ体験会を開催す

るなど周知・啓発されたことなども大きく影響しているようです。 

他にもシャフルボードや五目お手玉や輪投げなどがございます。 

  屋内外でも簡単にできるため、地域や学校などの様々な場面で出張による出前講座のリクエスト

が増えており、町のスポーツ推進委員を通じて、各イベントに参加し紹介活動している状況です。 

  今回、議員から御提案のＵＤｅスポーツは、このようなニュースポーツの参加者について、さら

に裾野を広げるものであると考えます。また、各種イベントにおいても子供からお年寄りまで一緒

にできることから交流の機会を創出する一つのメニューとしても考えることができると思います。 

  今回、介護・福祉・生涯スポーツの面からの御説明ではありますが、町が将来的に取り組むＤＸ

推進とも連携しながら、今後どういう方針で取り組むことが最適か、モルックなどのニュースポー

ツと同様に利用する人が親しみやすい持続可能なものか、費用の問題、遊びの難易度などいろいろ

な課題について、活動の中核となる住民の皆さん意見を聞きながら、健康福祉部が行うデモンスト

レーション等で一緒に調査・研究していきたいと考えております。 

以上で終わります。 

○議 長（桐原則雄） 時松智弘議員。 
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○３番（時松智弘議員） 再度質問をいたします。 

 まず、先行事例の研究ということで町長がおっしゃられました。先行事例、大分たまっておりま

す。熊本県では熊本市が積極的な取組もさることながら、全国的にですね、あるいは熊本県下１１

の市町村ですかね、今取組をされているところ。隣町、菊陽町においても、このユニバーサルデザ

インスポーツをしっかりやっていこうというところの動きができておりますので、このですね、菊

陽町との連携もしっかり視野に入れていただきたいなというふうに思うわけであります。 

  また、教育長のほうから持続可能なっていうところが出てまいりました。私が初めてビデオゲー

ム機を触ったのが小学校２年生です。今厳然と、今この場においても４８歳になった私がまだ興じ

ているというこは、これ以上持続可能なことが何かあるんであるんですかというところもあるんで

すけれども、そうは言いながらですね、優れたパッケージというものをしっかり用意をしなければ

続きません。ゲームというのはですね、飽きっぽいという側面も絶対あります。ですから、そうい

った興味を失わされるようなそういった取組であってはいかんのかなというふうな気もいたします。 

  再質問の内容は、今健康福祉部長のほうと教育部長のほうからありましたが、デモンストレーシ

ョンですね。実は、もう各自治体のほうでユニバーサルデザインスポーツって何ですかっていうと

ころのその売り込みがもう終わっていて、もういよいよですね、財源はこういうのを使ったほうが

いいですよ。ゲームの単価はこれぐらいになりました。ゲームの開発費用はこれぐらいになってお

りますという、もうパッケージが事業者でできているんですね。でなければですね、具体的にお試

しでですね、これは事業者の方からもお試し提供、研究提供というのができる形がありますので、

例えば、今年度中に何か取組ができるようなことがあればお尋ねしたいと思います。 

○議 長（桐原則雄） 坂本健康福祉部長。 

○健康福祉部長（坂本光成） 時松議員の再質問にお答えさせていただきます。 

  デモンストレーションについてということでございますけども、これにつきましてはですね、先

行してやっていらっしゃる自治体等の事例も先ほど申し上げましたようにございますので、その辺

のヒアリングあたりをしながらですね、開発された業者さん、あるいは取り扱われている協会さん

や業者さんがいらっしゃいますので、その辺も含めて今後検討させていただきたいと思います。 

  それからですね、直近では１０月１５日に福祉祭りが予定されております。その中でＮＰＯ法人

さんのほうがですね、このＵＤｅスポーツを使った体験コーナーといいますか、そういう形での今

現在そこも企画されているというふうに伺っておりますので、そこで高齢者施設、あるいは障がい

者施設の方もたくさんお見えになりますので、そういうことで住民の方も含めてですね、その反応

あたりも我々のほうで確認していきたいというふうに考えております。 

  以上です。 

○議 長（桐原則雄） 時松智弘議員。 

○３番（時松智弘議員） はい、今御回答がありましたとおりでですね、もうパッケージがあるとい

うの気がついている町内の方がいらっしゃって、その取組をちょっとやろうとしているというとこ

であります。町がやることはですね、ここから周知なんですね。せっかくそういったものが用意さ
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れている。みんなが体験できる。これが役に立つものか、それともそうでないものなのかというの

をジャッジする場がもうここにできておりますので、積極的にですね、町のほうからもですね、情

報発信をしていただいて、ユニバーサルデザインｅスポーツは良いものなのか、悪いものなのか。

あるいは、財政的にそれを使えるのかどうなのかというところも含めてですね、検討していただき

たいなと思います。 

  ２問目に移ります。 

  資料をお願いします。 

  ＴＳＭＣ、ＪＡＳＭの本格稼働が現前に迫っております。渋滞対策の抜本的な解消策の模索とし

て、菊陽町は県と連携し、町内の交通量調査を実施したのち、主要企業に対して時差出勤の要請と

いうのがありました。原水駅から通勤バスの整備を行っております。最近の報道では、光の森から

も通勤のためのバスが走るそうです。一定の渋滞抑制のための研究が続いております。 

  ＪＲ豊肥本線の駅から第二原水工業団地や町内主要団地、また、現在計画中の新工業団地までの

交通確保のため、本町もこうしたＪＲからのシャトルバスの運行が必要になってくると思います。

今、県も、あるいは国もですね、そういった輸送力強化というのを一生懸命やっております。渋滞

対策と相まってですね。パーク＆ライドじゃなくてですね、ちゃんと駅のほうにはですね、そうい

ったバスが着けるところをつくっていただきたいというふうに思います。 

  昨今は、大津駅北口にはマイクロバスがひっきりなしにやってくるようになりました。これは、

従業員の輸送のためにその車がつけてあるわけですけれども、駅の一般利用者等が、例えば自転車

で往来される方とかが迷惑とまではいかないですけど、大変配慮をしなければいけない状況が続い

ております。 

  今般は、交通渋滞のみが焦点がいきがちです。ＴＳＭＣが本格活動、稼働をすれば２４時間体制

の半導体拠点となるというのは分かっている話でありまして、生産と物流が不夜城のように継続さ

れることが考えられます。生産拠点が２４時間稼働するとあれば、そのサプライチェーンを形成す

る関連企業の活動、それを支える輸送体制も今とは比較にならないほど増加するのは、誰の目に明

らかです。 

  また、最近の報道ではですね、そのＴＳＭＣの周辺に第二工場を造るという計画になっている。

ということは、今まで第一工場を造る時に、建設という行為が行われていて、その建設の作業者と

かが工場完成とともにいなくなるかと思いきや、まだ第二工場の建設のために留まるとなればです

ね、この交通量もしっかりと考慮しなければいけません。これまで以上に物流を担う大型トラック

が往来を増加させることが十分見込まれるのであれば、これに関連し、配慮が必要なのは、トラッ

ク業界の２０２４年問題であります。 

  資料１に示しております。 

  公益社団法人全日本トラック協会によれば、トラックドライバーは改善基準告示などの法令上の

規制を受けて、連続運転時間というのが細かく決められることになりました。端的に言いますと、

４時間運転したら３０分休憩が必要。１日は９時間以内、休息時間はですね、２日設ける場合には、
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継続８時間以上休息しなければならないというルールがあります。休息はどこで取ってもいいんで

すね。路上でというか、その駐車用地があるところでしっかり取ることができますので、例えばで

すね、長距離のドライバーの方は途中で仮眠を取るという形になっております。これらの法令を遵

守するためには、高速道路や一般道において、休憩・休息をする施設が必要となります。荷主のニ

ーズなどにより、休憩の休息の場所は工場の近くに限定をされたり、あるいは、広い駐車スペース

を持つ高速道路サービスエリア、パーキングエリアに限定がされていますが、明らかに不足をして

いるということがトラック協会の指摘であがっております。 

  なぜ、このような働き方になっているんでしょうかということなんですね。今、この資料で示し

ている下側に大阪の某氏の工業地帯がありますが、このトラックが縦列駐車をしておりますが、こ

れ駐車用地じゃないんですね。右側に駐車禁止と書いてあります。書いてありますが、そこにいな

きゃ困るんですね。要するに、荷主のニーズであと５分以内にこの工場にトラックを付けてくれと

いったら待たなきゃいかんやないと。下手すればですね、トイレにも行けないという状況が続いて

おりますと、まあこういう言い方はちょっと適切じゃないですが、男性であればどうにかできます

けど、女性でじゃあトイレいけないというのは結構苦しいものがあるんじゃないですかね。トラッ

クドライバーの中の男女比はですね、女性ドライバーは約３％、男性９７％という社会になってお

ります。女性の社会進出を妨げる一つの要因として、大型免許や牽引免許を持つ女性が大変少ない

です。 

  トラックに路上駐車を強いてしまう荷主の責任というのがあります。先ほど言いました。トラッ

クは予定どおり来るんです。車が。車は来るんだけれども、積込み、積出しのための時間ですね、

これを工場側が指定をします。要するに、あと３０分後にやってこいよとかいうことが起きますの

で、混雑緩和という観点から、工場の近くには止めなさんよとおっぱらわれてしまいます。スポー

ツの森ですね、肥後大津のですね。スポーツの森の駐車場には車止めが設置をされていますが、昔

はカラーコーンが山のように乱立をしておりました。それはなぜか。あそこにトラックが来ないよ

うに、寄せ付けないよう整備をしたんですね。それは正しいことです。生涯学習の施設ですから利

用者優先です。トラックドライバーのためではないです。しかし、現前とそのトラックドライバー

はどちらで今休憩をしているのかという問題が出てくるくわけなんですね。 

  多業種においてもですよ、皆さんの仕事の中においてもアポイントメントの時間にちょうど向か

うのは当たり前のことなんですよね。当たり前のことなんだけど、荷主の都合でそこに例えば３０

分待ちなさい、１時間待ちなさいと言われたら、道路交通違反を犯してでもトラックは止めなけれ

ばいけない。荷主次第で違法駐車をしなければいけないという状況がこの１個目の図のところに出

ているわけなんですね。カーテンの中閉め切ってですね、もうふて寝をしてしまうしかないて、も

うこの大阪市の事例で言うとですね、１万８千円の駐車違反の切符を切られてでも、そこにいない

と仕事にならないということが分かっているそうです。 

  道路管理の目的って何のためにあるんでしょう。下のほうにあるんですけども、地域住民の日常

生活の安全のため、もしくは、利便性の向上、または快適な生活環境を創造するため、確保するた



81 

めにやっているんですね。そうなったら、先ほどのトラックのですね、縦列駐車というのは、じゃ

あ地域の環境の安全確保できますかってなると、んってなるわけです。 

  このような働き方になっているというところの現状を踏まえていただいて、資料は３枚目にいき

ます。 

  トラックドライバーのためにそうした休息ができる環境を整えたらどのような効果が表れるでし

ょうか。物流を担うドライバーは、我が町の場合、遠方から来る事業者です。はっきり言えば、う

ちの町の住民ではないでしょう。ないけど、それいえ、ドライバーの声というのは、生産地の行政

には伝わりにくく、まさに工業地帯として周辺を整備する大津町のうえでは、置き去りにされてい

る課題と言えるかもしれません。別に町内にもトラックの事業さんいらっしゃるんですね。その方

が大阪や岡山や広島や主要な工業地帯に出ていかれた時にですね、同じような経験をすると思いま

す。であればですね、その意見をしっかり吸い上げて、この町が一大発展をするための工業地帯に

なるためには、そのトラックドライバ―や周辺交通をどう整備したらいいかというのが非常に大き

な課題であると私は思います。 

  それゆえ、意見がなかなか通じらないところですが、私はですね、大型免許や牽引免許を有する

資格者であり、当事者の１人としてこの問題を取り上げたいと思います。 

  以上の観点から２０２４年にはトラックドライバー労働環境改善のために様々な法が規制をされ

ますが、物流労働環境の大きな変化を受け、ＴＳＭＣ、ＪＡＳＭ周辺、関連企業の進出も受けて、

トラック交通がさらに増加することは明白です。対策等整備は進んでいるか見解を伺います。 

  町内で広大な駐車場を持つ施設では、荷待ち、車寄せの時間調整、また仮眠や食事、トイレ休憩

とコンビニとかですね、トラックドライバーが苦労しながら車両を停止させ、待機している例をよ

く見ます。トラックドライバーが適切な休息を取るための拠点整備の施策等はありますか。 

  以上、２点お尋ねをいたします。 

○議 長（桐原則雄） 金田町長。 

○町 長（金田英樹） 時松議員の２つ目の質問、物流を担うトラックドライバーのための休息・休

憩拠点整備についてお答えいたします。 

  本町において、菊陽町へのＴＳＭＣの進出により、以前に増して物流企業をはじめとした企業の

進出・問合せが相次いでおります。特に物流企業におきましては、新規に１社の企業進出や３社の

既存企業による増設が行われており、これまでの農水産物や食料工業品といった消費関連貨物以外

にも、新たに半導体産業ガス関連の危険物輸送を取り扱うなど、多種目に展開する輸送業者が増加

をしております。 

  一方で、トラックドライバーの労働時間等の改善を図るため、先ほど議員からありましたように、

国による改善基準告示の施行が、いよいよ２０２４年４月から始まります。トラックドライバーの

時間外労働上限規制や拘束時間、連続運転時間が制限されることで、労働条件の改善が図られてい

く反面、輸送力不足の懸念など、いわゆる２０２４年問題として社会的な課題となっていることも

認識をしております。 
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  生活に欠かせない物流の輸送力が不足することになれば、企業の生産活動などに影響するほか、

我々、一般消費者の生活サービスにも影響が出ることになり、社会全体に影響を及ぼしていくこと

にもつながります。 

  国においても、荷主、事業者、一般消費者が一体となって物流を支える環境整備について、関係

行政機関が密接な連携の下、政府一体となって総合的な検討を行うために令和５年３月３１日に

「我が国の物流の革新に関する関係閣僚会議」設置し、商慣行の見直し、物流の効率化、荷主・消

費者の行動変容へ向けた抜本的・総合的な対策として、令和５年６月２日に物流革新に向けた政策

パッケージを決定しております。 

  町としては、これまでも町内の物流企業と意見交換をしながら、課題の把握や共有に努めてきた

ところですが、荷主側・消費者側の意識改革や法的諸問題への対応も必要であり、国や企業とも一

体となった取組が不可欠だと感じております。 

  今後も、この菊池南部地域では、物流企業も増えていくことが予想されますので、町としても課

題改善に向けては、荷主となる企業や消費者等への啓発を進めながら、社会全体で物流業界を支え

ていく仕組みを考えていく必要があります。 

  そうした中で、物流を担うトラックドライバーのための休憩・休息拠点整備についてですが、事

故防止の観点からもドライバーが安心して休憩できる場所はなくてはならないスペースと考えてお

ります。 

  現状では、道の駅やコンビニ等の広いスペースで休憩をされている状況ですが、大型トラックが

増加している本町でも、その休憩スペースも限られております。 

  そのため、今後の荷待ち等の時間調整や休憩拠点整備の必要は十分認識をしております。一方で、

施設整備にはまとまった土地の確保が必要となり、また、施設整備を行った場合には、拠点近郊に

多くの大型車両の往来を発生させるとともに入出庫や入庫待ちなどによって出入口周辺に渋滞を引

き起こす可能性もあり、その対策については企業の皆様や国や県などの関係機関とも十分に協議を

行うことが必要と考えております。 

  特に、現在、整備予定の中九州横断道路は、熊本のみならず、九州、さらには日本全体にアクセ

スがつながる、まさに物流をはじめとする重要な経済発展のための「道」として整備される予定で

す。 

  そのため、大型トラックなどの利用も多く見込まれることから、施設整備については、中九州横

断道路をはじめ、国・県道整備の際は周辺自治体とも連携を取りながら、早期の道路整備と併せ、

拠点整備に関する要望活動も今後継続的に強く行っていきます。 

詳細につきましては、担当部長より御説明いたします。 

○議 長（桐原則雄） 村山産業振興部長。 

○産業振興部長（村山龍一） おはようございます。時松議員の御質問について御説明いたします。 

  物流業界における２０２４年問題は、労働者への労働環境整備が図られる一方で、何も対策が講

じなければ輸送力が３４％不足する可能性があると言われております。 
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  そのため、各物流企業においては、この２０２４年問題の解決に向け、物流の効率化に向けた対

策を独自に講じている企業なども出ております。 

  例えば、町内の企業では、物流企業と荷受企業が協力することが重要ということで、納品の頻度

や納品のロットの見直しを行い、ドライバーの一人当たりの生産性を向上させたり、付帯業務の効

率化として、バラ積バラ卸で輸送している場合は、パレット化することで大幅な時間を短縮してお

ります。別の企業では、短時間での多くの物量を輸送することができるダブル連結トラックを導入

し、輸送量の増加や人材不足解消等に取り組んでいる企業もございます。 

  このような対策を講じながら、物流革新に向けた取組が全国で始まっていますが、本町でも複数

の物流企業が立地しておりますので、町としても、企業とも連携を図りながら、課題に対するニー

ズ把握を行い、企業と連携して対策を考えてまいります。 

以上で説明を終わります。 

○議 長（桐原則雄） 時松智弘議員。 

○３番（時松智弘議員） 再度質問をいたします。 

  ここでですね、そのトラックの人たちの道路交通状況とかを明確にしたところでですね、都市整

備部長のほうに今後は答弁いただかなければいけないと思いますが、何しろはですね、道路をしっ

かり作りますと言った時に、我々の力だけではできません。国やその他の自治体のほうと協働をし

ていかなければいけないというのは分かりました。国に対してしっかりとした陳情を出していくと

いうムーブメントの中には、恐らくですね、町自身が整備をするですね、道路の状況、それぞれの

付帯施設ですね。そういったものをどういうふうに整備をしていくかという方向性、今、本田の北

側のところにですね、大きな道路を通そうとされています。そこにトラックが流れてほしいんです

ね、皆さんですね。トラックが流れていけばですね、資料をもう１回お願いします。トラックを流

し打て行けば、生活拠点、生活支援のための道路と工業用品が流れていく道路っていうのが明確に

分けれるわけなんですね。一番下のところに、私あるんですが、トラックが通ることによって、要

するに、批判とか、あるいはその何ていうんですか、苦情というのが結構あるんですね。このトラ

ックが騒音出しているというのも、静かに走るトラックありませんので、すみませんねと思うんで

すが、しかし、それはですね、ニンビーのように捉えていただいてですね、あっち行けあっち行け

ってやってたらいけないわけなんですね。国に対する要望を明確にしていただきたいのは、中九州

横断道路内にそういったサービスエリア、パーキングエリアをしっかりつくっていただく要望を国

にだしてほしいということなんですね。 

  例えばの話なんですが、こういった質問、施設が設けられませんので、じゃあ道の駅がそれを補

完します。道の駅、トラック止めるところ２桁ないんですよ。９台か８台しか止めれてない。先ほ

ど産業振興部長のほうからありましたが、輸送力増強のために、じゃあダブルトレーラー走らせる

という国が考えておりますけども、牽引免許を持っている人、また稀有なんですよ。そうなると、

根本的に輸送がひっ詰まってしまった場合は、また同じように周辺地区に並ぶということがありま

す。 
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  先ほどの質問の中で答弁をまだいただいておりませんけれども、都市整備部長のほうからですね、

その辺の道路をどういうふうに整備がなされるのかということを再度質問いたします。 

○議 長（桐原則雄） 西岡都市整備部長併任工業用水道課長。 

○都市整備部長併任工業用水道課長（西岡多津朗） こんにちは。時松議員の再質問のほうにお答え

したいと思います。 

  大津町におきましてはですね、大型車両のトラックドライバーが適切な休憩を取れる場所は、現

在、道の駅おおづがありますけど、この場所は先ほど言われましたように、約８台ぐらいが駐車が

可能だったというふうに覚えております。 

  今後、予想されますＪＡＳＭ関連企業の増加に見合った数では全然ありません。そのため、荷待

ち等の時間調整や幹線道路沿いにトラックドライバー向けの休憩拠点整備が必要になってくるとい

うのは思います。 

  ただ、町道につきましては、基本的には生活道路というのもありますし、あと、熊本県、特にで

すね、国・県管理の幹線道路、高速道路や一般国道、都道府県道路等は幹線道路も構成しているこ

ともありますので、その辺で強く要望していかなければならないというふうには思っているところ

でございます。 

  それで、中九州横断朗や国道５７号及び３２５号、国道４４５号の沿線沿いにですね、休憩拠点

施設整備ができないかということは、今後、期成会を通じてですね、近隣市町村も巻き込みながら

国や県に相談、要望していきたいというふうに考えているところでございます。 

  今ですね、国土交通省のほうにも確認をしたんですけど、やはり東九州道に対してもそういう要

望が出ているそうです。それでですね、中九州横断道路につきましてもですね、意見として取り上

げていきたいというふうに回答があっておりますので、その旨をお伝えしたいと思います。 

○議 長（桐原則雄） 時松智弘議員。 

○３番（時松智弘議員） 今言いましたとおりでですね、もう本当に全国的にもう九州全体でそうい

う取組が始まっているというような答弁がありまして、これがですね、実情なんですね。本当にあ

る話なんですね。本当にある話を小さな自治体でやってもそれを酌み上げてですね、自分たちのと

ころでできることがないかということを模索をしながら、国へのパイプというものを大切なものを

お持ちであれば、具体的なですね、具体的な整備用法というのをまとめ上げていただいて、ぜひ有

意義な高規格道路、国道・県道、引いては町道の整備をやっていただきたいなというふうに思うわ

けであります。 

  ３問目に移ります。 

  資料をお願いします。 

  正しいインクルーシブ社会の考え方と公園整備の具体策について。 

  インクルーシブってなんですか。全てを包括する、包み込むことですといいますね。包括的配慮

などということを言います。これは国連のですね、定めるところ、障がい者の権利に関する条約っ

て、これを批准をしておりますね、日本はですね。そして、全ての障がい者がほかの障がい者同等



85 

の選択をして、地域社会に享受をする。平等な権利を認める。これは国連の考え方です。 

  ところが日本国憲法ってよくできているんですよね。日本国憲法って、基本的人権の尊重から始

まるんですね。障がい者っていうのは１人のですね、個人の話です。我々の１人の個人、女性であ

っても、子供であっても１人の個人であります。すると、我が国が批准の礎になった障がい者基本

法という中では、全ての国民が等しく基本的人権を享有するかけがえのない個人であるという位置

づけになっております。これがですね、公共の福祉というものです。いかにですね、包括的配慮を

求めますと、インクルーシブ社会を構築しなさいと国連言っているおるところで、日本はもともと

そういう国です。ＳＤＧｓもそうです。もともと日本はそういう環境に配慮する国なんですね。

多々間違いはありますよ、間違いはあります。ただそれを是正するにあたっての基本的な根拠は憲

法に全てが載っているということです。 

  また、それぞれの法整備の中でありますが、全ての公共施設の整備っていうものには公共の福祉

の維持・増進というのが出てきます。公共の福祉とは何たるかというのは、昨年度の私の公園の質

問の中に出てきておりますけれども、そこをしっかり踏まえていただきたい。 

  インクルーシブ社会では、自分の属性によって周りから排除されることはない。どのような人で

も社会の構成員として支え合いながら、共に生き生きと暮らせる社会であります。 

  先に触れたユニバーサルデザインスポーツもその正鵠をいるものですね。要するに、障がいがあ

ろうが、御老人だろうが、小さな子供であろうが、ユニバーサルデザインスポーツは公共の福祉の

維持増進になります。 

  しかし、左に示しております、この資料でですね、表題はちょっと刺激的ですが、付け焼刃整備

の公園の話をします。 

  国土交通省が指名する都市公園の移動と円滑化整備ガイドライン、この中に載っている左側、車

椅子が移動するにはこれだけの半径ですね、円を、直径か、直径の円をしっかり作ってくださいよ

と。あるいは、松葉杖をついた人はこのぐらいの幅が必要なんですと。車椅子で登れる坂の角度っ

てこれぐらいなんですよというのが決まっておりますが、これ右側にあるのうちの町の公園ですね、

はい。これがですね、要するにこの柵が設けてありますので、上の段ですが、９０度９０度ターン

をしながら車椅子が上がっていくデザインになったときに、この右側にメジャーがちょっと明確に

出ていませんが、この幅１５０センチでした。要するに、配慮が足りないんですね。あるいはです

ね、この公園の柵は埋め戻しがしてあります。最初に設けてあった柵の穴があるんですね。この柵

の穴のところ測ったら９０センチしかないんですよね。恐らく町の方はこれじゃいかんと思って改

修をされて左に寄せたんだと思いますが、それでもですね、下ですね、これ勾配定規といいますけ

れども、土木の方が使うんですが、これで勾配定規で指示している角度はこの公園の場合は６度で

す。６度というのはですね、勾配でいったらもう１０％を超えるわけですね。１０％を超える坂を

狭いところをかいくぐっていかなければいけない公園の入り口がどこがユニバーサルデザインなん

でしょうという話なんですけど、何でこんなのつくったのってなったときに、これはですね、実は

地区の人たちの要望によってこの坂がついたというのは分かっております。何でこんなことをした
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んでしょうか。改修の目的は、これ本当に言ったんでちょっとびっくりするんですけども、自転車

に乗った子供が寄りつかないようにするという、そういう改修要望だったそうです。町はそのよう

に整備をしなさいと言いましたからやむやくやられたと思いますけど、この奇想天外、非常識極ま

りない、わけの分からん整備要望のおかげで、この公園は地域の子供も車椅子の障がい者もベビー

カーの親子連れもいません。犬の糞だけがある公園です。こんなことでいいのかという話なんです

が、利用者の排除という考え方そのものも自体が公共の福祉には存在しないんですね。そういうよ

うな整備要望が出てきたとしても、町はしっかりとですね、私たちの整備の指針というものを示し

て、そんなことはできませんと断るべきなんですね。 

  名古屋市で名古屋城が昔の建築の基準というか、そのまだ戦国時代のその様相をそのまま残した

まま再整備をしますということで、名古屋市長がですね、その整備の住民のパブリックコメントを

取ったわけですけど、その時に車椅子の方が言われました。「このデザインでは私は名古屋城の上

に登れない」と。したら、そこに参加していた住民が「贅沢なことを言うな」というて反論をした

んですね。このやりとりはユーチューブで見れます。とても人間らしいというか、その公共の福祉

の維持増進のためにやっていると思えないんですけれども、その時の名古屋市長の見解もひどかっ

たですね。名古屋市長は、「大変白熱した議論で」と言って、なぜそのことが起きたのがいけない

のか、いいのかをきちんと説明しなかったんですね、歴史的建造物っていっぱいありますね。例え

ば、鳥取砂丘にエスカレーター付けたらどう思いますかね、皆さん。鳥取砂丘に上に登れることが

優先じゃないんですよ。やはり維持増進をするための公共施設、あるがままに保存しておきたい公

共施設はそういう整備を除くという法基準になっておりますので、今回の名古屋城はそういう整備

はいたしませんと市長が言えば、それで収まった話なんですよね。そういうことをしっかりと行政

側が言う。お金が使われていますから、そういうふうにならないようにちゃんと整備をしなければ

ならないということです。 

  都市公園のインクルーシブ化を、これを優先していただきたいと思います。都市公園の整備の目

的については、昨年質問をしておりますが、その方針に揺らぎが感じられるように思います。ユニ

バーサルデザインはユーザーの身体能力の違い、年齢、性別、国籍に関わらず、全ての人が使いや

すいように造られたデザインを指すわけです。都市公園法でもその生活環境整備の核になると、今

後も厳格な運用が求められているはずです。 

  都市公園の整備においては、町民１人当たり何平米用意しなさいという基準になっています。大

津町は１１平米ありますが、このユニバーサルデザインができてない公園がたくさんあったらです

ね、我々には用意されているけど、障がい者には用意されてないじゃないかということになるんで

すね。じゃあですね、都市公園の中で一番大きいとこどこですかって言ったら、カウントアップさ

れているのはですね、スポーツの森運動公園ありますね。運動公園駐車場の障がい者駐車場に止め

ました。そこから車椅子を出します。一番近い入口、自動販売機の横ありますけど、あそこ１メー

ター１０しかないです。そこを越えたら水が流れるような側溝蓋がこういう形のＵの字に掘ったも

のがあって、乗り越えるのに大変です。正面に２つスロープがあります。１個のスロープは既に通
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れないんですね。そういった形になっているのがじゃあ平米上、すべての住民に用意されているか

というと、私は難しいなと思うんですよ。ですから、今私が思うのはですね、高齢者、障がい者等

の移動等の円滑化の促進に関する法律、いわゆるバリアフリー法に定める通りの改修工事、これを

都市公園はしっかりやるべきです。都市空間の創出というもの、暮らしやすさというものアキレス

腱にならないようにしていただきたい。こうした整備がまだ進んでいない公園が散見をされるから

こそ、昨年度やりました、都市公園ストックマネジメント、これを実施しながら様々な財源を求め、

町長自身がインクルーシブ化公園をつくるということでなくて、町の全体の公園のインクルーシブ

化、これに取り組むべきと思います。 

  以上の観点から、質問の中に、昨年度一般質問しました「親水の要素を持った都市公園の整備」

というのがありますけど、時間がありませんので、ここは割愛をいたします。 

  ２から大事にします。インクルーシブ社会の定義と公園の整備の現況、これら法律と照らし合わ

せて齟齬はないか。一番大事なのは、誰もが楽しく使用する公共施設を目指す施設改修、財源につ

いて、インクルーシブ公園をつくるときは企業版ふるさと納税を使いますと町長おっしゃってます

が、その財源適用範囲について、インクルーシブ化にそれが使えるかどうか、見解を伺います。 

○議 長（桐原則雄） 金田町長。 

○町 長（金田英樹） 時松議員の質問にお答えをいたします。 

  都市公園には、観光振興の役割もありますが、そのほかにも防災、健康、教育、コミュニティな

ど様々な役割がございます。これらの役割を果たすためには、議員御指摘のとおり、すべての人が

使いやすいように造られたデザインを目指すことが重要であり、このことが誘客促進等にも効果を

発揮するものと考えております。 

  しかしながら、町内には、設備等の老朽化が進み、あらゆる利用者が十分に使いやすい状態にあ

るとは言えない公園もございます。そこで、限りある財源を有効に活用する観点からも、まずはト

イレや照明等、休憩施設等の改修を進めることですべての方が使いやすい公園整備に取り組んでい

るところです。その上で、さらなる誘客促進のためにも町民アンケートで、あるいは町民の利便性

向上、生活の質の向上のためにも町民アンケートで要望の多い遊具の設置や親水要素の確保等も含

めた公園の魅力化について、引き続き、検討をしていきます。 

  次に、インクルーシブの視点は、公園がすべての人が使いやすいように造られたデザインを目指

す上で重要でございます。このため、公園を整備する際には、高齢者や障がい者の移動にも配慮し

ているところですが、子供の安全確保のため、公園から道路への飛び出しを防止する柵を設置した

際に、保護への趣旨との齟齬が生じないように配慮して柵の間隔を確保したものの、柵がない状態

と比較すると車椅子を利用される方の移動に負担が生じたという御意見をいただいているケースも

あり、公共であるがゆえにバランスの確保も難しいというところで、しっかり考える必要があると

思っております。 

  町としては、公園整備や改修を行う際には、あらゆる立場の方の視点に配慮し、適切なバランス

を見極めながら引き続き、すべての方が使いやすいように造られたデザインを目指していきます。 
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  また、財源としての企業版ふるさと納税につきましては、町として予算に限りがある中でも財源

をつくり、確保していくために積極的に取り組んでいるところです。 

  具体的には、この企業版ふるさと納税を行う企業のメリットとしては主に３点、まず、１点目が

地域社会の活力向上などへの貢献、２点目が寄附による社会貢献を通じた法人のイメージアップや

認知度向上、３つ目が創業地などのゆかりのある地域への恩返しがあげられますので、本町として

は、これらを満たす訴求力のある具体的な寄附メニューとして障がいのある子供たちも共に遊べる

複合遊具を設置したインクルーシブな公園づくりと次世代型子育て支援拠点の２つを軸にリターン

として施設への企業銘板などを設定するとともに、金融機関とも連携して本町に関連のある企業に

も積極的に御紹介をしているところです。 

  したがって、企業版ふるさと納税におけるインクルーシブな社会づくりに向けたみんなの公園プ

ロジェクトに対して寄附いただいた財源は、募集の趣旨や企業様の意向も踏まえ、小出しに活用す

るのではなく、新たな拠点としてのインクルーシブな遊具を備えたインクルーシブ公園の財源とし

て活用する必要があると考えております。 

  ただ、一方で、先ほどお話もございました、各公園のインクルーシブ化についてももちろん進め

ていくところでございます。 

  企業版ふるさと納税に関しましては、令和５年度のみで２千７０万円を寄附いただいており、イ

ンクルーシブな公園整備には、これまでに通年で１千９００万円の寄附をいただいております。企

業から寄附していただいたこの貴重な財源を有効に活用し、インクルーシブな公園整備を進めると

ともに、それを象徴としながらも既存の公園等のインクルーシブ化もしっかり進めていきたいとい

うふうに思っております。 

○議 長（桐原則雄） 時松智弘議員。 

○３番（時松智弘議員） はい、ちょっと私の時間配分が悪かったので確信のところに３問目になか

なかいきませんでしたが、要望としてはですね、そのインクルーシブ公園を造ると何が波及効果が

あるかと言われれば、やはりそういった先ほどのスポーツの森は社会体育施設でありますから、当

然、車椅子スポーツの方来るでしょう。その時に、この公園のアクセスが悪かったなと、その人た

ちの意見としては総体的に公園は悪かったな。大津町は悪かったなということになるわけなんです

ね。そうならないためにはですね、今、地域づくり、まちづくりをするためには、本当にその人た

ちの意見、目線というものを考えた上で整備をしていかなければいけないと思います。 

  スポーツの森のスロープ、右側のスロープから上がっていきますと、そのＵの字の側溝のところ

にちゃんとグレーチングが引いてあります。引いてくれという声があったから引いてあったはずな

んですね。そういったことをしっかりとですね、当事者の目線で整備をしていくことが可能になっ

て、公園づくりはもうそれが第一の基本だと思うんですね。先ほどの柵を設置したのは、もうたっ

た１人とか２人の意見なんです。そうではなくて、そこの地区に住んでいる、例えば行政区の方と

か、あるいはですね、地域でそういった見守り活動をしている方の意見をしっかり取り上げること

ができていれば、そのような、はっきり言えば、ざまがない公園にはならなかったんだと私は思っ
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ております。こういったことをですね、しっかりまた一つ一つ取り上げながらですね、１２月も住

民の皆さんの意見を糧にしてですね、質問を行いたいと思います。 

  これで、私の質問を終わります。 

○議 長（桐原則雄） しばらく休憩します。１１時１０分より再開します。 

午前１１時０２分 休憩 

△ 

午前１１時１１分 再開 

○議 長（桐原則雄） 休憩前に引き続き、会議を開きます。 

田代元気議員。 

○２番（田代元気議員） 改めまして、おはようございます。議席番号２番、田代元気です。今日、

本来なら午後からのトップバッターとしての質問予定でしたが、急遽、順番が繰り上がり、朝から

となりました。今日、本来なら娘が３歳半健診が１時からって、うち嫁さんもですね、見れないと

いうことだったんですけど、見れるということで、喜んでたようで、まあ朝からできてよかったの

かなというふうに思っております。 

  また、本来は午後からだったんで、傍聴予定だった方も、また、午前中、豊瀨議員の傍聴の予定

で傍聴に来られた方も大変申し訳ありますが、一生懸命一般質問を行いますので、御清聴のほどよ

ろしくお願いいたします。 

それでは、通告にしたがい一般質問を行います。 

 まず１問目の通学路及び地域住民の生活道路の安全対策について質問いたします。 

  この質問に関しましては、これまでも多くの議員から質問がありましたし、今定例会におきまし

てもほかに一般質問がありますが、今回は今までとは違った視点で質問したいと思います。 

  まず初めに、通学路の安全対策についてですが、これまでも歩道の整備や道幅の拡幅など指摘が

ありましたが、財政面の問題で解決には至っておりません。 

  今定例会において杉水地区で計画されております工業団地整備にあわせ、一部で歩道整備の予算

が計上されておりますが、町内の通学路として利用されている道路には、歩道もなく、道幅の狭い

箇所が多数あるのが現状であります。 

  また、その通学路は、地元以外の方が通勤などで渋滞回避のために通行するなど、子供たちが常

に危険と隣り合わせで通学しております。例えば、引水の町道では、引水の子供たち以外にも吹田

団地から路線バスを降り、大津小学校へ通う多くの児童が毎朝歩いて通学をしております。この引

水の地区の中の道路は、車の往来が激しく、大変危険であると引水の住民の方から意見を伺ってお

ります。さらには、離合もできない箇所があり、民有地に車を進入させ離合するなど、住民の方は

大変な迷惑を被っているといった話も伺っております。 

また、車との接触事故も数回発生しており、喫緊の課題だと思います。 

  また、杉水の源場地区やつつじ台地区では、ＪＡＳＭの建設現場への作業車や企業への通勤車両

が今までと比較できないほど多くなっております。本田技研さんに関しては、この道路は通っては
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いけないということになっており、月に１度程度本田技研の安全委員会ですかね、の方が立ってお

られて、本田技研の通勤車両が通っていないか厳しくチェックをしている現状であります。 

  しかしながら、そこに大渋滞を起こすほど車が増えております。この通学路の安全対策において、

歩道の整備や道路を拡幅するには時間も予算も相当ようしますし、現実的に不可能な箇所もあると

思います。だったらどうしようかと考えた時に、いっそのこと子供たちが通る時間に、そういった

通学路に車を通さなければ安全を確保できるのではないかということです。 

  そこで、地元の方以外が多数通行する道路を時間帯によって進入禁止や一方通行にすることで、

歩行者の安全は何倍も確保できると考えますが、そのような規制をする考えはないか伺います。 

  次に、この質問も始めの質問と重複しますが、大型車が生活道路に進入し、走行している件につ

いてです。 

  これも北部地区において、深夜、早朝問わずに通り抜けのために大型車が通ってより迷惑してい

る。町道だからどうにかしてくれといった話を伺っております。この大型車については、北部地区

ではなく、下町から森の区間の県道瀬田竜田線も朝晩関係なく大型車の往来が激しいと感じます。

この県道では、大型車が陣内交差点付近の空き家に突っ込むという事故もおきました。これは早朝

だったので人的被害こそありませんでしたが、もし通学時間や日中であれば大惨事になっていたか

もしれません。この大型車というのは、運輸支局において通行許可証の交付を受けた上で、その許

可証には走行ルートも記載してあり、許可証上の道路しか通行してはいけないとき決まっておりま

す。果たして、道幅の狭い道路で本当に許可が取れているのか疑問も残りますが、住民の安全確保

のためには、町としても何らからの手立ては必要だと感じております。 

  そして、私も運送業を経営している関係でいろんな地域に行きますが、そこは大型車の進入禁止

や時間帯での大型車の進入を禁止する規制が数多く敷かれております。 

  そこで、大型車の通行に関して、大型車進入禁止や時間帯通行禁止などの規制する考えはないか。 

  以上の２件の点について、警察などの関係機関や地域の自治会などとの協議は必要不可欠ですが、

町が中心となって取り組んでいく考えはないか質問いたします。 

○議 長（桐原則雄） 金田町長。 

○町 長（金田英樹） 田代議員の通学路及び地域住民の生活道路の安全対策の御質問についてお答

えをいたします。 

  町内の通勤時間帯の交通状況は、以前から交通渋滞による悪影響が指摘されておりましたが、最

近では菊陽町のＪＡＳＭ新工場建設のための工事車両も増え、町内各地の生活道路や通学路を抜け

道として通る車両が増加しており、歩行者の安全確保に向けた取組は喫緊の課題であると考えてお

ります。 

  現在、熊本県警察では交通渋滞の緩和策として、信号機の時間調整を行い、通勤車両は幹線道路

に戻す取組をなされております。 

  町内各地では、通学路の安全安心を守る取組として、地域住民や学校関係あるいは警察では通勤、

通学の時間帯における交通安全啓発活動や交通パトロールを強化されておりますので、引き続き、
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啓発を進めたいと考えます。その他、大津町通学路交通安全プログラムを実施し、関係機関と連携

し、町内各小中学校の通学路において交通安全対策に取り組むために、今年度も各小中学校から提

出のあった要望箇所について９月中に関係機関と現地を回り合同点検を実施する計画をしておりま

す。交通規制などについても合同点検時において協議していく必要があると考えております。 

  議員から御指摘のありました生活道路の時間帯進入規制や大型車の車両進入規制については、子

供たちをはじめとした住民の皆様の安全安心を守るために非常に有効なものであると考えておりま

す。 

  実際に、いずれにおいても導入している箇所が町内になりますので、先ほどお話しした交通安全

プログラムで挙がった危険箇所をはじめ、道路の安全性向上手法の一つとして、現在危険性が非常

に高く、安全対策として大きな効果が見込める箇所については導入をしたいと考えております。 

  一方、そのうえでは交通規制を行いますと、先ほど許可証の話等も地域住民向けもありますけど

も、当該地域に住居がある方々もはじめ、近隣住民の皆様へも大きな影響があることを踏まえる必

要があるとともに、他の路線に通勤車両が流れていき別の場所で渋滞や通り抜け等が発生すること

も危惧されますので、個別の路線については大津警察署や区長等とも協議しながら検討したいと考

えています。こちらは、先ほどの引水のところも含めてでございます。 

なお、詳細につきましては担当部長より説明させていただきます。 

○議 長（桐原則雄） 藤本総務部長。 

○総務部長（藤本聖二） 皆さん、おはようございます。それでは、御質問にお答えをいたします。 

  町では、歩行者の安全確保を図るため令和３年度から令和４年度にかけまして、横断歩道や通学

路の区画線の引き直し、それから、ドライバーにも歩行者が視認できる歩行者用のカラー舗装など

重点的に取組を行ってきたところです。 

  議員御提案の道路の時間規制や大型車の車両通行規制については、所管の警察署を通じて、県の

公安委員会へ要望することとなっております。 

  今回御提案いただきました道路における各種の交通規制については、町長からもありましたよう

に、安全対策としては非常に有効な手段であると考えております。 

  そのことを踏まえまして、交通規制の実施については、地域住民の方の意向や関係者、また、道

路管理者の意見を踏まえ、総合的に判断することになるかと思います。 

  特に、周辺にお住まいの住民の方も同様に規制を受けることとなりますので、地元における合意

形成も重要となってまいります。 

  町としましても、通学路や生活道路における車両の通行状況をしっかりと把握し、地域住民の皆

さんをはじめ関係者、そして警察と充分協議を行いながら安全対策を進めてまいりたいと思ってお

ります。 

○議 長（桐原則雄） 西岡都市整備部長併任工業用水道課長。 

○都市整備部長併任工業用水道課長（西岡多津朗） 私のほうからはですね、町内の規制事例を御紹

介させていただきます。 
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  町道三吉原北出口線の大津インターチェンジから美咲野セブンイレブンがある交差点までの区間

で２１時から翌朝の７時の時間帯は大型車の通行規制がなされております。 

  しかしながら、大型車の通行が一定数あっているようでございます。警察にも取締り強化を依頼

していきます。また、規制標識が小さくてですね、気付きにくい箇所にあるため、運転手に気付い

てもらいやすいように看板設置が可能か警察署と協議をしていきたいというふうに考えているとこ

ろでございます。 

  そのほかにもですね、町道松古賀本線の時間帯による通行止めや町道桜町５７号線の一方通行な

どもあります。 

  大津町にはですね、企業が集積しており、また、町道源場水迫線沿線には特殊車両の発着基地が

数箇所あるため、大型車の通行が多い状況でございます。そのため、特殊車両が大津町の管理して

いる道路を通行する場合は、国土交通省より通行許可の協議があります。その中で通学路や生活道

路に影響がある路線については、他の道路への迂回を依頼している状況でございます。また、通学

路につきましては、交通安全プログラムの対策必要箇所における安全対策の取組を加速するととも

に、暫定的な安全対策の実施を含め、さらなる交通安全の確保に向け、教育委員会及び学校、警察

等の関係機関等と連携し、計画的かつ継続的に取り組んでまいります。 

○議 長（桐原則雄） 田代元気議員。 

○２番（田代元気議員） 今、答弁いただいて、結構満額な回答をいただいたのかなと思って、本当

協議も加速してですね、本当子供たちと地域住民の方がですね、一日も早くですね、安心で安全に

道路を歩行できるようにですね、取り組んでいただけたらと思います。 

  そして、先日の熊日新聞に掲載されていましたが、お隣、菊陽町では、教育委員会が中心となっ

て関係機関との協議を既に始めております。ぜひ、本町でも関係機関との協議も必要ですが、子供

たちをはじめ、町民の安全のために早期に対策ができることをお願いし、質問に移ります。 

  次は、町の公共施設のネーミングライツ導入について質問いたします。 

  このネーミングライツについては、県内の多くの公共施設で導入されており、その命名権料は、

施設の改修などに使われているようです。有名な施設では、県のリブワーク藤崎台球場、えがお健

康スタジアム、熊本市の市民会館でありますシアーズ夢ホールなどがあります。町単位としまして

は、嘉島町の嘉島町総合運動公園がトヨタ自動車の販売店である熊本トヨタが命名権を取得し、く

まトヨスポーツパークという名称になっており、その年間の命名権料は１００万円で施設の維持管

理に充てるということのようです。 

  このように、県内自治体をみますと、施設の規模にもよりますが、年間１００万円から２千５０

０万円とばらつきありますが、各自治体の大きな歳入増の一躍を担っていることは間違いありませ

ん。本町には、スポ森の愛称で知られる運動公園を中心としたスポーツ施設や文化施設が数多くあ

ります。しかし、お世辞にも素晴らしい施設とは言い難いのかなと感じるところです。今後、改修

などで多額の予算が必要になってくる町有施設の改修費用の一部に命名権料を充てるというのは画

期的だと考えます。 
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  また、このネーミングライツについては、スポンサー側も起業のＰＲや知名度アップ、イメージ

アップにつながるなど、企業側のメリットも大きいとされております。 

  本町では、菊陽町に進出するＪＡＳＭを契機とし、大津町に立地する企業が近年をはるかに超え

るほど増えており、この命名権を所得する企業も可能性としては十分にあるのではないでしょうか。

さらには、町長も議員時代に一般質問でネーミングライツ導入の必要性を訴えておられましたが、

その考えは今も変わらないと思います。 

  以上の点を踏まえ、町有施設にネーミングライツを導入する考えはないか質問いたします。 

○議 長（桐原則雄） 金田町長。 

○町 長（金田英樹） 田代議員の２点目の質問にお答えをいたします。 

  ネーミングライツとは、先ほど議員からもございましたが、日本語で命名権と訳され、自治体な

どが一定期間を設け、施設やイベントの名前を付ける権利を売却することだと認識をしております。 

  国内の公共施設における最初の導入は、一部議員からもございましたけども、東京都が所有して

いた東京スタジアムを食品メーカーの味の素株式会社が、２００３年から５年間で１２億円で契約、

メインスタジアムを味の素スタジアム、セカンドフィールドをアミノバイタルフィールドと命名さ

れております。 

  その後、全国の主要な施設でも取り組まれる施設が拡大している状況です。そして地方自治体の

公共施設においても新たな財源確保の取組がなされてきました。 

  熊本県内でも、御存じのとおり県民総合運動公園の陸上競技場が２０１３年からうまかな・よか

なスタジアム。その後、２０１７年から現在のえがお健康スタジアムと命名され、また、藤崎台県

営野球場は２０１８年からリブワーク藤崎台球場として導入されており、熊本県や熊本市以外の市

町村でも導入がされてきているところです。 

  現在、町ではネーミングライツの実績はございませんが、本町における新たな財源の取組としま

して、先ほども御説明しましたけども、企業版ふるさと納税による寄附を募集しており、令和５年

度は、これまでに７社の協力を得て２千７０万円の寄附が寄せられております。考え方としてはネ

ーミングライツに近いところもあるというふうに認識をしております。 

  また、新庁舎になりまして、住民課の窓口に設置されている広告付発券機については、電子案内

板を広告付きにすることで、モニターや表示機等を無料で設置でき、住民サービスの向上と設置料

と電気代の新たな収入の確保にもつながっております。 

  その他、町ホームページのバナー広告や広告付封筒などについても行財政改革の新たな財源の確

保ということで以前から取り組んできました。 

  このたび菊陽町のＴＳＭＣ進出に伴い、本町にも半導体関連企業が急増、現在も立地協定等が進

んでおります。これら新たな進出企業にも、自社のＰＲを兼ねた地元地域に貢献できる仕組み、財

源を確保し町が活性化する取組を進めていかなければならないと考えております。 

  今回、議員御提案のネーミングライツにつきましても、本町にとって魅力のある事業だと考えま

すが、短い期間で施設の名称が変わることに手間や経費等の課題の整理も必要です。また、県内市
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町村でも町内複数施設において募集をしたものの１件も買手がつかなかったということもあります、

したがって、先進的に取り組まれている県や各自治体の事例をもとに、高すぎず安すぎない価格付

けプライシングやメリット・デメリット等を整理しながら前向きに調査研究を進めていきたいと考

えていきたいと考えております。 

  具体的には、現在のところ大津町の中でも最も町内外からの利用の多い公共施設である総合運動

公園、スポーツの森の中で、愛称がついていない球技場及び総合体育館などについて、ネーミング

ライツを設定し、施設整備の財源に充てるというスキームを素案として、調査研究や企業等へのサ

ウンディング調査を進めていきたいと考えております。 

詳細につきましては、担当部長から説明をさせていただきます。 

○議 長（桐原則雄） 羽熊教育部長。 

○教育部長（羽熊幸治） 私からは県内におけるネーミングライツの事例とメリットやデメリットに

ついて御説明をさせていただきます。 

  最初に県内のネーミングライツの事例を幾つか御紹介いたしますと、先ほど、町長答弁にもあり

ました熊本県民総合運動公園陸上競技場が、令和３年から４年間の契約でえがお健康スタジアムと

なっております。命名権料が年額２千５００万円で、総額１億円で契約をされているところです。 

  次に、熊本市総合体育館・青年会館はナースパワーアリーナとなり、令和５年から４年間で、年

額が５００万円、総額２千万円となっております。 

  また、先ほど田代議員からもありました町村では、嘉島町の総合運動公園がくまトヨスポーツパ

ークで２年間の契約で年額１００万円が総額２００万円の契約となっております。 

  この他、天草市の陸上競技場、八代市総合体育館など県内でも他自治体においてネーミングライ

ツの導入実績があがっているところです。 

  この命名権による自治体においてのメリットを考えますと、命名権料の収入があることにより、

新たな財源の確保ができ、施設の維持管理費の軽減と安定につなげることが可能となります。 

  デメリットは、企業や商品名が目立ち施設の機能などが分かりにくくなる恐れがあること、国内

の場合３年から５年の契約が多いことから比較的短い期間で施設の名称が変わっていく可能性があ

り、混乱を招く恐れなども懸念されています。 

  また、地元地域に根ざした施設ほど、企業名をつけることに対する住民の理解や合意が得られに

くいこと、また、契約を交わした企業が社会的な問題を起こした場合など、施設そのもののイメー

ジダウンにつながるなどが考えられます。 

  次に、企業側の一番のメリットとしましては、企業のＰＲ・宣伝効果や地域社会に貢献すること

により企業のイメージや認知度アップにつながることが考えられます。 

  デメリットといたしましては、施設に対する命名権料が妥当かどうかの点。命名権に見合う対価

が得られるかどうかが不明といったことなどが挙げられます。 

  年間およそ２０万人の利用があっております大津町運動公園は、平成１０年に愛称を募集し、応

募総数２０２通の中から、いろいろなスポーツができる施設を備えた「森」をイメージして、「ス
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ポーツの森・大津」と決定されました。 

  現在も、県内外問わず利用者からは、「スポ森」という呼び名で長年愛されて定着しているとこ

ろです。導入に際しては、利用者や地域住民の意向を聞いていく必要があるかと考えます。 

  本町のネーミングライツについては、今年度より体育施設については、指定管理者制度への導入

もしておりますので、指定管理者大津つなぐプロジェクトの意見も聞きながら、また、他自治体の

導入状況も含めて、事務的な手間や命名権料の妥当性など課題を整理して、サウンディング調査も

進めていきたいと考えております。 

以上で説明を終わります。 

○議 長（桐原則雄） 田代元気議員。 

○２番（田代元気議員） 再度質問をします。 

  この私が何でネーミングライツの導入を提案するといいますとですね、文教厚生で約３年半ぐら

いやってきて、施設がですね、大分老朽化して、なかなか予算もつかないというのが現状でありま

して、今議会で球技場のですね、小会議室のエアコンの改修が確か予算で上がっているんですけど、

これもう昨年から故障されとったということで、１年ぐらい放置されてたまんま予算がつかなかっ

たと。まあその利用頻度と考えるとですね、多分球技場の小会議室なんでそんなないんですけど、

やっぱり使う方からしたら、やっぱり迷惑というか、まあ不便なんですね。そういったことにやっ

ぱり少しでも役立てるようにこのネーミングライツを導入するんですけど、このデメリットもです

ね、短い期間でとありますけど、やっぱ５年とかそういう長いスパンでやってしまえば、まあもう

ちょっと短いスパンで名前が変わるとか、そういう不安はないのかなと思うんですけど、結構前向

きな意見だったんでですね、あれなんですけど、ぜひよければ、今年度中ぐらいに協議していただ

いて、来年、再来年度ぐらいで導入してほしいんですけど、町長としてはどのようなスキームで考

えているのか、ちょっと答弁をお願いします。 

○議 長（桐原則雄） 金田町長。 

○町 長（金田英樹） 田代議員の再質問にお答えいたします。 

  議員御指摘のとおり、やはりこの財政源も厳しい中でいかに財源を確保しながら施設を適切に整

備していくかというのは非常に大切なとこだと考えておりまして、その中で、ネーミングライツと

いうものは非常に有効があると考えております。 

  また、幾つかデメリット等もお話をさせていただきましたが、ちょっと企業さん側に依存する何

かあったときのですね、イメージダウン等ですね、まあそういうのは選ぶ課程でリスクは低減でき

るというふうに思っておりまして、また、先ほど私の答弁のほうでもお話しましたけども、スポー

ツの森というのは、やはりこれまで長い期間でかなり浸透してきて、住民の方も愛着もあるので、

名前としては残したほうがいいと個人的には現在思っておりまして、そこで、現在、使用頻度も多

く、かつ町内・町外の方もよく来られるその球技場のところと総合体育館のところ、そのほかのと

かもあるかもしれませんけども、そこに関してネーミングライツを３年ないし、５年ないし、そう

いった形で導入していきたいというふうに思っております。 
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  ただ一方で、価格設定のところで、近隣市町村でも６か所ほど同時に出したものの一つも買手が

つかなかったところもありまして、ただ一方で、町としては、町への応援の意味も含めて、仮に年

間５００万円で買うという人がいるのに、それを１００万円で売ってしまうのは非常にもったいな

い話ですので、そこの値付けのところをどうしていくかというのは、そのサウンディング調査等も

しながら進めていく必要があるというふうに思っております。恐らく入札というか、そういう手続

も必要になるので、来年度の４月からいきなりというのは難しいかもしれませんけども、そこの調

整は進めながら、早い時期に導入したほうが早くお金も入ってきますので、ほかの業務量も勘案し

ながらになりますが、そうしたふうにスケジュールだって前向きに進めていきたいというふうに思

っております。 

  以上です。 

○議 長（桐原則雄） 田代元気議員。 

○２番（田代元気議員） 今日ですね、珍しく２問とも前向きな答弁で大変うれしく思っているんで

すけども、この安全対策とですね、このネーミングライツ、両方とも早急に、もう安全対策はです

ね、本当いつも危険と隣り合わせで、私引水なんか全廃の家から見てたんですけど、車すれすれで

走っていくんですね。聞くと、地元の人じゃないと、やっぱり言っておられますので、早急に対策

をやっていただきたいと思います。 

  このネーミングライツについても、町も企業もウィンウィンの関係でですね、ぜひ早めに導入し

ていただいて、もっとよりよい施設になってですね、今度４年半後の指定管理の更新のときには、

３者も４者も手を挙げていただけるような施設になることを願いまして、一般質問を終わります。 

○議 長（桐原則雄） しばらく休憩します。午後１時より再開します。 

午前１１時３９分 休憩 

△ 

午後 １時００分 再開 

○議 長（桐原則雄） 休憩前に引き続き、会議を開きます。 

山本富二夫議員。 

○８番（山本富二夫議員） 皆様、こんにちは。８番議員、山本富二夫です。 

 今年は例年になく残暑が続き、畑作農家は秋植えの作が作れず、今遅れておりましたが、先日、

日曜日に夕立があり、作づけがやっとできるようになりました。トマト農家の方も今年は残暑が続

き、トマトの３割が身が固く、出荷ができないと言われておりました。まだまだ残暑が続くと思い

ますけども、これからも体に気をつけて農家の方は頑張っていただきたいと思います。 

  そんな中、本日、傍聴に来ていただきありがとうございます。インターネットでの配信での一般

質問のお聞きの皆様もありがとうございます。 

  今回は通告書に基づき、３問質問します。 

 １問、穴あき立野ダムのメリットとデメリットについてということで質問をしたいと思います。 

  立野ダムのメリットは、７月２日夕方から３日の大雨にも関わらず、立野ダムがなければ堤防を
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越えて被害が発生したと思われた水位が、我が家は白川のすぐ隣ですけれども、我が家の右岸の堤

防の高さが１０メートル、幅が１００メートルぐらいありますが、水量が最大に増えても約１メー

トルの水量の余裕が今回は半日以上みえ、それ以上の水量の変化はありませんでした。 

  穴あきダムの立野ダム３か所の水量は増えたが、水量は一定の基準を満たし、水量が保たれたこ

とで立野ダムを超えた被害がなかったと考えられます。これは私たちとしてはメリットと考えてお

ります。 

  次に、デメリットについて町民の皆様に知っていただく資料をもとに質問をしていきます。 

  資料１を出していいですかね。 

  立野ダムには大量に水が溜まり、第２門の上まで、１０メートルぐらい水量が増しました。その

水量が雨がやみ、一番下の穴あき水門から５キロ下流に水と一緒に流木と砂が流れ出し、ここの図

の写真のように、白川に堆積した、これ流木の写真であります。今までは増水とともに流木も白川

には溜まらず、有明海まで流されておりました。立野ダムの中には、大量の流木が浮いておりまし

たが、泥水とともに内牧区内の白川に砂とともに立野ダムの流木が流れてきたということです。 

  こちらは、畑井手下流の畑井手堰の高さ１.５メートル、幅２メートルの写真です。これ水止め

でとめている堰なんですけども、もう人間の力では全然取ることができないので、畑井手から水を

取ることができませんでした。大量に堆積して、畑井手流域に水が取れなくなったので、翌日の朝

からユンボ２台で流木とこちらの砂も１メートルほど堆積しましたけども、４日の日に取入口に溜

まった流木と砂の撤去を朝から行いました。立野ダム内に流木対策として、シートを張り、下流に

流木が流れないように、また砂もダム受けに堤防を設置して、下流の対策に取り組んでいただくよ

うに、今回は質問します。 

  畑井手堰のユンボの工事代はこれを借りるだけでも約２０万円から４０万円、畑井手の保全組合

という、２００人ぐらいの畑井手堰は組合数がいるんですけども、そこに負担がかかってきます。

おおきく土地改良は全体ですけども、７つぐらいの組合に分かれて、各々の井戸については、そこ

の組合さんの責任にもって工事負担をしなければなりません。そのために、２回以上水害が起これ

ば２００人の少ない畑井手保全組合では資金がなくなります。 

  それで町長に、イ、立野ダムの流木と砂の対応策を立野ダム事務所と協議していただきたい。

ロ、白川の増水のために立野ダムの白川及び畑井手に流木と砂の堆積があるので、立野ダムとの撤

去費用の負担の協議もしていただきたい。そういうことをお願いして、町長に質問をしたいと思い

ます。よろしくお願いします。 

○議 長（桐原則雄） 金田町長。 

○町 長（金田英樹） こんにちは。山本議員の質問にお答えいたします。 

  令和５年７月２日から３日にかけて、梅雨前線豪雨に伴い、立野ダム上流域では２４時間で２４

０ミリメートルを超える累加雨量を観測しました。 

  今回、立野ダムでは、有効貯水容量の約１６％に相当する約１６５万トンの洪水を一時貯留し、

下流域の水位を低減させたと聞いております。 
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  立野ダムが機能したことにより、白川の基準地点がある熊本市中央区の代継橋で、河川水位を１

１センチメートル低下させ、氾濫危険水位超過を回避したと推定されております。 

  しかし、議員御指摘のとおり、貯水位が低下した洪水調節末期において、スクリーンに捕捉され

ずに放流孔を通過した流木があったと聞いております。これについては、河川管理者である熊本県

が流木撤去を行うことになっています。また、流木などの堆積そのものを減らすための抜本的な改

善・解消については、まず、私の方からも立野ダム工事事務所へ課題を共有し、現在対策などを協

議いただいているところでございます。 

詳細については、担当部長からお答えをさせていただきます。 

○議 長（桐原則雄） 西岡都市整備部長併任工業用水道課長。 

○都市整備部長併任工業用水道課長（西岡多津朗） 皆さん、こんにちは。 

  山本議員の質問について、御説明いたします。 

  立野ダム工事事務所によると、今年７月２日から３日にかけ２４時間で、立野ダム上流域で累加

雨量２４６.５ミリを記録しました。洪水調節により、ダム下流の水位を低下させ、氾濫危険水位

の超過を回避するなど、白川全川の水害リスクを軽減することができ、洪水貯留による治水効果が

あったというふうに聞いております。 

  流木につきましては、湛水時、少なくとも１００本以上の流木がダム提体近傍で確認されており

ます。流木は、貯水位が低下した時に放流孔の上にあるスクリーンに捕捉されますが、一部このス

クリーンに捕捉されずに通過した流木が、下流４キロメートル区間にわたり、流速が低下する内岸

側や川幅が広い区間に堆積している状況が見られます。放流孔の大きさ５メートルを超える最大１

８メートルの長さものものも確認されております。 

  ダム下流の白川に流れた流木につきましては、河川管理者である熊本県が８月下旬から９月上旬

にかけて撤去を行うということを聞いております。 

  今後の大雨に伴う増水後の流木の撤去につきましては、立野ダム工事事務所と河川管理者である

熊本県とともに協議を行っていきたいというふうに考えております。今後も国・県と連携して河川

の適正な維持管理に努めていきます。 

○議 長（桐原則雄） 山本富二夫議員。 

○８番（山本富二夫議員） 先ほど一番最初にお見せしました、ちょっと写真、一番最初いいですか

ね。 

  これは県のほうから工事をしていただき、もう撤去が終わりました。一応４トントラックで４０

台ほど撤去していただき、ありがとうございます。町のほうからも言っていただき撤去できたとい

うことは、またきれいになった白川が見えたということで、２週間ほどかかって撤去はされたので、

今、きれいな白川に戻っています。今後、このようなことがまた起きたら、また撤去作業をまたお

願いしなければならないと思うし、町も大変だろうと思うので、その分は町長は立野事務所と協議

していただき、早めに撤去するのか、立野ダム内での撤去の方向の協議もしていただきたいなと思

います。 
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  再質問にちょっと移らせていただきます。 

  立野ダムというのは、半分は大津町の、要するに、土地であり、北向山とか、白川発電所、岩戸

神社とかいうＰＲすべき部分もあります。そういうところをメリットと考えて、また、南阿蘇村も

立野ダム近くには見学施設を造るというふうな話をちょっと聞いたこともありますので、対岸の大

津町のほうにも大津町の部分での、大津町での土地ですよ、ここには北向山は大津町の原生林とし

て今でも保存してますとかいう部分でのＰＲ活動をちょっと考えておられるかどうかをお聞きした

いと思います。 

○議 長（桐原則雄） 西岡都市整備部長併任工業用水道課長。 

○都市整備部長併任工業用水道課長（西岡多津朗） 山本議員の再質問に御説明させていただきます。 

  立野ダムは、国内に事例が少ない、国直轄では初めての流水型ダムとなっております。立野ダム

の左岸側は大津町であり、国指定天然記念物の阿蘇北向谷原始林などの貴重な地域資源があります。 

  立野ダム周辺の景観及び利活用等については、立野ダム景観検討委員会が設立され、景観形成の

方針や景観に関わる設計・施工の方針について検討や協議を行われております。その委員会の中で、

大津町・南阿蘇村・国土交通省で組織する「立野ダム周辺地域景観ワーキンググループ」で協議を

行ってまいりまいりました。 

  また、今年３月に発足しました「立野ダム周辺かわまちづくり検討部会」においては、大津町・

南阿蘇村・国土交通省及びその他関係機関で連携して、立野ダム周辺の白川河川とそれにつながる

地域の活性化を図る目的で協議を行っております。その中でも大津町のＰＲを行っていけるよう取

り組んでまいります。 

○議 長（桐原則雄） 山本富二夫議員。 

○８番（山本富二夫議員） 立野ダムは流木とかそういうデメリットもありますけども、メリットと

しては、やっぱり大津町の部分でのメリットも生かしていってほしいなと思います。期待しており

ますのでＰＲをよろしくお願いしときます。 

  では、次の第２問に入らせていただきます。 

  地下水を心配する町民に、水田湛水、湛水というのは水張りということですけども、事業をＰＲ

すべきだということで質問します。 

  平成１３年、熊本市で地下水の低下が問題となり、平成１４年に湛水農法研究会が発足し、本格

的な地下水対策に乗り出しました。 

  ７月頃、熊日の記者さんから水田の湛水事業を記事にしたいので詳しい人を紹介してほしいとい

う電話があり、水循環型営農推進協議会の会長を紹介しました。よって、８月３０日の記事に、水

田湛水事業とザル田の記事が大きく記載されましたが、私も水環境営農促進協議員の一人として、

資料２の、これは湛水事業をやっているところの地図で、白川水系というのは、上井手、下井手関

係が特に皆さんには思われていると思いますけども、ちょっと迫井手、熊本市のほうも湛水事業に

取り組まれております。 

  これはおおきく土地改良区だけの問題です。上井手の水がどうしても足りない菊陽蓄は、地下水
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をくみ上げて水田を作られている地区が３か所地区あります。それと深迫ダムの水を冬場深迫ダム

に取り入れて、夏はスプリンクラーで水張りというか、水の散布をされているというので、これが

要するに、水やりの部分での地図で、湛水としては、もう上井手、下井手、畑井手、迫井手とかの

部分での大津町との関係としては、湛水事業を今やっております。 

  白川より取り入れの部分で平成１５年に大手企業や熊本市から、大手企業というのはソニーさん

とかの部分なんですけども、熊本市からの協力で、また大津町、菊陽町からの協力でおおきく土地

改良区管内の農家のもと湛水事業が始まり、２０年を迎えようとしていますが、まだまだ非農家さ

んの部分では、熊日が出なければ知られない状況があったと思います。熊日さんのお蔭で随分この

湛水事業の部分では取り組みはやられているというのは知られたのかもしれませんが、そこで、湛

水、循環型推進運動が白川中流水域において水田の水はりで土壌の害虫、駆除や連作防止効果など

が発揮するということで、より営農に役に立ち、引いては熊本市地域の地下水保全に貢献すること

から、大津町・菊陽町・熊本市・行政区・ＪＡ・ソニー等の企業・おおきく土地改良区が一体とな

って今でも散水事業を進めているところであります。 

  おおきく土地改良区では、毎年地下水を調べています。東海大学の名誉教授市川勉先生とは昨年

は菊陽町で２月から３月にニンジン後に湛水事業の水張りをしてみました。内牧地区では、今年の

冬場に水張りを行いました。約１０アール当たり水を満杯に張ってすると１０センチから２０セン

チ地下に浸透するというデータが出ています。水田湛水事業に取組をはじめてからの地下水はこの

ように一時期下がった時期もありますけども、傾向としては随分地下水位としては、状態としては

いい状態に戻ってきていると思っております。 

  また、大津菊陽水道企業団管内の１７の水源の地下水位も例年の推移を維持していると今年の８

月議会で説明を受けました。水田灌水事業とは、水田用水稲とかＷＣＳが刈り取り終わった後に８

月に大体刈取りが終わるんですけども、その後、１か月間から２か月間、麦を植える間に湛水をし

たり、２月から３月にニンジンを植える前に水張りをすることを湛水事業と言っております。 

  矢護川地区は冬場に水張りを行っておられます。農家は協力することでいくばくかの協力金が湛

水事業のおおきくのほうから各農家に支払われているという状況です。 

  そこで、町長にお尋ねですけども、町長はおおきく土地改良区理事長も兼務されているのでいろ

んな媒体を使って定期的な水田灌水事業についてもっと町民に地下水について、安心安全感を訴え

るべきだと思いますが、その点について、町長にお伺いします。 

○議 長（桐原則雄） 金田町長。 

○町 長（金田英樹） 山本議員の２点目の質問にお答えいたします。 

  熊本都市圏１００万人の生活用水は１００％地下水で賄われておりますが、近年、地下水量の低

下や水質悪化が懸念されておるところです。地下水保全は、大津町だけの問題ではなく、熊本県全

体の広域的な課題であると考えております。 

  水田湛水事業の取組については、今から３０年前の平成５、６年にかけて、熊本市内の地下水が

低下したことに伴い、熊本県と熊本市の共同による熊本地域地下水総調査が実施され、熊本市と阿
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蘇市のちょうど中間に位置する白川中流域の重要性が確認されました。平成７年から１３年にかけ

て白川中流域涵養実験や涵養モデル事業を経て、平成１５年度に熊本県の立ち合いのもと、大津町

と熊本市、菊陽町、水循環型営農推進協議会により、白川中流域における水田湛水事業推進に関す

る協定が締結され、転作田への湛水を推進する水循環型営農推進運動が平成１６年度より本格的に

開始したところです。 

  白川中流域の水田に営農の一環として、転作作物の栽培前後に農家が水張りを行い、その協力農

家に対しまして、熊本市をはじめとする県内の大手企業５社から協力金が支払われる仕組みとなっ

ております。 

  水田湛水を行うことで、土壌の害虫駆除や連作障害の防止効果が発揮されること以外にも、地力

の向上や農薬使用量の低減による経費削減のメリットがあり、土壌中のミネラルが増えていること

が分かっております。併せまして、地下水の涵養にも大きく貢献できる事業となります。 

  また、水田湛水事業のＰＲ活動としましては、毎年、現在私が理事長を務めている白川中流域土

地改良区協議会において高校生、コロナ禍は高校生を対象とした田んぼハイスクールを開催してお

ります。そのほか、水田湛水事業で低農薬や減化学肥料で栽培された安全で高品質な農作物は「水

の恵み」と称して、節水イベントや消費者との交流会時に紹介し、地産地消の普及促進を図り、お

米や野菜等につきましては、協力企業や大学の食堂で食材として活用されております。また、本年

６月には、本町に地方実地体験研修として国家公務員初任者４名が来られ、白川中流域の水田湛水

事業について研修を行ったところです。 

  現在、半導体関連企業の進出に伴い、ますます地下水保全が注目されておりますので、今後の水

田湛水事業の推進につきましては、水循環型営農推進協議会や関係機関と連携し、協力農家の確保

と水田涵養面積の拡大に向けて取り組むと同時に、水田湛水活動も、議員御指摘のとおり、しっか

りとＰＲをしていきたいと考えております。 

詳細につきましては、担当部長より御説明をさせていただきます。 

○議 長（桐原則雄） 村山産業振興部長。 

○産業振興部長（村山龍一） 山本議員の御質問について御説明いたします。 

  大津町から菊陽に広がる白川中流地域の水田は、通称「ザル田」と呼ばれており、阿蘇山の火山

灰が降り積もった土に覆われていて、この大地の地層水が浸透しやすい特徴を持っていますので、

他の地域の水田と比べ５から１０倍も水が地下に浸み込みやすく、水道水源である地下に豊富で良

質な水が蓄えられております。しかし、熊本の地下水が減少する傾向にあったため、先ほど町長が

申し上げたように、地下水を守るため、そして豊かな農業をつくり出すことを目的に水環境型営農

推進運動が進められてきました。この取組には、大豆や飼料作物などの水田転作物を作付けする前

の１から４か月間、水を水田にはり地下水を涵養する運動で、地下水を利用する企業や団体も参加

しております。令和４年度の実績としては２９５人が参加され、実施実面積は３２９.８ヘクター

ルで、実施延べ面積は５３０.８ヘクタールとなっております。 

  近年の状況としましては、平成２５年度と令和４年度を比べますと町内で約８０ヘクタールの協



102 

力農地が減少となっております。原因としましては、営農作物の転換や開発による農地転用、ある

いは農家の高齢化や協力単価の据置き等が考えられ、年々、協力農家数と水張面積が減少傾向にあ

るといった状況であります。 

  水田湛水事業のＰＲ方法とし、高校生を対象とした田んぼのスクールを毎年開催しております。

田植や稲刈り体験だけでなく、上水道や土地改良施設を巡る学習の場やワークショップを年に数回

分けて開催することで、子供たちに水田湛水事業の重要性と地域農産物について理解を深めてもら

っております。他にも、水田湛水事業で低農薬、減化学肥料栽培された安全かつ高品質な農作物は

「水の恵み」ブランドとして販売されており、水の恵みで炊いた御飯で最大１千５００リットルの

地下水涵養に貢献しております。お米以外にもニンジンやさといもなど地下水を育む農作物の地産

地消の普及促進に取り組んでおります。 

  今後も水循環型営農推進協議会や関係機関と連携し事業推進していくとともに、水田湛水の活動

を町民の皆様だけでなく、県民の皆様へも広く知っていただけるように、広報活動を行っていきた

いと考えております。 

以上で説明を終わります。 

○議 長（桐原則雄） 山本富二夫議員。 

○８番（山本富二夫議員） 説明を受けましたが、まあ確かに水田農家としては、内牧地区も三十数

件の稲作農家がありますけども、実際にお米を作っているのは５件ぐらいで、それもほとんど食米

だけです。あとはもうＷＣＳかＳＧＳといって飼料米を作ってくれということで言われておりま

す。それぐらいに稲作を作るってやっぱりＷＣＳとかＳＧＳとやっぱり作り方が少し違うんで、そ

ういう意味では、やっぱり稲を作ることによってより安全な水とか、いろんなＰＲ活動もできるん

じゃないかなと思います。そういう意味で、ＰＲについては、今後もしていただきたいと思いま

す。 

  再質問をちょっと２問ほどしたいと思います。 

  第１問目は、水田湛水事業を始めてから２０年、去年ごろから肥料代や燃料代等は大幅に値上が

りをしましたが、協力金はそのままであります。先ほど部長も協力金のことは少しお話されていま

したが、今度ＪＡＳＭ等もできますので、水湛水事業が継続できるように交渉をお願いしたいと思

いますが、そのことについて質疑します。 

○議 長（桐原則雄） 村山産業振興部長。 

○産業振興部長（村山龍一） 山本議員の再質問について御説明いたします。 

  議員御質問の件については、協力金については、改定がなされていないということですので、今

後、改定について要望されるかということだったと思います。助成金については、協力農家に対し

て月単位、日単位で支援を行っております。事業開始当初から約２０年間改定されず据置きとなっ

ている状況です。先ほど議員おっしゃったとおり、農家の高齢化に伴い、近年は肥料代も高くなっ

ており、燃料代も高くなっております。先ほど申し上げたとおり、農家も高齢化に伴い、年々協力

農家や水田涵養面積も減少にあります。 
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  水田の準備作業や管理費、湛水後の作業等を現在の単価で計算して実質的な作業単価として見直

すことにより、事業の継続と地下水涵養の拡大につながると思っておりますので、今後は単価の引

上げや協力金についても関係団体、関係者と協力して現実に沿った単価になるように要望をしてい

きたいと考えております。 

  以上でございます。 

○議 長（桐原則雄） 山本富二夫議員。 

○８番（山本富二夫議員） ぜひ協力金については、協議会の中で話合いを十分しながら値上げのほ

うをお願いしてもらいたいと思います。 

  もう一つの再質問ですけども、私が菊陽町の一般質問を聞きに行きました。もちろん水田湛水事

業の補助金のことについて質問されていた議員でしたので、そのことも私と関係があるということ

でちょっとお伺いしていた中で、普通の水田稲作田んぼ水張りについて、水田湛水事業に補助金対

象に追加されていないが、追加されるべきではないかという質問でした。回答は、もともとの趣旨

は、水田を作っているところはもう対象外で、今まで水張りをしてなかったＷＣＳと麦の間に水を

張るとか、先ほど申しましたように、ニンジンの２，３か月の植付け前に水張りというのでこの営

農推進循環型推進協議会の中で補助金を払うということですけども、農家も高齢者になってきた

し、そういう意味では、まあ菊陽町の議員さんが言われたように、普通作のＷＣＳありますけど

も、６月から１０月までの水張りの部分での補助金も、厳しいとは思っているんであれですけど

も、県の職員と話される時には話していただきたいなと思います。 

  それと、今、大津町瀬田地区の冬場の湛水事業というのが取り上げられていて、瀬田地区の住民

の方から、県の職員と菊陽町の職員しか来なかった、大津町の職員が来んだった。何で来んだった

のかということで言われまして、まあ事情が何かあったんだろうということで、その場は聞いてお

きますということで、農家の方にちょっと言いました。菊陽町は冬場の湛水事業はやらないという

ことで、もう言って。だから、菊陽は県と相談して、大津の瀬田地区に湛水を冬場やってくれんか

ということの話を持ってきたということですけども、そういう相談を受けて、大津町農政課にもや

っぱりだれか行って聞いておけば、そういう町民からの不満の声も出なかったと思いますけども、

県庁と菊陽町に対して、きちんと情報の共有をしてもらいたいと町は言うべきだと思いますので、

この件についての見解をお聞きします。 

○議 長（桐原則雄） 村山産業振興部長。 

○産業振興部長（村山龍一） 山本議員の再々質問について御説明いたします。 

  ３つあったかと思いますが、冬場の湛水についてということで、現在、冬場の湛水については、

真木地区が冬場の湛水をやっておりますので、こちらについては、湛水事業については可能かと思

いますので、関係者と協議を進めたいと思います。 

  それと２つ目の瀬田地区の説明会について御説明いたします。 

  １回目の説明会については、日程が急遽決まりまして、大津町としても参加したかったんですが、

どうしても日程調整が取れないということで、瀬田の代表者の方には申し訳ないということでお断
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りを申し上げまして、先週の金曜日に第２回目の説明会がありましたので、そちらについては農政

課の職員がしっかり参加して中で対応していっていると思います。 

  それについては、３つ目になりますが、２つ目は、先ほど説明したとおり出席したということで、

３つ目については、県や菊陽と連携ということですが、１回目の説明会については、先ほど申し上

げたとおり、急遽でしたのでできませんでしたが、２回目についても日程調整をやりましてしっか

り出席しましたので、これからについては、県や菊陽、それと関係団体としっかり連携をしながら

一つの団体ではできませんので、これについては、水張りについては、しっかり連携をして日程調

整も含めたところでやっていきたいと思っております。 

  以上でございます。 

○議 長（桐原則雄） 山本富二夫議員。 

○８番（山本富二夫議員） 水張り事業というのはもう２０年間水田農家が一生懸命取り組んできた

ことですので、町も菊陽町、県独走を許さずに、きちんと情報の共有等をしていただいて、進めて

いっていただきたいなと思います。 

  では、次の第３問の質問に入ります。 

  町職員の働き方改革（仕事内容の大幅な見直しと、残業時間短縮を）ということで、今の若い世

代の人は、土日祭日休みで、盆休や正月休みがある企業を一番に職業として希望する人が多数です。

働き方改革の進んでいる企業を希望します。ここに総務課からもらった６月１日付けの記録の出金

表一覧をいただいております。朝の時間帯については、６時半から７時までぐらいで１名、７時か

ら７時半まで５名、７時半から８時まで１９名、８時から８時半まで１２２名というふうに載って

おります。まあ朝の出勤帯については、菊陽町では４時半頃１人来る人がいると聞いたので、まあ

朝の時間帯については、あまり問題ないと思います。ただ問題なのは、夜の退庁時間です。ちょっ

といただいた資料を読み上げます。２２時から２４時まで３名、２２時から２２時５９分まで８名、

２１時から２１時５９分まで４名、２０時から２０時５９分まで１０名、１９時から１９時５９分

まで３０名、１８時から１８時５９分まで４４名、１７時３０分から１７時５９分まで３６名とい

うことで、基本的には８時以降の残業者がいかに多いかなということと、普通は５時半には終わる

んであるので、７時以降は考えても少し多い職員が残業しているんじゃないかということで、この

資料をもらって感じたところです。 

  そこで、こういう夜１２時まで仕事をしている職員が３名いるということですので、やっぱり翌

日の仕事に支障を来すかもしれません。どちらかというとブラック企業に近い感じがあると考えて

もいます。一つのれいですが、６年前に熊大教育学部を卒業した私の知り合いなんですけども、県

北の進学校に赴任したら、朝課外があり、学校に行くために朝５時頃には起床し、それから用意し、

６時頃朝課外に間に合う。夕方は夕課外と校長から専門外部の顧問をしてくれと言われて帰宅時間

は夜の１０時に帰るという生活を昨年までしていましたが、今年からは県立高校では課外授業をな

くしたため、本来の授業ができると話していました。これは働き方改革の良い例だと思います。そ

の代わり、光の森駅は６時、７時ぐらいはもう高校生が通勤のために列車を３本待たなければいけ
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ないというふうな話も聞きました。企業は人なりと言われています。また、学校は、校長が変われ

ば生徒の生活態度も、学校自体も変わると、そういう事例も見てきました。 

  町長は、町民のために３６５日２４時間働いてもらっておられることについては感謝しておりま

すが、しかし、まずは町長の庁舎内での働き方改革が必要だと思います。職員は仕事中は緊張感を

持って働いて、でも、役場を退庁したら自分自身を高めるため、自分のための趣味や家族のための

時間を使うことができるよう環境整備を町長は作ってやるべきだと思っております。退庁し、リフ

レッシュができるようにしてやるべきだと思います。 

  今の町長の働き方では、職員は働き方はなかなかできないのではないかと思います。私自身。あ

る町の町長は、仕事が片付いたら６時半前には退庁すると言われました。自分が早く退庁すれば職

員も早く帰れると言われました。今現在、大津町には多くの住宅が建ち、企業進出も多くあり、人

手不足と町長は言われているが、そのことも踏まえての働き方改革をすべきであると私は感じます。 

  今後、男性職員の育児休暇も基本的にはならないければならない時代に入ってきます。そこで、

町長に２つの取組を実現してほしいと思います。今現在、大津町では木曜日にノー残業デーという

のがあり、良い取組であると私は感じております。 

  そこで一つ目は、来年度にあと１日、ノー残業デーをぜひとも取り組んでもらい、週２日ぐらい

はノー残業デーをすることによって随分と職員にとってはリフレッシュになるんじゃないかとおも

います。 

  ２つ目は、ソニーなどとか大手企業関係はもう終業時間が変わらないんですけども、週休３日制

っていうふうな部分になってきて、始まっている企業もあります。 

  町長自ら残業を減らし、職員の残業時間は２４時間から３０時間以内に私は抑えるべきだと思い

ます。ただし、決算予算時期は例外として取り組んでもいいと思います。特に私がお願いしたのは、

子育て中、小学校に入る前の親と親の介護を必要とする職員には就業時間が過ぎたらば職員は自宅

に帰り、その時間に子育てや介護につけるように仕事内容の部分についても配慮をすべきだと思い

ますが、町長の見解をお伺いします。 

○議 長（桐原則雄） 金田町長。 

○町 長（金田英樹） 山本議員の町職員の働き方改革についてお答えいたします。 

  一般的に言われる残業というのは、私にはあまり当てはまらないところもあると思いますけど、

しっかり早帰りとメリハリということだというふうに受け止めました。御心配等いただきありがと

うございます。 

  そこも踏まえてなんですけども、人口増加、行政需要の多様化や国からの権限移譲などによる業

務量の増加に伴い、公務員の業務量は増加している状況にありますが、おっしゃるように、長時間

にわたる残業は、生産性・効率性の低下を招くだけではなく、職員の心身の健康にも影響を与える

ものと認識をしております。職員のパフォーマンスが落ちれば、住民サービスの質にも直接的な影

響を及ぼすことが懸念されるために、ワークライフバランスを高めることは庁舎内にとどまらず、

町にとっても大切なことだと考えております。 
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  一方で、残業がしたくてやっているのではなく、残務があるために残業せざるえない状況にある

と認識をしております。特に昨今はＴＳＭＣ関連の開発や、それらに伴う人口増などが各課の業務

にも影響を大きく来しておりまして、日中は問合せや現場対応、夕方以降にようやく通常業務に着

手できるようなケースも増えているような状況でございます。 

  業務がひっ迫している状態の職員に対して、状況を勘案せぬままに一方的に早帰りや有給取得等

を勧奨しても逆に休み中も心が休まらなかったり、さらに業務がひっ迫して別日の残業が増えたり

ということになりかねません、預かった組織、あるいはチームが理想的に機能していないのに必要

なサポートを行わずに早々と帰宅するのは、役割の放棄であり、そのような姿勢では生産性の向上

も職員さんの心身の健康上も望むべくもないというふうに考えております。そこで、やはり大切な

のは、各課や係内での業務の分担・サポート体制や上長のマネジメント、あるいは業務プロセスの

見直し、研修・ＯＪＴを通した職員自身の生産性向上を図ること、そして、それらを織り込んだ上

での適正な人材配置を行うことであると考えております。もちろん、こうした先を見据えた仕組み

の変化を進めていくためには一時的に業務が膨らむ部分もありますが、組織体制整備を進めながら、

私自身のパフォーマンスもしっかり上げていきたいというふうに思っております。 

  一方で、こうした中でも、今年７月の職員１人当たりの定時以降の在勤時間の平均は約２１時間、

業務量調査に着手した令和３年度の平均が約２３時間ですので、現在は改善の傾向に向かっている

というふうに考えております。 

  そうした中で、さらなる改善に向けては、今年４月に時間外勤務の縮減にかかる指針を策定し、

時間外勤務の上限として法の定める月４５時間、年間３６０時間を、改めて職員へ周知し、定時で

退庁しやすい職場環境の確保にも取り組んでいるところです。また、総務課によるＩＣタイムカー

ドでの退庁時間のデータ管理をはじめ、毎週木曜日を一定のメリハリを付けるためのノー残業デー

に設定し、定時退庁の徹底を呼び掛けるとともに、課長会議において、管理職による所属職員への

指導要請も行いながら、残業が多い部署については総務部による課長ヒアリングを実施し、残業の

多い係や係員を相互に確認するとともに、業務改善の余地がないか等の協議も行うなど、実効性の

ある監視と管理職による指導を通した時間外勤務削減のための体制整備を進めております。 

  しかしながら、町を取り巻く環境として、半導体関連企業の進出、空港アクセス鉄道の延伸、肥

後大津駅周辺整備、民間開発の急増などのハード面の事業量増加もあり、近年の社会情勢の急激な

変化に伴う今後の業務量増加は避けられない課題と言えますので、このような環境の変化に備える

ため、昨年１２月に職員定数を２４２人とする条例改正をお願いしたところです。職員数に関して

も増やしていきたいところですけど、なかなか採用の関係ですぐに増やすことも難しいような状況

ですので、しっかりとこの大津町で働いていただける仲間探しというか、職員も増やしながら進め

ていきたいというふうに思っております。 

  今後は、昨年度までに実施した業務量調査でも示唆のあったＩＣＴの活用やアウトソーシングに

よる業務改善、事業の廃止や一部縮小も含めた事務事業の見直しによる業務総量の縮減、また、職

員組合とも協議しながら残業時間の縮減に向けた全庁的な機運の高揚と、職員個人の意識改革も併
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せて進め、働きやすい職場環境づくりを実現するため、男性の育児休暇取得の推進、未就学児の子

を持つ職員が短時間の勤務ができる「部分休業制度」、家族等の介護に従事する職員が介護休暇や

短時間の勤務ができる「介護時間の制度」などを引き続き周知するとともに、子育てや家族の介護

を行う職員に対する周囲の理解を醸成しながら、仕事と家庭の両立・調和、職員の健康の維持に取

り組んでいきます。 

○議 長（桐原則雄） 山本富二夫議員。 

○８番（山本富二夫議員） 今、町長のほうから前向きな回答が得られました。やっぱり、特に育児

はもう今は２人家族というか、昔はじいちゃん、ばあちゃんが手伝ってくれたけど、今はなかなか

いないんで、やっぱりそういう意味では、男性親もやっぱり育児については協力して夫婦で子育て

をやっていかなければいけないので、そういう取組についても前向きに役場内で検討していただき

たいなと思います。 

  これで、今回の質問は終わります。 

○議 長（桐原則雄） しばらく休憩します。２時５分より再開します。 

午後１時５４分 休憩 

△ 

午後２時０５分 再開 

○議 長（桐原則雄） 休憩前に引き続き、会議を開きます。 

荒木俊彦議員。 

○１５番（荒木俊彦議員） 私は、大津町民の皆さん、並びに日本共産党を代表しまして一般質問を

行います。 

  御承知のとおり、半導体製造工場のＴＳＭＣの進出に伴いまして、とりわけ熊本の宝とも言える、

また、１００万人の命の水と言われる地下水の大量取水が大変心配されているところであります。

地下水の水位の低下あるいは涸渇、それと同時にその水質の安全性の確保が何としても、これは確

保しなければならないと、そのために今回の質問を行うところであります。 

  熊日新聞の報道でも熊本市内の井戸から１４か所と言われておりますが、いわゆる暫定指針値を

超えるＰＦＡＳが検出をされ、県のほうも熊本市以外の市町村で検査すると言われておりますが、

こうした県がやろうとしているＰＦＡＳの検査についてのその内容をお伺いすると同時に、この大

津町内でも地下水の検査がぜひとも必要であると。そのように考え、質問をするところであります。 

  資料１をお願いします。 

  皆さん、ＰＦＡＳについては御承知かと思いますが、改めてＰＦＡＳ有機フッ素化合物とはいっ

たいどういうものかについて、触れさせていただきたいと思います。 

  有機フッ素化合物、ＯＥＣＤにおいて、少なくとも４千７００種以上のこうした化学物質が特定

をされていると言われております。その内、代表的化学物質として、ＰＦＯＳ、それからＰＦＯＡ

と、この中の２つについては、人体に悪影響を及ぼすということで、現在では国際条約で製造、使

用、そしてまた輸入が禁止がなされているところであります。しかしながら、そのほかにもこうし
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たＰＦＡＳの材料があるわけでありますが、使用例として、身近なところではフライパンなどのコ

ーティング剤、あるいは界面活性剤、金属メッキ処理にも使う、そして国内でこのＰＦＡＳ問題が

問題視されたきっかけというのは、いわゆる泡消火剤、それから半導体で製造におきまして、この

ＰＦＡＳ有機フッ素化合物が大量に使われるということで話題となってきたわけであります。 

  現在、日本の国内では、水質管理の暫定目標値がＰＦＯＳとＰＦＯＡ合計で１リッター、リッタ

ー当たり５７ナノグラム以下となされております。 

  既にアメリカでは、そのＰＦＡＳの人体に及ぼす影響を考えて４ナノグラム以下を目指すと、そ

ういう方針が示されて、ヨーロッパあたりでもこうした厳しい基準がつくられようとしたしており

ます。 

  国内では、東京や沖縄の米軍基地周辺で高い濃度が検出されました。こうしたところでは、いわ

ゆる航空機事故を想定して、泡消火剤を大量に使ったと。それが高い濃度の原因であるとほぼ推定

がなされているところであります。 

  また、大阪市の地下水では、地下水としてはＰＦＡＳ濃度が全国一高い値が出て、その原因とし

て、大阪空港、やはり空港関係、または近くにはダイキン工業がございますが、こちらダイキン工

業でもこうしたＰＦＡＳを使っていると、それが発生源ではないかと言われております。 

  そして、私たちのこの熊本市でも植木町の轟地区やまた中央区の九品寺で目標値の２倍、最大で

３７７ナノグラムが検出をされたということで、この熊本でそういった高い濃度のＰＦＡＳが検出

されるということが明らかになって問題とされているわけであります。 

  そして、このＰＦＡＳがなぜ問題かっていうことで、永遠の化学物質だと言われております。一

旦このＰＦＡＳが自然界に放出をされると、自然界では分解されない。ずっとそのいわゆる人間に

とっては毒性がずっと続いてしまう。そして、一旦生物、まあ人間の体内に取り込まれるとこれが

排出しにくい、人の体内にですね、蓄積をしやすいということで問題とされているわけであります。 

  欧州連合の環境保護方では、確かな健康リスクとして、甲状腺の疾患、コレストロール値の増加、

肝臓や腎臓障害、精巣がん、腎がん、まあ低出生体重児、乳房発達遅延など、こういった人間の健

康に及ぼす悪影響が指摘がなされているところであります。 

  こういった今まで熊本ではその考えられなかったようなＰＦＡＳの検出でありますが、ここにき

て、いわゆるＴＳＭＣで半導体製造工場では、問題となっておりますＰＦＯＳ、ＰＦＯＡは多分使

われないと思いますが、それ以外のＰＦＡＳが使用されることは間違いありません。 

  じゃあどの種類のＰＦＡＳを使うのかというと、いまだ企業秘密とされているわけであります。 

  そこで、大津町としてもＴＳＭＣが創業を始める前に現在の状況を把握をする必要がある、ＴＳ

ＭＣ以外にもこれは県内、あるいは町内でこうしたＰＦＡＳを使っている企業もあるかと思います

ので、町民の安全・安心を確保する。何よりも命の水を絶対守ると、そういう意味から町としての

対応をお尋ねをするところであります。 

  １問目の質問をこれで終わります。 

○議 長（桐原則雄） 金田町長。 
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○町 長（金田英樹） 荒木議員の命の水の汚染がないように、地下水の安全性の確認とチェック体

制についてお答えをいたします。 

  議員御指摘のとおり、環境省や都道府県等が実施した調査において、河川や地下水等の水環境で

有機フッ素化合物の一種である「ＰＦＯＳ」、「ＰＦＯＡ」が、国の暫定目標値５０ナノグラムパ

ーリットルを超過する事例が確認されております。 

  まず、県内の調査結果ですが、熊本市においては、１４か所の井戸で暫定目標値を超えているこ

とが判明、さらに検出した地区の範囲を広めて調査したところ、新たに１７か所の井戸でも国の基

準値を上回っていることが判明しております。 

  また、合志市でも、国の暫定目標値より濃度は下回ってはいるものの２か所の配水池でＰＦＯＡ

が検出されています。 

  有機フッ素化合物は、議員からありましたとおり、生体内に蓄積されやすく、有害性が問題視さ

れています。一方、国内において、ＰＦＯＳ、ＰＦＯＡの摂取が主たる要因とみられる個人の健康

被害が発生したという事例は、現在のところは確認はされておりません。 

  しかしながら、予防的考え方に立って、ＰＦＯＳ、ＰＦＯＡは国際条約により廃絶等の対策が取

られ、国内法においても製造・輸入等が原則禁止をされています。 

  また、厚生労働省では２０２０年にＰＦＯＳ、ＰＦＯＡを水質管理目標設定項目に位置付け、当

時の科学的知見に基づき安全側に立った考え方を基に、飲料水中のＰＦＯＳとＰＦＯＡを合計した

濃度が暫定目標値である５０ナノグラムパーリットルを超えることがないよう、水道事業者による

管理をお願いしているところです。 

  熊本県では、本年６月の県議会一般質問で、「科学的調査に基づく事実を示すことが重要」とし

た上で、県内の地下水や河川の流れを考慮した上で、熊本市以外の１３市町の中から１７か所を選

定し、調査を始めると答弁がなされおりまして、大津町内においても１か所が調査の対象となって

おります。 

  さらに、県では、半導体関連企業の集積等に伴う環境の変化を客観的かつ科学的に把握するため

に、企業の集積前である、この夏から来年の１１月にかけて環境モニタリングを行い、その後も、

工場の稼働に応じて随時実施し、専門家で構成する委員会において結果を検証・共有される予定で

あります。 

  また、現在私が企業長を務めている大津菊陽水道企業団でも令和２年度から企業団全体の３割強

を配水している立野水源において、ＰＦＯＳ、ＰＦＯＡの検査を実施していますが、検出は今のと

ころされておりません。 

  こうした中で、来年度からはさらに大津町内の配水池１０か所でも同検査を行う計画ですので、

熊本県の検査結果と併せて、町としても企業団と情報を共有し、対応を協議していきたいと考えて

おります。 

  いずれの結果が出ましても、ＰＦＡＳのうち、特に健康において懸念されているＰＦＯＳ、ＰＦ

ＯＡにつきましては、住民の皆様の不安に寄り添い、透明性を確保するためにも、適切に情報を発
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信していく必要があると考えております。 

詳細につきましては、担当部長から説明をさせていただきます。 

○議 長（桐原則雄） 木村住民生活部長。 

○住民生活部長（木村欣也） 皆さん、こんにちは。私からは、荒木議員からも説明がありましたが、

ＰＦＯＳ、ＰＦＯＡについて御説明させていただきます。 

  有機フッ素化合物のうち、ぺルフルオロアルキル化合物及びポリフルオロアルキル化合物を総称

してＰＦＡＳと呼び、ＯＥＣＤでは約４千７００万の物質、それ以外では１万種類以上の物質があ

るとされております。その中でも幅広い用途で使用されていましたのがＰＦＯＳ、ＰＦＯＡになり

ます。ＰＦＯＳは半導体の製造や泡消火剤などに、ＰＦＯＡはフライパンのコーティングや界面活

性剤などに広く使用されています。 

  この２つには難分解性、高蓄積性、長距離移動性という性質があるため、現時点では、北極圏な

ども含め世界中に広く残留していると言われております。 

  仮に、環境への排出が継続した場合には、分解が遅いため地球規模で蓄積され、環境や食物連鎖

等を通じて人の健康や動植物の生息・生育に影響を及ぼすことから、国際条約や国内法において予

防的対策が取られています。 

  国内では、現在得られている健康影響等の情報や公共用水域等における検出状況等から判断して、

ＰＦＯＳ、ＰＦＯＡを直ちに水質汚濁に関する施策を講じる必要がある水質環境基準項目とはせず、

引き続き知見の集積に努める必要がある要監視項目に追加し、暫定目標値を５０ナノグラムパーリ

ットル以下としています。 

  また、人の健康への影響では、発がん、コレステロール値の上昇、免疫系などとの関連が報告さ

れていますが、どの程度の量が身体に入ると影響が出るのかについては、未だに確定的な知見は得

られていないため、国際的にも様々な検討がなされているところです。 

  国内でも環境省と厚生労働省とが連携して、最新の科学的知見に基づき専門家による検討を進め

られていますが、東京都では多摩地域の住民のＰＦＯＳ、ＰＦＯＡを合わせた血中濃度が全国平均

より高かったことなどもあり、社会的に有機フッ素化合物ＰＦＡＳが注目され、暫定目標値の厳格

化を求める声も上がってきています。 

  これらのことを踏まえまして、環境省は、２０２４年度の概算要求にＰＦＡＳ関連予算を盛り込

み、ＰＦＡＳの有害性の調査・研究を本格的に行い、海外で基準が厳しくなっている河川や地下水

等における暫定目標値の５０ナノグラムパーリットルの見直しについても検討を行うようですので、

経過を注視してまいりたいと思います。 

以上で説明を終わります。 

○議 長（桐原則雄） 荒木俊彦議員。 

○１５番（荒木俊彦議員） 有機フッ素化合物の危険性というのは、体内にずっと蓄積されて排水を

されない。それがどんどん体の中に溜まっていくと、血中濃度が高くなる。それが人間の体の異常

につながると言われております。熊本県内では、あの水俣病がですね、有機水銀の蓄積によって引
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き起こされましたが、当初は、その有機水銀が公害を引き起こしたということが企業も国も認めな

かったという苦い経験がございます。そういう意味でですね、このＰＦＡＳについては、念には念

を入れて調査をしていただきたいということで、一つだけお伺いしますけど、熊本県が町内１か所

というのは、具体的な場所が特定されているのかお尋ねをしておきたいと思います。 

○議 長（桐原則雄） 木村住民生活部長。 

○住民生活部長（木村欣也） 再質問にお答えします。 

  県の計画では、場所は特定されていると思いますけど、現在のところ公表はされておりません。 

○議 長（桐原則雄） 荒木俊彦議員。 

○１５番（荒木俊彦議員） 分かりました。現在、分からないということですので、場所については

分かり次第公表していただきたいと思います。 

  泡消火剤等はですね、空港等でも結構使っているということですので、熊本空港周辺でもそうい

う心配もございますので、ぜひ情報が公開されるようお願いしときます。 

  続きまして、２番目の質問に移ります。 

  公共交通空白地域にＡＩ利用の乗合タクシーと、それから既存の乗合タクシーにもＡＩ導入で利

用者増を進めるべきではないかという質問であります。 

  ２ー１をお願いします。 

  今年度開かれました地域公共交通会議の答申の中で、大津町のまちなかエリア、いわゆる中心エ

リアにおける巡回バスの実証実験が始まるとされております。私もこの巡回バスについては一歩前

進だと評価をしているところであります。 

  こちらのまちなかエリア巡回バスルート案を御覧いただきたいと思います。 

  御承知のように、東側は吹田団地から旧５７号、旧道を西側に向かって走り、現在は菊陽町にな

りましたが、セントラル病院を経由し、バイパスから大津駅南口で、それからイオン温泉の前の通

り、最終的に大津町役場に来ると。これが右回り、左回りで巡回をするということで、いわゆる大

津町の中心部の東西の動きがですね、移動がこの巡回バスによって、特に運転をなされない、普段

運転がなされない方、高齢者の方、あるいは障がいのある方、運転免許証を返納された方にとって

は朗報であるかと思います。実証実験がぜひ多くの人の利用がなされることを祈っております。 

  次の２―２に移る。 

  失礼しました。今回の質問の大きなポイントは、これ私が書いた概略図でありますが、今回の東

西巡回バスですね、東西における巡回バスで、町の中心部は大体カバーがなされるかと思います。

吹田団地から町の中心部、それからバイパス、この黄色い枠内の人にとっては、この巡回バスを利

用することが可能かと思います。 

  一方、一番問題なのは、この大津町中心部の上井手から北側のエリアの人たち、それから、５７

号バイパスの引水森周辺ですね、南側のお住まいの方。この３つの地域あたりが公共交通の不便、

空白ではありませんけど、非常に不便なエリアになってしまっているということであります。 

  御承知のとおり、乗合タクシーが大分普及をいたしまして、町の周辺部からこの町中心部に乗り
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入れをすると。中心部への乗り入れはかなり乗合タクシーによって解消、まあ十分ではありません

けど、解消しつつはあるかと思います。 

  そこで、私はこの公共交通不便空白エリアの方々に対して何らかのですね、その運転できない方、

交通弱者の皆さんの移動を確保しなければならないと思い、質問をするところであります。 

  そして、この交通不便エリアのところでバスを回すのはちょっと現実的ではないと思うわけです。

現在、北部と南部のほうに産交バス等が通っておりますが、まあ１時間に１本あればいいほうだと

いうことで、また、バス停まで５００メートル以上歩かなければいけないというような所がこの空

白エリアだと思うわけであります。 

  そういう意味でですね、ＡＩを利用したデマンド型タクシーですね、この例えば、楽善日吉ヶ丘、

あるいは美咲野あたりでも高齢者もこれからだんだん増えてまいります。こういった方々が街中の

例えば、セントラル病院に行きたいと言っても簡単には行けない。なんせ山坂がございますので、

歩いていくにしてもですね、高齢者にとっては現実的ではないと思うところであります。 

  そして、こういった空白エリアのところにデマンド型のタクシーを導入したとしても、現在の乗

合タクシーのシステムではですね、かなり費用対効果が見込めないと思うところであります。 

  県内では荒尾市が市内全域でこうしたＡＩの乗合タクシーを導入し、確か市内であれば３００円

で、例えば、美咲野からセントラル病院て指定すれば３００円で移動ができると。こういう仕組み

になっているそうであります。ＡＩを導入することによって、乗合率も高まると。また、待ち時間

も短縮されると。そういう利点があるかと思いますので、こうした空白エリアに対する住民の皆さ

んの利便性ですね、何とか解消できないかということで町長に質問をするところであります。 

○議 長（桐原則雄） 金田町長。 

○町 長（金田英樹） 荒木議員の質問にお答えをいたします。 

  本町の公共交通につきましては、学識経験者や国・県、交通事業者、町内団体の代表者などで構

成します地域公共交通会議での議論を踏まえ、令和４年９月に策定しました、大津町地域公共交通

計画に基づき、地域の実情に応じた適材適所の公共交通サービスの構築を進めております。本計画

では、多様な公共交通がそれぞれの役割を果たしながら相互に支え合う持続可能な公共交通ネット

ワークを構築するとして、乗合タクシーは町郊外部の居住地から中心市街地までの移動を支える役

割として位置付けております。また、身体状況により運転や公共交通機関の利用が困難な高齢者に

対しましては、外出支援タクシーにより、タクシー料金を助成し、支援を行うこととしております。 

  また、まちなかエリアでのＡＩオンデマンドタクシーの導入につきましては、以前から町として

も検討をしており、公共交通会議でも実施を検討しましたが、現時点の大津町では既存の公共交通

との整合性を図ることが難しいという結論に達したところでございます。また、ＡＩデマンドタク

シーそのものの導入に関しましては、町のタクシー事業者の車両数などを踏まえますと導入の費用

対効果や利便性を高めることが難しい状況でございました。 

  具体的な事情を少し御説明しますと、大津町では各社の車両及び運転手も限られていることから

現状はタクシー会社３社でエリア分けをして運行地域をそれぞれで担当し、各社で電話受付を行う
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方式をとっております。 

  したがって、各社それぞれにＡＩによる受付システムを導入するか、別途オペレーターを雇用し

て統一したＡＩ受付システムを導入する必要があるため、かなりの額の初期投資及び運用経費が必

要となります。 

  また、一括した受付システムを導入する場合にも、事業者もエリアも３つあるため、既存のＡＩ

タクシー配車のシステムのままではオペレーションが成り立たないという事情もございます。 

  また、過去に試算したところ、仮に町内の事業者とエリアが一つであったとしても、現在程度の

利用頻度では、ＡＩによる相乗り率向上や最適なルート算出にも十分な効果が見込められず、費用

対効果の面でも実施がなかなか難しいという結果になりました。 

  しかしながら、今後の利用者増やＡＩシステムの進化などによる環境変化も期待できますので、

改めて、あれからしばらくたっておりますので、事業者へのヒアリングなどを行い、大津町の現状

を踏まえた上でより良い方策があるかを確認したいと考えております。 

  その上で、技術・オペレーション的に実現可能で、現在のやり方よりも費用対効果の向上が見込

め、さらに住民の皆様の利便性向上につながるのであれば、それは導入を検討をもちろん考えたい

というふうに思っております。 

  また、あわせて、実証運行を行いますまちなかバスの普及促進に併せて、乗合タクシーにつきま

しても改めて広く周知し、乗合率の向上など、公共交通サービスの推進をしていきたいと考えてお

ります。ＡＩなどのデジタル技術の発展は日々進んでおりますので、引き続き様々な分野で導入・

活用ができないか調査・研究を進めていきます。 

なお、詳細につきましては、担当部長より説明をさせていただきます。 

○議 長（桐原則雄） 藤本総務部長。 

○総務部長（藤本聖二） お答えをさせていただきます。 

  本町の乗合タクシーの利用者については、現在、月約１千人、その９割の方が７０歳以上の高齢

者となっております。町内の医療機関への通院、あるいは店舗への買物などに利用されているよう

な現状でございます。 

  運行便につきましては、町の中心部行きと指定された地域行きでそれぞれ１日４便ありまして、

迎えに来る時間の１時間前までに電話で予約をいただくというような仕組みになっております。 

  現在の乗合率はですね、１.４６で、約２割が２人で相乗り、約１割が３人以上ということにな

っておりまして、７割の方が１人での利用というような現状でございます。事業は町内タクシー事

業者３社に委託をしておりまして、それぞれ北部・中部・南部のエリアを３か月ごとに入れ替えて、

それぞれの事業者の電話予約オペレーターが相乗りの調整をされておるような現状です。 

  対象エリアにつきましては、路線バスの利用が困難な高齢者・障がい者の移動手段を確保し、公

共交通における地域間格差の是正を図ることを目的に、令和２年４月に、町の北部・南部の全域化、

それから、大津東区への導入拡大を行いまして、一方、現在対象エリアに含まれていない高齢者や

障がい者の方は外出支援タクシーなどの福祉的な視点で支援を行うこととしております。 
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  ＡＩのデマンドタクシーにつきましては、先ほど議員のほうから御紹介がありましたように、荒

尾市が実施しているような事例もございます。 

  そういったＡＩの配車システムについては、それを活用することで、相乗りを前提としつつ複数

の予約をリアルタイムで効率的に配車することが可能となります。 

  町内の乗合タクシーにＡＩを導入することでオペレーターが不要となり、複数の予約に対して、

相乗りまでの最適なルートや効率的な配車が可能となりますけれども、導入に関しましては、先ほ

どいろんな課題があるということで、町長のほうが申し上げたとおりでございます。 

  したがって、まずは、実証運行を行いますまちなかバスの普及促進に併せて、乗合タクシーにつ

きましても通いの場などで高齢者を中心に積極的な情報発信を行うことで、乗合率の向上など、公

共交通サービスの推進を進めてまいりたいと思っております。 

  なお、ＡＩなどのデジタル技術につきましては、他の自治体の実証運行の状況などを広く情報収

集を行い、タクシー事業者とも協議を行いながら効果的・効率的な公共交通体系を構築していきた

いと考えております。 

○議 長（桐原則雄） 荒木俊彦議員。 

○１５番（荒木俊彦議員） 今年度から、１０月からはですね、まちなかエリアにおいてこの巡回バ

スが実証実験が始まるわけですから、もちろんその実証実験のですね、経過も見ながら検討すべき

だとは、私もそう思います。 

  しかしながら、今、答弁でありましたとおり、この公共交通の不便、実際はもう空白上京にある

ということはお認めになるかどうかちょっと確認をしたいと思います。 

  室小の周辺、それから日吉ヶ丘楽善、美咲野周辺、引水森周辺、路線バスを利用、多分便数が少

ないとまたバス停までとても歩けないという山坂の中ですね、この空白で超不便であるということ

はお認めになるかどうか、一つお答えいただきたいと思います。 

  それから、外出支援事業も確かにございます。大津町は割りとこの外出支援事業は割と充実して

いると思いますが、対象となる人は、自力で歩けないような、非常にちょっと障がいが結構重い方

でないとこれは事実上利用ができない、そういうことであります。高齢者であっても自分で歩ける

人はこの外出支援事業は対象外という、大多数の人は高齢者の方は対象外となって、実際は利用で

きないということを確認をしておきたいと思います。 

  それからですね、荒尾市のオンデマンド型乗合タクシーが３年目になったそうであります。おも

やいタクシーという名前であるそうですが、荒尾市がそうですね、この市内全域を対象にしたこう

したタクシー事業を始めたということは、対象者がやはり圧倒的に高齢者、もしくは障がいがある

方などが中心であります。荒尾市の教訓というのをちょっと調べてみましたら、市の担当者がです

ね、社会福祉協議会などと協力をして、高齢者の集まりとかあるところにですね、職員が出かけて

いって、ひざ詰めでどういう要望があるのかと。交通移動に対してどういう困りごとがあるのか。

恐らく徹底して話合いをして、１回聞いただけでということではなくてですね、定期的にこうした

社会福祉協議会などと合同して、ニーズをきちんとつかむと、このことを徹底してやられたという
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ことであります。 

  荒尾市でもいわゆるバス会社への補助金の増加が問題となっているわけであります。そして、ど

ういうふうに、輸送人員がどんどんバスになかなかみんな乗らないという状況があるということで

す。そんな中ですね、公共交通事業への補助金額の軽減には、効率的な公共交通サービスの提供だ

けでは不十分であると。こういう交通手段をやれば人が増えるんではないかというだけでは不十分

であって、ソフト対策であるモビリティの要望ですね、そうした調査をやることによって、利用者

確保、利用者が要するにタクシーを導入してもなるべく乗合でたくさん利用してもらわないと効果

が出ないということで、財政部局とですね、そういう町民のニーズを共有をして問題意識を持った

ということであります。 

  そこでもう１点お聞きしますけど、高齢者の方がこうした公共交通にとって一番困っていらっし

ゃることはもうだれもが認めるところだと思いますけど、今言ったように、地域に出かけていって、

実際当事者の方々のニーズをもっと徹底的に把握をすると。そういう努力が今求められているので

はないかということで、先ほどの件とその町民ニーズの把握について、２点について、再度お尋ね

をいたします。 

○議 長（桐原則雄） 藤本総務部長。 

○総務部長（藤本聖二） はい。２点御質問あったかなと思います。 

  まず１点目が、公共交通での不足エリアということで、先ほど説明をされたときに公共交通の不

足エリアということで説明があったかなというふうに思っております。今、これまでですね、公共

交通のあり方については、いろんな事業者等を中心とした公共交通会議という法定協議会で議論し

てきました。その中で政策として決定していくんですが、おっしゃいますように、その前段として

町民のニーズをどう把握しているかという話がございますので、先ほどの中心部と、いわゆる乗合

タクシーのエリアの狭間にあるいわゆる公共交通の不足エリアということで書いていらっしゃいま

したが、その方たちについては、いろんな意見を聞くような機会を設けたいと思います。その辺を

踏まえて、いろんな意見を聞く中でどういうふうな仕組みづくりができるかということで法定協で

ある公共交通会議の中に諮って政策決定をやっていきたいというふうに思っております。 

○議 長（桐原則雄） 荒木俊彦議員。 

○１５番（荒木俊彦議員） 今回、１０月から実証実験が始まりますまちなかエリア巡回バスルート

と、このことは、私も評価していると先ほど申し上げましたが、委員会の中でも意見がたくさんあ

りましたが、実際にこの不便な目にあっている人たち、住民の声がきちんと反映されてないんじゃ

ないかと。地域公共交通会議では、事業者、あるいはその関係者の意見だけが通って、実際に不便

を被っている町民の声が反映されていないのではないかという意見が多かったわけであります。そ

ういう意味でですね、今回の実証実験を契機に、公共交通の不便空白エリアに住んでおられる方々

の意見をですね、きちんと聞いてそれに答える政策が進むことを求めてですね、次の質問にまいり

たいと思います。 

  ３点目はですね、学校給食費の無償化について質問をいたします。 
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  学校給食費の無償化は、これまでも同僚議員が少なくとも６人給食費の無償化について質問がな

されているかと思います。もちろん、私も学校給食の完全無償化を理想としてそうなってほしいと

願ってはおりますが、いきなり完全無償化、あるいは町独自で完全無償化するというのは、かなり

難しいのかなというふうに思っておるところであります。 

  そこで、この質問では、お隣の菊陽町がですね、まず月１千円の給食費の援助を開始されました。

私はですね、子育て支援は後れを取ってはならないということで、今回質問をするわけであります

が、御承知のとおり、岸田政権がですね、異次元の少子化対策ということで、わあこれは異次元だ

から、今までとても政府がやろうとしなかったことが実現できるのではないかと淡い期待を持った

ところでありますが、実際は、財源が示されない。具体的な方策が示されないということで、本当

に非常に残念な少子化対策となっていると思います。 

  そこで、そういう中でですね、お隣の菊陽町が一部援助を始めたということであります。 

  そこで、まずお尋ねをしますが、保育の副食費、それから小学生・中学生の完全無償化の対象人

数と予算額はどのくらいになるかということをお尋ねをしたいと思います。 

  それから、菊陽町にならってですね、１人１千円、１か月ですね、補助をした場合の予算額は大

体どのくらい必要なのかと、そのことをちょっと明らかにしていただきたいと思いますので、お尋

ねをいたします。 

○議 長（桐原則雄） 金田町長。 

○町 長（金田英樹） 荒木議員の給食費の一部援助についての御質問にお答えをいたします。 

  趣旨としましては、無償化を前進させるべきじゃないかということと、月１千円の援助はそんな

に難しいことなのかということを踏まえて答弁させていただきます。 

  まず、給食費の無償化につきましては、少子高齢化が叫ばれるようになって久しい中、また、コ

ロナ禍で合計特殊出生率が、過去最低となったことで、このまま少子化が進めば、国の存続に関わ

る重大な危機に直面するとの認識に基づき異次元の少子化対策の中でも検討が明記され、国全体で

取り組んでいくべき課題の一つとして捉えられるようになりました。 

  町議会でも度々この問題を取り上げていただき、様々な形での御提案をいただいております。 

  給食費の無償化に関しましては、これまでの答弁の中で、私の考え方を述べさせていただいてい

るところですが、町の現状として、先日の議会全員協議会で新たな財政シミュレーションの材料を

お示ししましたけども、今後５年から１０年ほどだけを見ても、取り組まなければならない事業と

そのための財源の確保につきまして、大変厳しい状況が続くことが見込まれております。 

  その中でも、特に教育環境の整備につきましては、熊本地震からの復興等でこれまで先送りにさ

れてきた経緯もあり、厳しい財政事情といえども何とか財源を捻出しながら、子供たちに安全安心

で快適な教育環境を提供するために最優先で取り組まなければならない課題と認識をして進めてき

ました。 

  先ほど議員からも子育て支援は遅れをとってはならないというお話がありましたけども、こちら

に関しても、特に学校整備に関しまして、私の就任直後から建設計画、立て直しの計画を立てても
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らいまして、その手始めとして、本年度から大津中学校の大規模改修や護川小学校の屋根改修に着

手しております。一方。今後も南小学校や東小学校の建て替えあるいは大規模改修、さらにＪＡＳ

Ｍ進出の影響で想定される児童数の大幅な増加に伴う学校施設の増改築、給食センター自体の整備

等、学校関連施設の整備については着実に進めていかなければならないものと考えており、その財

源も必要であると認識をしております。 

  今回、荒木議員からお隣の菊陽町の事例を参考に、毎月１千円ずつを助成してはどうかというこ

とですが、本町で同様の助成を実施した場合、本年度５月の時点で小学生２千５０７人、中学生１

千２５７人が対象となり、年間で約４千万円の新たな財源が必要となります。 

  これに保育所等の副食費を含めて実施しますと対象者は８３６人で約１千万円となり、総額で約

５千万円超の財源が必要となります。 

  なお、御参考までにですが、給食費全額の無償化を想定しますと小・中学生の給食費分だけで年

間約１億８千万円、さらに副食費分を加えますと２億３千万円ほどの財源が必要となります。 

  もちろん、町の一般会計予算の総額からしますと月一人１千円の補助、年間５千万円の補助は意

思決定をし、議会の議決をいただければ実現は不可能ではないと考えておりますけども、当該予算

はすべての町の施策を実現するための財源でもありますので、そのためには施設の整備も含めて何

かしらの事業、あるいはサービスを取りやめるか、先送りにするかの基本的には２通りしかないと

いうふうに認識をしております。 

  もちろん町としましても、中長期的視点に立った企業誘致等による税収増、あるいは、ふるさと

納税の取組など、歳入の増加が交付税の減少につながらない方策による財源の確保も進めており一

定の成果も出ております。しかしながら、先に申し上げました様々な課題への取組を踏まえますと、

給食費及び副食費の一部無償化につきましては、現時点では、限りある財源を優先的に配分して取

り組める状況にはないものと考えております。 

  一方で、給食費を含む就学に係る費用の負担が困難な世帯への支援につきましては、これまでの

答弁でも申し上げておりますとおり、就学援助制度をプッシュ型で最大限活用しているところでご

ざいます。 

  また、本年度から町独自でスクールソーシャルワーカーを配置しておりますけども、保護者が抱

えている様々な問題の対応の中でそうした支援制度の活用を図っておるところでございます。 

  さらに、昨年度に引き続いて物価高騰のあおりを受けて値上がりがつづいている給食用の食材費

について、国からの交付金を財源として補助金を交付することで、保護者負担の軽減と給食の質を

落とさずに安定した給食の提供を継続できるよう取り組んでいるところであります。 

  今後とも異次元の少子化対策で検討される給食費無償化に関する国・県の動向を見極めながら、

町として可能な支援にしっかりと努めていきたいと考えております。 

なお、詳細につきましては、担当部長より説明をさせていただきます。 

○議 長（桐原則雄） 羽熊教育部長。 

○教育部長（羽熊幸治） それでは、私のほうから荒木議員の給食費の一部助成について御説明をさ
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せていただきます。 

  町長答弁にもありましたが、給食費の実質的無償化となります就学援助制度につきましては、令

和２年度の時点では３７０人でございました。それから、令和３年度、非課税世帯へのプッシュ型

案内通知の送付を始め令和３年度におきまして４６５人と約１００人増加し、令和４年度では４９

７件が認定されている状況です。 

  本年度、令和５年度の８月中旬時点でございますけども、４７３件が認定を受けられている状況

です。 

  こうしたことで、対象世帯の約８割以上の方が認定を受けられており、就学援助制度が着実に定

着していることが数字的にも裏付けられております。 

  また、本年度から町独自で配置しておりますスクールソーシャルワーカー等の活動により、困窮

されている世帯を取り残さない、よりきめ細かな支援につなげ、子供たちが安心して学校に通える

環境整備に引き続き取り組んでまいりたいと考えております。 

以上で説明を終わります。 

○議 長（桐原則雄） 荒木俊彦議員。 

○１５番（荒木俊彦議員） 資料３をお願いします。 

  給食費の無償化について、就学援助をきちんと徹底をするということで、プッシュ型で対象者に

対して就学援助で給食費の無償化が進んだことは大いに評価をいたしております。しかしながら、

就学援助の基準というのは、生活保護の基準でありまして、そのすれすれのところで漏れた人たち

こそ最も大変な経済的には負担が大きいということを言わなければならないと思います。進んだと

ころでは、生活保護基準の２割増しの水準までこうした就学援助を拡大しているんです。これまで

も求めてまいりましたけど、大津町はいまだに生活保護基準の１.０倍としか認めないということ

になされておりますので、その点はぜひ２割増しまで広げていただきたいと思います。 

  それから、菊陽町で１千円の補助ができたということで、これは比較をいたしました。かつては

大津と菊陽は張り合っていたわけですけど、もう現在では菊陽のほうが人口も多い、財政規模も大

きいということになってまいりましたが、しかし、財政力指数は大津が０.７６、菊陽が０.９７と

いうことで、菊陽が近々１を超すだろうと言われておりますが、しかしながら、財政力は大津町も

かつて１ぐらいの時がありましたけど、普通地方交付税が減らされますので、あまり大きな財政力

的メリットはないわけであります。そういう中でですね、一番下のいわゆる１４歳、中学３年生ま

で給食費を補助した場合、全員です。１か月１千円やった場合、大津町で６千５０９万円、菊陽町

で８千２０２万円と、大津町で言えば、ただいまの説明では約５千万円あれば月１千円の補助がで

きるということであります。決して、大津町でできない金額ではないということを言いたかったわ

けであります。 

  そういう意味でですね、学校の施設整備ももちろん大切ではありますけど、子供１人、小・中学

校までいきますと、大体５０万円ほど給食費の負担があるわけです。２人育ててれば約１００万円、

そういう意味でですね、少子化の原因がこうした経済的理由が一番大きいわけでありますので、菊
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陽町でできたこと、そして、大津町でも決して無理な財政ではないということを申し述べてですね、

引き続きこの問題をですね、実現できるよう私は追及をしてまいりたいと思います。 

これで私の質問を終わります。 

○議 長（桐原則雄） これで、本日の一般質問は終わりました。 

以上で、本日の日程は全部終了しました。 

本日はこれで散会します。 

お疲れさまでした。 

午後３時０４分 散会 
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議 事 日 程（第３号） 令和５年９月１３日（水） 午前１０時 開議 

 

    日程第１ 諸般の報告 

日程第２ 一般質問 

 

               午前１０時００分 開議 

○議 長（桐原則雄） 皆様、おはようございます。ただいまから、本日の会議を開きます。 

  なお、豊瀨和久議員及び財政課田邊係長より欠席の届けがあっておりますので御報告を申し上げ

ます。 

 

日程第１ 諸般の報告 

 

○議 長（桐原則雄） 日程第１ 諸般の報告をします。 

  本日の議事日程並びに報告内容は、議席に配付のとおりです。 

  本日は、６番から９番までの順で行います。 

  

日程第２ 一般質問 

 

○議 長（桐原則雄） 日程第２ 一般質問を行います。 

順番に発言を許します。 

大塚益雄議員。 

○５番（大塚益雄議員） 改めまして、皆さん、おはようございます。 

  議席ナンバー５番、大塚益雄です。まずもって、傍聴の方におかれましては、傍聴に来ていただ

き、大変ありがとうございます。 

  さて、通告に従いまして一般質問をいたします。本日は２問質問いたします。 

１つ目は、阿蘇熊本空港周辺地域の騒音対策についてです。 

  新熊本空港建設においては、当初、空港周辺の地元民への説明がない、また、空港ができれば騒

音などの被害を受けるなどの理由で反対運動もあったものの、阿蘇熊本空港は４６年４月に航空機

がジェット化して１日６往復便の就航化が開港しました。熊本の空に初めてジェット定期便が飛ん

だ日でもあると聞いております。 

  現在は国内線往復８０便、国際線往復週１６便が就航しております。 

  また、平成２８年度の年間の利用者数は国内線２９４万１千４２１人、国際線４万５千２６５人

の利用者数となっております。 

  また、経済面においても、観光面においても、熊本県の経済発展を後押ししてきました。年々便

数は増加しており、騒音も悪化している状況ではないでしょうか。私の知人がいる空港周辺地域、
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岩坂地区の方に騒音について確認をしましたところ離陸発着時においては騒音が発生し、会話がで

きない、テレビの音が聞こえない状況であると聞いております。空港機騒音による環境基準につい

て、熊本県ホームページによりますと、環境基準は地域の累計ごとに都道府県知事が指定されてお

ります。平成２９年度航空機騒音の環境基準については、常時監視地点、９地点において測定、場

所は熊本東区戸島西、戸島日向上公民館、菊陽町久保田、菊陽町曲手、大津町子育てセンター、益

城町古閑、西原村小森、菊陽町戸次、大津町森の９地点となっております。全地点環境基準は地域

累計１に当てはまるひたすら住居のようにさらされている地域、地域累計２に当てはまる累計１以

外の地域であって、通常の生活を保全する必要がある地域、いずれも達成されているとなっており

ます。しかし、前述したように、私たちの日常生活において会話ができない、テレビの音が聞こえ

ないという事象は誰もが経験していることではないでしょうか。 

  環境基準は達成している状況ではありますが、測定箇所が近隣周辺地域、下町、上町、中島、岩

坂地区等の調査もすべきと私は思います。 

  また、便数も年々増加していることと、飛行機も小型化しており、飛行航路も変化していること

から、再度調査すべきと私は思います。 

  今後も台湾、韓国、ベトナム便の増便計画を含めて、将来６００万人の乗客数を目指し、往復１

６０便、現在の倍になるということで聞いております。 

  空港の騒音対策で考えられるものとして、運用時間の厳守、現在は朝７時半から夜の９時３０分

となっております。しかし、年間７回から８回の運用時間が守られていないケースがあるようです。

また、着陸の料金体系に騒音の要素を追加する、住宅地方向への離陸を制限する、発着経路の高度

を引き上げて旋回する、騒音測定局の設置と結果報告を行う、防音工事の助成を行うなどが考えら

れます。大津町としても騒音についての対応と備えは今後最も重要と考えるわけです。 

  町長の所見を３点伺います。 

  騒音に対する規制及び現状の騒音の状況は。２つ目、騒音に対する苦情はあるのか。近隣地域の

協議会は実施されているのか。協議会の頻度は。３つ目、今後、便数も増加する中、騒音箇所の追

加と騒音再調査をすべきではないのか。空港周辺地域の測定箇所の追加はどうか。 

  以上、３点伺います。 

○議 長（桐原則雄） 金田町長。 

○町 長（金田英樹） おはようございます。大塚議員の熊本空港周辺地域の騒音対策についての質

問にお答えをいたします。 

  議員御指摘のとおり、県内では、半導体受託生産の世界最大手、ＴＳＭＣの進出などをきっかけ

に、半導体関連企業をはじめ工場・事業拠点の立地が加速をしております。 

  熊本空港では、旅客と貨物の両面で国際空港化に動いており、熊本と台湾では相互の国際交流が

活発になってきました。 

  熊本空港は、本年３月に「世界と地域に開かれた九州セントラルゲートウェイ」として新たなタ

ーミナルビルがオープンし、今月１日には、台湾のスターラックス航空が、熊本と台北を初めて結
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ぶ国際定期路線を週５便の往復で就航し、さらに、１０月末からの冬ダイヤでは週７往復の毎日運

航に増便することも発表されております。また、今月１８日にはチャイナエアラインも熊本-台北

線の週２往復の定期便を就航予定、さらに、１１月には香港の格安航空会社の香港エクスプレスが、

熊本・香港線の運航を週３往復での再開を予定しております。今年１月に再開した韓国ソウル線と

合わせると、３路線で４つの航空会社が国際線を運行することとなり、地域の活性化が期待する一

方、おっしゃるように、飛行機がたくさん飛ぶことによる影響は大きくなるものと思っております。 

  一方、熊本空港の航空便の増加に伴う騒音に対して、懸念をお持ちの住民の方がおられることも

認識しております。 

  航空機騒音につきましては、国は特定飛行場周辺において、航空機の騒音により生じる障害の防

止、頻繁に行われる離着陸の実施により生じる損失の補償のために、特定飛行場の設置者が講ずべ

き措置等を規定した、いわゆる航空機騒音防止法に基づき、騒音対策事業を実施しております。 

  また、熊本県は、昭和４９年度から熊本空港周辺の航空機騒音調査を始め、昭和５３年３月に熊

本空港周辺の熊本市、菊陽町、益城町、大津町及び西原村の一部地域について、航空機騒音に係る

環境基準の類型指定を行い、監視のために、現在７地点において常時騒音を測定しております。 

  大津町内の騒音測定局は、平成２２年４月から県に代わり国が測定を行っている「岩坂共同利用

施設局」、県が設置した「大津町子育て・健診センター局」、町が独自で設置した「大津町運動公

園局」の３か所があり、環境基準については３か所とも達成される状況にあります。 

  議員提案の騒音箇所の見直しと騒音調査をすべきではないかとの質問につきましては、熊本県及

び熊本市、大津町、菊陽町、西原村、益城町の職員並びに空港周辺市町村の推薦を受けた住民代表

をもって組織する阿蘇くまもと空港周辺環境整備協議会や、大津町内の飛行経路に関係する地域住

民の代表である１９の区長及び町並びに県で組織する空港周辺環境整備協議会大津町部会がありま

すので、その中で環境整備事業や騒音測定の在り方に対して、地域住民の要望及び意見の集約を行

い、国・県及び関係機関に対し要望していきます。 

  また、空港周辺では、益城町、西原村、菊陽町、大津町で空港周辺４カ町村というものをつくっ

ております。その中でも首長同士よくお話しするんですけども、その首長と空港を加えるかどうか

別にして、意見交換の場を設けまして、その騒音に止まらず、これからの空港の利活用の増進の状

況ですとか、それに対する影響度ですとか、そういった課題等も含めて話す場を設けてしっかり整

理していきながら、それも伝えて改善につなげたいというふうに思っております。 

詳細につきましては、担当部長から説明をさせていただきます。 

○議 長（桐原則雄） 木村住民生活部長。 

○住民生活部長（木村欣也） 皆さん、おはようございます。大塚議員の質問について御説明させて

いただきます。 

  まず、公共飛行場周辺における航空機騒音による障害の防止等に関する法律、いわゆる航空機騒

音防止法では、国管理空港である熊本空港の設置者は、航空機騒音防止法に基づき国土交通大臣が

定める第１種から第３種に区分された騒音対策区域内において、区分ごとに騒音対策事業を実施し
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ています。第１種区域では、住宅の防音工事に対する助成、第２種区域では、同区域外への移転補

償、土地の買入れ、第３種区域では、緩衝緑地帯の整備をすることとなっております。大津町では、

滑走路東側の岩坂の一部が住宅の防音工事対象となる第１種に該当していますが、その区域には住

宅は存在しておりません。 

  また、熊本県は、環境基本法第１６条第１項の規定に基づき、生活環境を保全し、人の健康の保

護に資するうえで維持されることが望ましい航空機騒音に係る環境基準を都市計画法上の用途地域

ごとに定めています。 

  第１類型に分類される第１種・第２種住居専用地域、田園住居地域、第１種・第２種中高層住居

専用地域の環境基準はＬｄｅｎ５７デシベル以下、第２類型に分類される第１種・第２種住居地域、

準住居地域、近隣商業地域、準工業地域等の環境基準はＬｄｅｎ６２デシベル以下となっておりま

す。 

  町内にある３つの測定箇所は、すべて第２類型の区分に該当し、３測点とも測定結果は、環境基

準のＬｄｅｎ６２デシベル以下となっております。 

  Ｌｄｅｎ、エル・ディー・イー・エヌとは、現在、国際的に主流になっている航空機騒音の指標

値で、デジタル技術を活用して、１回の騒音のエネルギーの大きさを、騒音の強度、継続時間など

の積分により算出、評価を行う方式になり、飛行騒音だけでなく地上騒音も評価しております。 

  航空機は、昭和４０年代から５０年代の音が大きかったエンジンは改良され、低騒音型となって

おり、このエンジンを搭載した国内線中型航空機が就航することになって、熊本空港をはじめ各空

港の航空機騒音は大幅に改善されてきていますが、大津町中南部、特に空港周辺では、天候などの

条件によっては現在も支障を来しているようです。 

  そこで、今年は６月の阿蘇くまもと空港周辺環境整備協議会大津町部会の開催に加え、８月に町

部会の役員と県、熊本空港との意見交換も行い、騒音の現状を伝え、運行経路の工夫などを要望し

たところです。 

  町としましても、熊本空港周辺の他の市町村との連携も行いながら、引き続き、騒音被害の実情

と地域住民の意見を国・県及び関係機関に対して、しっかり伝えていきたいと考えております。 

以上で説明を終わります。 

○議 長（桐原則雄） 大塚益雄議員。 

○５番（大塚益雄議員） 再度お聞きします。 

  騒音に対する駆除と、また、協議会の頻度ですかね、この辺りの説明をちょっとお願いします。 

○議 長（桐原則雄） 木村住民生活部長。 

○住民生活部長（木村欣也） 大塚議員の再質問にお答えします。 

  まず、空港の協議会関係の頻度ですけど、令和３年度が大津部会、ミーティング部会それぞれ１

回、令和４年度が空港整備協議会を１回、大津部会、ミーティング部会をそれぞれ１回、令和５年

度は、現在、大津部会を１回とミーティングを１回行っております。 

  コロナ関係で令和２年度以降ですかね、部会のほうは若干少なくなってきております。 
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  それと騒音に対する苦情についてですが、空港周辺環境整備協議会では、大津町のほうからはで

すね、住民の代表として地元の意見としてですね、騒音に対しての要望はあっております。しかし

ながら、ほかの町村からはですね、やはり飛行機の航路の関係上もあって、あまり上がってない状

況です。 

  以上で再質問にお答えします。 

○議 長（桐原則雄） 大塚益雄議員。 

○５番（大塚益雄議員） 問題があればですね、要望なり、協議会への意見具申はですね、どしどし

代表が言わないと住民は出れませんのでよろしくお願いしときます。 

  また、空港運営会社の調査報告では、飛行機は原則風上に向かって離陸するのが普通です。阿蘇

くまもと空港の気象、自然状況からして、最近のデータでは、東の方向、大津町の方向に向かって

離陸するのが７割から８割になっております。よって、一番影響を受けているのは大津町ですので、

大津町職員と関係者は本腰を入れて取り組む必要があると私は思います。 

  また、特に阿蘇くまもと空港運用時間の厳守については、規則が守られていない部分があるとい

うことですので、規則を守るよう強く厳守していただきたい。 

  また、騒音については、昼と夜とでは大きく異なるわけですね。そういうことでよろしくお願い

します。 

  そして、熊本県、地元住民との約束でもあるわけですので、緊急事態以外は厳守すること。 

  また、もう一つですね、補助金の在り方も時代の変化とともに、検討、見直しをしてほしいと思

います。 

  今の問題を一つ一つ解決していかないと、今後の発展は絶対ありませんので、よろしくお願いし

ます。 

  質問は、空港運用時間の厳守についてですね、規則を守るよう監視すること。こういったことと、

補助金の在り方ですね、この補助金の在り方も時代とともに変わっておりますので、県と見直しを

してほしいということでの内容です。 

○議 長（桐原則雄） 木村住民生活部長。 

○住民生活部長（木村欣也） 大塚議員の再々質問に御説明します。 

  今後、熊本県を中心として半導体産業が集積される中、阿蘇くまもと空港は、ビジネスのみなら

ず、観光面でも需要が伸びてくると考えられますので、町としましても地域住民の皆様の実情や要

望は把握しておりますので、地域と空港の共存・共栄のために、空港周辺環境整備協議会におきま

して、空港に関する諸問題の一つとしてしっかりと協議していきたいと思います。 

  また、空港支援機構から熊本国際空港株式会社に引き継がれました助成事業等につきましても、

地域住民の意向を尊重し、要望等を国・県及び関係機関に対しまして、しっかりと伝えてまいりた

いと思います。 

○議 長（桐原則雄） 大塚益雄議員。 

○５番（大塚益雄議員） しっかり伝えていただきたいと思います。 
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  周辺住民の安全・安心を確保するには、行政として重要な役割だと思います。大津町が他市町村

と連携し、率先してよりよい騒音対策を取り組むべきだと申し上げ、次の質問に移ります。 

  次に、災害を起こしかねない水路の点検整備について質問いたします。 

  一口で水路といっても大津町には様々な形態をしています。歴史的な産物であり、今も大津町の

水田９００ヘクタール以上を養っている上井手、そして下井手、これらの水路は、大雨の際は白川

の取水口を閉じても周辺地域の宅地化により非常に危険な状態になり、確か昭和５７年だったと思

いますが、越水し、町内に水害をもたらしております。これらの幹線的な水路の整備は、こういっ

た復旧工事が行われるとともに、大規模な改修と改善が行われてきました。 

  圃場整備が行われた水路については、用水と排水が分離し、管理しやすくなっており、各土地改

良区で管理されております。 

  また、農家の皆さんも大雨の時には、止水と排水を調整して大きな土手ぐえがないようにそれぞ

れが工夫して管理されていると思います。 

  さて、私が今回質問いたしますのは、室地区クローバー歯科医院の南側水路に象徴されるような

水路のことですが、地域の方から相談があったものであり、内容は過去において側溝の上部の端に

ごみが詰まり水路の水が道路周辺と宅地内にあふれ出し、大変な思いをしたところであり、地域の

皆様が大雨のたびに心配されるところでもあります。 

  現地の写真をお願いします。 

  これが現状のクローバー歯科裏の水路の現状です。赤でかかっているところが水路の上にかかっ

ている橋であります。右のほうが東側で上流です。赤の橋の西側が左側の水路ということで見てく

ださい。 

  現状をみますと、土が堆積し、雑草が生え、維持管理されている様子はうかがえません。恐らく

この水路の下流は、宅地開発や商業施設等により田んぼがなくなっているか、ごくわずかになり、

土地改良区の管理範囲ではないのではないかと思うわけです。思うに、大津町には都市化とともに、

上井手から国道５７号線バイパスまでの区間にこういった箇所がありはしないか。また、畑地帯の

宅地でも昔からの水路が、いわゆる悪水脇となり、町民の皆さんの命と財産を脅かす箇所がありは

しないか。町として点検し、整備する必要があると私は思いますが、過去に点検の結果があるのか。

また、その整備についてはどのように対処されているのか、町長の所見を２点伺います。 

  １つ目は、本町が管理している水路の点検はいつ実施しているのか。 

  また、点検の調査結果と状況はどうなっているのか。 

  ２つ目、水路の整備はどのように対処されているのか。今後の計画はあるのか。 

  以上、２点を伺います。 

○議 長（桐原則雄） 金田町長。 

○町 長（金田英樹） 大塚議員の２点目の質問にお答えいたします。 

  大津町中心部を流れる大きな農業用水路は、白川から取水される上井手になります。上井手は約

４００年前に加藤清正が築造した歴史ある土地改良施設であり、一級河川白川から取水し、灌漑用
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水路として、延長１３.４キロを有しております。上井手の完成により大津町の農業基盤は確立さ

れ、農業の発展に貢献した歴史的価値のある農業用水施設です。上井手を含めた農業用排水路の管

理につきましては、主におおきく土地改良区が維持管理をしております。また、熊本県が国の補助

を活用しながら改修工事を行っている状況です。 

  今回、御指摘の農業用水路につきましては、上井手から国道５７号南の農地へ水を供給する支線

水路の一つであり、周辺の宅地開発により雨水が浸透せずに農業用水路に流れ込むことで流量が増

加しているような状況であります。特に灌漑期では、そもそも用水量が多い時期とも重なりますの

で、水路管理者のおおきく土地改良区により、取水ゲート閉じるなど連携した対応を行っていると

ころです。数十年前であれば、室地域でも農地が広がり地元農業者が土砂浚渫や除草作業などの維

持管理を行われておりましたが、近年特に町中心部では農地が急激に減ったことにより、営農者も

少なくなりまして水路管理が困難な場所も発生しております。 

  水路の安全点検につきましては、地元消防団からの危険個所の要望に応じ、年に１回梅雨前の時

期に町と警察や消防団が合同で点検を行っています。また、おおきく土地改良区におきましても農

業用水路の維持管理において見回りと点検を行っています。町の開発も加速しておりますので今後

も状況の迅速かつ正確な把握に努めるとともに現地の状況により危険性の高い場所につきましては、

浚渫に向けた協議を進めていきます。 

詳細については、担当部長から説明させていただきます。 

○議 長（桐原則雄） 村山産業振興部長。 

○産業振興部長（村山龍一） おはようございます。大塚議員の御質問について御説明いたします。 

  町中心部の上井手につきましては、宅地化が進み、宅地や道路から上井手水路への流入量が増加

しており、おおきく土地改良区が主体で管理しております。また、熊本県が国の補助を受け、農業

生産の基礎となる農業用水の確保、農地排水の改良を図るため、平成２０年から２５年までに、総

事業費１０億３千２００万円、護岸整備３千６９７メーターを整備しております。 

  上井手から国道５７号南側に広がる農地への農業用水につきましては、多くの支線水路があり、

場所によっては水路幅が狭い箇所もあります。大雨時には取水ゲートを閉じるなど対策を行ってい

ますが、宅地化が進み以前より多くの雨水が流れ込んでくる状況です。農業用水路の見回りにより

危険性が高い場所については、おおきく土地改良区と連携し、必要に応じて改修工事や浚渫を行っ

てまいります。今後とも上井手、下井手の歴史的景観の維持と農業用水路の適正管理に努めてまい

ります。 

以上で説明を終わります。 

○議 長（桐原則雄） 西岡都市整備部長併任工業用水道課長。 

○都市整備部長併任工業用水道課長（西岡多津朗） おはようございます。大塚議員の質問について

御説明いたします。 

私の方からは、農業用水以外の一般の水路管理について御説明いたします。 

  まず、広い意味での水路である河川管理は、１級河川の白川や矢護川については熊本県が管理し
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ております。定期的に土砂の浚渫等の維持管理が行われております。 

  町が管理する河川であります平川、東山川、堀ヶ谷川については、財源的に有利な緊急浚渫事業

債を活用しまして浚渫作業を継続しております。今年度も引き続き平川と、新規で大谷川の浚渫を

行っていきます。 

  また、農地が宅地開発により宅地になることで、それまで農業用水として利用されていた水路が

使われなくなり、農家等による維持管理がされなくなった水路が昨今増えております。これらの水

路には、土砂がたまり草木が生えたり、ごみが詰まりやすくなったりする場合がみられます。開発

の段階で隣接する水路にこれらの懸念が想定される場合には、開発申請者に水路の法面等の維持管

理についての対策をお願いしているところでございます。 

  また、新興住宅地の中を流れる水路の管理は大変難しいものがありまして、役場にごみや水路に

生えた草木等の撤去等の依頼が寄せられます。それについても対応している状況でございます。そ

れらの箇所につきましては、職員の見回り、業者、関係機関との情報等を共有しまして状況を把握

し、早急に対応できるようにしているところでございます。 

  説明は以上になります。 

○議 長（桐原則雄） 大塚益雄議員。 

○５番（大塚益雄議員） 危険と思われるところですので、住民も心配されるところでもありますの

で、早急に対策を考えてほしいと思います。 

  あわせて、岩坂区の阿原目地区の北側の北側水路など白川と合流する地点は白川からの押水で親

水などの被害が起きております。こうした大規模な改修を行う事業については、今後どのように対

処していくのか伺います。 

○議 長（桐原則雄） 西岡都市整備部長併任工業用水道課長。 

○都市整備部長併任工業用水道課長（西岡多津朗） 大塚議員の再質問にお答えいたします。 

  確かに岩坂阿原目地区の北側の水路の白川と合流する地点は、白川からの押水で浸水などの被害

が確かに起きております。熊本県のほうでですね、阿原目から日暮橋付近を毎年熊本県のほうが浚

渫等を行い、適切な維持管理に努めているというふうに聞いております。毎年１回されているとい

うふうに聞いております。 

  説明は以上になります。 

○議 長（桐原則雄） 大塚益雄議員。 

○５番（大塚益雄議員） 最後に、何よりも住民の財産と安全を第一に守ることを優先し、より安全

で住みやすい大津町を目指して住民の皆さんの現状を踏まえた危険箇所のさらなる点検と早急な対

策を行うべきと申し上げて、私の一般質問を終わります。 

○議 長（桐原則雄） しばらく休憩します。１０時５０分より再開します。 

午前１０時３６分 休憩 

△ 

午前１０時５０分 再開 
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○議 長（桐原則雄） 休憩前に引き続き、会議を開きます。 

  山部良二議員。 

○７番（山部良二議員） おはようございます。本日は、忙しい中、議会傍聴にお越しいただき誠に

ありがとうございます。 

  それでは、通告に従い、議席番号７番、山部良二が一般質問を始めます。 

  １点目の通学路の安全対策についてですが、全国的に通学途中での児童の交通事故が相次いでお

り、先日も大津高校の生徒が事故に遭うという痛ましい事象がありました。１日も早い回復をお祈

りするばかりです。 

  また、ＪＡＳＭの進出などにより、交通量も増加していることから、さらなる通学路の安全確保

に向けた着実かつ効果的な取組が必要ではないでしょうか。 

  隣町の菊陽町では、７月にＪＡＳＭや関連企業の進出により子供たちの安全が脅かされるとして、

緊急的に通学路の安全状況を調べています。もちろん、大津町と同じく通学路交通安全プログラム

に沿って年度末に合同点検の結果を公表しています。今回、さらなる緊急的な調査を行ったわけで

す。その結果、町内のほとんどの小学校で通学路が交通量が増加した危険箇所があると教育委員会

に報告していたことが明らかになっております。危険箇所として報告された数は、合わせて３９か

所でしたが、現在は保護者の関心が高まった結果か、危険箇所が７１か所に増加しており、中には、

午前７時過ぎから小学校前の道路が渋滞する学校もあり、左折する車と登校中の児童がぶつかりそ

うになったり、下校中の児童が横断歩道を渡っていた際に、車と接触したケースもあり、教育委員

会では、これから県、警察などと協議して対策を急ぐそうです。 

  大津町でも通学路交通安全プログラムに沿って合同点検が実施されているのは承知していますが、

把握していない危険箇所があるのではないでしょうか。 

  資料１を見ていただいてよろしいでしょうか。 

  これは室地区の方から御相談いただいたのですが、町道三吉原北出口線沿いのドラッグストアか

ら室の新興住宅地までのスクールゾーンです。今後ですね、歩道ができることは確認しております

が、今はですね、写真を見て分かるとおりですね、１０メーター手前からではですね、この巣スク

ールゾーンという標識が全く見えていません。実際に見えるのは、２メーター手前付近となってお

り、これは非常に危険であり、何より子供たちが通学路を歩くことが困難ではないでしょうか。 

  また、菊陽町では、自転車通学中の高校生が雑草に車輪を取られ、転倒してけがをするという事

故も発生しております。本当これから多くの通学路で小・中・高の子供たちが危険にさらされるの

ではないでしょうか。 

  次に、資料２を見ていただいてよろしいでしょうか。 

  こちらの写真は、美咲野から大津北中までの通学路ですが、美咲野地区の方ら子供たちが通学し

ている通学路がこのような状況では非常に不安だという声をいただきました。美咲野から北中まで

歩いてみたのですが、その他にも樹木の根による歩道の盛り上がりや花壇のブロックの破損等が随

所に見られております。これでは保護者が不安に思うのは必然ではないでしょうか。 
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  資料３を見ていただいてよろしいでしょうか。 

  こちらは緑ヶ丘区の方から御相談いただいたのですが、左側の写真は緑ヶ丘区から美咲野１丁目

公園を通る町道ですが、車１台通るのがやっとの状況です。この道を左折すると通学路でもある、

子供の命を守る交互作のある美咲野１丁目公園の前の町道ですが、他の公園と違い歩道がなく、公

園から通勤時間帯には交通量のある町道に接するという特殊性があります。また、見通しも悪く、

子供たちの飛び出しが危惧され、あわや事故という事象もあったため、当時の区長や地域の方々か

らの御要望もあり、実現しています。ですが、緑ヶ丘地区の人口、交通量の増加により、非常に危

険なルートであることは変わりません。もちろん子供たちは緑ヶ丘側から公園を通るルートもあり、

普段は日常的に使用できますが、しかし、町担当者からは公園は不審者が出るので危険という説明

があったそうです。子供たちは通学時にはこの道路を通るしかなく、非常に危険であることから、

道路の拡張等の対策が必須ではないでしょうか。 

  次に、右の写真を見ていただいてよろしいでしょうか。 

  朝の通学時は、集団登校するため通ることはないのですが、帰りは個別に帰るため、子供たちが

この道路を下校しており、車の通行時や大雨の際には、子供たちにとって危険な状況が続いている

のではないでしょうか。 

  また、緑ヶ丘区は、近年人口増加により後迫区から分離してできた区であり、また、ＪＡＳＭ関

連かどうかは定かではございませんが、外国人の方のための３階建てアパート３棟の建設が始まっ

ています。その他にも宅地造成が大きく進んでおり、子供たちが通る町道の安全確保は喫緊の課題

であり、新たな町道整備計画が必要になってくるのではないでしょうか。 

  そして、今、不審者情報が多く入っていますし、やはり通学路に防犯カメラの設置が必要であり、

また、交通事故等があった場合などの確認に今後防犯カメラの必要性が増すのではないかと考えて

おります。 

  以上を踏まえ、３点お伺いいたします。 

  登下校中の子供を守る通学路見守りカメラの設置を提案します。 

  街路樹により歩道の盛り上がりや段差が生じている危険箇所の補修が必要ではないか。 

  ３、各学校において、児童生徒に対し、指導や校区の危険箇所における注意すべきポイントにつ

いて、保護者や地域ボランティア等が共通理解を図り、交通安全確保の取組を推進していく必要が

あるとともに、交通安全プログラムにおける合同点検位置以外の危険箇所の把握も必要ではないで

しょうか。 

○議 長（桐原則雄） 金田町長。 

○町 長（金田英樹） 山部議員の通学路の安全対策についての質問にお答えをいたします。 

  まず最初に、通学路などの安全確保に向けた取組を御紹介します。 

  大津警察署生活安全課内にあります、大津地区防犯協会では、令和元年度から地域の防犯や見守

り活動を目的として、大津町・菊陽町・西原村の３町村内の各地区や事業者、学校などを対象に防

犯カメラ設置事業を実施しております。毎年募集案内を８月号の広報紙やホームページなどに掲載
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し、１０団体近くの申請がありますが、大津警察署と防犯協会での審査を得て、採択された５団体

に対し、５０万円を限度に補助金を支出しております。この事業を利用し、現在まで２０か所に防

犯カメラが設置されておりますので、地域と学校等が連携しながら通学路を含めた防犯カメラの有

効活用を行い、地域、学校、警察が一体となった通学路の見守りに努めていきたいと考えておりま

す。 

  次に、議員が御指摘される美咲野地区から楽善地区への町道三吉原北出口線の歩道については、

街路樹の根が張って、塗装を持ち上げて通行者に支障が出ている状況です。そこで、本議会で補正

予算の承認をいただいて、本年度から次年度にかけて歩道再整備を行い、通行者の安全確保を図っ

ていく計画であります。 

  また、学校関係で保護者や地域ボランティアで把握できていない危険箇所については、警察や地

元消防団と情報共有して、危険箇所の把握を行うようにしております。 

  また、現在実施中の交通量調査におきましても、交通渋滞の解消に止まらず、安全面等にも含め

て検討を進めていきたいというふうに考えております。 

  その他、直接防災交通課や建設課、教育委員会へ区長の皆様や保護者の皆様から連絡がある場合

があります。また、現在はスマホで道路、側溝の不具合などを住民の方から直接お知らせしていた

だけるシステムも導入し、様々な手段で町の方から報告をいただける体制を構築しており、その情

報については、関係部署と情報共有しながら対応しておるところです。 

  詳細につきましては、担当部長から説明をさせていただきます。 

○議 長（桐原則雄） 吉良教育長。 

○教育長（吉良智恵美） おはようございます。山部議員の通学路の安全対策について、私からは３

の交通安全プログラムの実施状況につきましてお答えさせていただきます。 

  大津町におきましては、菊陽町へのＪＡＳＭの進出や関連工場の大津町進出、それに伴う交通量

の増加などが発生し、通学路の安全確保の取組がより一層必要になってきているところです。交通

安全プログラムにつきましては、今年度、学校関係者、道路管理者や警察、町関係機関との合同点

検を実施予定でありまして、現在、準備を進めているところです。 

  大津町の交通安全プログラムは、平成２７年度に策定しております。当初は、緊急の場合を除い

て２年に１度の合同点検を実施しておりましたけれども、近年の社会情勢や交通安全のさらなる取

組としまして、令和３年度からは毎年関係機関との合同点検を実施し、必要な対応をしているとこ

ろです。 

  議員御指摘のとおり、ＪＡＳＭの本格稼働に向けて、交通量も大幅に増加してきておりますので、

児童生徒の通学路等につきましては、この安全プログラムを通じて関係機関とさらなる連携と充実

を進めてまいります。 

  また、この合同点検の結果は、今後も学校を通じて保護者や地域の皆様と情報共有を進めてまい

ります。 

  交通安全プログラム以外の危険箇所につきましては、先ほど町長からも御説明がありましたよう
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に、道路管理者や役場関係者との情報共有と連携を図り、解決に向けた取組を進めてまいります。 

  なお、詳細につきましては、担当部長より説明させていただきます。 

○議 長（桐原則雄） 西岡都市整備部長併任工業用水道課長。 

○都市整備部長併任工業用水道課長（西岡多津朗） 私のほうからは、歩道の補修の件と交通安全プ

ログラムにおける合同点検以外の危険箇所への対応について御説明させていただきます。 

  町長からもありましたとおり、本年度の補正予算において歩道の再整備をしたいというふうに考

えているところでございます。特に桜などの高木樹は根が張っている箇所を切って除根し、歩道道

路境界ブロック、歩車道境界ブロックの一時撤去、再設置、舗装のし直しを行います。本年度は、

楽善交差点から東へ延長約６００メートルの１０か所を予定しております。次年度以降も美咲野地

区へ向かって約１，８００メートル区間の歩道再整備を予定しておるところでございます。ただし、

除根次第ではですね、高木のバランスが崩れてしまう可能性がありますので、その際は高木自体の

撤去も考えているところでございます。 

  次に、交通安全プログラムにおける合同点検以外の危険箇所の把握についてですけど、毎年警察

署と消防団と町合同で危険箇所の現地調査を行っております。通学路等の危険箇所の把握に努めて

おります。防災交通課や建設課で対応できる案件につきましては、情報を共有しながらそれぞれ対

応をしていっているところでございます。毎年、町道等の維持管理のために建設業者と建設業者と

委託を契約しておりまして、町内のパトロールを行っております。道路のポコ、いわゆるポットホ

ールですね。ここが倒木等の対応や雑草等で道路が覆われている箇所についても除草等の対応をし

てもらっているところでございます。 

  御指摘がありました、ドラッグストアから北側の町道工業団地線沿いの民地から雑草が伸びて、

通学路が通りづらくなっている箇所についてですが、地元の歩道整備要望を受けまして、道路改良

のため、今年度測量設計を行っている路線になります。 

  先日、用地立ち合いを行いまして、地権者のほうに雑草管理依頼を行ったところでございます。

現在ですね、地権者のほうから伐採をしていただいて終了をしているところでございます。 

  次年度には用地取得を行いまして、補助事業採択次第、工事着工していきたいというふうに考え

ているところでございます。 

  また、スマホを使って道路や側溝などの不具合を通報できるシステムを導入しております。住民

の方々から道路の穴ポコや歩道の不具合等の報告がきて、現状把握ができるようになっております。

システム導入から２年間で約１２０件の報告があっております。早急に対応することにより、未然

の事故防止に努めております。対応の件数は１０２件となっております。測量設計等で一部着手も

含めまして対応中のものが６件あります。その他、熊本県やその他の機関に引き継いだ案件もあり

ます。 

  また、危険箇所につきましては、各所より情報が入りますが。道路等を整備する際には、交通安

全プログラムに搭載されると国庫補助対策に認定しやすくなりますので、状況等により可能な限り

登載できるように調整しております。 
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  今後も教育部局と連携をしながら、住民の安心安全の確保に努めていきたいと思っております。 

  以上になります。 

○議 長（桐原則雄） 羽熊教育部長。 

○教育部長（羽熊幸治） おはようございます。私のほうからは今年度の交通安全プログラムの取組

状況について御説明をさせていただきます。 

  今年度、大津町交通安全プログラムにおきましては、６月に各小・中学校において各校区の危険

箇所調査についてお願いをしたところ、約６０か所の危険箇所の調査要望の提出がありました。現

在、その中から合同点検が必要と思われる箇所の振り分けを行い、９月中には合同点検を実施する

準備を進めているところです。 

  また、合同点検を待たずに関係機関で対応が可能な箇所については、速やかに対応する箇所とし

て振り分けをさせていただいております。 

  合同点検後は、各関係機関でどのような対応ができるかを検討いただき、１１月頃、関係機関と

対応策の調整会議を開催し、対応内容の確認を行ってまいります。 

  また、年明けには、町ホームページのほうに合同点検の結果や対応策などを調整してとりまとめ、

年度末までには最新の対応策をホームページに公開するスケジュールで進めてまいります。 

  先ほど都市整備部長からも説明ございましたように、合同点検以外の要望箇所につきましても、

役場担当課と、関係機関と連携、情報を共有しながら通学路の安全確保に努めてまいります。 

  以上で説明を終わります。 

○議 長（桐原則雄） 山部良二議員。 

○７番（山部良二議員） 再度お伺いいたします。 

  えっとですね、今、美咲野地区、それと室地区の対応はお聞きしたのですが、緑ヶ丘区の危険な

通学路の答えがちょっともらっていないのが一つと。 

あと、その合同点検をされるということですので、その際にですね、やはり保護者と子供たち

にもどこが危ないとかそういうのをちゃんと聞くべきではないかと思いますので、その点について、

再度お伺いいたします。 

○議 長（桐原則雄） 西岡都市整備部長併任工業用水道課長。 

○都市整備部長併任工業用水道課長（西岡多津朗） 山部議員の再質問にお答えしたいと思います。 

  緑ヶ丘のところにつきましてはですね、状況を確認しまして、対応できる路面の表示とか、そう

いうのでも対応できるんであればそういうこともやっていければというふうには思っているところ

ですので、まず、現地を確認して、何が一番適切になるのかというのをちょっと確認したいという

ふうに考えているところでございます。 

  合同点検につきましては、先ほど羽熊部長のほうからも話がありましたように、言われるとおり、

保護者の方、できれば通学をしている子供さんたちとも話をしながらやっていければというふうに

考えているところでございます。 

○議 長（桐原則雄） 羽熊教育部長。 
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○教育部長（羽熊幸治） 山部議員の再質問のほうで、合同点検の際にも保護者や子供たちの意見を

ですね、聞くような形でということでの質問についてお答えいたします。 

  今現在、先ほどもちょっと説明を申し上げましたが、学校長、それからＰＴＡ会長等に依頼をか

けてですね、この調査を実施しております。ただ十分こうＰＴＡも各保護者、末端までこう周知が

できていない部分もあるかもしれませんが、今後はその辺もですね、しっかりこう交通安全プログ

ラムの周知を図っていって、内容の充実を図っていきたいと思います。また、あわせて、子供たち

の意見あたりもですね、学校のほうで聴取しながらその意見を反映させていきたいと考えておりま

す。 

  よろしくお願いします。 

○議 長（桐原則雄） 山部良二議員。 

○７番（山部良二議員） はい。えっとですね、町道歩道の整備がこれから進むということで、本当

に関係者の皆様には本当ありがたいという気持ちでいっぱいです。 

  それでは、２点目のいじめ対策について伺いいたします。 

  東洋経済の記事にこのような特集がありました。海外に比べいじめが増えている日本、決定的に

欠けているエビデンスの視点、その中で、欧米で成功しているのはいじめ予防の８割は傍観者教育

だそうです。 

  資料４を見ていただいてよろしいでしょうか。 

  これは文科省の令和３年度児童生徒の問題行動・不登校等生徒指導上の諸課題に関する調査結果

ですが、小・中・高等学校及び特別支援学校におけるいじめの認知件数は、このグラフを見えると

おり、６１万５千３５１件と過去最多を記録しております。また、重大事態の発生件数は７０５件

あり、いじめを苦にした自殺の重大事態も後を絶たない。また、いじめに対して学校はどう対処す

べきか。未然に防ぐことができるのか。教員の経験則に頼るのではなく、科学的に裏付けされた成

功例確率の高い手法を取り入れるべきではないでしょうか。子どもの発達科学研究所所長の和久田

氏によりますと、特に重大事態の件数が７０５件と、前回調査から３７％増えている点から深刻な

状況であると指摘があり、また、海外の現状については、いじめの研究が進んでおり、例えば、ア

メリカでは、学校の銃乱射事件を背景にいじめの問題が隠れていることが多いことから、予防策が

熱心に研究されてきました。 

  資料５を見ていただいてよろしいでしょうか。 

  これは柏市の資料ですが、複数の研究でいじめには８割の傍観者がいることが分かっています。

例えば、１９９０年代のカナダの研究では、いじめ事案の８５％に傍観者が存在し、その内の７

４％は積極的支持で、２３％は暗黙的支持ですが、実は傍観者の８割がいじめを嫌だと感じており、

さらには１３％の傍観者が勇気を振り絞りいじめを止めようとしたところ、５７％のいじめが数秒

以内に止まったといいます。また、教員がいじめの現場にいたケースは１３％と、教員が見つける

のは難しいことも明らかです。いじめを見つける努力をするよりも、日ごろからいじめに関する正

しい知識や行動を教えるほうが子供が傷つく機会ははるかに減らせると和久田氏はおっしゃってお
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ります。 

  また、いじめは被害者だけではなく、加害者や傍観者にも大きな影響があることが、様々な研究

結果で明らかになっているそうです。いじめの被害者の場合、自己肯定感の低下や不登校になるこ

とで学力や社会的能力が下がるほか、不安、抑うつなどの身体的特徴や後でＰＴＳＤを発症するな

ど、長く影響することが分かっています。 

  一方、加害者は反社会的人格障がいになるリスクでそうでないものの、４倍という調査結果もあ

り、また、傍観者も被害者と同様に、心理的苦痛を受けており、いじめの被害や目撃は災害よりも

深刻でいじめが起きているだけではなく、その後の人生にも影響を与えるとされています。 

  そんな中、大阪府吹田市では、令和２年よりいじめのない学校づくりを教育ビジョンに掲げ、い

じめ予防推進事業を実施してきました。そんな中で、同市の教育委員会はいじめの調査と予防を目

的に、子どもの発達研究所が開発したいじめ予防プログラム、トリプルチェンジを採用しています。

トリプルチェンジとは、いじめが起きにくい学校をつくるための３つの変化を子供たちと一緒に起

こしていこうとするもので、ファーストチェンジは、間違った考え方、これをシンキングエラーと

いいます。や思い込みを正しい知識に変える。そして、セカンドチェンジは、いじめに直面した時、

どう対応していいのかを考え、実行する。サードチェンジは、すべての人にとって居心地のよい集

団に変えるというものです。 

  このように、いじめと学校風土の関連を可視化する学校風土いじめ調査やいじめ予防プログラム

によるエビデンスに基づく実践的な予防と効果的な介入ができる支援を大津町でも始める必要があ

るのではないでしょうか。 

  町の見解をお伺いいたします。 

○議 長（桐原則雄） 吉良教育長。 

○教育長（吉良智恵美） 山部議員のいじめ対策についての御質問にお答えいたします。 

  議員御指摘のとおり、文部科学省の調査によりますと、令和３年度のいじめの認知件数は過去最

多の記録となっております。その中で、令和３年度調査時におきましては、既に解消しているもの

が８０％あり、残りは解決に向けての取組中のものでした。 

  議員からも先ほどありましたように、いじめは一人一人の子供が自分らしくあることを否定し、

時にはその命さえ奪ってしまう人権侵害行為であり、絶対に許されないことであります。 

  学校教育におきましては、成長の過程にある子供たちにとっていじめはどの子供にも起こり得る

ことであり、かつ、１人の子供がいじめをする側にも、される側にもなり得るという認識のもと、

系統的、計画的に人権教育や道徳教育等を通して、子供たち自身が互いの違いを認め合うこと、お

かしいことに対して声を上げることなどの教育を行っております。 

  本町においても、今年度４月から３件、いじめ事案が報告されています。各学校における対応を

通して、いじめの行為は解消していますけれども、関係する児童生徒につきましては、継続的に、

見守り中でございます。 

  本町におけるいじめに係る人権学習の中では、いじめを見て見ぬふりをする傍観者は、いじめる
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側に入ってしまうのだという視点で授業を実施しており、その上でいかにいじめをなくす側として

行動できるようにするか取り組んでおります。 

この点では、議員御紹介のいじめ予防プログラムと重なる点が多いと考えております。 

  また、令和５年度大津町学校教育ビジョンにおきましても、いじめ不登校等の未然防止と解消を

位置づけ、安全・安心な学校、学級づくりの推進に取り組んでおります。 

  平素から子供たちの状況を把握し、学校総体としての支援体制の充実を図ることで、今後もいじ

めの未然防止及び解消に取り組んでまいりたいと思っております。 

具体的な取組につきましては、担当部長から説明させていただきます。 

○議 長（桐原則雄） 羽熊教育部長。 

○教育部長（羽熊幸治） 私からは大津町の具体的な取組について御説明をいたします。 

  まず、未然防止の取組としてですけども、教育長の答弁にもありましたように、道徳や人権学習

などを通して、教師も子供もいじめられた児童の立場に立ち、傍観者にならず、いじめを見逃さず、

行動するための学習を行っております。その中では、子供たちが、教材を通して、登場人物の行動

のわけや心情を考えたり、自分自身の経験と重ねたりいたします。子供たちは、このような学習を

通して改めて、人あるいは己の弱さに気づきながら、それでも一人ではできないことも仲間となら

勇気が出ることなどを学んでいきます。また、児童会や生徒会を中心に、アンケートを取り、みん

なが楽しく過ごせる学校になるためにはどうすればいいか考えを出し合ったり、スローガンを決め

て行動化につながるような取組を行ったりしています。校内の人権集会で伝え合い、考えを交流す

るだけでなく、大津町児童生徒集会でも子供たちの学びを伝え合い、思いを共有いたしております。 

  なお、学校職員は、定期的に気になる子供たちについての情報共有の場をもち、組織的な見守り

や支援を強化しております。その上で、いじめが起きたときには、いじめ対策委員会をひらいて現

状を把握し、被害児童生徒及びその保護者への対応や加害児童生徒への指導等を行い、いじめの早

期の解消に取り組んでおります。 

  また、いじめのない学校づくりに向け、５月のｉＣｈｅｃｋ、１２月の心のアンケートだけでな

く、定期的なアンケートや教育相談、日々の健康観察を実施するとともに、普段と様子が違うなど

の子供の小さなサインを見逃さずに対応することで、いじめの早期発見ができるようにしておりま

す。 

  これまでも、大津町では、学校経営や学級経営の基盤に人権教育を置いております。また、教職

員の人権感覚を高めるための職員研修を定期的に位置づけるとともに、校長会によるいじめ不登校

対策ワーキンググループやいじめ不登校担当者会議でも協議をしながら、町全体での取組の充実を

図っております。 

  今後も、教育長の答弁にもありましたように、いじめはどの子供にも、どの学校でも起こりうる

という認識のもと、いじめられた児童生徒の立場に立ちながら、加害者はもちろん傍観者について

もいじめをなくすために行動する側に意識を変えて、児童生徒を巻き込んだ安心安全な学校、学級

づくりを推進していきたいと思います。 
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  なお、議員御提案のプログラムにつきましては、今後、その詳細や手法等についてしっかり調査

をさせていただきたいと思います。 

  以上で説明を終わります。 

○議 長（桐原則雄） 山部良二議員。 

○７番（山部良二議員） 先ほども言いましたが、要は教員が気付くの１３％しかないということで

すよね。その学級崩壊であったりとか、いじめ３件というはなしですが、私の認識ではもっとある

のではないかと思っております。ですから、えっとですね、今度このいじめを未然に防ぐプログラ

ミングが大津町で導入されれば、もっと多くの子供たちがいじめから救われるのではないかと思っ

ております。ですので、もしよければ、１個でもいいんでモデル校を作って、早急にこの傍観者、

教育を実践する必要があると思いますので、その点について再度お伺いいたします。 

○議 長（桐原則雄） 羽熊教育部長。 

○教育部長（羽熊幸治） 山部議員の再質問にお答えします。 

  １校をモデル校としてみてはどうかといった質問だったかと思います。先ほどとちょっと重複す

る部分ございますけども、いじめはどこの学校でも、どこの子供にでも起こり得るものと考えてお

ります。現在は、大津町では部落差別をはじめ、あらゆる差別をなくす取組を行っておりますけど

も、その中でいじめをなくす取組も含まれております。町内小中学校では、年間を通じて人権学習

の授業権を位置づけるとともに、全職員が参加する公開授業権を開催し、授業の在り方や日頃の取

組について協議を行っております。 

  また、年間の実践報告会もしておりますので、そういった意味で、１校のモデル校を指定ではな

くてですね、すべての学校でいじめの未然防止に引き続き取り組んでいきたいと考えております。 

  以上です。 

○議 長（桐原則雄） 山部良二議員。 

○７番（山部良二議員） 今の質問でいくと、このいじめ予防プログラムはやらないという認識でい

いんでしょうか。これぜひ入れてほしいと思うんですよね。ですから、今後、研究してもしこうい

じめ予防に大きく貢献すると分かった場合にはやってほしいと思うんですけど、その点について、

再度お伺いいたします。 

○議 長（桐原則雄） 羽熊教育部長。 

○教育部長（羽熊幸治） それでは、山部議員の再々質問にお答えします。 

  プログラムにつきましてはですね、今後またその詳細や手法等についてですね、しっかりこう調

査、研究をさせていただきたいと考えております。 

○議 長（桐原則雄） しばらく休憩します。午後１時より再開をしたいと思います。 

午前１１時３０分 休憩 

△ 

午後 １時００分 再開 

○議 長（桐原則雄） 休憩前に引き続き、会議を開きます。 
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  大村裕一郎議員。 

○１番（大村裕一郎議員） 改めまして、こんにちは。それでは、議席番号１番、大村裕一郎が通告

に従いまして、一般質問をさせていただきます。 

  今回質問させていただく内容は、ニンジン選果場新築について、農業者の収入保険についての２

問となります。 

  それでは、ニンジン選果場新築についてから質問させていただきます。 

  ＪＡ菊池では、ニンジンの選果場の老朽化に伴い、新しく選果場の整備を検討しております。こ

の選果場は、大津町と菊陽町のニンジン農家が共同で使用しており、収穫後泥付きのまま持ってい

くだけで洗浄し、選別、箱詰めまで行っていただける農家にとっては切っても切り離せない場所と

なります。特に昨今の農機の高騰や人手不足で悩まれている農家の方たちにとっては非常に助けに

なっているのではないかと考えます。 

  しかし、現在の状況では、国・県の補助金を活用したとしても資材高騰による建設費の増大もあ

り、その負担は利用者である農家に重くのしかかります。 

  菊陽町では、前回の議会においていち早く手厚く支援をしていくと答弁があり、大津、菊陽のニ

ンジン農家は安堵しているところです。特に自前で選果場を持たない農家の方たちは非常に安心さ

れたのではないかと考えます。 

  そういった状況も踏まえ、大津町も菊陽町と協力し、支援を検討するべきではないかと考えます

が、町長の考えを問います。 

○議 長（桐原則雄） 金田町長。 

○町 長（金田英樹） 大村議員の質問にお答えをいたします。 

  現在、ニンジンの選果場は、菊陽町のＪＡ中央支所にあり、平成２５年に完成をしております。

面積が約６００平方メートル、事業費約３億７千万円で国・県が９割の補助を行い整備されました。

元々作業効率の向上と省力化を図る目的で作られた施設ではありますが、利用者に対して規模が小

さく作業効率が悪くなり、また、熊本地震の影響や機械の老朽化により、頻繁に修理が必要で作業

に支障を来していると伺っております。 

  そのような理由により、ＪＡ菊池は、新たなニンジンの選果場を同じ敷地内に新設し、機械を更

新する計画と聞いております。新設にあたっては、国の補助事業を活用し整備を行っていくとのこ

とでした。 

  現在の選果場は、大津町のニンジン農家の半数が利用されており、大津町としましても農家負担

の軽減・営農継続につながる重要な施設であると認識をしております。 

  議員御指摘のとおり、物価高騰や企業進出の影響で建設費が高騰し、高騰分が農家負担となった

場合、離農につながりかねないという課題もございますが、現時点では、施設の規模・事業費等が

確定していないため、今後、ＪＡや菊陽町とも協議させていただきたいと考えております。 

詳細につきましては、担当部長よりさせていただきます。 

○議 長（桐原則雄） 村山産業振興部長。 
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○産業振興部長（村山龍一） 大村議員の御質問について御説明申し上げます。 

  現在のニンジンの選果場は、町長申し上げたとおり、ＪＡ菊池菊陽中央支所にあり、平成２５年

に事業費約３億７千万円で建設されました。しかし、機械の老朽化に伴い、維持管理において支障

を来していて、現在の機械の能力は日３５トンであり、処理能力が不足しているため、受入制限が

かかっている状況です。そのため、受入れ制限により、掘り取りができないと大きくなりすぎて商

品にならないなど弊害が出ております。 

  現在の選果場の利用は、大津町のニンジン農家の半数が利用し、ニンジンの出荷状況は、現在、

冬ニンジンは、全体で８８ヘクタール、４５戸の利用があり、うち大津町は２６ヘクタール、１８

戸の利用で約２９.５％となっています。また、春ニンジンは全体で５２ヘクタール、３２戸の利

用で、うち大津町は、３.５ヘクタール、５戸の利用で６.７％となっております。 

  今回、整備予定の選果場については、機械が大きくなるので、既存の施設では入りきれないため

施設の整備を行い、処理能力も大きくなり、受入れ制限がほぼなくなる予定です。 

  議員の質問の農家の負担軽減のためにも今後、ＪＡや菊陽町と協議を行っていきたいと考えてて

ります。 

以上でございます。 

○議 長（桐原則雄） 大村裕一郎議員。 

○１番（大村裕一郎議員） この問題に関してましては、先ほど町長の答弁にもありましたとおり、

まだ確定していない部分等もありますので、しっかり菊陽町と、あと農家さんのほうとですね、協

議のほうを重ねていただければというふうに思います。 

  それでは、次の質問に移りたいと思います。 

  ２つ目の質問は、農業者の収入保険についてになります。 

  農業を取り巻く状況は今までの一般質問でもしてきたとおり、資材高騰等により依然として悪い

状況にあります。そういった状況を踏まえ、合志市では保険加入の呼び水的な意味合いで６万円上

限の保険加入掛金３分の１を補助する事業を行っております。 

  そして、合志市以外にも多くの県内市町村で新保険に関する事業が行われているような状況にあ

ります。 

  大津町でも数度にわたり農家に物価高騰対策として補助を行っていますが、今後の状況を考えれ

ば農家に対して合志市が行ったような保険への加入を促すような施策を行っていくことも必要では

ないかと考えますが、町長の考えを問いたいと思います。 

○議 長（桐原則雄） 金田町長。 

○町 長（金田英樹） 大村議員の２点目の質問についてお答えをいたします。 

  農業者の収入保険につきましては、農業経営の安定を図るため、国の制度である農業保険があり、

自然災害による収量減少や価格低下をはじめ、農業者の経営努力では避けられない様々なリスクに

よる収入減少を補償するものです。この収入保険は、保険料の２分の１を国が負担し、２分の１を

加入者が負担しますが、熊本県が新規の場合には、その２分の１のさらに３分の１を助成し、既加
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入者は保険料の増額分の３分の１を助成します。 

  収入保険の加入促進事業として、合志市や菊陽町では、農業者の経営安定を図るため、収入保険

への加入促進事業として、合志市は、３分の１を上限６万円として令和４年度に実施し、菊陽町は、

令和５年度から７年度の３年間に実施予定です。県内では、熊本県と１４の市町村が行っており、

中には交付金を活用しているところも多いと伺っております。 

  現在、大津町において収入保険への加入促進事業は行っておりませんが、物価高騰対策としまし

て、臨時交付金を活用し、令和４年度に補助金交付事業を実施して、今年度におきましても、６月

より畜産農家に重点を置いた支援を実施しております。 

  物価高騰が続く中、これまで町としても交付金も活用しながら農家の皆様への複数の支援施策を

打ってきましたが、この収入保険制度への助成も農家支援策の一つの打ち手であると考えておりま

す。今後は、国・県や県内の市町村の状況を調査し、どのような支援がいいのか関係者と協議を行

っていくとともに、情報発信等も進めていきたいというふうに思っております。 

詳細につきましては、担当部長より説明をさせていただきます。 

○議 長（桐原則雄） 村山産業振興部長。 

○産業振興部長（村山龍一） 大村議員の御質問について御説明申し上げます。 

  収入保険制度の内容について説明いたします。この制度は、農業経営の安定を図るため、国が助

成を行っており、全国農業共済組合連合会が窓口となり、すべての農産物を対象に、自然災害によ

る収量減少や価格低下をはじめ、農家の努力では避けられない様々なリスクによる収入減少を保証

するものであります。例えば、自然災害や病害虫、鳥獣被害での収入の減少、また、市場価格や為

替の変動の影響による収入減少などが対象となります。現在の物価高騰による収入の減少も対象に

なります。ただ、加入できるのは青色申告を行っている農業者で、過去５年間の平均収入を基本に、

その９割を下回った時に下回った額の９割を補填するものであります。野菜価格安定制度などの類

似制度とは同時に加入ができず、どちらかを選択して加入することになりますが、特例として２年

間は同時加入ができます。また、肉用牛等のマルキン制度は対象外となっております。 

  現在、県や他市町で行われている収入保険への加入促進事業は、農業共済組合が加入を促進し、

新規加入者や継続加入者に対し助成を行っています。熊本県は、新規加入者は加入者の負担金の３

分の１を助成し、個人は上限が６万円、法人が上限２５万円で、既加入者は保険料の増額分のうち

３分の１を助成し、個人は上限が１万２千円、法人が上限５万円となっております。合志市や菊陽

町も掛金の３分の１、法人・個人ともに上限６万円を助成し、農家負担を軽減する内容となってい

ます。ただし、菊陽町は令和５年度から令和７年度の３年間の事業ですが１回限りの助成で、合志

市は令和４年度に交付金を活用した１年限りの事業となっております。 

  現在、大津町において収入保険への加入促進事業は行っておりませんが、物価高騰による農家へ

の負担軽減策として、臨時交付金を活用し、３３７戸の農業者を対象に、令和４年度は、６月より

農業販売額の１％、上限１０万円、１１月より追加支援対策として、農業販売額の１％、上限１０

万円の支援を行いました。また今年度におきましても、６月より畜産農家は販売額の１.５％、上
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限４０万円、その他の農家は販売額の１％、上限２０万円の農業者支援を実施しております。 

  対象者数や費用対効果を検証した結果の支援対策でありますが、今後、物価高騰が継続し、厳し

い農業経営が続く状況であれば、交付金を活用して、この収入保険制度も支援対策の一つではない

かと考えております。また、農業経営の安定化に向け、農家自身が経営の中の選択肢として、収入

保険制度も含めて、様々な制度についての周知に努めてまいります。 

以上、説明を終わります。 

○議 長（桐原則雄） 大村裕一郎議員。 

○１番（大村裕一郎議員） それでは、再質問を１点だけさせていただきたいというふうに思います。 

  農家のですね、収入が安定しない主な要因はですね、先ほど言われてたように、ほとんどの所が

害的要因になります。有害鳥獣、天気、実際、明日、明後日の状況さえも正直分からないという方

が多いのではないかと思いますので、こういったところをですね、補助という形でしなかったとし

てもこういった考え方、備えるというような考え方を広めていくというのは、行政として必要にな

ってくるんではないかなと、私は思います。そういったところを今後取り組むような考えはあるの

か、再度問いたいと思います。 

○議 長（桐原則雄） 村山産業振興部長。 

○産業振興部長（村山龍一） 大村議員の再質問に対して御説明申し上げます。 

  今後こういった農家の収入減対策について、農家としても前もって対策を打つべきではないかと

いう質問だったかと思います。こちらについては、今回、収入保険ということで国のほうが新たに

進めた事業であります。国のほうについてもこういったいろいろな様々なリスクから農業経営を守

るためにこういった国の事業を進めておりますので、こういった事業についても、町のほうももっ

とＰＲしながら事前に対策を農家としても講ずるようなＰＲを行っていければと思っております。 

  以上で説明を終わります。 

○議 長（桐原則雄） 大村裕一郎議員。 

○１番（大村裕一郎議員） 周知を図っていただけるということで、非常に安心したところです。こ

れからもですね、農家、よく町長が言われるんですけれども、住民の方を中心に置いてというとこ

ろで、農業の分野に関しては農家、作っている生産者の方を第一に考えてもらって、中心に置いて

もらって今後もいろんな事業に取り組んでいただければというふうに思います。 

  以上で一般質問を終わります。 

○議 長（桐原則雄） しばらく休憩します。２５分より再開します。 

午後１時１７分 休憩 

△ 

午後１時２５分 再開 

○議 長（桐原則雄） 休憩前に引き続き、会議を開きます。 

  三宮美香議員。 

○６番（三宮美香議員） 皆さん、こんにちは。議席番号６番、三宮美香です。通告に従い、一般質
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問をします。 

  質問は大きく３点です。１，産後ケア事業について、２、まちづくり懇談会の検証について、３、

町内の安全安心についてです。 

  まず、一つ目の産後ケア事業についてです。 

  産後ケアは、出産後の母子が助産師などの専門家から心身の支援を受けられる事業です。出産経

験のない方はピンとこないかもしれませんので、補助資料１―１にイメージ図を出しています。 

  左から授乳指導です。生まれたらすぐに授乳がうまくできることはほぼありません。新生児がす

ぐに母乳を必要量吸えるわけではなく、母親も母乳が通る乳腺がしっかり開通していなかったり、

コツがつかめないなどの理由で出産後すぐに授乳がうまくできるということではないということで

す。里帰り出産などをしている場合、妻が試行錯誤して母乳を与える姿をみないまま授乳がうまく

できるようになった姿からを見て、なぜ授乳指導が必要なのか分からない方もいるかもしれません。 

  また、授乳がスムーズだったのに乳頭が切れたり、乳腺が詰まり乳腺炎になったりとトラブルを

起こすこともあります。そのため、助産師が母乳マッサージやその親子にあった授乳指導が必要に

なります。 

  次に、沐浴指導です。これは乳児の入浴です。幼児の入浴とは違い、首の座らないぐにゃぐにゃ

した乳児の沐浴は慣れないと一苦労です。出産後の産院では沐浴指導はありますが、１、２回しか

ないため、不安に思う母親は多いと思います。 

  次に、育児相談です。特に初めての育児では不安なことだらけで今の自分のやり方で大丈夫なの

か、だれかに相談して安心したいという気持ちは常に母親は持っていると思います。母親の休息も

産後は乳児によりますが、昼夜問わず１、２時間おきの授乳があります。私の記憶では、私が第１

子を出産したとき、授乳は２時間おきでした。慣れない間は、１回の授乳に３０分以上かかりまし

た。授乳したら合気をさせないといけません。げっぷのことです。乳児は、母乳やミルクを飲むと

き、一緒に空気を吸い込みます。そのままにしておくと母乳を吐き戻してしまうことがあり、窒息

の原因になることもあるため、授乳したらげっぷをさせるのはセットです。そして、おむつを替え

て寝せますが、げっぷをさせてもおむつを替えたときに母乳を吐き戻して、乳児の洋服を総替えす

るということもありました。一言で授乳といってもそこに係る労力と時間は想像以上で、結局、私

の睡眠時間は授乳と授乳の間１時間あるかないかでした。だから、産後ケアで専門家に来てもらえ

る時間は母親のほっと休息できる時間です。 

  そして、乳児の健康チェックです。特に産婦人科から退院しての１週間、１か月は乳児が飲んだ

母乳の量は目で見ることができないので、母乳の量が足りているのか、発育は順調なのか、母親は

とても不安に感じている時期です。 

そこで、乳児の健康状態を見てもらえることは母親が安心できる要素となります。 

  これまで国の実施要項は対象を心身の不調、または育児不安等がある者、特に支援が必要と認め

られる者としていましたが、今回、産後ケアを必要とする者と改定し、希望者全員が対象となるこ

とを明確にしました。 
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  熊日新聞でも８月１３日でしたか、産後ケア事業についてだれも利用可能になるという記事が出

ていました。 

  まず、大津町のホームページを検索すると、その熊日の記事が出て時点では産後ケア事業につい

ては実施要項しか出ていませんでした。皆さんよく見ていらっしゃるあの例規集に出てくる小さな

文字の羅列です。さて、何人の母親がそれを読む気になったでしょう。 

  ほかの自治体、熊本市、菊池市、合志市、菊陽町、南阿蘇村を検索してみると、産後ケア事業に

ついてのお知らせや事業内容、対象になったチラシが出てきました。現在は産後ケア事業のお知ら

せが大津町では出てきますが、まだ目的とする情報を見つけにくい状況です。 

  補助資料１－３に飛びますが、３回クリックしないと必要な情報にたどり着きません。 

  補助資料１－２を御覧ください。 

  大津町と他市町村の産後ケア事業を比較しています。今回は、大津町、熊本市、菊陽町、南阿蘇

村を表に入れました。色がついているのは、その４自治体の中で対応がよい部分です。御覧のとお

り、大津町はよい対応となっています。とても頑張っているのが伝わります。子育て支援センター

に乳児と来ていた母親で産後ケア事業を利用したことがあるという方がいました。話を聞いてみる

と５回利用し、とても良かったと言っていました。大津町の事業を利用して良かったという声を聞

いて私もとてもうれしく思いました。どこで産後ケアを知ったのかを聞くと、出産した産院で聞い

たということでした。産後ケア事業を受けるためには、申請をしなくてはいけません。比較表の一

番下に申請方法を記載しています。自治体によっては、申請書の提出はダウンロードし、郵送が可

能なところもありますが、大津町は８月２１日付けの産後ケア事業の御案内を見ると、申請書の提

出は、利用を希望される方は健康保険課母子保健係へお尋ねくださいになっていて、電話でいいの

か、来庁しないといけないのか、ダウンロードでいいのか、ほかの自治体に比べると分かりにくい

書き方でした。 

  補助資料１－１に戻ります。 

  一番下に申請書の項目を書いていますが、申請書にはチェック項目があります。この項目すべて

にチェックが入らないと申請が通らないとも聞きました。もしそうでなくても、例えば、チェック

項目４番目の家族から十分な育児、家事などの支援が得られないの部分、初めて出産して産婦人科

から退院したばかりの出産後、１週間そこらの母親が十分な育児がどんなものか判断できるでしょ

うか。例えば、精神的に疲れていても親族が、家族が近くに住んでいたら、私は家族が近くにいる

からと遠慮してしまうかもしれません。家族が近くにいたところで助産師なみの母乳マッサージは

できないでしょう。今回、国が産後ケアを必要とする者と改定し、希望者全員が対象となることを

明確にしたにも関わらず、このチェック項目があること自体、希望者を選別しているように見えま

す。そして、申請書が提出されたら申請内容の確認がありますが、心身面の状態や不安に感じてい

ることなどをお尋ねし、支援内容を検討し、利用の可否を判定しますと書いてありました。産後ケ

アが必要な希望者全員が対象になるのに、利用の可否を判定するとはどういうことなのでしょう。

ほかの自治体を見ても利用の可否を判定などという冷たい表現はありませんでした。 
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  以上のことから、大津町の産後ケア事業について、国が示す必要な希望者全員が対象をどう捉え

ているのか。大津町の現状として、申請状況について問合せが何件あり、申請が何件出たのか。申

請が何件あり、何件申請がかなったのか。どのようなケアの希望が多いのか。申請から利用開始ま

での日数はどれくらいか。そして、周知方法はどうしているのか。また、他機関との連携はどうし

ているのか。今後、大津町で増えるであろう外国人の産後ケアについてどう考えているのか。 

  以上を質問します。 

○議 長（桐原則雄） 金田町長。 

○町 長（金田英樹） 三宮議員の産後ケア事業についての質問にお答えいたします。 

  産後ケア事業は、心身の不調や育児不安を抱える母親の身体的、心理的ケアや育児サポートを行

うことで、安心して育児ができるよう支援するもので、本町におきましても国の補助金を活用して

令和４年４月から実施をしております。 

  当初は、国の要綱に基づき、町の要綱で利用できる人の要件を「心身及び身体の不調があり、家

族などから家事や育児の支援が十分に受けられないなど」としており、広報及びホームページ等で

情報発信を行い、保健師や助産師が面談や健診の際に、状況に応じ、個別に案内をしておりました。 

  今回、今年６月末に母子保健法の一部改正により、対象者が産後ケアを必要とする人に見直され、

事業内容を十分理解した上で希望する人全員が利用できるよう要件が緩和されましたので、先月８

月に町ホームページやリーフレットなどを更新し、９月からは出生届け出時に、リーフレットを配

布するなど、対象者に対する情報発信を行うこととしております。 

  産後ケア事業の種別につきましては、令和４年度に助産師が自宅へ訪問する「訪問型」と医療機

関へ宿泊する「宿泊型」を開始し、今年度からは医療機関で日中過ごす「通所型」を追加して実施

しているところでございます。 

  このたび、この心身及び身体の不調があり、家族などから家事や育児の支援が十分に受けられな

いことということから拡大されたというところで、そうした方々が今の枠からはみ出さないように、

しっかり委託先を増やすなどの拡充も進めておりますので、利用者の利便性が高まるものと考えて

おります。 

  また、本町におきましては、企業の進出等による人口増加と外国人の転入者の増加が見込まれて

おり、国籍に関係なく希望する方が安心して産後ケアを利用できるよう、事業の受皿を確保し、事

業体制を更に整えるとともに、相談体制を強化し、妊産婦への支援を行っていきたいと考えており

ます。 

本町での事業の内容、利用実績などにつきましては、担当部長から説明をさせていただきます。 

○議 長（桐原則雄） 坂本健康福祉部長。 

○健康福祉部長（坂本光成） こんにちは。三宮議員の産後ケア事業についての質問について御説明

をさせていただきます。 

  産後ケア事業は、母子保健法に基づく事業で市町村の努力義務とされており、本町では、昨年６

月から実施しておりまして、県内では８月末現在で６割の市町村が実施しているという状況でござ
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います。 

  対象者の要件としましては、国の要綱に基づき、専門職のケアや指導が必要な人としておりまし

たので、妊娠届出時や訪問、乳幼児健診などの際に、不安や悩みを個別に丁寧に聴き取った上で支

援が必要とされた人に対して、事業内容を説明し、利用勧奨を行ってきたところですが、今回、母

子保健医療対策総合支援事業実施要綱の一部改正によりまして、対象者が産後ケア事業を必要とす

る者ということに改正され、事業内容を十分理解した上で、利用を希望する人全員に対象が見直さ

れたところです。 

  本町におきましても、これまでは、助産師が自宅を訪問し産後ケアを行う「訪問型」を３か所の

開業助産所に委託し、医療機関に母子が宿泊し産後ケアを受ける「宿泊型」を１医療機関に委託し

ておりましたが、本年度からは、委託先の「訪問型」を１か所、「宿泊型」を１か所増やし、さら

に、新規で医療機関で日中を過ごしケアを受ける「通所型」を１か所開始し、事業の拡充を行って

おります。 

  一方、産後ケア事業の申請状況と実績でございますが、令和４年度は、「訪問型」は延べ４０人、

「宿泊型」は延べ５人、本年度は４月から７月の４か月間で、「訪問型」が延べ３３人、「宿泊型」

が延べ２人の利用状況となっており、利用者は増加している状況でございます。 

  なお、申請から決定までの期間は最短で２日、最長でも５日となっておりまして、利用に大きい

支障が出るという状況では今のところはございません。 

また、利用などに関する問合せにつきましては、年間１０件程度の状況でございます。 

  申請理由の主なものとしましては、乳房ケアや授乳の相談など、乳児手技の相談などとなってお

ります。 

  次に、外国人の妊産婦への支援についてでございますが、令和４年度の母子手帳交付者３５０人

中、外国人の方が６人、令和５年４月から７月では１０３人中４人が外国人の妊婦の方でした。国

籍は、ベトナムの方が一番多く、ネパール、フィリピン等となっております。 

  言語のコミュニケーションにつきましては、家族等の同伴者による通訳をはじめ、音声通訳アプ

リ等を活用し、個別の面談により、支援者の有無、出産場所、経済面の不安などを丁寧に聴き取り、

必要に応じて助産師など専門職による妊娠中の支援を行っております。 

  町としましては、今回対象者の要件が緩和されたことによりまして、産婦へ事業内容などの情報

を周知するために、妊娠届け出時の面談や、妊娠8か月にアンケートを郵送する際と出生届け出時、

また、乳児訪問など様々な機会を活用して情報提供に努めていきます。 

  また、町ホームページにつきましては、目的とする情報を見つけにくとの御指摘をいただいてお

りますので、住民目線で分かりやすく表示を行うなどの改善を図ります。 

  また、御指摘がございました申請理由のチェック項目、また、申請書に関しましても、様式をホ

ームページからダウンロードできるよう既に改善をしておりまして、窓口に来庁するだけでなく、

郵送や乳幼児訪問の際の事業などでも対応しているところでございます。 

  今後は利用者のニーズが高まることが考えられますので、受皿であります医療機関等と連携し、
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委託先を確保した上で安心して利用できる体制を整え、令和３年１０月に開設しました子育て世代

包括支援センターをはじめ、令和５年２月から開始しまた出産・子育て応援交付金事業などによる

保健師及び助産師等による妊娠・出産・子育てに関する伴走型の相談支援体制を充実し、関係課や

関係機関との連携をさらに強化しながら切れ目のない支援と、安心して出産・育児ができるまちづ

くりを進めていきたいと考えております。 

○議 長（桐原則雄） 三宮美香議員。 

○６番（三宮美香議員） 詳しい説明をいただきました。私も今朝ホームページをチェックしたとこ

ろ、ホームページのほうが分かりやすく更新されていたことなどを確認して、早い対応をいただい

たなと思ったところです。 

  それから、ケアの日数のこと、申請してからその申請がかなうまでの日数のこともとても心配し

ていたんですが、２日から５日の間にかなうということで、産後やっぱり１日１日がとても心配な、

母親にとっては心配なところなので、大津町は比較的早い段階で対応していただけるということが

分かって安心しました。 

  再質問になります。 

  対応などについて説明をいただいて、受けたい、申請したい方々も増えてきていて、その対応も

きちんとできているということだったのですが、この新しく更新をされている、前のチラシもでし

たが、更新をされているチラシで利用できる方のところに、大津町に住所を有する産後１年未満の

お母さんと赤ちゃんとあるんです。先ほど産後ケアの中で説明をしましたが、出産後１週間、１か

月が一番辛い、母親にとっても一番辛い時期になりますが、大津町に住所を有していない。例えば、

里帰り出産などの母親は、この申請ができないというのは、すべての必要とされる、産後ケアを必

要とされる方が対象というところから外れてしまうのではないかと心配をしています。そちらに対

しての回答もお願いしたいと思います。 

  あともう一つ、病院関係にも協力をいただくということでしたが、私が子育て支援センターで話

を聞いた母親は、出産した病院で産後ケアのことを知った。それで申請をしたということでしたの

で、委託先を確保するだけではなく、大津町の情報を流していただく産婦人科を増やしていく。そ

こで申請のことを伝えていただくということも大事だと思いますが、どういうふうに思われますか。 

○議 長（桐原則雄） 坂本健康福祉部長。 

○健康福祉部長（坂本光成） 三宮議員の再質問にお答えをさせていただきます。 

  １点目が里帰り出産についてでございますけども、大津町の方がですね、町外でされている場合

は、その方の状況に応じて電話等による支援を行っているところでございます。 

  今御質問にありました、逆に町外の住所登録がある方がですね、大津町で里帰り出産された場合

についてでございますけども、住民登録のある市町村が支援、助成をするということになりますの

で、現行の制度では、大津町のこの助成の対象と、あるいは支援の対象とはなりませんけども、相

談等があった場合はですね、産後ケア事業を実施している医療機関等を紹介するなどの情報提供を

行っているところです。 
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  助成の対象、あるいは支援の対象にするかにつきましては、助成額なども含めまして制度が市町

村で異なるということもございますし、その方の住所登録がある市町村との調整でございますとか、

支援の体制、利用できる医療機関などの、そういった課題がございます。そういうところでござい

ますので、広域的な対応をしている市町村がないかなど、調査のほうをしてみたいというふうに考

えております。 

  それから、２点目の産科の医療機関への情報提供でございますが、既に町のほうがですね、委託

しているところは当然行っておりますけども、そういうところで大津町の精度についてもですね、

協力していただけるよう機関のほうには連携とって情報提供のほうに努めていきたいというふうに

考えております。 

  以上です。 

○議 長（桐原則雄） 三宮美香議員。 

○６番（三宮美香議員） 他の自治体の情報を確認して、ぜひ、希望者全員が対象となるというとこ

ろに当てはめて進めていただきたいと思います。 

  では、次の質問に入ります。 

  ２番目、まちづくり懇談会の検証についてです。 

  コロナ後しばらくぶりのまちづくり懇談会が開催され、広報おおづでも４ページにわたり報告記

事が掲載されました。７つの小学校区ごとに開催されたことや、その内容、地域のことを一緒に考

えようという姿勢は評価されると思います。しかし、これまで開催されたまちづくり懇談会でも周

知方法や参加者の少なさは課題にあがっていたと思います。 

  補助資料２－１を御覧ください。 

  第６次大津町振興総合計画概要版を載せています。振興総合計画は、大津町が目指す姿とそこに

到達するための羅針盤です。町民の皆様の声を反映して作りましたとあります。また、施策の大綱

の取組姿勢と分野横断方針に町民参加と持続可能なまち、みんなでつくる大津町とあります。もち

ろん、まちづくり懇談会だけが町民の声を拾う場ではありませんが、重要な位置づけになっている

と思います。私が参加した懇談会は、出席者の３分の２は町職員に見えました。職員はお給料をも

らって町の仕事をしている人です。懇談会の出席者の３分の２が職員というのはどういうものでし

ょうか。職員に出席してもらうのであれば、もっと多くの町民にも参加していただき、職員と町民

との会話がほしかったと思います。女性や若い人、子供の参加も少なかったです。区長さんたちは

男性が多いですが、民生委員さんや地域福祉推進委員さんは女性が多いです。ＰＴＡ役員も女性が

多いです。動員という言葉は好きではありませんが、主要な立場の方々への声掛けも必要だと思い

ます。 

  ある女性から、以前は案内通知が来ていたけれど、今回は来なかった。女性が夜家を空ける場合、

案内通知がきていると家族にもいいやすいが、通知がないと難しいと言われました。男女共同参画

が進んでいるとはいえ、年齢によっては固定観念がある方もいます。会議へ参加しやすい方法を考

えるべきだと思います。 
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  まず、まちづくり懇談会の参加者数と内訳、周知方法を確認したいと思います。 

  次に、懇談会の進め方についてもですが、１人の方がずっとマイクを持ちしゃべり続ける。行政

の説明を聞くだけの懇談会で終わる。意見が出ただけで終わるなどの経緯を踏まえて、いろいろな

方策を考えられたと思います。ワークショップにおいても全７回開催のうち、初回は進め方がぎこ

ちなく、意見を出してもらえず、後半開催だと慣れてきて意見が出てくるというようにならないよ

うに司会進行役はもちろん、参加の各部長、課長などにも進め方を共有しておくべきではないでし

ょうか。そして、町民が出した意見やワークショップでまとめられた課題等を今後どう対応してい

くのかをきちんと町民に伝えることで参加しても仕方ないという風潮から脱却し、信頼関係を気づ

くことにつながり、参加者も増えていくと考えます。 

  そこで、進行する上での打合せはどうされていたのか。広報おおづで報告はありましたが、町民

の声を実現するために懇談会の意見やまとめをこれからどうしていくのか。町民への効果的な扱い

方をどう考えるのか。 

  以上を質問します。 

○議 長（桐原則雄） 金田町長。 

○町 長（金田英樹） 三宮議員の２つ目の質問にお答えいたします。 

  本年度、５月１１日から５月３０日にかけて、大津町まちづくり町民懇談会を小学校区ごとに全

７回開催しました。議員の皆様におかれましても、多くの御参加をいただき感謝を申し上げます。 

  懇談会の内容としましては、ＴＳＭＣの菊陽町への進出や、熊本空港アクセス鉄道の肥後大津ル

ートの決定などにより町の置かれている状況が大きく変わる中で、現在の状況と今後予想される未

来や、町の近年の取組、そして、先々行っていく施策を町民の皆様へお知らせ・共有させていただ

くことを目的に、『町を取り巻く外的、内的要因による町への影響、大津町の状況や町政の方向性』

と題し、私から説明を行った後に、町民の皆様からの御質問に対してお答えをする質疑応答を行い

ました。その後、皆様からの質疑では、交通渋滞の問題や、地下水の問題、教育、福祉、地域コミ

ュニティなど多分野に渡る多くの御質問をいただき、私や副町長、教育長及び所管部長よりお答え

をさせていただいております。 

  質疑応答の後は、参加された町民の方とともに地域の課題や困りごと、その解決策を共に考える

ためのグループワークを行い、皆さまの生活に身近なテーマが多く出され、町民、職員一緒になっ

てどのように課題を解決していくかを話し合ったところです。 

  こうした懇談会やタウンミーティングに関しては、様々な目的やコンセプトがあり、何を重視す

るかによって、同意するかしないかも含め、実施方式も異なってくると考えております。基本的に

は、１つ目ですが、公の責務として対面での説明及び意見交換をする場自体をしっかりと設けるこ

と、２つ目が、会を通してまちづくりにとって必要な様々な御意見を頂戴すること、３つ目が、懇

談を通して、相互理解を高め、より高い協働の体制を築いていくことなどが挙げられます。 

  前回の振興総合計画説明をメインとした懇談会から変更を加えた点としては、前回出席者の御意

見、あるいは内的な反省等も含め、開催場所を３か所から７か所に増やし、対象者がより参加しや



153 

すい場所で、より深く地域の特性を踏まえて話し合える校区別の開催としたこと、行政と参加者の

一方的なやり取りではなくグループワークを導入したことなどが挙げられます。 

  また、コロナ禍で職員と住民の皆様との接点が減少していたこともあり、今回は職員にも、主に

地区担当職員としての担当校区を原則として、すべての職員にいずれかの懇談会に参加をしてもら

うことで、住民の皆様の生の声を聴くとともに、グループワークにも加わってもらうことで関係構

築のための一助にもさせていただいたところです。 

  また、様々な御都合で参加をされない、あるいはできない方も多数いらっしゃる中でも、先ほど

述べた懇談会実施の目的を少しでも達成するために、今回の懇談会の様子については、やりっぱな

しではなく、当日参加できなかった方にも内容がわかるように広報誌で一定のページを割いて概要

を掲載するとともに、より詳しい内容をホームページにも掲載することで広く皆様へのお知らせ図

ったところです。 

  今回の町民懇談会は全７回で職員を除いて延べ１７５名、１回当たり平均で２５名の参加をいた

だき、若い方を含めて初めて参加された方も一定数おられましたが、残念ながら御指摘のとおり、

参加人数としてはこれまでと大きく変わらない数となりました。懇談会の周知方法としましては、

広報誌の掲載、ホームページへの掲載、公式ラインを使用したお知らせ、公共施設のポスター掲示、

あるいは懇談会当での私の呼びかけ等も行っておりましたが、より早い周知や効果的な広報ができ

たのではないかと反省をしております。 

  一方で、同年度に実施した、太陽光発電に関する説明会や工業団地新設に関する説明会において

は、限られた広報でもより多くの方に御参加いただいていた状況もあります。これは個別テーマに

対して各住民の皆様がより大きな興味関心と当事者意識をお持ちになられたためと推察しておりま

す。 

  その観点からは懇談会実施に向けた広報や運営の工夫はもとより、町政の方向性や運営が住民の

皆様の生活にとって大きな影響を及ぼすものであるということを日々の施策や広報などを通してよ

りしっかりとお伝えしていくとともに、懇談会に関しましても参加者が少ないからといって打ち切

るのではなく、改善を図りながら継続していきたいと考えております。 

  また、今回の懇談会でお聞きした意見については、庁舎内でも情報を共有し、役場全体で取り組

んでいくこととしています。その上でさらに今後の町の取組としましては、様々な環境の変化に対

して町の現状や取り組むべき課題を整理し、懇談会でいただいた多くの意見をしっかりと受け止め

ながら、より住みよい町となるよう、今後も尽力していきます。 

○議 長（桐原則雄） 三宮美香議員。 

○６番（三宮美香議員） はい、再質問です。 

  今の町長の答弁だと、場自体をしっかりと設けるということ。様々な意見をいただくということ

などが目的にあったということですが、では、職員、地区担当の職員にも出てきていただくという

目的もあったということでしたが、では、この懇談会の対象は一体だれだったんでしょうか。 

  私は、やはり町民の皆さんだと思います。 
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  そして、区長さんには声をかけられていたようですが、現場の困りごとを知っているのは区長さ

んだけではなく、現場の困りごとを知っている人、福祉を担っている人は民生児童委員さんや地域

福祉推進委員さんもいらっしゃいます。ＰＴＡや子育て世代、子供たち、そういうところに、どう

いうところに声掛けをすればいいかは考えられたと思うのですが、なぜそこに声をかけられなかっ

たのでしょうか。 

  成果が上がるような懇談会を開くための手法をきちんと考えられていたのかを再度お尋ねします。 

○議 長（桐原則雄） 金田町長。 

○町 長（金田英樹） 三宮議員の再質問にお答えいたします。 

  お声かけの範囲ですけども、地域福祉懇談会等も開催しておりまして、区長さんですとか、民生

委員さんですとかは個別に、別途意見交換としっかり意見を交わす場を設けております。 

  今回に関しましては、担当課のほうにもしっかり議論してもらったんですけども、より一般の方

と言えばあれですけど、役職もない方も含めて、もっとざっくばらんに若い方も参加してもらうと、

そんなコンセプトで実施をしたところです。 

  ただ、おっしゃるように、だからといってその方々の参加がものすごく多かったわけではありま

せんので、そこに関してはしっかりと呼びかけですとか、先ほどお話したような、日々の情報発信

というところで進めていきたいというふうに思っております。 

  以上です。 

○議 長（桐原則雄） 三宮美香議員。 

○６番（三宮美香議員） 再々質問になります。 

  多分先ほど聞き逃したのかもしれませんが、ワークショップ等を進行する上での打合せなどはど

のようにされていたのかということと。 

  そうですね、若い世代に声掛けをするためにお子さんも一緒にどうぞなど、そういう声掛けをし

ようという提案などは出てこなかったのをお尋ねします。 

○議 長（桐原則雄） 藤本総務部長。 

○総務部長（藤本聖二） 皆さん、こんにちは。今の御質問にお答えをいたします。 

  まず、コンセプトとしては、先ほど町長も申し上げましたけども、今回のＴＳＭＣを含む社会の

情勢の変化の中で、大きな変化のどう変わっていくかというのをお伝えしたいということでですね、

まず町長のほうから説明をして、そして、いろんな課題についての取組状況を話して、そして、さ

らにはですね、町民の方からフリートークで、特にテーマは設けずにいろんな困りごとをですね、

設けるということでワークショップをしたところです。そして、開催についての事前の調整につい

ても、町の調整会議ということで三役と部長級が入っていろんな様々な各種施策について調整会議

があります。その中でどういったやり方がいいのかというのを十分議論をしました。そして、その

中では、今申し上げたようなコンセプトのやり方の中でやるためには、当然、これまでの３回、４

回の会議を７回小学校区ごとに分けてやりましたし、それに伴って、各小学校区ごとの課題という

のは十分把握することができましたので、そういったところで、特に動員ということはかけずにで
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すね、多くの方に寄っていただくような仕組みを作ったところです。 

  それと、先ほど町長申し上げましたように、なかなか参加できない方に対してどう周知をしてい

くかということも含めて、広報のほうでもしっかり周知をしましたし、いろんな情報提供もやって

おります。そして、その来られた方が次に、じゃあ次、家族も連れてこようとか、あるいは、近く

の友達を誘ってこようとか、そういう仕掛けづくりが大事だと思いますので、そういった形の懇談

会が次回できるようにですね、しっかりと詰めていきたいと思っております。 

○議 長（桐原則雄） 金田町長。 

○町 長（金田英樹） すみません、一部ちょっとポイントだけ補足させてもらいますと、打合せに

関しましては、かなり総務部長にも音頭を取ってもらって、もうしつこいくらいにこういった進め

方をやろうというのはやっておりました。ただ、やはりロールプレイングを具体的にやったわけで

はないので、やっていく中でやっぱりよくなった部分とか、思ったけども１回目はできなかったと

か、確かにあるかと思いますので、今回の経験もしっかり生かしていきたいというふうに思ってお

ります。 

  また、子連れに関しては、以前の振興総合計画に伴うものもそうですけども、例えば、託児所の

設定等も議論してもらったんですけども、ちょっとリソース的に厳しいということで、当時は見送

ったんですが、今後もその点については検討・検証していきたいというふうに思っております。 

  以上です。 

○議 長（桐原則雄） 三宮美香議員。 

○６番（三宮美香議員） では、３番目の質問に移ります。 

  町内の安心安全についてです。 

  安心安全なまちづくりとして、金田町長では特に街灯の設置も進み、防犯カメラについても町ホ

ームページでも防犯カメラ設置団体の募集もあり、取組が進んでいると思います。 

  補助資料３－１です。 

  安心安全なまちづくりのために、警察が行うことと町でできることを書いています。警察は、不

審者の捜査など検挙に動きます。また、ゆっぴーメールなどの情報発信を行うでしょう。町は、街

灯設置や防犯カメラ設置の呼びかけ、防犯パトロール、青色回転灯、青パトと呼ばれていますが、

そういうものなどで予防が考えられます。 

  補助資料３－２です。 

  この下の写真、まず下の写真２枚を見ると皆さんどこか分かる方が多いと思いますが、旧道の味

の大津屋交差点から美咲野へ上がる県道です。 

  上の写真は、その道路の歩道から写したものです。右側の写真は上から降りながら歩道を写した

ものです。この道路は、写真で見て分かるように、青空がとてもきれいで開かれた場所ではありま

す。車両の通行量もありますが、この状態から見ると歩道がツタと雑草で覆われようとしています。

向こう側から来る子供が多分見えないことがあります。そして、雑草が小学校低学年の身長よりも

伸びていて危ない場所になっています。 
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  割れ窓理論も十分御存じだと思います。この場合は、放置しておくことでだれも当該地域に対し、

関心を払っていないというサインになり、犯罪を起こしやすい環境を作り出す。ごみのポイ捨てな

どの軽犯罪が起きるようになる。住民のモラルが低下して地域振興、安全確保に協力しなくなる。

さらに、環境を悪化させる。凶悪犯罪を含めた犯罪が多発するようになるというような流れにつな

がります。 

  治安を回復させるためには、一見無害であったり、警備な秩序違反でも取り締まる、例えば、ご

みはきちんと分別して捨てるなど。警察、職員による徒歩パトロールや交通違反の取締りを強化す

るなどが必要です。 

  そこで、１０から１５年ほど前、室小校区で不審者情報を多く聞いていた記憶があります。ここ

数年は聞かなくなりました。これは何らかの取組の効果だと考えますが、町は把握していらっしゃ

るのでしょうか。 

  以前ほど安心安全メールやからいも君メールで不審者情報が入らないのは、不審者や犯罪が減っ

てきているということなのでしょうか。実際の状況はどうでしょう。 

  警察と町の連携はできているのか。例えば、犯罪というか、不審者情報などの情報提供がその都

度あるのか。早い時点で連絡が来るのか。 

  また、青パトについて、日中はパトロールをされているのを見かけますが、夜は見かけません。

青パトのパトロールの時間とルートはどうなっているのでしょう。 

  以上、質問します。 

○議 長（桐原則雄） 金田町長。 

○町 長（金田英樹） 三宮議員の３点目の質問についてお答えいたします。 

  町では、町内に約５千本弱あるすべての街灯、防犯灯をＬＥＤに交換していく工事を進め、昨年

度に完了しました。また、夜道が暗く歩きにくい場所には、区長からの要望により街灯設置補助金

で対応をいただいております。 

  防犯カメラの設置については、大津地区防犯協会連合会の事業を活用し、地域からの要望を踏ま

え、毎年、申請のあった５団体に合計５台分の補助金を支出し防犯活動に御協力いただいておりま

す。 

  議員御指摘のとおり、大津町の不審者情報は以前よりも減った印象ではありますが、依然として、

県内では痴漢や公然わいせつ、つきまといなどの事案が発生している状況にあります。地域での防

犯パトロールや見守り活動に加えて、学校やゆっぴー安心メールなどによる情報発信や啓発を通し

た地域住民による見守りの目も防犯対策につながるため、各機関とも引き続き連携を強める必要が

あると考えております。 

  警察署等との情報共有による地域犯罪の未然防止へ向けた取組としましては、毎年、大津警察署

管内の行政、消防団、区長会、防犯ボランティア団体などを構成員とした大津地区防犯協会連合会

において、地域防犯について取り組むべき事項などの情報の共有を行っております。 

  今年は、７月に会議が開催され、地域と一体となって行う犯罪の起きにくい環境づくりの推進と
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して、例えば、防犯カメラの設置、青色パトロールカーを活用した犯罪抑止活動の強化などや子供

と女性を犯罪被害から守る活動の推進として、地域防犯ボランティアと連携した通学路における見

守り活動など、また、高齢者の安全を確保する対策の推進として、電話でお金詐欺など高齢者の被

害防止活動などの具体的な事業実施内容の確認を行っております。 

  一般的には人口が増えると事案も増えるとされておりますので、今後も地域の治安を守り、住民

の皆様が安心して生活できるよう、常日頃から町、地域、警察が情報を共有し、安全安心な地域づ

くりを一体的に進めていくことが大切だと考えております。 

なお、詳細につきましては、担当部長から説明をさせていただきます。 

○議 長（桐原則雄） 藤本総務部長。 

○総務部長（藤本聖二） 御質問にお答えいたします。 

  町長からの答弁にもありましたように、街灯は、町内の全域ＬＥＤ化を終えまして、また、防犯

カメラの設置については、先ほど町長が申し上げたとおりでございます。また、防犯活動の取組と

しましては、児童生徒の登下校の時間帯に合わせて、地域のボランティアの方々による子供たちの

見守り活動、それから、青色パトロールカーによる町内全域の巡回による犯罪抑止の強化にも努め

ております。  

  不審者情報につきましては、必要に応じて大津警察署からの情報提供があるほか、熊本県警察が

運用していますゆっぴー安心メール等により情報提供が行われております。 

  このことによりまして、県内で発生しました緊急治安情報関係など、子供たちの安全確保、地域

の犯罪防止に関する情報が配信をされております。 

  また、ＪＲ肥後大津駅前にあります駅前交番につきましては、３６５日、２４時間体制で地域の

治安維持のためのパトロールをされておりまして、定期的に交番だより等を発行され、各行政区を

通じた回覧により住民の方への様々な情報提供、あるいは各種啓発の取組が進められております。 

  県警のホームページにおいても犯罪マップが公開されておりまして、県内で発生した犯罪がマッ

ピングされており、どの辺りでどのような犯罪が起こっているかを見ることもできます。 

  町としましても、ゆっぴー安心メールや犯罪マップの活用について周知できてない部分について

は広報等を通じて皆さん方のほうにお示しをしていきたいと思っております。 

○議 長（桐原則雄） 三宮美香議員。 

○６番（三宮美香議員） 再質問と併せて提案です。 

  犯罪マップは見ることはできますが、それが予防にどのようにつながるのかが分かりにくいと思

いました。 

  それから、先ほどの質問の中に、室小地域、校区の不審者情報が減ったのはどういう効果があっ

たのかを把握していますかとお尋ねをしましたが、その回答は防犯カメラによるものだと理解して

よろしいのでしょうか。もしもそうであれば、防犯カメラが効果を出しているのならば、今後も継

続していただきたいと思います。 

  また、警察との情報共有のところですが、例えば、サルが出没した場合やシカが出没した場合は、
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町内放送で流れてきます。それと同じように、不審者情報もタイムリーであれば不審者は出たとい

うことを町内放送で知らせても抑止力になっていいのではないかと思いますが、いかがでしょうか。 

  そして、青色パトロールのような車、目立つ車こそ夜の防犯などには効果があると思います。せ

っかくあるので夜使わないともったいないと思います。まあ御高齢の方が運転されているので危な

いというのであれば、防災士など町にはボランティア精神の高い方々がいらっしゃるので、そちら

のほうに協力を仰ぐことも一つだと思いますが、いかがでしょうか。 

  そして、除草作業などについてですが、例えば、菊陽町の鉄砲小路という地区は、地震の前まで

は東海大学生が生け垣の剪定に協力をされていました。また、翔陽高校の前の道路や大津中学校の

正門のところは、翔陽高校生が授業の一環などできれいに整備をされています。そういう学校との

連携などはできないのでしょうか。 

  また、シルバー人材センターも６月頃に刈払機の講習会をされていますが、広範囲で草刈りをし

ないといけない場所など、また、地域で草刈りが追いつかない場所などはそういう場所を講習会の

場として使ってもらう。刈払機の初心者の方に練習に来ていただく場として提供をするという考え

はないでしょうか。 

  以上、質問します。 

○議 長（桐原則雄） 藤本総務部長。 

○総務部長（藤本聖二） 御質問にお答えいたします。 

  何点か御質問ありましたんで、もし漏れてたら後で御教示ください。 

  まず最初にですね、話がありました、不審者情報について、北中周辺について減ったのが防犯カ

メラの影響なのかということなんですが、当然防犯カメラの影響もありますけど、やはりこれまで

地域ボランティアの方がずっと登下校時にですね、見守りをしていただいてますので、そういった

方々の協力は非常に大きいものと思ってますので、本当にありがたく思っているところです。 

  ですんで、防犯カメラについては、例の協会がやっている補助事業になりますんで、引き続きで

きるような形で要望していきたいと思っております。 

  それと警察からの情報提供ということなんですが、不審者情報については、いろいろときます。

そして、サルとかですね、そうした出没については、当然緊急性を要しますので、皆さん方に危険

が及ぶということで防災無線でお知らせをしています。ただ、不審者情報についてはですね、いろ

んな事案がありますので、警察とも十分協議をする中で必要であれば不審者情報として流したいと

思っております。 

  それから、青パトについてはですね、今、シルバーのほうに委託をしまして、子供たちの登下校

時にお願いをしております。夜については、先ほど申し上げましたように、警察の交番による２４

時間のパトロールができておりますけども、ただ、青パトについても、話によりますと、地域のボ

ランティアの方でボランティアを近々設置されて、そして夕方６時から８時ぐらいになると思いま

す。その時間帯にですね、青パトができないかというような御相談もいただいてますんで、ぜひそ

ういった団体が育成できるような活動の支援はですね、していきたいと思っております。 
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  刈払いについては、担当所管のほうからまた申し上げます。よろしくお願いいたします。 

○議 長（桐原則雄） 西岡都市整備部長併任工業用水道課長。 

○都市整備部長併任工業用水道課長（西岡多津朗） 三宮議員の質問にお答えいたします。 

  地域の除草作業について東海大学生が鉄砲小路のところで一緒にされているということなんです

けど、確かに、東海大学生が鉄砲小路の中でされているということで、地元の方たちとですね、交

流を深めて、何か炊き出しとかも併せてやられているというふうな話をちょっと聞いたことがあり

ます。 

  あとですね、翔陽高校につきましては、町のほうから苗代を提供してですね、その翔陽高校の沿

道沿いの景観整備について授業の中でもお願いしているということで、今ずっとやっていただいて

おります。 

  それと、あとシルバー人材センターのほうの刈払機の講習につきましてはですね、熊本県の連合

会が何か主催をされているということだったもんで、町がですね、ここをやってくれというふうに

して希望されてもちょっとそれは厳しいんじゃないかというふうなお答えもいただいておりますけ

ど、町としてはですね、もしそういうことができるんであれば、場所とかも提供させていただけれ

ばというふうに考えているところでございます。 

  何しろいろいろ情報等をですね、寄せて、できるだけ早く刈払いとか、道路沿線沿いの清掃とか

もやれればというふうに考えているところでございます。 

○議 長（桐原則雄） 三宮美香議員。 

○６番（三宮美香議員） ある程度前向きな回答をいただいたのかなとは思いますが、１点だけ、不

審者情報について緊急ではないというようなちょっと受け取り方をしたので、そこはちょっと改め

ていただきたいと思いました。 

  質問は以上で終わります。 

○議 長（桐原則雄） これで、一般質問は終わりました。 

以上で、本日の日程は全部終了しました。 

本日はこれで散会します。 

皆様、お疲れさまでした。 

午後２時１９分 散会 
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議 事 日 程（第４号） 令和５年９月１４日（木） 午前１０時 開議 

 

日程第１ 諸般の報告 

日程第２ 一般質問 

 

               午前９時５９分 開議 

○議 長（桐原則雄） 皆様、おはようございます。ただいまから本日の会議を開きます。 

  なお、豊瀨和久議員より欠席の届けがあっておりますので、報告します。 

議事に入ります前に執行部より訂正の申出があっておりますので、これを許可します。 

金田町長。 

○町 長（金田英樹） おはようございます。 

  昨日の一般質問におきまして、三宮議員の産後ケア事業についての質問に答弁いたしましたが、

その中でこの事業の実施開始時期を令和４年４月からと誤って読み上げしてお答えをしてしまいま

した。正確には住民福祉部長がお伝えしたとおり令和４年６月からです。 

  お詫びして訂正をさせていただきます。失礼いたしました。 

 

日程第１ 諸般の報告 

 

○議 長（桐原則雄） 日程第１ 諸般の報告をします。 

本日の議事日程並びに報告内容は議席に配付のとおりです。 

本日は１０番から１１番の順で行います。 

 

日程第２ 一般質問 

 

○議 長（桐原則雄） 日程第２ 一般質問を行います。 

順番に発言を許します。 

佐藤真二議員。 

○１０番（佐藤真二議員） おはようございます。通告によりまして、佐藤真二が一般質問を行いま

す。今日は３つございます。そのうちのまず一つ目から業務見直しやＤＸの推進によるＢＰＲの進

捗についてということでお尋ねをしたいと思います。 

  一昨年からですね、去年にかけまして町では、業務量調査というのを行いました。その業務量調

査の説明としては、役場全体の業務量調査を行い、問題点、課題の分析や具体的な改善策、事務効

率化の検討、最適な組織整備や職員数に係る調査等の支援業務を委託するものというような説明が

ございました。調査につきましては総務委員会の中でも議論があったんですけれども、その中で注

意すべき点として指摘がありました。 
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  一つは調査そのものが一定の負荷を伴うものですので、職員への動機づけが重要であること。そ

れからもう一つが調査の結果業務改善の提言があっても実行されないままになりがちだということ

なので、いわゆる現状維持バイアスというものを危惧する指摘が行われていたところです。それに

対して、総務課のほうからは今回の調査の大きな目的は職員定数の増減ありきで考えるのではなく

業務の洗い出し、業務の棚卸しをして民間委託できるもの、効率化できるものを職員自らが気付き

業務改善につなげることであるという答弁があったところです。その調査の結果を受けまして昨年

１２月には職員の定数条例を改正したところです。 

  資料をお願いします。まずこの上のほうを御覧いただきたいんですけれども、昨年の職員の定数

条例の改正におきましては、定時外の在勤時間という普通に残業時間と言えばいいんですけれども、

定時外の在勤時間が６万５０２時間あると。これを人員に換算すると不足する職員数が３２.３２、

業務改善で３割程度は削減できると仮定したところで、その０.７倍であるところの２３人を改正

の対象にするというような説明であったかと思います。 

  ０.７の部分、削減できると仮定するものは会計年度任用職員への業務配分やアウトソーシング

の活用、ＩＣＴの活用、事業の廃止、大幅な縮小というようなほかの項目によって３割の削減がで

きるというふうにしていたものです。 

  調査の結果から導かれました改善策の提案は大きく５つありました。書いてございますように担

い手の最適化、ＩＣＴの活用、事務事業の廃止、縮小、その他の改善そして最適な組織体制の整備

ということで５つありましたが、このうち必要な人数、必要な定員数というのは、この全体の中の

一部にすぎないということなんですね。更に提言の中では、業務改善のスケジュールとして今年は

各改善方策の優先順位を設定し、優先順位の高い施策から実施することを求められていました。提

案された５項目の中には当然ながらＩＣＴの活用が含まれております。（２）のＩＣＴ活用ですね。

ＩＣＴ活用におきましては、電子申請やＯＣＲ、ＲＰＡ、ＡＩ等を活用できる業務プロセスが３０

０あるというように指摘されております。この業務量調査と並行するかたちで町では、ＤＸの推進

計画というものを策定されていました。普通に考えれば、並行して進められているわけですから、

当然この内容がＤＸの推進計画に反映されるべきものであろうというふうに考えます。しかしそれ

を見ていきますと、本当にこの項目が、ＤＸ計画の概観しますとデジタルで夢と希望をかなえる町

というスローガンのもとに、４つの分野で捉えまして、その一つがデジタルで業務を効率化すると

いう１番下の項目ですけれども、その内容を見ていきますと本当にこれで業者が効率化するのかと。

業務の効率化に区分されるものなのかというふうに疑問を感じるものが多いというところです。下

のほうに１６の事業が書いてありますけれども、いろいろ書いてあるから読みませんが、この中で

緑の分、この分くらいは業務改善にあたるかなとは思われるんですけれども、それ以外の分はとて

もちょっとそうではないかなというふうに思われるところです。更にどの事務にどのようにこの改

善が適用されて、どの程度の効率化ができるのかという具体性、定量性というものがアクションプ

ランの中には示されていないわけですね。そうするとこのＤＸの推進計画、アクションプランによ

ってどの程度の効果があるものかというもの。アクションプランの実効性が見えてこないというこ
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とになります。いったん戻ります。改善策の提案というのはもちろんＩＣＴの活用だけではありま

せん。担い手の最適化、事務事業の廃止や縮小など多くの提案内容を含んでおります。 

  質問としましては、昨年の業務量調査の結果を受けて、業務改善の今後の進め方をどうするのか。

既に着手されているはずですので、その内容について御説明をいただきたいということ。それから

職員定数の増は包括的な取組の一部に過ぎず、残りの３割削減をどう実現していくのか。そして今

回作成のＤＸの推進計画は提案されている業務改善にどの程度効果があるものなのか。この三つに

ついてお尋ねをしたいと思います。 

○議 長（桐原則雄） 金田町長。 

○町 長（金田英樹） 改めまして、おはようございます。 

  佐藤議員の業務見直しやＤＸ推進による業務改善の進捗についてお答えをいたします。 

  全国の自治体で行政需要の多様化や国からの権限移譲に伴う行政需要の増加、更に本町において

は、人口の増加やＴＳＭＣ関連の行政需要も加わり、更なる業務量の増加が見込まれる状況にあり

ます。今後も増え続ける行政需要や行政サービスの高度化・多様化・複雑化に対応するためには、

業務の効率化、最適な組織整備や職員定数の適正化を図ることが急務となっており、これらの課題

を解決するために業務量調査を実施し、調査結果を吟味した上で、解決策の一つとして昨年１２月

定例会において職員定数を２１９人から２４２人とする定数条例を可決いただいたところです。 

 また、議員御指摘のとおり業務量調査の目的は適正人員の算出だけではなく、調査を通した業務そ

のものの見直しも含まれるとともに、見直しをさせていただいた定数自体も業務効率化や自動化、

委託等を別途進めることを前提とした人数となっているため、業務量も増え続ける中、御指摘のよ

うに包括的に取り組んでいく必要があると認識をしております。 

  現在の状況としては、業務量調査による最終成果物が２月末に受領しております。この中で「課

題や問題点の分析」、「業務改善策の提案」、「組織別の課題・問題・改善方法」などが示されて

おります。本年度に、全ての部局で共有しているところですが、業務改革は、特にフローやプロセ

スの見直しの検討や諸作業によって、一時的に業務量が膨らむものに関しては特に対策が進みにく

いことがあるのは議員御指摘のとおりでございます。したがって、総務課が統括所管として、有効

性の検証は元より、全体及び各課で短期・中長期で検討するものを整理し、スケジュールに沿った

進捗管理を実施していく計画でございます。また、各課の取組事例を全庁的に共有することで、業

務改善に対する意識も高めていきたいと考えております。 

  また一方でＤＸの推進計画におきましては、本年度、電子決裁の基幹システムを構築し、来年度

の庶務システム運用開始を皮切りに段階的な決裁の電子化などを計画的に進めていきますが、ＤＸ

推進計画を実現していくことで、業務量調査が示唆する「ＩＣＴ活用による業務効率化」にも好影

響を与えるものでありますし、それぞれが独立して動くのではなく相互に関係すべきものであると

認識しております。また今後も、今後も、ＤＸを積極的に推進するために、ＤＸ推進リーダーの育

成・確保も必要ですので、総務省の地域情報化アドバイザーの制度を利用しまして、全４回に分け

て全ての職員に受講してもらっているところであります。また組織風土の醸成にそうしたことを取
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り組む一方で、小規模な自治体においては、ＩＣＴの活用が業務効率化と利便性向上につながるも

のの先ほど申し上げた費用対効果がなかなかとれないというケースもありますので、ＩＴ化・ＤＸ

化という手段が目的とならないよう、最小の経費で最大の効果を生めるよう、高いにコストも意識

も持った職員の育成にも努めていきたいと考えております。 

  具体的にも査定等でもＤＸ、ＲＰＡあがってくるんですけれども、やはり数時間削減できるけど

もイニシャルで２００万ですとか、ランニングで間１００万円かかるようなものですとか、そこを

全庁的にあわせて費用対効果を出していく。そして国の共通化、標準化もにらんで動いていく。そ

うしたこともしっかり進めていきたいと思っております。 

  テクノロジーの更なる進展や国の標準化の動きもあり、自治体のデジタル化は世の中の流れであ

るとともに、住民サービス向上と役場の生産性向上の双方において不可欠な取組です。新たなテク

ノロジーが生まれることはもちろん費用対効果等も随時変化していくことが予想されますので、計

画の随時改良も加えながら、実効性のあるＤＸ推進と業務改善の推進、また、担当部局の連携、あ

るいは組織体系の見直しも含めて推進体制の強化を図っていきたいと思います。 

詳細につきましては、担当部長から説明をさせていただきます。 

○議 長（桐原則雄） 藤本総務部長。 

○総務部長（藤本聖二） 皆さん、おはようございます。私のほうからお答えさせていただきます。 

  業務量調査につきましては、先ほどおっしゃいましたように令和の３年、４年にかけて調査をし

ました。今回の調査では、それぞれ事務事業に関する問題課題を整理した上で、改善策の提案とし

て、先ほど議員のほうから御提案されたような内容が挙げられております。 

  業務改善に向けての進め方についてですけれども、業務量調査において、業務改善につながると

された内容が、提案どおりに実現可能かあるいは改善可能であるのか。また、事業の廃止あるいは

縮小の可否についても、各部局で検討しているところですけれども、一方で「事業の廃止や縮小を

しない」場合であっても、事業の必要性そのものを改めて見直すような機会としております。 

  今後、具体的に、いつまでにどのように改善実施していくのかなどのそれぞれの事業の工程管理

それから進捗管理をしていくこととしております。 

  次に、ＤＸ推進計画の実効性についてですけれども、今年の３月に、町のＤＸ計画を作りまして

先ほど議員のほうからおっしゃいましたように、行政ＤＸ、それから地域ＤＸについての基本方針

それから未来ビジョンを定めたところであります。その中にとりわけ重点的に取り組む事項として、

「マイナンバーカードの普及促進」、「データの活用・連携」、「情報システムの標準化・共通

化」、「行政サービスのオンライン化」などを掲げております。 

  今計画については、振興計画の終期に合わせまして２０２５年度までとしておりますけれども、

毎年度アクションプランで見直すことをしております。 

  ＤＸ推進については庁内を横断的に進めるために、推進本部で進捗管理を行うとともに、ワーキ

ンググループにおいても各テーマについての検討を引き続き進めてまいりたいと思います。 

○議 長（桐原則雄） 佐藤真二議員。 



 

169 

○１０番（佐藤真二議員） 今いろいろ説明があったわけなんですけれども、要約すればまだ着手が

できてませんということであったかと思います。これはぜひきちんと進めていただきたいんですけ

れども、昨日の一般質問の答弁の中でこれに関してなんですけど、ちょっとおかしなところがあり

まして、昨日は職員の時間外勤務削減についての質問の答弁の中で、ＪＡＳＭの進出等の影響で業

務量が増えております。業務が逼迫しておりますと。昼間に現地調査や住民対応をして、夜に日常

業務をしているそういう状況にありますと。 

  にもかかわらず時間外勤務が、昨年の業務量調査の時点での３０時間から２１時間に削減されて

いるという話があったんですね。そうすると、これは一体何なんだろうかと合理的な説明としては

もしかしたらステルス残業が行われているのかなというふうにちょっと疑問を持ったところです。

業務量というのをきちんと把握するためには、そうしたステルス残業やってますと決めつけている

わけではないじゃないですけれども、きちんと把握していくということが必要になってくるかと思

います。更に言いますと業務改善ですね、取り組むときには本当に一時的に負荷はかかります。で

もそれをやりきれば何とか効果が出てくるというもので、それは最初からわかりきっていたことな

んですよね。しかもこの業務量調査に関しては、これは町長が就任されて一番最初に手がけられた

ことなんです。非常に強い思いで始められたと思うんですけれども、それがなかなか進捗していな

いということについては、ちょっと残念に思うところであります。今後の進め方に関してこれから

検討していくということでしたけれども、以前よく町長言われましたように、どんなスケジュール

感もって進めていくのか、その辺についてもう一度答弁お願いしたいと思います。 

○議 長（桐原則雄） 金田町長。 

○町 長（金田英樹） 佐藤議員の再質問にお答えをいたします。 

  まず最初に御指摘のあった照会等増えていて、それで着手できる話ありましたけれども、そこに

関してはその他の業務もたくさんありますので、その他のところをしっかりより効率的にマネジメ

ント生かしながらやってもらったことによって、そこの部分は圧縮できているものというふうに一

つは認識しておるところでございます。 

  またスケジュールにつきましては、すみませんこの場で具体的にはあれなんですけれども、今ま

さにスケジュールをつめて個別にやっているところですので、近々という言い方も好きではないん

ですけれども、まずはスケジュールをもちろん年内には示させていただきたいと思っております。

見せられるものを御提示いたします。 

○議 長（桐原則雄） 佐藤真二議員。 

○１０番（佐藤真二議員） それでは、２問目に移りたいと思います。 

２問目は、こども基本法と新たなこども計画の作成についてということになります。 

  令和元年の６月の定例会でも一般質問をいたしました。通告書のほうでは、今回教育長と入って

いたかと思いますけれども、教育長につきましては、質問の構成を考えていく中で、ここで答弁を

いただく場面があまりないかなと思いまして、教育長の答弁はこの問題に関しては求めないことと

したいと思います。 
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  令和元年の一般質問では、子どもの権利条約のことと、子ども子育て支援事業計画のことについ

て質問したわけですけれども、それから４年間の間の状況の変化を受けまして、今回もそれとくし

くも対をなさないよとなっております。今年の４月に権利条約に対応する基本法としてこども基本

法というものができました。 

  資料をお願いします。子どもの権利条約に関しましては、１９８９年に国連で採択され日本でも

１９９４年に批准しておりますけれども、条約の内容は、子どもが権利の主体者であることを大前

提とした上で４つの原則で表現されます。それ１つは差別の禁止、子どもの最善の利益、生命、生

存及び発達に関する権利、そして子どもの意見の尊重この４つの原則を整えていこうというもので

ございます。締約国には子どもの権利に関する包括的な法律を採択することが求められる。これが

基本法に相当するものですけれども、日本では個別法で対応しているということで、これまで基本

法が定められていませんでした。国連の人権委員会からは何回も勧告を受けまして、今回ようやく

このピンクの点々の部分ですね、こども基本法というものが施行されることになりました。余談で

はありますけれども、今問題になっておりますジャニーズ事務所の問題、子どもへの性加害に関す

る法や制度の改正など、このこども基本法がもっと早くに制定されていれば対応ができたのではな

いかと考えるものがあり、残念な思いがあるところです。 

  そのこども基本法の規定の中の第１０条ですね、市町村におけるこども政策についての計画を定

めるよう務めるものとするということで、こども計画の策定を求めているわけです。法の条文を読

みますと、こども計画はこども計画の策定は、努力義務であって、子ども子育て支援事業計画はそ

れと一体のものとして作成することができるとなっております。 

  今日の質問の課題としては、このこども基本法を制定を受けて策定される、新たなこども計画の

策定にどう取り組むべきだろうかということになります。現在計画策定を委託する事業者のプロポ

ーザルが進行中でありまして、スケジュールどおりに進んでいるとすれば、今１次の書面審査が終

わって２次のプレゼン審査が進んでいるに向けての準備が行われているところになるかと思います。

予定では今年度中にニーズ調査、そして来年度が計画の作成ということになっているかと思います。

このプロポーザルの実施要項の業務の内容を見ますと、定時資料では要約しておりますが、このよ

うに書いてあります。本業務は第２期大津町子ども子育て支援事業計画が第６年度で終了すること

から、時期計画として第３期大津町こども計画を策定することを目的とする。なお本計画は子ど

も・若者育成支援推進法及び子どもの貧困対策の推進に関する法律、子ども・子育て支援法、次世

代育成支援対策推進法に基づく計画を包含した一体的な計画とし、今後国から示される予定のこど

も大綱を勘案して策定するものとするということになっております。 

  これを読みまして、私はそうなのかというふうに感じたわけなんですね。こども計画は従来の子

ども子育て支援事業計画の時期計画ということで本当にいいのだろうかということです。この子ど

も子育て支援事業計画と一体なものとして作成できることができるものというのが幾つか列挙され

ておりまして、丸が３つあるわけで、その丸の一番下の中にその他の法令の規定による計画という

ものがあって、その中の１つに子ども子育て支援事業計画というものがあるわけです。そうすると
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こども計画と子ども子育て支援事業計画の間に大きなギャップがあるということです。とてもこれ

が時期計画と呼べるものではないだろうなというふうに思うわけです。もちろん一体的に作ること

が悪いわけではないんですね。計画策定の負担を軽減させるためには必要なことだと思います。し

かしそれはあくまで、子ども施策全体についての計画の一部としてということであって時期計画で

あるというには計画の範囲や大きさ、深さがまるで違うものです。資料２のこちら、下のほうです

ね、こちらの緑の枠の中にありますのが、これまでの子ども子育て支援法を軸とした場合の体系と

いうことになります。新法の下に計画があり、会議がありそして組織として支援課というものがあ

りました。ところがこどもの基本法ができ、こども計画の策定をするということであれば、子ど

も・子育て支援法というのはどちらかというと少し主軸を外れて、こども基本法にぶら下がるこど

も計画やあるいはその組織というものが軸に主軸になってくるということになりますので、もう少

し包括的な枠組みで考えなければならないと思います。そうでなければ、子ども・子育て支援計画

の時期計画と言えば、こども計画というものが矮小化されてしまうんじゃないかということを私と

しては危惧しているわけです。町として子どもに関する施策を立案計画、立案調整した計画を作る

ことに軸足をおいて考えていただきたいと。方法としては、基本計画とそれに連なる事業計画の一

つとしてというようなことも考えられますけれども、こども計画そのものをきちんと独立させて考

えていくべきではないかということです。更に言いますと、その計画を策定して実行していくため

には、従来の子育て支援課というものではない子ども政策課というような部署、あるいはその施策

の根拠となるこども基本条例の制定が必要になってくるのではないかと、求められるのではないか

ということも指摘したいと思います。大津町の組織規則によりますと子育て支援課の事務分掌は子

ども子育て支援に関すること、児童手当に関することと続いていくわけなんですけれども、これで

すと子どもの権利保障といったこども基本法の理念に基づく子どもに関する総合的な施策の推進と

いうことを考えた場合にちょっと物足りないのではないかと。またこども基本条例については真ん

中辺に書いてありますけれども、地方自治研究機構というところが、子どもの権利に関する条約を

４つに分類し、その中で子どもの権利に関する条約というもので今年の５月現在で６４の自治体が

策定されているということを子どもの権利条約総合研究所の調べで紹介がありました。その下のほ

うにはその条例がどのような内容なものであるか、章立てを御紹介しているところです。 

  長くなりましたので、一旦ここで切りまして質問としましては、こども基本法を受け今後の子ど

も施策をどのように立案してこども計画に反映させるのか。それとも従来どおりの事業計画を焼き

直すのかということ。それから今後の子ども政策のためには、こども基本条例やこども政策課など

の新しい体制が必要だと考えますけれども、いかがでしょうかということです。 

○議 長（桐原則雄） 金田町長。 

○町 長（金田英樹） 佐藤議員の二つ目の質問にお答えをいたします。 

  現在町は子ども子育て支援法に基づき第２期大津町子ども子育て支援事業計画を令和２年３月に

策定し、令和６年度までの５年間の計画の中で個別の施策を実施し進捗管理を行っております。こ

の計画は今年度と来年度２か年で時期計画の策定を進めていく計画ですが、時期計画からは根拠が
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こども基本法となり名称もこども計画となります。 

  一方で国では、御承知のとおり、これまでにない子育て支援策に取り組む方針であります。令和

４年６月のこども基本法の制定、本年４月のこども家庭庁の発足、更に国は今年６月１３日に次元

の異なる少子化対策の実現に向けたこども未来戦略方針を閣議決定しました。国のこども施策の基

本となるこども基本法は憲法や子どもの権利条約の精神に基づき、全ての子どもが将来にわたって

幸福な生活を送ることができる社会の実現を目指すための法律であり、国は子ども施策の基本的な

方針としてこども大綱を策定することとしています。そして市町村にはこども大綱に基づき市町村

こども計画の策定が努力義務として求められております。町では従来子ども・子育て支援法に基づ

き、子どもが地域社会の中で健やかに生活していける環境をつくることを目的として、各児童福祉

事業の利用状況の把握や、保護者の意向調査の結果に基づき今後の各事業の見込み量を推計し、適

切に福祉サービスを提供できるよう子ども・子育て支援事業計画を定め、各事業を実施してきたと

ころです。今回国を挙げての子育て支援の強化が行われる中、議員からもはや従来の福祉サービス

の内容や見込み量の推計といった部分の計画ではなく、従来の枠組みを広げた全体計画として整備

すべきとのお話をいただいておりますが、私としましても今まさに子どもや子育て支援策の転換点

とも言える状況であり、従来の計画をより発展させる形での策定の必要性を考えております。よっ

て町としても町の事情も踏まえた大きなこども計画を策定すべく準備を進めているところです。 

  また議員からは、こども条例の制定と子育て政策課の新設というか、改称役割の変更というとこ

ろもございましたけれども、名称をどうするかは別にして、おっしゃるようにこれからの時代を踏

まえると役割としてはしっかりと政策的な視点もより深く持ちながら取り組む必要があるというふ

うに考えているところであります。 

  次に町こども条例の制定については、今回のこども計画の策定根拠はこども基本法に直接基づい

ていること。計画内容についても法律に基づいて策定されるこども大綱の内容を踏まえることが規

定されていることから、今後の国の方針にもよりますが、現時点では条例制定までは要しないもの

と考えております。 

  以上から、時期こども計画では、従来の児童福祉事業の見込み量の推計と事業の適切な実施のた

めの計画だけではなく、住民に寄り添い伴走型で支援していくという基本スタンスの下、こども基

本法を直接の根拠としてこども大綱の具体的内容に従い、こども施策の基本的な方針も策定すると

いう児童福祉の方向性と個別事業の充実の双方を反映した計画策定を目指していきます。なお、時

期こども計画の意義や策定に向けた考え方、スケジュール等につきましては、担当部長から説明を

させていただきます。 

○議 長（桐原則雄） 坂本健康福祉部長。 

○健康福祉部長（坂本光成） おはようございます。私からはこども計画の意義や策定に向けた考え

方、スケジュール等につきまして説明をさせていただきます。 

  先ほど町長から説明がありましたとおり、時期計画では従来の子ども・子育て支援事業計画から

これだけではなく関係法律に基づいた計画も含めてさらにはこども大綱に示されますこども施策に
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関する基本的な方針や重要事項、その他こども施策を推進するために必要な事項が今後国から明確

に明示されると思いますので、その趣旨や具体的な方針や考え方を踏まえた議員がおっしゃいます

従来から枠を広げた基本計画とも位置付けられる計画になると考えておりますし、またそれにふさ

わしい計画の策定を目指していきたいと思っております。またこの基本法の第９条につきましては、

こども大綱には少子化社会対策基本法に規定する総合的かつ長期的な少子化に対処するための少子

化社会対策要項、子ども・若者育成支援推進法に基づく子供・若者育成支援推進大綱、そして子ど

もの貧困対策の推進に関する法律に基づく子どもの貧困に関する要項が束ねられておりまして、こ

ども大綱に一元化されるということになります。そこで町こども計画におきましても、こども基本

法第１０条の規定に基づき子ども・若者計画、子ども貧困計画、貧困対策計画、次世代支援行動計

画、そして従来からの子ども子育て支援事業計画と一体化した形での計画を策定する予定です。そ

の上で、子どもをめぐる今日問題化しております様々な課題を関係部署と連携して対応していきた

いと考えております。 

  次にこども支援法の１１条では国、地方公共団体におきまして、こども施策を策定実施する評価

するにあたり、施策の対象となる子どもや子育て等、当事者等の意見を幅広く聴取して反映させる

必要な措置を講ずることが定められております。そこで町におきましても、こども計画の策定にあ

たりまして、アンケート調査では従来の保護者だけではなく、子ども自身への調査も実施し計画に

反映していくことを予定しているところです。国のほうは本年３月３１日公表の子ども子育て施策

の強化についてにおきまして、次元の異なる少子化対策の実現に向けて現状と課題を整理し、今後

３年間で加速化して取り組む子ども子育て施策として児童手当の拡充や出産等の経済的負担の軽減

などの経済的支援の強化や育児教育保育の質の向上など子育て世帯を対象とするサービスの拡充な

どが示されております。また、本年６月１３日にはこども未来戦略方針が閣議決定されまして、３

つの基本理念、若い世代の所得を増やす、社会全体の構造意識を変える、全ての子ども子育て世帯

を切れ目なく支援するが示され深堀りをされているところです。こうした国の今後３年間の集中的

な取組の動向にも十分注視しながら、国の方針に基づいたかつ町の児童福祉の現状と現状の把握と

分析によりまして、今後の方向性を見いだしていきたいと考えております。 

  今後のスケジュールとしましては、今年度はアンケート調査やニーズ調査等を行いまして来年度

の子ども子育て会議等での議論を得て、令和６年度末の完成を目指します。その上で町長申し上げ

ました今後の児童福祉の方向性と個別事業の充実の両方を反映した計画策定を目指していきます。 

○議 長（桐原則雄） 佐藤真二議員。 

○１０番（佐藤真二議員） 答弁をいただいたところですけれども、計画に関しては大きめの大きな

計画にしていきたいということ、方向性はあるということでそれはそれで理解したところなんです

けれども、具体的な部分の説明の中でやっぱり出てくるべきなのは子どもが主体者であるというこ

とをきちんとうたいこんだ計画であるべきだということです。あくまで子ども、あるいは子育て家

庭というのは支援の対象ではなくて、子どもが権利の主体者として先ほど申しました４つの権利を

享受していくことができる。そういったものでなければならないというふうに考えます。そういっ
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た意味で今大きな計画とは言われましたけれども、もっと大きな計画というものを私はイメージし

ておりました。そういった中で、確かに今回のこども大綱がまだ示されていない中で、そこまでの

説明が難しいということであればそこまでの計画が難しいということであれば、やはり基本条例の

ほうの重要性というのがより増してくるのではないかと思うわけです。先ほど町長のほうからは基

本法があるから条例までは必要ないんじゃないかというような趣旨の説明がありましたけれども、

そうではないんですよね。こども基本法というのは、現在でも言われておりますように、いろいろ

な意味でも不十分なんですね。子どもの権利委員会から勧告を受けていながら、基本法に盛り込ま

れなかったものもあります。本来ですね、こども基本法というのは、今申しましたようにいろいろ

な意味で不十分な点もありますけれども、それでもこれまでの子どもや子育てに関して冷たく子ど

も子育てを排除してきた子育て罰の国と言われている、日本においてのわずかな希望なんです。そ

の基本法を最大に生かすということが、子どもに優しいことに立ち戻る大切なチャンスだというふ

うに私は考えております。 

  そこでこの質問ではそこにこだわったところで、もう少しお尋ねをしていきたいと思います。先

ほど言いましたように、基本条例は本当に必要がないのかという話で不十分な点があると申しまし

たけれども、例えばどのようなことかというと、まず子どもの意見、先ほどプロポーザルの中でも

子どもの意見を聞くことにしてありますというふうに言われました。けれども、それはちょっとし

たヒアリングをして聞いたつもり、アンケートをとって調べたつもりというようなものではあって

はならないと。もっと子どもたちが自由に本音を発言できるような環境をつくった上で、進めてい

く。そのためには子どもの意見を公平に引き出すためのアドボカシーの活動あるいはファシリテー

ターの配置、そういったものが必ず必要になってくるわけです。またそうした子どもの権利が養護

されているかを監視するオンブスパーソンの配置など町が独自に取り組むべきことはあります。 

  そういった意味で、こども基本法だけでは足りないやはりこども基本条例という町独自のものが

必要だと。先ほどそういったものを定めているところは６４の自治体あるといいましたが、その６

４の自治体の条例を見ていけば、今の基本法だけでは何が欠けているのか、自治体独自には何を推

し進めるべきなのかということが参考になってくるかと思います。そもそも条約においては、自治

体というのはローカルガバメントであって、自治体独自で条例の内容を実現させることに努力して

いくということが求められているわけです。ですから基本法があるから条例はいらないという考え

方は成り立たないということですね。もちろん基本条例の作成には時間がかかります。ましてや子

どもに関わる条例であれば、先ほど申しましたように子どもの意見、子どもの考え、主体者として

しっかりと聞いていくことが必要ですので、時間はかかりますが、そうであってもやはり時間をか

けてでも基本条例の策定に取り組んでいくべきではないかというふうに考えます。計画に関しては

結構です。この条例の制定についてですね、絞ってお尋ねをしたいと思います。お願いします。 

○議 長（桐原則雄） 金田町長。 

○町 長（金田英樹） 佐藤議員の再質問にお答えをいたします。 

  議員からありましたとおり、子どもが権利の主体者というところをしっかりと共有してというと
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ころで、もちろん計画の話にふれてしまいますけれども、計画づくりそういった理念を共有しなが

ら策定をしていきたいというふうに考えております。その中で条例のお話ありましたけれども、議

員御自身がおっしゃったようにこの計画を作っていくも非常に大きな負担と時間がかかるものです

し、かける必要があるというふうに思っております。それと並行して条例も同時に作るやり方もあ

るのかもしれませんけれども、今担当課、担当部署等含めて調整している中では、しっかりとこの

計画におっしゃったように法に足りない分も踏まえた上での計画を大津町なりに作り上げて、その

中で更に必要性も踏まえて条例というものも次の段階として検討していくというような枠組みとい

うところで考えているところです。 

以上になります。 

○議 長（桐原則雄） 佐藤真二議員。 

○１０番（佐藤真二議員） 条例については次の段階で考えていかれるということでしたので、それ

がなるべく早いということは期待しますし、できればその策定にあたって住民と共同で作っていく、

そういうような考え方もあるかと思いますので、住民提案に基づく基本条例というのもありかなと

いうふうにも考えておりますので、その辺についても御検討いただければなと思います。 

それでは３問目に移りたいと思います。 

  次は内部統制制度の整備についてということになります。これまで何回も幾度も不適切な事務と

いうのが繰り返されてきました。挙げればきりがないんですけれども、一昨年の春に議会と町長が

新しい体制になってからだけでも、まず令和３年の４月、しょっぱなに予防接種の通知勧告が通知

の勧奨通知が前の町長名で発送されていたりとか、転出証明書が誤交付されたりとか、あるいはそ

の次の７月には固定資産税の住宅用の特例の誤課税、課税誤りの話、これも長期にわたるものであ

りますので起点はもっと早いんですけど、その後幾つも事案がありまして、最近では社会体育施設

の指定管理での事務処理ミスとその後の対応の不手際というものがあったかと思います。また更に

最近ですと、被災農家の債権補助金の詐欺、公有地の境界確定訴訟の件など町が裁判の被告になっ

たりするという場面も出てきているわけでございます。こうした最近の事例を見ておりまして感じ

ることが、事案の端緒での対応が不適切ではなかったかということです。社会教育施設の指定管理

に関しては、１１月に既にミスの指摘を受けておりましたが、情報が正確に伝わらなかったという

ことになります。そして被災農家の補助金詐欺に関しては、時系列の説明を聞きますと令和３年の

１２月に詐欺の事実は把握されておりましたので、そこでフリーズしてしまっているんですね。そ

の後の対応がなされておりませんでした。そして公有地の境界確定訴訟では信じ難いことに事前に

何の兆候もなく、いきなり訴訟を打たれたというような説明がなされております。本当は何かの兆

候があったんではないかと。あったにも関わらずそれが理解されていなかったのではないかとどう

しても感じるところであります。頭に浮かぶ言葉としましては、報連相の不足とか正常性バイアス

とか、そういったものが組織の中に浸透してしまっているんではないかなというふうに危惧すると

ころです。過去のこうした事案への対応策として町もいろいろと取り組んでいるとは思います。研

修とかですね、会計の手引を作成したりとか、年間の流れの中で時期を見据えた注意喚起の通知の
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排出などもなされております。そうしたものの１つに手元にちょっと２つの文章があります。１つ

が平成３０年の不適切な事務処理等に係る再発防止策というものであります。それからもう１つが

大津町のコンプライアンス行動指針と、この２つなんですけれども、まず再発防止策のほうを見ま

すとこの不適切な事務処理の要因は法制執務能力の低下、チェック体制の甘さ、業務の孤立化、利

益収の情報化、業務量の増大（課内、組織内の連携不足、職員の意識不足）というようなことが要

因として挙げられております。平成３０年の話です。そしてその対応としては、チェック体制の強

化、職員研修、職員の意識向上、上司職員の資質向上と気持ちの問題に留まってしまっているわけ

ですね。 

  それからコンプライアンス行動指針、これは令和４年に改定されておりまして、いろいろ書いて

ありますけれども書いてあることの文章の語尾をみればどういうものかわかります。適正に執行す

ること。適切な対応をすること。意識を常に持つこと。確認を徹底すること。何とかの励行に努め

ること。〇〇することについて観念的な注意喚起がされているにすぎないわけですね。指針ですか

らそのくらいかもしれないんですけれども、必要なのはそれを実現する仕組みをつくることです。

その仕組みが今回提案しております内部統制制度、ガバナンスの制度でございます。内部統制制度

につきましては、私監査委員としてもこれまで３年続けて決算審査の意見書の中で導入を促してま

いりましたけれども、まだ取り組んでいただけてないところであります。 

  資料をお願いします。地方自治法の１５０条の１と２の中で、このガバナンスの制度を導入する

分野としましては、財務に関する事項、その他総務省令で定める事務、それから前号に掲げるもの

のほか、自治体の首長が必要と認める事務というものがあります。それが管理及び執行が法令に適

合しかつ適正に行われることを確保するための法則、そして方針に基づき必要な体制を整備しなけ

ればならないというものでして、これは都道府県や政令市においてはこれは義務です。しかし一般

市や町村においては先ほどのこども計画と同じように努力義務でございます。その効果としまして

は、マネジメントの強化、事務の適正化の確保の推進、監査の重点化、質の強化、実効性の確保の

促進、そして議会や住民による監視のための必要な判断材料の提供、こうしたものが可能になって

いくということになります。今回の社会体育施設の指定管理の事務処理ミスとその後の対応の不手

際について、再発防止策が示されております。具体的な対策ということで書かれているんですけれ

ども、見ていきますと、研修だとか、徹底だとか、強化だとか確立だとか、先ほどいろいろ手間を

かけて申し上げました再発防止策、あるいはコンプライアンス行動指針に書いてあることが相変わ

らず繰り返されてるんですね。ということはこういった書類を作っておいても、それが結局実現で

きなかったことということになっているわけです。これではやっぱり同じことが繰り返されるだろ

うと思うわけですね。そこで具体的なやり方というものが必要になってきます。これが内部統制制

度の基本となる考え方をイメージ化したもので縦軸の基本的要素ということ、で統制環境からＩＴ

への対応までこの６つの手法において４つの目的について各業務を見直して、定義していくという

考え方になります。例えば手法として先ほども少し話が出ました業務フローであったり、マニュア

ルであったり、あるいは報告のルートを確定させること、あるいはリスクの評価をきちんとやって
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いくことということです。ミスはゼロにはなりません。今回の事案も社会教育施設の話ですけれど

も、ミスが発生したこと自体が問題ではないんですね、ただそれに気付きそうな場面がありながら

も正常性のバイアスに縛られて報連相が機能せず、更にその問題が大きく供出した局面、３月末の

ことです。においても顕在したリスクを正しく評価できず、判断を遅らせてしまったこと。この図

で当てはめますと、基本的要素でいう統制環境、そしてリスクの評価と対応、そして情報と伝達、

この３つの要素に課題があったということです。つまり要素ごとにきちんと課題を整理し、リスク

を管理していけば事故の発生は少なくなってくるというようなことになります。内部統制の導入が

一般市と町村では努力義務となっておりますのは、やはり能力と負担に配慮したものであろうと考

えられます。しかし、内部統制は組織に応じたものでいいと。過剰な統制はかえって問題だという

ことになります。まずは対象を絞ってスモールスタート、今回の事例を踏まえた具体的な事例に対

して対応をうっていくというやり方もあるのではないかと考えます。今回も通告の中で教育長のほ

うを質問者として入れてありますのは、これは考え方として教育委員会の独自のガバナンス制度と

いうものを考えられるということを意図したものでございますので、その旨での答弁をお願いした

いと思います。 

お願いします。 

○議 長（桐原則雄） 金田町長。 

○町 長（金田英樹） 佐藤議員の３点目の質問にお答えをいたします。 

  続発する不適切事務、訴訟事件等の組織的要因についてどう認識しているのか、また改善策とし

て内部統制制度の導入について佐藤議員の御質問にお答えをいたします。 

  まず、町の財政や町民の皆様に影響を与える不適切な事務に関しましては、町民の皆様に心から

お詫びを申し上げます。 

  事務過誤の僕滅に向けては、これまでも令和３年の４月より総務課を主担当として事務処理適正

化に向けた検討部会などによる改善取組を進めてもらい、一時期は実感としてもラインの途中で発

覚するいわゆるヒヤリハットの現象もかなり減少しておりましたが、昨年度終盤頃からは残念なが

ら少しずつまた増加しているように感じております。 

  また重ねてになりますが、この間町財政にも多大な影響を与える大きな不適切な事務が発生しま

したことに住民の皆様に心からお詫びを申し上げます。 

  一時期減少傾向にあった事務過誤が再び増加している要因としては先ほどお話しましたけどもＴ

ＳＭＣ進出に伴う様々な業務の増加も大きく影響していると認識しておりますが、今後外部環境の

更なる変化にも比例して業務量もますます増加することが見込まれる中、業務量の増加や現在の組

織風土、職員のスキルなども織り込んだ上でより一層機能する議員御指摘の内部統制の仕組みの強

化導入は不可欠だと考えております。その点も踏まえまして、組織的要因についてどう認識してい

るのかという質問に対しまして、首長としての私の指揮監督に責任要因があることは大前提でござ

いますけれども、その上で組織的要因について私がこれまで約２年半ほど首長を務める中で感じて

いるの点を、改善に向けた取組と合わせて述べさせていただきます。 
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  まず一つ目に、組織の構造的な理由として、本来であれば部長、課長、係長といった役職につい

てはより管理監督マネジメントに比重を置いた業務を担い、部下の指導や個別案件のフォローある

いは視座を一つ上げての確認や声掛けを適切に行うことで、仕事の質を高めることはもとより事務

過誤も抑制することができると考えております。しかしながら、現在の現場の状況としても、業務

量に対して主事や主査・参事といった層だけで処理することができず、係長や課長も多くの部分を

現場のプレーヤーとして業務に従事せざるを得ない状況が散見され、それが結果として事務過誤や

不適切な取扱いの発生にもつながっているところもあると感じております。 

  この点については、改善策として、先の業務量調査の結果により、先ほど議員からもございまし

たが業務効率化やＩＣＴ化、アウトソーシング、そして定数増を進めさせていただくことになりま

したので、更に適正な業務運営体制を個々の生産性も上げながら進めていきたいと考えております。 

  次に２つ目の要因になりますが、今回議員御指摘の「組織としての職員意識」は、私も深く関係

していると感じております。具体的には、係長は係、課長は課のミッション及び自らの部下の指

導・育成へコミットをするという意識が制度としても意識としてもまだまだ足りないところがある

というふうに感じております。 

  このコミットメントをいかに醸成するかは、日々の意識づけも重要ですが、やはり仕組み・制度

として内部統制の中にも一部関わるところだと思いますけれども、人事評価とも密接に結びつけて、

責任と貢献度を明確にしていくことも必須であると考えております。例えばよりマネジメントに比

重を置く企業におきましては大津町役場でいうところの係長、課長は、何か起こった時の信賞必罰

もそうですけれども、プレーヤーとしての側面があったとしても、そもそも人事評価における目標

設定も評価も８割から９割程度は、個人ではなくチームのパフォーマンスを持って行っているケー

スも少なくないようです。まずは課長、係長がマネジメントに避ける余力を作りながら、こうした

方向にもかじを切る必要があると考えております。この点に関して、マインドセットにつながる新

たな研修を導入するとともに、個人の目標設定や人事評価制度も含めて見直しを進めているところ

ですが、更なる抜本的な見直しによって上司・部下双方の意識をより一層高める必要があると考え

ております。 

  また３点目としまして、１点目、２点目とも関連しますが、ここも議員御指摘のとおり意思決定

や事業遂行における報連相の不十分さは私も責任を含めて感じているところでございます。 

  具体的にはこちらも頻度は私が就任した頃よりは減っているという認識ですけれども、事務や決

済において先ほど体育施設で象徴されるような私あるいは部長等が知らぬままに本来であれば事前、

あるいはその時に報告があってしかるべき内容が、未確認のまま進んでしまったりあるいは私に判

断を仰ぐ際も意思決定に要する資料、あるいは実際のデータの信頼性が足りなっていなかったよう

なケースが見られます。この点に関しては都度しっかり指摘もしておりますが、本年度は新たな取

組として「フォロワーシップ」に関する研修や新たなロジカルシンキング研修を、こちらも全職員

の階層別で４回ほどに分けて実施しておりますので、物事の進め方、何が必要か、意思決定して何

を求めているのか、そういったことを意識レベルでも引き上げるような変化を図っております。 
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  また、組織体制としてもこれまでは、不適切な取扱いやヒヤリハットなどを都度部長会議などで

情報を共有するとともに各課に改善を図っておりましたが、今後は内部統制制度の強化に向けて、

総務課に担当者を設け、全庁的な調整やインシデント、いわゆるヒヤリハットの共有、進捗管理が

不十分であった状況を改善していきます。 

  重ねてになりますが、恐らく全てマネジメントの一番上層に位置する私の責任だというふうに認

識をしております。 

  今回御指摘の責任の所在や意識に関しましては、議員が平成２６年６月議会において「監査委員

の厳しい指摘についてどのように応えるのか」の質問をされた際、引用された平成２５年度監査報

告書で、「十分な確認を行い決裁すべきはずのものの責任感が希薄になっているようであり、その

ことが事務処理や業務の進め方といった仕事のノウハウを後進の職員にきちんと継承されていない

現状につながっているのではないか」や、また「部制の導入に伴い事務的な効率化を目指して決裁

権を拡大するなどの改正が行われたものの、決裁権者としての責任感の確立にまでは至っていない

実態が随所に見え隠れしているようである。このことが、単純なミスとは言い難い問題のある事務

処理を頻発させている根底になっているものと思われる」との御指摘をいただいております。これ

を契機として、コンプライアンス行動指針を策定するなど意識改革に努めてまいりましたが、依然

として、不適切事務の発生がありますので、先ほど述べた意識づくり、仕組みづくりは内部統制の

一環として捉えて進めていきます。 

  議員御指摘の内部統制制度については、住民の皆様の幸福量を最大化するという組織目的が安定

的に達成されるよう、早期の導入に向けて取り組んでいきたいと思っております。 

  具体的なスケジュールに関しましては、令和６年４月を予定し、また導入にあたっては、先行自

治体の事例を研究しながら、抽象性をできる限り抑え、本町の現状に即した現実的・具体的な取組

を目指していきます。 

○議 長（桐原則雄） 吉良教育長。 

○教育長（吉良智恵美） おはようございます。佐藤議員の御質問にお答えさせていただきます。 

  まずもって、今回の大津町運動公園ほか８施設の指定管理者制度に伴う不適切な事務処理事案に

つきましては、町民の皆様をはじめ議員の皆様、関係者の皆様に多大なる損失及び御迷惑・御心配

をおかけしてしまいました。 

大変申し訳ございませんでした。心よりお詫び申し上げます。 

  今回の不適切な事務処理につきましては、教育部においても深く反省し、その要因について考察

をいたしました。 

  その事案の要因につきましては、あまり時間がありませんので、具体的には申し上げませんが議

員御指摘のとおり基本的な組織力の弱さがまず教育部内にあったと思います。なかなか不適切な事

務の取扱いに際して様々な対応策を講じてきましたけれども、その中でも基本に据えておりました

上司とのチェックが今回まさに全く機能せず結果として町に大きな損失を生じさせることとなって

おりました。教育部内の組織力の弱さこれが大きな要因の一つであったと思います。 
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  二つ目の要因としましては、これも議員から御指摘がありましたように情報共有の不十分さがあ

りました。１１月の件が先ほど御指摘ありましたけれども、上司からの報告、連絡、相談、上司や

同僚間の報告、連絡、相談を密にすること。これが基本でございますけれども、今回は、「報告・

連絡・相談」をする側と受ける側とで、内容に関する認識に齟齬が生じておりました。一歩踏み込

んだ相互の確認があれば、早めの対応もできたのではないかと非常に悔やまれるところでございま

す。この点におきましても、情報共有に対する意識や仕組みづくりにも課題が大いにあったと考え

ているところでございます。 

  今後は先ほど町長がありましたけれども、内部統制制度の仕組みづくりにつきましては、町長部

局とともに教育部局もしっかりと取り組んでいく所存でございます。 

本当にすみませんでした。 

○議 長（桐原則雄） 佐藤真二議員。 

○１０番（佐藤真二議員） 最後に一つだけ確認です。 

  取り組まれる内部統制制度というのが国の定める方法に沿った、法にのっとったものであるのか

どうかということですね。それとももっとガバナンスという意味で取り組みますということなのか、

それとも制度上のものなのかというのを最後に確認したいと思います。 

○議 長（桐原則雄） 藤本総務部長。時間の関係ありますが端的にお願いします。 

○総務部長（藤本聖二） 今回取組を進む内容についてですけれども、現在も内部統制についてはで

きていますので、それを試行錯誤するようなかたちでのスモールスタートでやっていきたいと思っ

ております。 

○１０番（佐藤真二議員） 終わります。 

○議 長（桐原則雄） しばらく休憩します。１１時１０分より再開したいと思います。 

午前１１時０３分 休憩 

△ 

午前１１時１０分 再開 

○議 長（桐原則雄） 休憩前に引き続き会議を開きます。 

  永田和彦議員。 

○１３番（永田和彦議員） 通告にしたがいまして、一般質問を行います。 

  今回も２点、町長に対し質問をいたします。 

  まず初めに東部清掃工場の解体についてであります。通告書の要旨に書いておりますとおり使わ

れなくなった工場は町のイメージを損なう、迷惑なマークであるということで、実際クリーンの森

合志ができました。都市型の清掃工場ですね、全然造り方が今とこの東部清掃工場の時代とは違い

まして、東部清掃工場は高い煙突がやたらと目立っております。あれを見てその周辺の土地ってい

うものはどういうものかというのは、第三者の視点で考えればわかるのではないかなと考えます。

町民の皆様方は２市２町の方々は恩恵に授かっていたわけでありますが、いざ使われなくなった時

点で、やはりこれは解体して更地にして、そして町に移譲を受けるというのが筋ではないでしょう
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か。もちろん環境保全組合の議員を私２年やらせてもらいましたけれども、そこの確認は確かにと

りました。地元自治体にお返しするという形になりましたけれども、ただ今の状況では、それこそ

イメージは損なっても町にプラスはならないということであります。民間企業で考えますならば、

例えば菊池環境工場クリーンの森合志でごみ処理をはじめ、そしてまた安定稼働が確認された時点

で東部清掃工場の解体には着手するのが流れだと思います。 

  ところが、まだ全然それに対して音沙汰はない状況で、今からお金を積み立てますと。これも各

市長の拠出金で地域住民の負担であります。この環境保全組合のときも、赤字続きで町からの持ち

出し、市からの持ち出しがたくさんあっております。そしてまた今度広域連合と合併をしたとして

も逆に赤字は膨らんでいくという、そういった算出がなされているかと思います。そういう中でや

はり東部清掃工場を解体し、これを町のプラスに持っていくという施策はやっぱり必要ではないか

なと思います。今現在土地がどこも足りない状況ですよね。今解体すれば売れる可能性はぐっと高

くなります。その点は時間との戦いなんですね。いつ解体して更地にするか。全然わからないよう

な状況だったらどうします。やはりその中の１町である我が大津町は早急に解体を進めていただき

たいというのを、町長はやはりそういった議会の中で述べていただき進めていただきたい。そして

その地域の手前のほうでもいろんな企業が進出しておりますので、東部清掃工場跡地も開発によれ

ばおもしろくなるのではないかなと私は考えております。東部清掃工場の東側標高が高い側でなり

ますが、ところが東部清掃工場を起点として東側、それと南側落ちておりますので手前の西側あた

りはおもしろい土地の開発というのができるのではないかなというふうに思っております。この売

却できるチャンス、これを逃してはいけないという点。この点についてはやはり町長はそういった

議会の中で強く推していただきたいと思います。解体終了後の利用計画というものがそれにより作

られてきます。そして町の発展に寄与することができるということであります。周辺地域の可能性

は高くあるはずであります。私は東部清掃工場をどういうふうに発展させるかというのを考えたと

きに、更地にした後にやはり企業を誘致したいなと誰しも考えると思います。そんな時に売りにな

るものが何かなくてはならないと思うんですよね。あすこの土地柄からするならば、北側にその位

置から走ればですよ、インターチェンジができてますよね。高規格道路の。これは阿蘇の方面から

の出入りしかできない状況なんで、そういった発展が見込めるならば国交省とそういった交渉をし

て熊本市内方面へも乗り入れができる、出入りができるそういったものも可能性もできてくるので

はないかと私は考えます。 

  そしてまた水の問題でありますけれども、多くの企業は水を求めてきます。ここの東部清掃工場

のあった場所の東側にタブノキ水源だったですかね。今は使われておりませんけれども、実際たく

さんの湧水が見込まれた土地ではあるんですね。そういったものを再開発して豊富な水、そういっ

たものを魅力的に宣伝したらどうかとも考えます。そして、また宅地も企業だけではなくて、宅地

も足りない状況が出てきたということは農地を宅地に変えるのか。それとも山を宅地に変えていく

のか。いろんな選択肢があるとは思いますが、ＴＳＭＣの進出で有料農地といわれるものがそうい

った工業用地に変わっていきました。これは国県の大所高所からの視点で俯瞰してみるならば、そ
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の減った分の農地というものの確保これは難しくなると思いますんで、これに対して我が町もきち

んとした構えを備えておかないと、こっちに押し付けられる可能性がある。あらゆる意味でですね。

ですから我々は可能性があるところはどんどん開発して、どんどん責めるオフェンスですよ。今ま

での今回の一般質問を様々な方々がされましたけれども、答弁を聞いておりますと、ほとんどがデ

ィフェンス的なんですね。守りなんです。こういった強く変化が現れた時期には強いリーダーが求

められるのが当たり前です。ですからどんどん責めるんですよ。これは一つの方策を私が言ったば

かりで、その２問目はもっと言いますけれども、町民が夢と希望を持てるような施策をどんどん進

めていく、挑戦していく、前に進める、そういった姿勢が今町長に求められていると私は思います

ので、東部清掃工場の解体８億円、概算ですね。これをまずどうするか、これをきっかけに質問を

広げていきたいと思います。 

○議 長（桐原則雄） 金田町長。 

○町 長（金田英樹） 永田議員の東部清掃工場の解体についての質問にお答えいたします。 

  まず、解体費用約８億円の財源確保と期間の明確化についてですが、約８億円と見込まれている

資金計画については、令和４年度に構成４市町で合計4億円を積み立てており、令和５年度から令

和８年度に、各年１億円を構成４市町で負担する計画です。各市町の負担割合は旧工場の稼働時の

市町毎の搬入量が基礎となっており、大津町の負担金は、令和４年度が１億８４８万円、令和５年

度から８年度までが、各２千７１２万円となっております。 

 大津町としては、５年間の負担金の合計額は２億１千６９６万円となりますが、この負担金の元

となるのは住民の皆様から集められた貴重な税金でありますので、その使途と跡地の活用方法につ

いては住民の皆様にもしっかり公表し、御理解を得ながら最小の経費で最大の効果を上げなければ

ならないと考えております。 

  また、解体時の汚染等に対する住民不安を解消するために、法令で定められている項目を基に環

境調査等を進められる予定ですが、住民の安全・安心確保のために、町としましては必要に応じて

追加の環境調査を求めていきたいと考えております。 

次に、旧東部清掃工場の解体後の跡地については、平成１５年１１月２８日の管理者会におい

て、更地にして大津町に無償譲渡されることが決定をしております。議員御指摘のとおり、菊池郡

市周辺地域では工業用地をはじめ、土地が不足していることは私も実感しておりましたので、昨年

度に解体費の財政負担を減らすためにも建物ごとの売却等の可否を検討しておりました。 

  しかしながら、工場内にはプラント設備が配置されているため利用が制限されること、及び稼働

開始後２７年に加え、使用しなくなってからも約２年半が経過し施設の劣化も相当進んでいること、

更に現況で売却した際の土壌汚染の責任関係や中途撤退で生じ得るリスク等から、現況のままの売

却することについては断念をしております。 

 そこで、跡地につきましては広域連合として解体や土壌調査及び必要な処置を行っていただいた

上で譲渡いただき、町としては議員御指摘のように高規格道路の大津北インターチェンジや大津イ

ンターチェンジ及び中核工業団地に近いこと、あるいは住宅等から隔てられているなどの利点を生
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かした活用のほか、周辺住民の理解が得られる活用を検討し、簡単なサウンディングなども行って

おります。 

 現況売却は難しいという結論に至りましたので、現在の民間による旺盛な開発状況も踏まえての

解体の早期化については、先ほど述べました解体費用の拠出方法を含め、連合長に相談をし、既に

可否も含めて検討を進めていただいております。 

  一方で、早期に解体を進める際の課題として、もちろん他の構成自治体及び議会の御理解が前提

になりますけれども、解体費用の課題とは別に土壌汚染調査や解体の手続及び実際の解体工事に一

定の期間がどうしても必要となってしまいます。 

  現在のところ広域連合のスケジュールでは、解体工事の仕様書や設計書などの作成を行う調査設

計業務を令和６年度に委託して、業務委託完了後の令和７年度夏頃に解体工事を発注、解体完了を

令和９年２月頃と見込んでおり、各期間の大幅な短縮は難しいという説明を受けております。 

  さらに、この工程は土壌汚染の調査が不要な場合を想定しておりますが土壌汚染対策法で義務付

けられている形質変更届の提出において県が土壌汚染の恐れがあると認める場合は広域連合におい

て法が指定する調査機関による、土壌汚染状況調査を実施する必要が出てきます。また、調査にお

いておいて汚染が確認された場合は、更に汚染土壌の処理期間が必要となります。 

  このように、解体には相当の時間を要しますので、速やかに旧東部清掃工場跡地を開発又は売却

することは困難ではあると考えておりますけれども、議員御指摘のとおり、現在の企業による旺盛

な開発状況を踏まえ、少しでも早くできないかと引き続き広域連合とは具体的な協議をするととも

に、できるだけ早く当該地域における新たな可能性を創出できるようと取り組んでいきます。また

簡単なサウンディングの結果ですけども、調査も含めてやはり今の場所に関しては少し排水に課題

があるということが言われております。 

  またその他にも近隣の方をはじめ開発の可能性がある事業者さんにお声がけしたところ、興味が

あるところありましたので、そこはしっかり今後は考えていきたいと思っております。その他別の

話になりますけれども、イゴウダニの埋立跡地も非常に有効な土地と考えておりますので、そちら

に関しても担当課はじめ連携しながら可能性を探っておるところでございます。 

以上になります。 

○議 長（桐原則雄） 永田和彦議員。 

○１３番（永田和彦議員） 再度質問いたします。 

  これは私が現地に行って写した写真でありますけれども、高々とそびえる煙突は目立ちますよね。

そして近くに行ってみますと草がかなり生えとってその写真もたくさん撮りましたが、結局こうい

ったイメージを持ったままずっと町は進めていく。大きな変化が今きているときにそういったイメ

ージを払拭する努力が必要ですよね。仕事ができる人は時間から手を付けるんです。だからここの

解体の計画自体が、私も何回か前にも言いましたよね。私が環境保全組合の議員にいって、２年間

いきましたけれども、この解体費用のかの字も議論があってなかった。そして、今となったらどう

です。土壌汚染の可能性とか、そういったやつは前からわかってることでしょ。そういったことを
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今までの議員さんも悪いです。その首長さんたちも悪いですよ。そんなことが一切議論されてない

んですよ。それを我が大津町が被るんですか。マイナスなイメージをずっと被るんですか。という

話を私は言いたいんです。早めないと。２市２町でしょ。２市２町その集まったパワーはどこにあ

るんですか。そういったところはまず大津町のこの迷惑になった施設。今までずっと恩恵はあった

んですけれども、既に迷惑施設になってしまったと。構造物になってしまったということであるな

らば、早急に大津町に対してそういった議会なり何なりに早めろというのが筋ではないでしょうか。

それが大津町町民にとってもいいし、全体にとってもいいんですよ。開いた口が塞がらないのは、

そういった議論が一切されてない。解体費用あたりは全く積み立ててない。クリーンの森合志を作

ることだけですよ。これね、残念ですけど子どもの集まりですよ。そういった話じゃないでしょ。

例えばですね、私だったら考えるんです。ここを全く使えなくなったわけではないんですね。しか

し、町長も考えてみなはらんですか。各家庭には本当は捨てたいけれども家の中にあるごみってた

くさんあるんですよ。そういったものを視点を変えてクリーンの森合志ではそういった袋に入れた

やつを回収します。ここでは全体の２市２町のクリーン作戦を展開したそういったものをここで燃

やしてしまおうじゃないか。そして各家庭のいろんなものを更新させてあげようじゃないかと。そ

して経済に寄与させていこうじゃないかとか。そういったことを考えなきゃ。ただの迷惑施設のま

までしょ。これを現在進行形で使っとったならば、どれだけのごみの処分ができたと思います。こ

ことクリーンの森合志で相当な２市２町の燃えるごみですね、処分できたと思いますよ。そういっ

た発想自体もなかったんですね。ただそれは町長の責任じゃないですよ。はっきりいって。ただこ

れからそれを求めてくださいと。もう嫌だと言ってるんですよ。クリーンの森合志が稼働している

んですからそっちに皆さん、集中してごみを処理していただいて、ここは迷惑施設でしかない。そ

れも何年後ですか。そんな悠長なことを言っとったら話になりませんよね。そういったところが話

を聞いていて愕然とするんです。例えば今出しているのは東部清掃工場の解体が８億円ですよ。２

市２町で折半として今決算の認定作業やっておりますんで、菊池環境保全組合負担金が令和４年度

まだありましたから、こういった形で出てくるんですよね、１億８千５００万円とか、例えば広域

連合だったならば、し尿処理が４千万円とかやっぱり出てくるんですよ。これがずっと繰り返され

ていく。そして先の全員協議会で財政シミュレーションを提示されました。この財政シミュレーシ

ョンちょっとひどく書いておりますけれども、実際のこの中に書いてある数字を抜いただけです。

こういった形にするとものすごくひどく感じますよね。令和６年から令和１０年までの町の借金が

１６８億円から１７３億円で５２億円を増えますよと。そして貯金、基金が５３億円から３０億円、

２３億円も減るというようなことを出してくる。これに対するどういった対応策があるのかという

のが我々が考えなくてはならないですよね。しかしこの財政シミュレーションというのは一覧表を

見てみますと、これバックに使ってますけれども、わざと大げさにですね、使ってますけどこの財

政シミュレーションというのは実は曖昧なんですよ。将来予測の中では。この中で前提として説明

の推計方法がちゃんと書いてあります。この中で歳出の中に、菊池広域連合への負担金は７億円か

ら約８億円を想定しておりますとか書いてあるんですよ。実は。これは大きな歳出になりますよね。
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ところがこれの曖昧な点は経済成長率は考慮しないてしてあるんですね。経済成長率は考慮しない。

職務は増える。人が足りない。考えてみるとバラバラじゃないですか、これって。だけれども出さ

れた表にはこう書いてあるんですよ。こう示してあるんですね。としたならばこの差はただ単に町

債が５２億円増えましたよ。基金が減りましたよというふうになると、ここの幅というのは５２億

円、２３億円の幅ではないんですね。７５億円の幅になるんですよ。こういった計算のやり方とい

うものを数字的に強くならないと、これに対してむかむかしたのは私だけかなと思ったりするんで

すけれども、この財政シミュレーションを町長の許しを得て、こういった全員協議会で示されたと

いうことはこれに対する対応策をきちんと示さなくてはならない。その対応策というのはそれこそ

この中の推計方法に書いてない、考慮しないと書いてある経済成長でしょ。この経済成長をもって

その地方税なり、そして移住者が増えて固定資産税なり、そういった増えるような施策をしなけれ

ばならないですよね。じゃないとずっと赤字幅は増えていくということになってしまうんです。こ

こが町長がこうやりたい、ああやりたいというリーダーシップを出してほしいところなんですよね。

だから１問目の前段といたしまして、そこを有効な町にプラスになる土地にしようじゃないかとい

う呼びかけを私はしたつもりです。可能性というものはたくさんあるということです。そしてまた

インターチェンジの話もしましたけれども、あの周辺というのもそれこそ国の管轄としても、国と

戦うぐらいの覚悟がないと。以前ですね、これを考えていた時に町長の言葉を思い出しました。私

が尊敬する人がいて、どことかの市長とかの中に福岡の市長が確か入っとったと思うんですよ。福

岡の今福岡ビッグバンですか、これはもう私的な話の時だったのかもしれません、すみませんね。

あの方なんて、福岡の市長なんて幾つも訴訟を起こして起こされ、国と戦っていると言いますもん

ね。結局国の決めた、そういった法律やいろんな仕様の中で、解せない、うちの地域には合わない

というものはたくさんあるというふうな形で国県を相手取ってそういった戦いを起こす。これが首

長の仕事だとも私は思います。じゃないとそれこそトランスフォーメーション、変化、変革という

ものはなかなかできないでしょうね。今最初に言いましたオフェンスを強化するべきだと。それこ

そ一時期のスポーツの中でも最近ではバスケットが何十年ぶりに世界大会に行くとかいろいろあっ

てるじゃないですか。サッカーも強くなった、ラグビーも強くなった。これってディフェンスから

オフェンスへの意識改革ですもんね。そういった形で前向きに発展していくんですよ。そういった

それを音頭をとるのが町長なんです。我々一議員から我々はもちろん政策立案していきますよ。し

ていきますが、それをどう生かしていくのかというのは町長の責任ではないかと思います。ただこ

の財政シミュレーションを見た場合、もう待ったは許されない状況だと私は思いますが、このお金

がない、お金が段々減っていくという状況の中で、議論もしていなかった、東部清掃工場の解体そ

してまた土壌のそういった調査をしなければならなくなると、また時間が延びて、そして大きなお

金が出て行くという状況の中で、ここのせめて東部清掃工場の処理ぐらいはもう少しスムーズに前

向きに早急に処理していきましょうよ。それぐらいのところは２市２町の中で、大津町の首長とし

て戦ってきてください。これがあなたの仕事だと思いますので、この点について再度質問いたしま

す。 
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○議 長（桐原則雄） 金田町長。 

○町 長（金田英樹） 永田議員の再質問にお答えいたします。 

  先ほども申し上げたことと重なるところがあって恐縮なんですけれども、まず東部清掃工場の跡

地利用については現況利用等も含めてこれまでも検討してきたところでございます。また跡地解体

した後にというところに関しましても、連合長とも含めて相談してきまして、前向きに考えもらっ

ているところです。ただ今の課題としては議員御指摘のとおり、より早くから着手しておけばよか

ったんですけれども、今現在お金が８億円たまらないから工事が進められないのではなく、今から

手続を逆算していったときにどうしても係る手続があります。そこの早期化というのをお願いして

いるところでございますので、少しでも早くそれが解体がかない、それが町の発展につながるよう

な施設、誘致等につながるように町としても努めていきます。 

  以上です。 

○議 長（桐原則雄） 永田和彦議員。 

○１３番（永田和彦議員） 再度質問いたします。 

  この１問目に対しましては相手方もいるということですね。ただその人たちが全体が意識が低か

ったということです。広域連合に移りましてもそういった意識というものを高めていかなければい

けないと思います。いみじくも私は広域連合のほうに行ってくれと、菊池環境保全組合２市２町で

２名ずつで８名でありました。議会がですね。そして広域連合は４名ずつ出ておりますので、４

×４、１６名ですね。２４名になるんでそれは多すぎるっていって、私は反対して、片や、４名

の議会があって方や２名、我が大津町から出る人たち。各市町からですね、この人たちが全部扱っ

て何するんですかって話ですよ。こういった大赤字が出ているところで、そういった１年間だけは

各市町から６名ずつ出てもらう。もう吹き出しますよこれ。そういったことをぬけしゃーしゃーと

やっている状況じゃ、町民の皆様がたはどう思われますか。それですね、しかも私この前の菊池地

域市町議会議員研修会には行かなかったんですけれども、これいっても私勉強したうちの中身だろ

うと思って私行きませんでした。だから局長に言っとって、資料を持って帰ってきてくれと。それ

で勉強をして俺は十分だからと。そしてこの他の２市２町の人たちと会いたくなかったんですね、

実は。会ったならば文句言いたくなるんで、だから私は行かなかったんです、これには。そしたら

式次第というものがついておりまして、閉会をしまして閉会後括弧して連合議員広域連合ですね、

連合議員のみ常任委員会視察研修の日程を打合せをしますて書いてあるんですよ。何しに行くんで

すか。こういったものを容認しとったらですね、私知らんですけど、これで赤字が解消されるよう

な研修だったらどんどん行ってくださいと私言いますよ。視察研修だそうですね、恥ずかしいです

ね。これ何か持って帰るかどうかとても私注目するところですけど。これ何も持って帰らんで赤字

の上にまたそういった歳出を重ねるようなことをこの議会ではとてもじゃないが議論できませんよ

ね。私はいみじくも二十数年議員しています。足し算、引き算ぐらいわかりますよ。赤字企業です

よ。こういったところにですね、視察研修を持ってくるっていうのがどういった意味かが私わから

ない。１点だけこれ心苦しいかもしれませんけれども、視察研修が予定されているというのは恐ら
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く耳に入っているんじゃないかと思いますんで、その内容というのは町を代表とした町長としては

把握されておりますか。この１点だけは聞いておきたいと思います。 

○議 長（桐原則雄） 金田町長。 

○町 長（金田英樹） 永田議員の再々質問にお答えいたします。 

  細かい内容は伺っておりませんけれども、現在常任委員会等で検討中というふうに今の段階で伺

っております。 

  以上です。 

○議 長（桐原則雄） 永田和彦議員。 

○１３番（永田和彦議員） 次の質問に移ります。 

  国県のインフラ整備計画と町の発展について。もう今この状況になりますと、密接に関係してく

るということ。１問目におきましてもそういったことを言ってきました。県の計画、蒲島さんがい

ろいろ頑張っておられますけれども、やはり県の計画に対して、いや、町はこうだというのはなか

なか難しいですよ。当たり前のことです。整合性を持ってその中でもより良きプラスになるように

考えるのが我々の仕事ではないかなとそれは思います。 

  県はＴＳＭＣの菊陽進出に対して一帯のインフラ整備に今後１０年間で総額１千１４０億円程度

の事業費を試算しているというのは多く報道等で言われております。今この時期に発表するのは、

財務省が２０２４年度、来年度ですね一般会計予算概算要求額を固める前に熊本県予算要望の基礎

資料とする方針ではないかなと私はよんでおります。予算が通らない場合は、今回入閣された方が

熊本県から二人もおられますんで、そういった方々に頑張ってもらうという形になろうかと思いま

す。そういった方々おめでとうございます。というとともに地元主義というものを貫いていただき

たいなと熊本主義ですよ、それはちゃんと持っていただきたいと思います。復活折衝までもってい

けなくて当初予算で通していただきたいなと思います。このＴＳＭＣ関連のシリコンアイランド構

想、というものは国家プロジェクトと位置付けてありますので、大胆な要求も現場の状況と声を聞

く姿勢があると考えられますので、熊本県にとっても大きなチャンスであります。蒲島さんのリー

ダーシップに期待したいと思っております。そしてまたいろんな計画が被って出てきておりますよ

ね。例えば復興道路である高規格道路のほうの延伸、そういったものを考えますれば今回持ってき

たのは合志市まで早急に今回着工するというのが言われましたよね。大津町へはきておりません。

この道路もですけど、９月３日ですかね、高規格道路である熊本都市圏３連絡道路建設促進協議会

総会があっております。具体的な計画検討のために年内に有識者による委員会を立ち上げるという

ことで別の構想も例えば熊本市内街中ですね、から空港まで１０分２０分構想、うちのロビーにも

でかでかとポスターが飾ってありますけど、そういった計画もあるということで我が町にとっても

非常に好ましいことであります。しかし幾つものそういった計画の中で我々は何を要望していくの

が最善策だろうかなと思うんですよ。その時にやはり今回中九州横断道路、この熊本合志区間とい

うのをここは３２５までの結線が好ましいと思います。そうすることによって熊本空港から降りて

いって、そしてＴＳＭＣ関連のいろんな企業、そして菊池市あたりもものすごくその点については
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やりやすくなると思いますし、大津町にとっても予算の関係かわかりませんけれども、早急に合志

市まではしないとＴＳＭＣ国家プロジェクトで１兆円規模の工場ですので、これに対するサプライ

チェーンの融通が効かなくなると考えたのかどうかわかりません。ただ全体の発展を考えたときに

は、やはり大津町はここはせめて３２５まで、本来ならばやはりそのまま今大津町で途切れており

ます。東側からはですね。ここにやっぱりつなげてほしいですよ、もちろん。そのことによって例

えばここのうちのさっき東部清掃工場のことを言いましたよね。東部清掃工場っていうのはこの地

図は見にくいかもしれませんけれども、この辺になるんですよね。本田技研工業がここにあります

んで、この上を通るんですかね。あの計画では。私もよくわかりませんけれども、ここを全体の配

置として俯瞰してみた時に思うんですよ。そらもちろんここまで来たならば、大津町はさっき言っ

た周りの土地利用計画というのはものすごく進みますよね。だからこそここに先ほど言った１問目

のやつで早めていただきたいというのは、国も県も有無も言わさず発展しているところに道路を通

すインフラ整備をするっていうのは当たり前のことですから、もっともっと経済効果を高めるとい

うような形になると私は思います。そしてせめて３２５までこれが持ってくれば全然違う形になっ

ていきますと私は思いますんで、町の発展にはものすごく影響が強いと思っております。そしてま

た我が町も工業団地を整備する予定がありますが、この工業団地の売行きに対してもかなり影響が

ある。そしてここに要旨で書いております菊池市に県が工業団地をつくるといっております。とい

うことは県が借金して作るわけですよね。現金持っているわけじゃありませんので、何で大津町は

単独で作らんといかんとか。大津町も県が作ってくれよと。県が借金してくださいと先ほど言いま

したよね、財政シミュレーションからするならば、ものすごく借金が膨らんでいると。膨らんでい

くと。そしてまたこれが競争に負けて、いつまでも売れ残るとしたら大変なことになりますよ。だ

からこそ目の色を変えてでも前進させなければならないと考えております。そしてまたそういった

産業界だけの話だけではなくてやはり１次産業の生産性を損ねてはならないと。これは当たり前の

ことですよね。ウクライナ紛争でいろんなかたちの世界的貿易がくるってしまって、食料不安とい

うのは世界を覆っております。そういった中で我々が食料自給率そういったものをあわせて考えな

いと。そういったときに食料自給率をどの範囲で考えるかですよね。地方自治体として町で我が町

は我が町民を食わすだけの一次産業は成り立っていると言えるのでしょうか。そしてそれをそぐよ

うな工業の発展というのは農工商併進に反しますよね。これは振興総合計画から抜いたやつですね。

１番が産業ということで農工商全てが盛んであると。そういった大津町を目指すと書いてあります。

これは当たり前のことだと思います。そして私の考えでは恐らくＴＳＭＣ関連の半導体関係も必ず

飽和状態はくるんですね。産業というものはそういったものです。ですから、もちろん私がこの世

におらんようになった後でしょうけれども、その時人間というものは何にかえっていくかなって私

考えるんですよ。その時には恐らく野山や海自然界に帰っていくんではないかなと考えております。

そんな時にやはり環境の保全というものの視点をもって我が町は高度なバランスをとれたそういっ

た町にしていく。それが大切ではないかな。そしてこの要旨の中に書いてあります町道整備等連携

で宅地開発を拡幅させ、人口を増加させる。これは私が考えたのは、やっぱり人口増加というのは
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賑わいが生まれてもちろん固定資産税なり町民税なりの収入が入ってくるのが大きくなります。そ

して誘致企業を考えたときに、住みやすい町というのを外国の方、例えば台湾の方々がＴＳＭＣ関

係でこちらに移住するもしくはその仕事の間は住みたいと言ったときに、大津町でしょうか、菊陽

町でしょうか、合志市でしょうか、熊本市でしょうかと考えた時に大津町ですと言ってほしいじゃ

ないですか。そういった結局は我々が考えなくてはならないのは、総合的な既存の皆さんの大津町

の町民の方々が喜ぶまちづくりが結局は強みとなるんですよ。もう菊陽お隣菊陽例えば菊池市、合

志市にはない魅力が大津町にあるよねというかたちというのは、これがまちづくりだと私は思って

おりますので、そういったものがやはり比較されて第三者というものは厳しいですから、第三者の

目にかなうようなまちづくりというのが本当の答えになってくるのではないかなと私は考えます。 

  以上、質問の要旨としてあげておりますので、質問をいたします。 

○議 長（桐原則雄） 金田町長。 

○町 長（金田英樹） 永田議員の二つ目の質問にお答えいたします。 

  企業誘致は、法人町民税や固定資産税等の町税の増収、新たな雇用の創出や地域経済の活性化、

働く場の提供による人口の増加等、町の発展に大きな役割を果たすものと考えており、誘致活動を

継続的かつ積極的に取り組んでいるところです。 

  最初の質問の、高規格道路の中九州横断道路ですが、昨年度に大津町の国道３２５号線までの大

津西から合志区間の事業化が決定しました。大津西インターチェンジは国道３２５号にできる予定

です。この高規格道路は九州縦貫自動車道と大津町を結ぶ幹線道路として、地域間の交流が期待さ

れるとともに物流等に大きな利便性を生み出します。 

  大津西インターチェンジは南北幹線である国道３２５号と連結するため、物流の一大拠点となる

ことが予見されますので、周辺に工場等の企業進出が見込まれます。また町の工業団地にも大きく

関わってくる道路と認識をしております。こちらの大津西、合志間につきましても以前の町長や議

会の皆様方のお力もありかなり早期化できたと思っておりますけれども、更にこの工事も含め用地

買収も含め進めるように町としても全力で取り組んでいく所存であります。 

  企業誘致合戦の勝算につきましては、町内に立地いただくためには、地道な活動も必要であり、

近隣の競合する工業団地の中から選択していただくためには、誘致の諸条件、熱意や誠意を持って

当たる姿勢も重要な分野であると考えており、私自身も機会があるごとに誘致につながるよう、関

係各方面に積極的に働きかけているところです。 

  また、台湾のからの企業誘致についても、８月下旬には、大津町企業連絡協議会役員９名と副町

長を含む本町職員３名が、台湾で町のＰＲ等行っていただくとともに、交通渋滞や生活環境の現状

を現地で見ていただきました。９月に開催される報告会の中で、企業視点による課題を行政と共有

し、将来を見据えたまちづくりにつなげるための提言をいただき、企業が進出しやすい環境整備を

企業の皆様とともに進めていきたいというふうに考えております。 

  一方で、企業が進出を決める際には経済状況はもちろん、取引先企業との距離や交通面もなどの

立地が重要な要素となるため、このたび町の工業団地につきましては、ＪＡＳＭ及び中九州横断道
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路のＩＣ、そして今回御指摘の３２５号とも至近に整備することで優位性を確保しております。 

  そのような点を前提に、現在取り組んでおります新たな工業団地につきましては、法律上のクリ

アすべき課題や地権者の合意形成を含めた用地の確保など、完成までには段階的に様々な課題があ

り、一定の時間を要しますが、半導体関連企業に業種を絞った企業誘致を進めるため、国内製造業

を中心とした約３００社に対する企業立地意向調査結果を基にした企業訪問、企業誘致フェア等へ

の参加による情報発信に加え、既に町内に立地されている半導体関連企業へのアプローチも積極的

に継続していきたいと考えております。 

  また、熊本県との連携も重要であると認識しておりまして、８月中旬には、熊本県とともに、工

業団地予定地や民間開発予定地を視察し、意見交換を行っております。 

  次に、熊本県の工業団地につきましては、中九州横断道路周辺など、交通アクセスのよい場所に

新たな工業団地をつくる計画が示され、菊池市と合志市にそれぞれ２５ヘクタールの工業団地計画

がなされ、令和８年度の分譲開始に向けて進められております。近隣でも、西原村、益城町、合志

市と各自治体で工業団地を進められており、最近では山鹿市もプロジェクトチームを設けて、新た

に適地選定を進められておるようですので、競争環境加速する中、町としての有意性をしっかり保

つ必要があると考えております。 

  大津町においても、すぐに紹介できる工業団地がないため、今回、町として工業団地の計画を進

めているところです。ＴＳＭＣ第２工場以降の熊本県内への立地の報道など、刻々と変化する状況

に、すぐに町としても対応できるように、積極的に県とも情報交換を進めながら次につながる取組

を進めていきたいと考えております。 

  次に、１次産業の生産性向上については、今回の工業団地予定地は、将来的な工業団地拡張の可

能性もある場所です。一方で、周辺の農地では、牧草やカライモの生産なども行われており、町が

主体的な姿勢で、代替地の確保や農道の整備など農家の生産確保と大型機械による生産性向上を押

し進めるとともに、工業団地整備については県の動向も注視しながら、積極的な連携や意思疎通を

図り、農業振興との整合性を図った上で、国や県の協力を得ながらインフラ整備等を検討すること

が必要であると考えております。 

 また、企業進出だけでなく、宅地化も進んできており、令和４年度の開発申請は７６件で、住宅

においては、４７件、９００戸を超える申請があっております。宅地開発の誘導に向けては道路は

もちろん、学校状況や下水などの整備も重要であるため、その点も織り込みながら進めていきたい

と考えております。 

  町を取り巻く環境も、刻々と変わってきておりますので、町としては、この追い風を町の発展と

住民生活の向上にしっかりとつなげていく必要があります。そのため、道路整備だけでなく、平成

３１年に見直しを行った都市計画計改革マスタープランについても、本来であれば２０年程度で見

直されるものですが、近年の状況を踏まえ、前倒しての見直しに向けて、現在準備・検討を進めて

いるところです。 

  詳細については担当部長より説明をさせていただきます。 
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○議 長（桐原則雄） 永田和彦議員。 

○１３番（永田和彦議員） 再度質問いたします。 

  いろいろ他の自治体の内容も言われましたが、いずれにしても一次産業の保護というものは我々

しっかり考えて食べ物がないという経験は私は実際したことないですけど、うちの母が農家だった

んで戦後でも農家であったためか知らんけれども、ひもじい思いをしたことがなかもんねとうちの

母は言ってました。生前。やっぱり食べ物というのは人が変わりますよ。やっぱり安心安全な食の

確保というものは我が町で地産地消ができるならば、この上ないことですので、この点はしっかり

と我々はすえて調整、まちづくりを進めていかなければならないと思います。この点については、

議会の中では所管の委員会ですので、しっかりと議論もしていきたいと思います。そして、また例

えば競争のやり方というのも、私はいろんな規制や縛りみたいなのと戦ったらどうかということを

１問目のときに言いましたけれども、こういった町の発展というのを考えたときに、まちづくりと

いうのは非常に強力な武器になりますよというのを先ほど言いました。実際的に誘致企業も欲しい

じゃないかと言ったときに、土地がない、そういった場所がないってなるじゃないですか。私はそ

こで考えましたすぐ売れるような土地はないのかなと。新しい工業団地をつくる。その近くに杉水

公園がありますよね。私はあそこを工業団地にしたならばと考えました。そして、地域の方々に新

しく時代にあった屋内公園とか運動場とかいろんなものの代替提案をするんですよ。これはいろん

な縛りが各省庁が縦割りですんで難しいというのはわかっておりますが、総意をすることによって

そこの周りにも住宅がはりつく、そしてそういった排水関係は農業集落のほうにいれてもらう。農

業集落は稼働率が５０％で大赤字です。これからもそれを消化していかなければならない。そうい

った事実が歴然とあるわけですから、そうした地域の人口を増やすというのは、魅力ある施設とい

うのを代替案として出すのはおもしろいんじゃないかなと、そう考えもしました。いろいろそうい

った突拍子もないことを考えるのがトランスフォーメーションかなと。デジタルは今のはつきませ

んでしたけれども、私はまだまだ可能性があるのが、例えばＪＲの古宮社長ですかね。大津町への

一本化が望ましいと。熊本空港まで乗り換えなしでＪＲで乗っていただくということを考えたとき

に、その時に我々が何を考えるかという責めの姿勢というのは、外国からこの熊本に来られて、熊

本空港に降り立ちました。そこからＪＲがあるの。これに乗って軌道敷にのってそのままずっと行

ってもいいね。まず最初に肥後大津駅に止まるわけですよ。ここからわざわざ原水とか三里木まで

行ってＴＳＭＣ行きます。うちのほうが近いですよ。空港ライナーが走ってますよね。ＴＳＭＣラ

イナー出しましょうか。全部こっち来ますよ客。だってこっちが近いんですから。そういった発想

を持たないと、私は外国の方が来られたならば一番近くて一番動きやすいのはどうかと。その時に

企業関係は、大津駅だよ、肥後大津駅で降り立つんだよ。そこから巡回バスがあるんだよと。そし

たらＴＳＭＣはすぐそこじゃないかと。アクセス道路をもう少し整備してもおもしろいかもしれま

せんですね。だからそういったことを考えれば、まだまだ発展の可能性はあるし、観光産業という

ものも大津駅を起点として菊池市方面や阿蘇方面を使っていただく。これ観光というのも世界の

方々はいろいろＮＨＫとか番組見てますと、価値観がかなり文明的なものを一生懸命探るんじゃな
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くて、そこの国の自然を満喫するためにとか。いろんなそういったところの探索とかする人たちの

外国人の旅行者って実は多いみたいですね。グリーンツーリズムですか。それは問題もいろいろ出

てきておりますけれども、そういったことを考えれば可能性はものすごく高い。だから大津町の可

能性を考えたときに今、明日ですね、委員会の委員長報告私やりますけれども、今後の懸案となる

ことをあげております。そして、提言として申し述べますけれども、駅周辺ですよ、やっぱり。駅

周辺が今どういうふうに変わるかというのがどうもよめないというのは皆さんですよね。ＪＲもそ

ういった情報はなかなか出さないと思います。しかしだぶった計画で、せっかく作ったのを壊して

またお金がいるねというやつは避けたい。やっぱりＪＲと密にして、そして町の発展とともにとい

うかたちでＪＲさん協力しますよと。美咲野でも協力しましたよねというぐらい言っていいと思い

ますよ。そして我々は今後もＪＲとともにその発展路線を進まさせてください。だからある程度の

計画として町が役割分担しましょうよて。ＪＲはどこまでやるのか。そして町はどこまでやるのか。

それぐらいまでどんどんそれこそ最初に言ったオフェンスです。それが責めです。それが恐らくほ

かの市町はできませんよ。うちだからできることです。こういったことを魅力にしないと。時間が

ありませんので、もう言えていったらずっと言いますけれども、結局時間がありませんので、町長

としてまだ可能性が私は高いと思うんです。結局はまちづくりと思いますんで、そういった変化の

中での町長は、よしみんな行くぜって、大津町はもうどんどん発展路線に行くぜというような言葉

が欲しいわけですよ。財源がありませんので、とかそういった答弁が昨日、一昨日とか聞きよって

むしゃくしゃするんですね。よそがしたならうちはもっとするぜぐらいの気持ちがないと改革には

至らないですよ。私はそれぐらい強いリーダーが今現在この変化の時には必要だと考えますんで、

この点について何か強い一言っていうのを発することができますか。質問します。 

○議 長（桐原則雄） 金田町長。 

○町 長（金田英樹） 永田議員の質問にお答えをいたします。 

  様々な御意見、御提案いただきましたけれども、今お話を聞く中で大きな画としては永田議員が

おっしゃっているようなビジョンは共有できていると思っております。その中で表に出てない話も

ありますけれども、様々な駅周辺の話ですとか、産業バスの話ですとか、あるいは国県ＪＲ民間と

の連携の話ですとか、今しっかりとプロジェクトチーム作りながら、あるいは国県民間等とも折衝

しながら、しっかり進めていくところですので、かなり職員さんにオフェンシブに進めてもらって

いますので、私のほうからももうちょっとやっていることをしっかり出せること出せないことあり

ますけれども、バランスを取りながらやっていきたいというふうに思っております。 

  以上です。 

○議 長（桐原則雄） これで一般質問は終わりました。 

 以上で本日の日程は全部終了しました。 

 本日はこれで散会します。 

 お疲れさまでした。 

午後０時１１分 散会 
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議 事 日 程（第５号）   令和５年９月１５日（金） 午前１０時 開議 

                                  

日程第 １ 諸般の報告 

日程第 ２ 各常任委員会の審査報告について          質疑、討論、表決 

日程第 ３ 委員会の閉会中の継続調査申出書について            議決 

日程第 ４ 令和５年度議員派遣について                  議決 

日程第 ５ 議会活性化に関する特別委員会の設置及び、委員の選任について  議決 

日程第 ６ 議案第６８号 大津中学校什器等備品購入について 

             上程、提案理由の説明、質疑、討論、表決 

日程第 ７ 同意第１６号 大津町教育委員会委員の任命につき同意を求めることにつ

いて 

上程、提案理由の説明、質疑、討論、表決 

 

                午前９時５９分 開議 

                          

○議 長（桐原則雄） 皆様、おはようございます。ただいまから本日の会議を開きます。 

  なお、豊瀨和久議員より欠席の届けがあっていますので、報告します。 

 

日程第１ 諸般の報告 

 

○議 長（桐原則雄） 日程第１ 諸般の報告をします。 

本日の議事日程並びに報告内容は、議席並びにタブレットに配付のとおりです。 

 

日程第２ 各常任委員会の審査報告について 

 

○議 長（桐原則雄） 日程第２ 各常任委員会の審査報告についてを議題とします。委員会審査報

告書は、タブレットに配付のとおりです。 

  これから、各常任委員会における審査の経過並びに結果について、各委員長の報告を求めます。 

 永田和彦経済建設常任委員長。 

○経済建設常任委員長（永田和彦） ただいまから、経済建設常任委員会に令和５年９月１日におき

まして付託されました案件につきまして、議会会議規則７７条の規定により御報告申し上げます。 

  当委員会に付託されました案件は、議案第５８号、５９、６１、６４、６５、６６、６７号そし

て認定第１号関連、３号、６号、７号、８号の１２件であります。 

  当委員会は、９月４日と５日、審議の前に所管事業の１４か所の現地調査を行い、その後委員会

室４０２号室において、執行部より付議議案の説明を求めながら審議を行いました。 
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  それでは、審議の経過については、お手元のタブレットに配付の審議記録のとおりですが、以下、

課題と論点を明らかにすべき内容について、その概要と結果、意見につきまして報告いたします。 

  まず議案第５８号、財産の交換についてであります。 

都市整備部建設課から報告がありましたが、さしたる質疑はありませんでした。 

  議案第５８号は、討論はなく、採決の結果、全員賛成で原案のとおり可決すべきものと決しまし

た。 

  続きまして、議案第５９号関連、令和５年度大津町一般会計補正予算（第１０号）についてであ

ります。 

  産業振興部企業振興課におきましては委員より、工場等振興奨励補助金について、委員会現地の

際に、企業側から「当初の事業計画から事業内容を変更した」と説明があったが、補助金の交付要

項として、問題はないのか。との問いに、行部より、当補助金の交付条件として、３千平米以上の

用地購入、２億円以上の設備投資、１０人以上の新規雇用という条件を満たすことで補助金の交付

を受けることができます。補助金交付の際は、現地に出向いて要件を満たしているか検査をしてお

ります。補助金交付後の事業内容の変更までは把握できておりませんが、補助金交付としては、条

件を満たしているので問題はございませんと答弁がありました。 

  また委員より、新規雇用者については、大津町在住者が雇用されているのか。可能な限り、大津

町内に住んでもらえるように働きかけを行ってほしいとの問いに、執行部より、補助金の交付条件

である１０名以上の新規雇用の条件は、町内在住者に限定されたものではございませんが、補助金

交付の対象となる人数は、町内に住所を有する者という条件を付して交付しておりますと答弁があ

りました。 

  また委員より、工場等振興奨励補助金を交付したことによって、町に新たなメリットが生まれて

いるのであれば問題はいが、補助金を交付してリターンがないということではいけない。交付して

終わりではなく、きちんと検証しながら、公金の使い方を精査する必要があるが、その点について

どう考えているのかとの問いに、執行部より、固定資産税や法人町民税等の税収の見込みを計算し、

補助金のリターンについて確認は行っておりますと答弁がありました。 

  意見といたしまして、企業の投資による効果検証は非常に難しい。企業が立地することで、その

沿線上で新たな宅地開発や商業も張り付くことも想定される。企業の固定資産税等の税収増だけで

はく、様々な影響があることも、住民の人に説明できるようにしておいてほしいとありました。 

  続きまして、都市整備部都市計画課におきましては、委員より町営住宅の鳥害対策とあるが、具

体的には何をするのかとの問いに、執行部より、町営住宅の共用部分に鳩が住み着くのを防ぐため、

階段部分にネットを張り、鳩が入ってこないようにするものでありますと。あけぼの団地の１５棟

と、鍛冶の上団地の３棟の全ての階段の共用部分に設置予定でありますと答弁がありました。 

  都市整備部建設課におきましては、委員より、測量設計等業務委託で人件費の増額とあるが、設

計書や仕様書に記載しているのかとの問いに、執行部より、入札時には金額を抜いた設計書のみ業

者に示しております。設計は県が定める基準単価を用いておりますと答弁がありました。 
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  また委員より、測量設計等業務委託で人件費の増額は、県の基準単価が増額変更したからという

ことかとの問いに、執行部より、県の基準単価の変更に伴うものですと答弁がありました。 

  また委員より、業者は県に聞けば基準単価がわかるのではないかとの問いに、執行部より、県は

公表しておりません。ただし、積算ソフトや積算関係資料は販売されていますので、それを参考に

積算をされているようですと答弁がありました。 

  また委員より、緊急自然災害防止対策事業の大津地区は、上井手に隣接した急傾斜地対策の工事

になるが、その一部は壊れても上井手で受け止められるため対象外となるとのことだが、上井手で

受け止めると井手の水がオーバーすることも考えられる。何をもって上井手で受け止めるというの

かとの問いに、執行部より、壊れた土砂が直接民家へ被害を及ぼさないと判断されましたと答弁が

ありました。 

  意見といたしまして、難しい状況ではあるが、人命にかかわることなので、検討をお願いしたい

とありました。 

都市整備部下水道課では、さしたる質疑はありませんでした。 

議案第５９号関連は討論はなく、採決の結果全員賛成で可決すべきものと決しました。 

  続きまして、議案第６１号、令和５年度大津町外四ケ市町村共有財産管理処分事務受託特別会計

補正予算（第１号）についてであります。 

  産業振興部農政課におきましては、委員より、共有財産山林の維持管理について今後の流れはど

うなるのかとの問いに、執行部より、これまで一般会計の長期施業委託の中で共有財産山林を含め

維持管理を行ってきましたが、契約を分けた方が管理しやすい意見もあり、令和６年度からはそれ

ぞれに委託契約を行う予定であります。共有財産山林につきましては、伐採作業がほぼ終了しまし

たので、今後、新植を中心に維持管理を行っていきますとありました。 

議案第６３号は、討論はなく、採決の結果、全員賛成で可決すべきものと決しました。 

  次に、議案第６４号、令和５年度大津町工業団地整備事業特別会計補正予算（第１号）について

であります。 

  産業振興部企業振興課におきまして、委員より、委託料の工業団地設計業務委託について、設計

業務が終わった後に、次は造成工事費がかかると思うが、見積りの内容について、基準などがある

のかとの問いに、執行部より、基本設計業務委託の中身についてですが、現地測量、路線測量、地

区界測量、用地測量、公共用地分合筆測量を予定しております。今、基本計画策定業務委託の受託

業者から今回は見積りを徴収し、内容を精査し、予算を計上しております。人件費の増額について

も、年に２回、労務賃金の見直しが行われますので、今回、賃金単価に基づき、人件費の増額をお

願いしているところであります。また、地質調査と地下水脈を調査する電気探査を行う予定であり

ますと答弁がありました。 

  また、委員より、人件費の高騰や、地価上昇も課題となっている。大津町内の土地価格の動向は

把握をしているかとの問いに、執行部より、現在、個別に用地交渉を行っておりますが、地権者と

話をする中でも、町が提示する金額と、民間が提示する金額とで乖離がある、などの意見をいただ
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いております。 

  また委員より、測量を発注する際も、１社に任せるのかとの問いに、執行部より、今、基本計画

を業務委託しておりますが、基本計画業務を発注する際は、入札により業者を決めております。今

後、基本設計・実施設計と進めてまいりますが、基本計画と基本設計は関連性が大きいため、今回

は、基本計画を作成してもらっている業者に見積りをお願いしました。発注方法については、現在

検討を行っているところでありますと答弁がありました。 

  また委員より、今はスピード重視で、早く進めなければならない。業務委託なども、早く着手し、

完了させなければならないと思うがとの問いに、執行部より、スピード感をもって進めなくてはな

りませんが、まずは地権者の同意が前提となります。全員から内諾をいただいた後でないと、業務

発注も難しいと考えておりますので、地権者からの同意を急ぎ進めてまいりますと答弁がありまし

た。 

  また委員より、地権者から同意をもらえなかった場合はどうなるのかとの問いに、執行部より、

現在、１回目の用地交渉が終わったところですので、今後も継続して、丁寧に交渉しながら対応し

ていきますとありました。 

  また委員より、今の地権者の反応はいかがかとの問いに、執行部より、事業自体に反対の方はい

らっしゃいません。ただ、かなり以前の抵当権が設定されているものや、未相続などの土地もあり

ますので、今後の手続には時間がかかるものと思われます。今回の補正予算にも上程させていただ

いておりますが、司法書士等にも依頼しながら地権者の方々から同意をいただきたいと考えており

ますとありました。 

  また委員より、令和９年度分譲開始に間に合うのかとの問いにおきまして、執行部より、スムー

ズに手続が進められるよう、地権者の方からいただいた御要望への対応や相続調査等を行いながら、

間に合わせられるよう取り組んでまいりますと答弁がありました。 

  また委員より、当初予定のスケジュールから、遅れは出ていないのか。用地交渉はいつまでに終

わらせる予定なのかとの問いに執行部より、今のところは、おおむねスケジュールどおり進捗して

おります。今後の地権者との交渉次第にもよりますが、当初スケジュールに沿った形で進めていき

たいと考えておりますとありました。 

  意見といたしまして、事業が遅くなればなるほど、企業は選択しなくなる。地価が上昇する現状

の中、用地交渉は難しいと思われるが、当初の予算どおりにはいかなくなることも今後想定される。

そのため、よりスピードを上げるためには、用地費の値上げなども検討せざるを得なくなるだろう

が、その場合でも、きちんと町へのメリットを計算すべきである。企業は、投資額に対するリター

ンをしっかりと試算した上で、事業を進めていくものである。交渉の中でも、きちんと根拠を持つ

ことが重要であると意見が出ております。 

  それについて執行部より、本会議の中で、工業団地整備事業特別会計においても、複式簿記の考

え方の導入について検討をするようにとの御意見を頂きました。今年度、特別会計の中では、人件

費は会計年度職員分のみで、正規職員の人件費については計上しておりません。最終的に、企業へ
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の売却単価に跳ね返ることにもつながりますので、今後、人件費等を特別会計に計上すべきか検討

してまいります。本会議の中でもう１点、地下水の低下について町民の不安を払拭するような対策

はないのかとの御意見をいただきましたが、国県が中心となって対応をされておりますので、県と

情報を共有しながら対応をしてまいりますとありました。 

  議案第６４号は、討論はなく、採決の結果、全員賛成で原案のとおり可決するものと決しました。 

  次に、議案第６５号、令和５年度大津町工業用水道事業会計補正予算（第１号）についてであり

ます。 

工業用水道課におきましては、さしたる質疑はありませんでした。 

討論はなく、採決の結果、全員賛成で原案のとおり可決すべきものと決しました。 

  次に、議案第６６号、令和５年度大津町公共下水道事業会計補正予算（第１号）についてであり

ます。 

  都市整備部下水道課におきましては、討論はなく、採決の結果、全員賛成で原案のとおり可決す

べきものと決しました。  

  次に、議案第６７号、令和５年度大津町農業集落排水事業会計補正予算（第１号）についてであ

ります。 

都市整備部下水道課では、さしたる意見はありませんでした。 

  意見といたしまして、下水道事業全般に対するものでありますが、企業が進出する際に下水道が

あるのは売りになるため、先を見通した下水道の整備を考えていただきたいと意見が出ております。 

  議案第６７号は、討論はなく、採決の結果、全員賛成で原案のとおり可決すべきものと決しまし

た。 

次に、決算の認定に移りました。 

  決算の認定とは議会が決定した予算が適正に執行されたかどうかを審査するとともに、各種資料、

条例、要項に基づいてその行政効果や経済効果を測定し、住民に変わって行政効果を評価します。

また、審査の結果は、今年度の予算編成や行政執行に生かされるよう努力すべきと考えますので、

最後に令和４年度決算の問題点と今後の課題を集約して申し述べたいと思います。 

  まず、認定第１号関連、令和４年度大津町一般会計歳入歳出決算の認定についてであります。農

業委員会におきましては、委員より、タブレット購入は全国的な農業委員会の要望との説明である

が、町の農業委員会の方はどのような意見を持っておられるのかとの問いに、執行部より、本年７

月が委員改選だったため、現地での活用までには至っていない状況であります。今後、現地調査に

利用していきたいと考えておりますとありました。 

  また委員より、タブレットを生かしてほしいと考えるが、全国統一の専用のアプリやソフトが組

み込まれているのかとの問いに、執行部より、全国統一の農地に関するソフトが組み込まれており

ます。地図情報により現地で地番の他、耕作者や利用者の設定状況を確認できるようになっており

ますとありました。 

  また委員より、農業者年金の制度があるが、高齢となった場合、農業者の方の収入は農業者年金
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で確保できるのかとの問いに、執行部より、農業者年金は新・旧の２つの制度があります。旧制度

は現役世代の保険料で支給される賦課方式でありましたが、農業者の減少により平成１３年度で制

度が終了し、これ以降、新制度の積立方式の確定拠出型年金となっております。老後の備えは国民

年金だけでは十分といえないことから、国民年金にプラスして農業者年金の加入を推進しています。

税制面での優遇措置や、一定要件を満たす場合は保険料の国庫補助等もあるため、今後も周知を図

っていきたいと考えておりますとありました。 

  産業振興部農政課におきましては、委員より、全国和牛共進会出場にあたり作成した横断幕につ

いて、要綱の必要性を考えているか。５年に１度、必ず出場するものか。これは本会議で質疑が出

ておりました。執行部より、５年に１度開催される大会であり、直近では鹿児島、仙台、長崎で開

催されております。大津町からは、昨年の鹿児島大会に２件、仙台・長崎大会にそれぞれ１件出場

されており、農家さんの努力により、過去１５年は、毎回大津町から出場されております。農政関

連の大会は、対象者の範囲が限られること・大会自体の種類が少ないことから、農政課としまして

は、その都度農家さんと話し合い、応援の内容を決めさせていただきたい方針であります。今後、

対象者や大会の種類が増加した場合には、必要に応じて要綱を定めたいと思います。 

  また委員より、大会会場への移動だけでも相当な費用がかかるのではないか。また、大会で優勝

した場合は、どのようなメリットがあるのかとの問いに、執行部より、運搬費、高速代、燃料費、

ＰＲ用品などの費用がかかります。県代表として、大津町の農家が出場されますので、町としては、

横断幕を提供しました。表彰を受けると、新聞報道、表彰状、盾などによりブランド化に向けた 

ＰＲとなるため、知名度が上がるものと思われます。また、「広報おおづ」や「熊本の畜産」にも

全国大会の内容が掲載されております。広報おおづ２０２２年１２月に載っております。 

  意見といたしまして、努力された結果、有名になり、町としてのブランドが確立されていけば、

横断幕の提供による費用対効果は高いと思われる。今後は、メリットや大会の重要性、横断幕の活

用状況を提示し、購入について納得してもらえるよう説明をしていってもらいたいとありました。

この横断幕をよく見てみますれば、大津町の牛を全国へという形で書いてあります。大津町の宣伝

をこういった形で広められているところであります。 

  また委員より、補助金を活用し、農業機械を購入されているが、有効に活用できているのか。ま

た、使い勝手が悪い場合、他者が活用できるようマッチングをするなどの流通の仕組みはあるのか

との問いに、執行部より、有効な機械の検証については、県の農業普及振興課が、専門的な研修や

実践を行っており、購入前に相談を行っております。補助事業で導入された機械は、汎用性もあり、

有効活用されております。現在のところ、中古や下取りなどを希望する話は出ておらず、町に流通

の仕組みはありませんが、効率が悪いものがあれば、農家と話し合い、有効活用に向けて取り組ん

でいきますと答弁がありました。 

  意見といたしまして、各委員から様々出ておりました。機械のリサイクルや、必要とする地元農

家に行き渡る仕組みができれば、この上ないことである。補助金を活用し、導入された機械につい

ては、町や農協が、データを集約し、インターネットサイトでマッチングを行うなどの仕組みを作



205 

っても良いとも思う。 

  また別の意見といたしまして、農家としては、必ずしも新品の機械でなくてもよく、個人間で、

中古を売り買いすることはある。また、農協が定期的に出している中古販売の紙面や展示会もある

ので、有効利用してほしいと思います。機械購入前に、農協の指導員や周辺の農家に必要な機械を

相談したという、新規就農者の話も聞いております。 

  また別の意見といたしまして、補助金により導入した機械は、有効に使ってもらうことが大前提

である。既存のシステムを利用し、機械を有効に活用してほしいとありました。 

  次に産業振興部企業振興課におきましては、大津南部工業団地内の上水道メーター取替業務委託

について説明があったが、周辺に企業も立地してきており、上水道が整備されていれば、この付近

はまだまだ企業集積の可能性があるのではないか。非常にいい場所であるため、戦略的に開発を考

えてもいい場所ではないか。最近の開発状況はいかがかとの問いに、執行部より、大津南部工業団

地の上水道につきましては、６月議会で、西原村の給水区域に含めていただくための協議について

議決をいただき、工業団地内の企業４社と周辺企業３社の計７社分が、西原村から給水を受けられ

るところで、準備を進めております。しかし、現在開発を行っている企業様については、西原村の

上水道安定供給の観点から、給水区域に含めることができず、自社で井戸を掘っていただくことと

なっております。この周辺では、上下水道も整備されていないため、企業で使用し処理した汚水に

ついても、西原村に流水している状況であります。今後も西原村にも協力をいただきながら、各課

題について取り組んでまいりますと答弁がありました。 

  また意見といたしまして、南部工業団地周辺が開発されることが、西原村にとってもメリットと

して提示できるようになるよう、今後も関係を密にして取り組んでほしいと意見が出ております。 

  次に、産業振興部商業観光課におきましては、意見といたしまして、商工会助成金についてであ

りますが、商工会事務局の仕事を考えると、町ができない部分をかなりカバーしております。この

助成金については見直しが必要だと思えると。本年度の地蔵祭は、商工会と町の協力体制がとれて

成功しました。商工会と町が一緒になってやっていることが実感できたという意見が出ております。 

  また委員より、商工会が商工業者にとって必要不可欠なものだという根っこの部分があって、そ

れに対するバランスを考える必要がある。地蔵祭も盛況で思い出づくりにも寄与しており、町民の

皆さんも喜んでいただいた。商工会は、まちづくりに欠かせない団体となっている。金額は足りる

か足りないかという考えではなく、内容を精査してスリム化を進めていくべきでもある。また、助

成金の申請に期限はあるのかとの問いに、執行部より、期限はありませんが、事業の助成金ですの

で、なるべく早い時期に申請してもらいます。ちなみに本年度は申請済みで第１回目を交付してお

りますとありました。本年度は、１千万円に増額をしておりますとありました。 

  また委員より、岩戸渓谷遊歩道の現在の状況はどうなっているのかとの問いに、執行部より、令

和４年度に「岩戸渓谷遊歩道復旧工事実施設計」を行いましたが、本年度は事業を予定しておりま

せん。今後、再度現地を調査の上、方針を決めていきたいと考えております。 

  委員より、予算が付かなかったとは思うが、設計費が無駄になっているのではないかとの問いに、
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執行部より、概算工事費が約２千２００万円かかり、町単費では難しいので、それに見合う財源を

探しているところでありますと答弁がありました。 

  また委員より、過去に岩戸渓谷の下に駐車場を整備し、岩戸渓谷遊歩道を観光資源とする流れで

はなかったのか。電源立地交付金では、当該地区で使用されているは、一般会計の予備費不用額が

約２億円あったので、それを使えばよかったのではないか。不用額ですね。 

  答弁といたしまして、町としては、できるだけ有利な補助金を活用して整備していきたいと考え

ておりますと答弁がありました。 

  意見といたしまして、需要と供給の観光資源になり得るか、５年、１０年のスパンなど、いろん

な観点から考える必要がある。何かをすることで得るものが発生することもあるので長いスパンで

見る必要がある。山なので整備しても１年後に壊れる可能性もある。今は登れなくなっているので

ルート変更が必要だと思う。それから先の運用ができていないと思えると指摘がありました。 

  委員より、肥後おおづ観光協会のホームページを充実させた方がよいのではないか。各種団体、

商工会や明日の観光大津を創る会などとの合意形成ができていないと思える。みんなが一つになっ

てやっていただきたい。観光協会の会員だけでなく、町の公金を使っているので、祭りやイベント

とリンクし、幅広く効果があるよう情報発信をしてほしいとの問いに、執行部より、町の公金を投

入していますので、早急に改善するよう観光協会と協議しますと答弁がありました。 

  また委員より、新阿蘇大橋活性化協議会の活動はどうなっているのかとの問いに、執行部より、 

本年度に名称が「南阿蘇鉄道沿線観光ＰＲ推進協議会」に変更となり、構成団体（大津町、南阿蘇

村、高森町）で連携し、スクラムチャレンジ補助金も申請し、コロナ禍における観光振興・誘客促

進の活動を行っておりますと答弁がありました。 

  また委員より、肥後大津駅南口のカライモ自動販売機は、県外産を原料としている。大津産では

ないのではないかという問いにおきまして、執行部より、カライモの自動販売機は、障がい者の自

立促進を図ることを目的に、令和３年度に設置されました。産地は九州産と聞いておりますと答弁

がありました。 

  また委員より、災害対応自動販売機の仕組みはどうなっているのかとの問いに、執行部より、 

災害時には庁舎内で保管している鍵で開け、無償で提供することになっておりますと答弁がありま

した。 

  委員より、鍵の保管場所は、災害時に庁舎内ではわかりづらいので当直室など適切な場所を検討

してもらいたいと意見が出ました。 

  都市整備部都市計画課におきましては、委員より、監査委員より不用額が多すぎるという指摘が

あっているが、予算計上時の金額の積み上げはどのように行っているのかとの問いに、執行部より、

予算計上する際には、各種見積りを徴収しながら、それを積み上げて編成しておりますが、実際予

算を執行するにあたっては、最小の経費で最大の効果が発現されるように努めているところであり

ます。今回の不用額で一番大きなものが、令和３年度からの繰越予算における『開発事業等データ

化業務委託』１千５３１万２千円になります。こちらは、まず過年度の県開発・町開発・位置指定
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道路関係約１千６００件の図書を紙からＰＤＦへ電子データ化する業務を発注したところ、競争入

札の結果、予定金額の半分程度で落札されました。その後『電子化データの管理システム構築業務』

におきまして、新規システムを導入する考えを再度検討し、同じ都市整備部内の建設課で導入・運

用している『道路台帳管理システム』を活用する手法が、最も安価に目的を達成できると判断し、

実施したことにより、執行額を抑えることができました。このように、競争入札やシステム導入の

再検討の結果により、不用額が大きくなったと考えておりますと答弁がありました。 

  意見といたしまして、不用額が出ないように予算を無駄に執行してしまうなんてことがあればこ

れ以上愚かなことはない。しかし、手法の見直し等により合理的な努力の結果、不用額となったの

であれば、褒められるべきことであり、不用額となった理由についても根拠をもってしっかりと説

明できるのであれば良いと思える。御指摘は御指摘として、改善できるものは今後の予算編成時に

しっかりとやっていただきたいと意見がありました。 

  また委員より、過誤納還付金の内容はどのようなものかとの問いに、執行部より、家賃の再認定

を行って還付したものであります。令和３年１１月にお子様が生まれた世帯がありました。出生届

時に住民課と住宅係と連携がうまくできておらず、町営住宅の台帳に反映されていませんでした。

その後、年一回の収入報告時にお子様の台帳への未登録が判明したため、家賃の再計算を行ったと

ころ、家賃の過払いが判明したため、今回、還付を行いました。 

  意見といたしまして、役場内の連携が取れていないことが原因とのことなので、行政に対する不

安にもつながると思える。今後はこのような事案が発生しないよう、しっかり確認をしていただき

たいとありました。 

  また委員より、立石団地の面格子設置工事について、安全面を考慮すると、設計時点で対応して

おくべき内容ではないのかとの問いに、執行部より、災害公営住宅は熊本県が設計を行いました。

当時、建築基準法上の不備はなく、入居者による部屋の利用に際して、窓際に家具を置くなどし、

窓枠に手が届きやすくなるという相談を受けたため、今回、対応を行ったものでありますと答弁が

ありました。 

  意見といたしまして、熊本県の設計ではあったが、住宅を長く利用していくために必要な、安全

性や耐久性等の面において、町でも確認不足であったと思えると意見が出ました。 

  また委員より、町営住宅の空き駐車場の有効な運用方法について、どのように考えているのかと

の問いに、執行部より、立石第２団地近くに、立石団地入居者用に１０台、止められる駐車場を整

備しました。現在５台は契約済みで、５台は空いている状況であります。空いている駐車場を、２

台目の駐車場として借りたいという要望もありますが、他の団地との整合性や公平性の観点、また

要綱上、１世帯１台とさせていただいておりますため、現時点では、許可をしていない状況であり

ます。お客様駐車場や福祉車両の駐車場がない状況であるため、これらの駐車場としての利用を検

討しておりますと答弁がありました。 

  また委員より、駐車場は世帯数分整備してあるのかとの問いに、執行部より、立石団地は昭和４

０年代に整備された団地でしたので、駐車場の規定がない状況で建設されております。しかし、現
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在では車を必要とする方も多くなり、駐車場が欲しいという要望が多く寄せられていたため、まず

は１０台分を整備したところであります。立石第２団地においては世帯数分を確保しておりますと

答弁がありました。 

  意見といたしまして、余っている駐車場があることは、もったいない状況であるため、有効な運

用方法についての検討を重ねてお願いしますとありました。 

  都市整備部建設課におきましては、委員より、地域から原材料を支給してもらえれば自分たちで

行うというような意見はないのかとの問いに、執行部より、農道管理で土地改良事業の７割補助の

申請はあります。また、原材料支給の申請件数は減少してきております。理由としては、高齢化が

進み地域で管理ができなくなっているため、町に管理してほしいとの要望が増加しておりますとあ

りました。 

  また委員より、事故につながらないように、道路の損傷の情報収集はどのように行っているのか

との問いに、執行部より、スマホを使った道路不具合報告フォームによる住民からの通報も増加し

ております。今後も広く周知していきたいと思います。 

  意見といたしまして、町公式ＬＩＮＥでの発信なども活用し周知をお願いしたいとありました。 

  また委員より、舗装補修をするにあたり、損傷度合いの基準はあるのかとの問いに、執行部より、

平成２７年度に町全体の舗装の調査をしております。その中で、舗装状況をランク付けし、状態の

悪い箇所から舗装やり替え等を実施していますが、明確な基準はありませんとありました。 

  意見として、当時の舗装調査から時間もたち状況も変わっているので、舗装補修の基準を定める

こと等、修繕箇所の見直しの検討をお願いしたいとありました。 

  また委員より、倒木や街路樹の枝による事故はなかったのかとの問いに、執行部より、台風など

による倒木は、直後のパトロールにより撤去しております。事故等はありませんでしたと答弁があ

りました。 

  意見といたしまして、自然災害後の管理責任の法的根拠の把握をお願いしたいと要望がありまし

た。 

  都市整備部下水道課におきましては、委員より、国費の合併処理浄化槽補助金は前年度から繰越

しができるのかとの問いに、執行部より、循環型社会推進交付金の地域計画において、令和３年度

から令和７年度の５年間の計画期間であれば、年度間調整をすることができますと答弁がありまし

た。 

  認定第１号関連は、討論はなく、採決の結果、全員賛成で原案のとおり認定すべきものと決しま

した。 

  次に、認定第３号、令和４年度大津町外四ケ市町村共有財産管理処分事務受託特別会計歳入歳出

決算の認定についてであります。 

産業振興部農政課では、さしたる質疑はありませんでした。 

認定第３号は討論はなく、採決の結果、全員賛成で原案のとおり認定すべきものと決しました。 

  次に、認定第６号、令和４年度大津町工業用水道事業会計利益の処分及び決算の認定についてで
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あります。 

  工業用水道課におきましては、委員より、キャッシュが１億５千万円あるが使途はあるのかとの

問いに、執行部より、令和３年度に策定した更新計画をもとに、設備更新を順次実施するとしてお

り、特に第１水源地と第２水源地の設備更新を行っていきますと答弁がありました。 

  また委員より、北部地区は企業が進出する上で、重要な地区になると考えられるので、既存の工

業用水道施設の更新だけではなく、工業用水道施設の新設を検討はしないのかとの問いに、執行部

より、先日の新聞報道でもありましたように、国の補助金の新設工事分受付が再開されることにな

りました。市町村事業は、日量４千トン以上の給水能力がある施設で補助額が４０％を上限として

交付されます。参考として、２００メートル以上のさく井工事を３か所行い、水源地を新設すると

いう試算を行ったところ概算で約１６億円となりました。今後の情勢と採算性を勘案しながら見極

めていきたいと思いますと答弁がありました。 

  認定第６号は、討論はなく、採決の結果、全員賛成で原案のとおりで可決すべきものと、また決

算については全員賛成で原案のとおり認定すべきものと決しました。 

次に、認定第７号、令和４年度大津町公共下水道事業会計決算の認定についてであります。 

  都市整備部下水道課におきまして、委員より、下水道の料金の理解は難しい部分がある。赤字の

改善の取組は全国的な対応が必要であるが、審議会ではどのような議論になっているのかとの問い

に、執行部より、下水道は使用した水をきれいにして流すために多額の設備投資が必要であります。

また、令和２年度に事業会計に移行したことで、赤字の状況が見える化したことからこれを機に改

定の検討を進めていきます。審議会の中で、料金は上げなくもていいという意見もありましたし、

他の市町村の使用料金についての質問もありましたので、流域下水道であります菊陽町や合志市と、

処理場を有する県内の自治体などの資料を提示して説明しております。赤字の改善や経営努力の状

況を示しながら、改定に向けて審議をしておりますと答弁がありました。 

  また委員より、熊本市の流域下水道は黒字経営をしているのかとの問いに、執行部より、熊本市

の状況はここではわかりませんが、使用料については近隣市町村、類似団体について調査をしてお

り、近隣の菊陽町、合志市は低いですが、他の市町村は３千円から３千９００円であり、大津町の

２千２００円は低い水準となっておりますと答弁がありました。 

  また委員より、全国的に料金の格差を埋めるような広域で話し合うシステムはないかとの問いに、

執行部より、料金体系については２０立米で３千円という金額が国からの基準で示されております。

現在の収支計画では、その基準までいかなくても大津町は経費回収率が１００％になりますので、

経費回収率１００％の改定率を現在検討しておりますと答弁がありました。 

  意見といたしまして、受益者負担が原則であり、国が示している基準は根拠がある数字であるか

ら、審議会にも説明して事情を理解してもらう必要があると意見が出ております。 

  認定第７号は、討論はなく、採決の結果、全員賛成で原案のとおり認定すべきものと決しました。 

次に、認定第８号、令和４年度大津町農業集落排水事業会計決算の認定についてであります。 

  都市整備部下水道課におきましては、委員より、処理場の現在の能力の余裕はどれくらいかとの
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問いに、執行部より、５０％程度の余裕がありますと答弁がありました。 

  また委員より、現時点で多額の赤字であれば、農業集落の流入を増やす取組が必要ではないかと

の問いに、執行部より、農業集落排水事業は、工場排水は受け入れられないため、住宅の開発によ

る受入れで対応することになりますと答弁がありました。 

  また委員より、農業集落排水の統合はできないのかとの問いに、執行部より、矢護川浄化センタ

ーは、杉水浄化センターとの統合を検討しており、汚水量の推移を見ながら進めていきたいと考え

ております。錦野浄化センターは公共下水道への統合を検討しておりますと答弁がありました。 

  また委員より、矢護川浄化センター、杉水浄化センターを公共下水道に統合することはできるの

かとの問いに、執行部より、技術的には可能ですが、かなりの事業費が必要になりますと答弁があ

りました。 

  意見といたしまして、下水道は環境の保全につながっているが、農業集落排水事業の経営状況は

これからも課題であるので経営改善に向けて取り組んでいただきたいと意見が出ております。 

認定第８号は、討論はなく、採決の結果、全員賛成で認定すべきものと決しました。 

  続きまして、令和４年度の決算審査において所管する各課長から現状と今後の課題の報告を受け、

町の発展を検討した結果、当委員会では令和６年度の業務執行におきまして、次の２点を提言した

いと思います。 

町幹部におかれましては、特段の配慮をお願いしたいと思います。 

  まず１番目が肥後大津駅の周辺の整備についてであります。ＴＳＭＣの菊陽町進出は大津町にも

大きな影響を与えております。その一つにマンションや事務所の開発に関する申請や問合せがかつ

てないほど増加しているという報告を受けております。都市計画課では、これを町発展の１００年

に１度のチャンスと捉え、今後国内外から大津町に来庁される方々を見越し、まちづくりの根幹で

ある都市マスタープランの改定や肥後大津駅周辺まちづくり基本構想の策定に向けたワーキンググ

ループを立ち上げ検討を進めているとのこと。今後は県の空港アクセス鉄道事業計画の検討も具体

化していくことで、町も基本計画の策定等に関する県との協議も頻繁になっていくものと思われる。

空港アクセス道路の肥後大津ルート決定は町民の希望がかない実現した事業であり、このチャンス

を必ず成功にさせなければならない。 

  このことから予算の措置はもちろんのこと、専門知識をもった職員を配置し、難題に対してもし

っかりと対応する体制を整えるべきであると思う。 

  また次に、２番目といたしまして、ビジターセンターの整備についてであります。関連して商業

観光課からは、令和６年度はビジターセンターを整備し、利用される方々のニーズに対応したいと

の報告を受けた。肥後大津駅の利用客数はコロナ禍以前の水準を超え、阿蘇くまもと空港、ＪＲ肥

後豊肥本線、南阿蘇鉄道の結節点、玄関口となるビジターセンターの整備は喫緊の課題である。ま

た熊本と台北を結ぶ定期便が就航することにより多様性のある利用者の増加が予想される。具体的

には、英語、台湾語などで表記した看板の設置、授乳室、給水器の整備などなど。来庁者のニーズ

に沿った駅にすることで町のにぎわいと活力の創出につなげていかなければならないと思われる。 
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こういった提言書を提出します。 

  以上をもちまして経済建設常任委員会の報告は終わります。議員各位におかれましては、当委員

会の決定に御賛同いただきますようよろしくお願い申し上げます。 

○議 長（桐原則雄） しばらく休憩します。１１時１０分より再開します。 

午前１０時５９分 休憩 

△ 

午前１１時１０分 再開 

○議 長（桐原則雄） 休憩前に引き続き、会議を開きます。 

山本富二夫文教厚生常任副委員長。 

○文教厚生常任副委員長（山本富二夫） ただいまから令和５年９月１日に文教厚生常任委員会に付

託されました案件について、議会会議規則第７７条の規定により御報告申し上げます。 

  当委員会に付託されました案件は、議案第５６号、議案第５７号、議案第５９号関連、議案第６

０号、議案第６２号、議案第６３号、認定第１号関連、認定第２号、認定第４号、認定第５号の１

０件であります。 

  当委員会は、審議に先立って９月４日、関係する３か所の現地調査を行い、その後委員会室４０

３において、執行部より説明を求めながら審議を行いました。 

  審議の経過については、お手元に配付の審議記録のとおりですが、以下、課題と論点を明らかに

すべき内容について、その概要と結果につきまして報告します。 

 まず、議案第５６号、大津町放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例

の一部を改正する条例についてであります。 

  委員より、国の要綱が改正されたことに伴う改正だが、何が変わるのか。執行部より、放課後児

童支援員について、基礎資格を持っていて、県が主催する研修をまだ受けていない方の取扱い方で

すが、今までは令和５年３月３１日までに研修を受ける予定の人も支援員とみなすこととなってい

ましたが、今回はその期間が採用から２年以内へと変更になりました。事業所にも確認しましたが、

この変更による影響はないとのことでした。また、今回の要件に該当する人がいる場合は、事業所

と相談して町が研修計画を作成することとなっていますので、今後、事業所に改正内容を周知し、

研修計画を作成して、２年以内に研修を受けていただくようにしたいと考えています。 

討論はありませんでした。 

採決の結果、議案第５６号については、全員賛成で原案のとおり可決すべきものと決しました。 

  次に、議案第５７号、大津町特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を

定める条例の一部を改正する条例についてであります。 

特に質疑はありませんでした。 

また討論もありませんでした。 

  採決の結果、議案第５７号については、全員賛成で原案のとおり可決すべきものと決しました。 

次に、議案第５９号関連、令和５年度大津町一般会計補正予算（第１０号）についてでありま
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す。 

  健康福祉部福祉課関係では、委員より、社会参加促進事業は障がいのある人にとって有益な事業

であり、車を運転したいという人が増えていると思われる。自動車改造等に補助があることについ

てもっとＰＲするべきではないか。執行部より、事業を知っていただくことが基本で、町ホームペ

ージや広報による事業の周知、ＳＮＳの発信などはもとより、相談時や障害者手帳の交付時などに

おいて個別に周知していきます。 

  委員より、同じく社会参加促進事業について、運転免許取得時に３０万円程度かかるが、助成額

はどの程度か。また、自動車改造についてはどうか。執行部より、助成額はどちらも１０万円を限

度として助成しています。 

  委員より、補聴器購入について、申請して購入するまでの期間が長いという話を聞いた。申請か

らの流れについて説明してほしい。執行部より、補聴器購入の際は、医師の意見書を添付した上申

請書を町に提出します。町は、県に判定依頼を行い、県で専門的な知識を持った職員が、機種や出

力レベル等、詳細について確認した上で、支給の妥当性について判断し、町に決定をおろすという

流れとなります。県による確認の過程で、医師の意見書の再提出や、記載内容についての詳しい聴

き取りが必要となる場合がありますので、結果的に２か月前後で納品となります。 

  意見として、対象の方にとっては、補聴器が使用できない期間は困るため、支給決定は早い方が

良い。できるだけ早く支給できるように県に相談してほしい。 

  健康福祉部子育て支援課関係では、委員より、私立保育所等物価高騰対策事業補助金の財源組替

について、さらに食材費の値上がりが見られるようだが、現在の補助額で大丈夫なのか。執行部よ

り、現時点で、各保育施設から要望等はありませんが、国の補正予算の動きを見つつ、保育施設と

も連携をとりながら対応していきます。 

  健康福祉部介護保険課関係では、委員より、介護基盤緊急整備特別対策補助金について、多床室

の個室化を行うのはどこの施設か。執行部より、介護老人保健施設おおつかの郷が令和４年度に続

き、計画的に整備されているものです。 

  健康福祉部新型コロナウイルス感染症対策室関係では、委員より、新型コロナワクチン接種は、

乳幼児などは副反応を懸念して保護者が接種させないという話も聞いている。若い年代は接種率が

低くなるのではないかと思うが、秋開始接種はどれくらいの接種率を見込んでいるのか。執行部よ

り、今回の秋開始接種の接種率は高齢者については前年度の春開始接種の接種率と同様の５７％、

６５歳未満の人は昨年の秋開始接種率を参考に３０％とし、全体の接種率を３８.５％と見込んで

います。現在、実施している小児や乳幼児のコロナワクチン接種率はかなり低くなっている状況で

す。 

  委員より、１０月からインフルエンザのワクチン接種も始まるが、同時に接種することは可能な

のか。執行部より、インフルエンザとコロナワクチンは同時接種が可能です。 

  委員より、新型コロナワクチン接種による健康被害申請の年代や症状はどのような状況なのか。

執行部より、現在まで９件の健康被害の申請があり、７件は国の審査結果が出ています。申請者の
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年代は２０歳代から７０歳代まで様々で、疾病名はアナフィラキシーや末梢神経障害、脊髄炎、肩

関節周囲炎、髄膜炎などです。重篤な健康被害がある人はいませんが、現在も定期的に通院されて

いる人はいます。 

  健康福祉部健康保険課関係では、委員より、子ども医療費のシステム改修業務委託は、県からの

補助はないのか。執行部より、今回のシステム改修は、補助金申請の様式改正に伴うもので、補助

金の対象となっていないため、全額一般財源となるものです。 

  委員より、県の子ども医療費助成事業費補助金が対象拡充により、前年度までは４歳未満が対象

となっていたが、通院については未就学児まで、入院については中学生まで、それぞれ拡充される。

その拡充分の県負担は幾ら増えるのか。執行部より、補正予算としては計上しておりませんが、約

１千万円の増額を見込んでいます。 

  教育部学校教育課関係では、委員より、多くの送迎用バスで安全装置の設置が進められているた

め、発注しても時間がかかるのではないか。設置はいつ頃を予定しているのか。執行部より、今回、

設置を予定している安全装置は、国のガイドライン基準をクリアしているもので、現時点では在庫

があると聞いています。できるだけ早く設置できるよう努めてまいります。 

  意見として、保護者の心情として、子供を安全に学校へ通わせたいと思うのは当然のことで、町

として最大限の対策を行う必要がある。一方、スクールバス等については、財源も必要となってく

ることから、路線バスの補助も含め、総合的に判断し、良い方向に進めてほしい。 

  教育部学校教育課学校給食センター関係では、委員より、先日、新聞報道であったとおり、給食

センターの調理場は暑くて大変だと聞くが、大丈夫なのか。執行部より、施設の構造上、場内全体

を冷やすということは難しいため、スポットクーラーやエアコンを活用しながら、調理をしていま

す。また、休息時間を随時取りながら水分や塩分補給をしているところです。 

  教育部教育施設課関係では、委員より、大津東小学校の業務用ストーブ購入について、教室にエ

アコンが設置してあるのに必要なのか。執行部より、エアコンの暖房のみでは、寒い教室もありま

すので設置している状況です。また、教室以外においても体育館等で活用予定です。 

  教育部生涯学習課関係では、委員より、生涯学習センターで備品購入する調理室コンロは、利用

者からＩＨにしてほしいという意見はなかったのか。要望についてはありましたが、現在使用して

いるコンロ６台中の２台が故障しており、その２台の変更になります。 

  意見として、電気とガスそれぞれに利点があるので、利用者の意見を聞きながら施設運営を行っ

てほしい。 

  委員より、図書館のコピー機は長く使われているようだが、１０年程度で更新していくようなも

のなのか。執行部より、来館者用のコピー機については、平成２０年度からリース契約を行い、再

リース契約を続けながら１５年経過しています。故障した場合、製造されていない部品もあり、直

せない可能性があるために更新するものです。 

  委員より、白黒印刷の料金設定が１０円となっているが高いのではないか。執行部より、コピー

代につきましては、他の部署での利用料金も踏まえ適正化に努めていきます。 



214 

討論はありませんでした。 

  採決の結果、議案第５９号関連については全員賛成で原案のとおり可決すべきものと決しました。 

  次に、議案第６０号、令和５年度大津町国民健康保険特別会計補正予算（第１号）についてであ

ります。 

  特に質疑はありませんでした。 

  また討論もありませんでした。 

採決の結果、第６０号については、全員賛成で原案のとおり可決すべきものと決しました。 

  次に、議案第６２号、令和５年度大津町介護保険特別会計補正予算（第１号）についてでありま

す。 

特に質疑はありませんでした。 

また討論もありませんでした。 

  採決の結果、議案第６２号については、全員賛成で原案のとおり可決すべきものと決しました。 

  次に、議案第６３号、令和５年度大津町後期高齢者医療特別会計補正予算（第１号）についてで

あります。 

  特に質疑はありませんでした。 

  また討論もありませんでした。 

  採決の結果、議案第６３号については、全員賛成で原案のとおり可決すべきものと決しました。 

  次に、認定第１号関連、令和４年度大津町一般会計歳入歳出決算の認定についてであります。 

  健康福祉部福祉課関係では、委員より、主要な施策の成果ページのペアレントプログラムの効果

はどのように判断しているのか。また、残された課題のところに、「講師的な役割の修了者により

講座を実施し、講座回数を増やす必要がある」とあるが、修了者が講師となることができるのか。

ペアレントメンターは補助する立場として増やして良いと思うが、プライバシーの配慮等を考える

と、専門の資格を持っている人でないと講師は難しいと思われる。受講した人で講師役ができるの

か。執行部より、効果については、事業前後の参加者にアンケートを行い、その回答により、効果

を判断しています。ペアレントプログラム事業の講師については、支援者として参加した人は修了

証をもらった時点で講師となり得るとされています。 

  委員より、実際に講師になった人はいるのか。執行部より、講師になった人はいます。大津町で

はこのプログラムの支援者コースを修了された人には講師をしてもらっています。 

  委員より、地域移動販売事業補助金について、利用状況はどうなっているのか。執行部より、移

動販売事業は３年目の事業です。昨年度、事業を実施しているＪＡと協議し、区長さんや民生委員

さんにも相談しながら、コースや場所の見直しを行い、昨年度に比べて売上げ自体は上がっていま

す。地域貢献という視点もあり一生懸命頑張ってやってもらっていますので、相談しながら、住民

が利用しやすくなるよう効率よく実施できるように進めていきたいと考えています。 

  委員より、周知はどのようにしているのか。執行部より、周知については、ＪＡも独自に周知さ

れていますが、町としても、コースを見直した際に関係区長さんを通じてチラシを配布、回覧をお
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願いしています。利用者が固定化している面もありますが、店舗がない地区の高齢者の買物支援と

いう目的もありますので、ＪＡとも協力しながら今後も継続していきたいと考えています。 

  委員より、店舗がない地域は定期的に来てもらっているため、助かっているという声も聞く。購

入金額はそんなに大きくはないかもしれないが、事業は継続していくべきではないか。執行部より、

売上げが上がっていくのが理想ではありますが、一番の目的は高齢者の買物支援ですので、今後も

効率よく実施できる方法を検討しながら、事業を継続していきたいと考えています。 

  委員より、災害時避難行動計画の策定状況について、区長と民生委員が中心となってやっている

とは思うが、地域によってばらつきがあるが、その原因はどこにあると考えているのか。執行部よ

り、これまで、コロナの影響もあり、なかなか地域版防災計画の策定地区が増えていないのが状況

です。社会福祉協議会主催の地域福祉推進懇談会でも、実施されている桜丘区の区長さんを講師と

して事例を話していただくなど、推進に努めているところです。今後も社会福祉協議会と協力しな

がら進めていきたいと考えています。 

  委員より、区長や民生委員にリーダーシップをとって進めていってもらうべきでないか。執行部

より、現在地域版防災計画の策定地区は２地区ですが、策定に至っていないものの、防災会議を開

催している地区が５地区あり、コロナの影響で地域の会合自体が開催されていないという状況が続

いていましたが、それも落ち着いてきていますので、改めて、社会福祉協議会と進めていきたいと

考えています。 

  意見として、荒尾市は専門の業者に委託して防災計画を作る取組をしていたと思うので、検討し

てみてもいいのではないか。強力なリーダーシップを発揮して進められるような仕掛けが必要だと

思う。 

  委員より、地域福祉推進員が未選出の地区はどれくらいあるか。執行部より、現時点では４５行

政区で選任されており、２９の行政区が未選出となっています。区長さんを中心に、働きかけを進

めていきたいと考えています。 

  意見として、コロナ禍が明けて、老人会が再開したり、地域の活動が活発になってきていると感

じる。区長と地域福祉推進員が協力し活動するのが重要だと思う。未選任地区も推進員がいれば活

発になってくるのではないかと思うので頑張ってほしい。 

  委員より、民生委員のなり手不足について、昨年度も同様の課題があった。区長が兼任していた

り、夫婦で区長と民生委員をしていたりしているのが現状である。対策はどうなっているのか。執

行部より、大津町の民生委員の補充率は県内で決して低いほうではありませんが、現在３地区が欠

員となっており、社会福祉協議会とも連携しながら候補者を探しています。全国的にもなり手不足

している状況です。地域福祉にとって、民生委員の役割は非常に重要だと考えていますので、引き

続き選任を進めていきたいと考えています。 

  意見として、地区によっては、やりがいをもって頑張っている委員もいるので、どうか人材を見

つけてもらいたい。 

  委員より、多機関の協働による包括的支援体制のふくしの相談窓口について、利用の状況や利用
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者からの意見などはどうなっているか。執行部より、昨年度ふくしの相談窓口の実績としては、新

規相談者は７７人、終結したのは７４人、継続が８１人となっています。支援の種類としては、電

話が７８１回、面談が３８２回、訪問が３５４回、支援機関へのつなぎが１３０回などとなってい

ます。相談内容としては、重複がありますが、収入・生活のことが４７件、生活保護のことが３７

件、病気や健康に関することが２９件、住まいのことが２２件、そのほか、ＤＶや引きこもり、生

活資金などもあり、生活困窮の相談から、引きこもりの家族の存在が判明し、アウトリーチにより

こちらから出向いていって、１年半かけて接触することができたという事例もあります。生活貧困

の相談から家族の障がいの疑いが分かり年金や手帳の取得につながった事例や、認知症の疑いがあ

るものの病院受診ができていなかった人、包括支援センターと訪問を続け、受診に同行でき、さら

に引きこもりの孫にも接触することができるなどの好事例もあります。 

  意見としては、窓口ができる前は、複数の窓口を行ったり来たりしていたものが、ワンストップ

で相談できるという窓口があって助かったという意見をいただいています。 

  委員より、相談窓口として、役割はしっかり果たしてもらえていると思うがいかがか。執行部よ

り、ケース会議等開催する際も、町職員も同席するなど、委託事業者だけで実施することのではな

く、連携を密に実施しています。 

  委員より、注目も集まっているところではあるので、相談支援包括化推進員も頑張ってもらいた

い。小中学校で不登校のときは学校や教育支援センターが寄り添って対応してもらえているが、高

校や社会に出たときにどこに相談していいか分からないという人がいる。ふくしの相談窓口を知ら

ない人が多いので、もっと日常的に周知をしてもらいたい。チラシもあるので、周知に力を入れる

べきでないか。執行部より、広報やホームページだけでなく、身近なところでは民生委員や区長を

通じて周知をしていますが、御指摘のとおり十分ではない部分もあると感じています。いろいろな

機会を通じて周知に努めてまいります。 

  健康福祉部子育て支援課関係では、委員より、子育て短期支援事業について、残された課題とし

て「施設が満員の場合もあり、利用できないこともある」とのことだが何人ぐらい受け入れられな

いのか。執行部より、町外４か所の児童養護施設に委託し、一時的に養育が困難な場合にショート

ステイで利用する制度です。各施設の定員は確認できていませんが、県内の方が利用するため満員

になる場合もあります。 

  委員より、施設が満員で利用できないと困ると思うので、なるべく預かってもらえるように町は

各施設と連絡を取り合い、すぐに回答ができるような体制をとってもらいたい。執行部より、保護

者の話を十分聞いて、どの制度を活用して支援につなげるかを考え、また、施設の受入状況も十分

確認の上、寄り添った対応を努めているところです。 

  委員より、保育体制強化事業ではある程度体制が整理されてきたという。執行部より、保育体制

強化事業の対象となっている保育支援者には、保育士の資格を持たなくてもできる業務を担ってい

ただいています。最近では、保育園だけではなく学童保育の支援員も高齢の方がされているところ

もあり、これまでの経験等も含めた見守りや支援をしていただいています。今後どのような効果が
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出るのか、また、人材確保について課題点も含めて保育園側と状況を共有し、より良い方向につな

げていければと考えています。 

  委員より、この決算額により雇用された支援員は何人か。執行部より、令和４年度は１０人です。 

  意見として、第１子の子育ては特に親も慣れていないし、今は核家族も多いので大変だと思う。

精神的なフォローも必要だと思うが、保護者に寄り添って取組を充実させていただきたい。委員よ

り、私立保育園の中には定員を減らしてもまだ定員に満たない園もあるようだが、定員に満たない

園への入園者を増やすために、町はもう少し積極的に取り組んでいくべきだと思うが、町はどのよ

うなことを考えているのか。執行部より、現在、保育園入所申込書では、第三希望の園まで記入し

ていただく欄があり、更に第三希望までの園以外でも希望するかどうかを記入していただく欄を設

けています。 

  委員より、処遇改善では、実際に賃上げに反映されているのか。執行部より、令和４年４月から

９月分について各園からの報告によりますと、全園で処遇改善手当の支給がなされていると確認し

ています。１０月以降この改善計画手当は、施設型給付費の中に加算項目として給付される仕組み

になっています。１０月以降も継続して園から職員にきちんと支払われているのか、国も関心があ

るところ、今後調査が行われる予定です。 

  委員より、過去の一般質問の際、公立園の給料は私立園よりも高いという理由で処遇改善はしな

いという答弁だったが、今回の処遇改善で同じくらいの水準になったということか。執行部より、

町の会計年度任用職員と給与比較につきましては、私立園の非常勤職員の処遇改善後の額よりも、

町の会計年度任用職員の保育士のほうが高い水準にあるようです。 

  委員より、誰が幾ら処遇改善手当をもらっているか把握しているのか。執行部より、実績報告書

には、どの職員に幾ら処遇改善手当を支払ったのかが分かるようになっています。 

  委員より、子育て支援課の業務は多岐にわたるが、今後、今の職員体制で大丈夫なのか。執行部

より、相談業務も含めていろいろな業務を行っていますが、様々な状況での家庭をどう把握して支

援につなげていけるか、福祉全体でどう連携していくかというところ、今後特に求められていくと

思います。専門職も含めた職員の人材育成やスキルアップが必要と考えています。 

  委員より、ふくしの相談窓口との連携はどうなっているか。執行部より、ふくしの相談窓口で世

帯全体の状況を把握する中で、子供がいる世帯で子供の境遇にも大きく影響している場合は、子育

て支援課にも共有されています。子育て支援課としては、子供の生活上、安全が図られているかと

いう視点や関係機関との情報共有により連携しながら対応していきます。 

  委員より、そういった対応のため、６月に子ども家庭総合支援拠点ができたというが、どういう

状況か。執行部より、子ども家庭総合支援拠点では、保育士等を配置して子育てに関する相談を受

け、支援内容の提案や、必要に応じて関係機関との連携を対応しながら協議しています。 

  委員より、病児・病後児保育事業の残された課題で、予約や予約状況の確認をオンラインででき

るＬＩＮＥ公式アカウントの周知が必要とあるが、ＬＩＮＥで予約ができるのか。執行部より、病

児・病後児保育事業を委託しているＮＰＯ法人みんなのおうちがＬＩＮＥ公式アカウントを作って、
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予約等ができるようになっています。この４月から始まりましたので、これから更に周知していき

たいと思います。 

  意見として、せっかく良い制度があるのに、制度を知らないため利用していないというのは良く

ないので、しっかり周知をしてほしい。 

  委員より、家庭的保育事業の連携保育所での交流等は、小規模事業所の方は満足されているのか。

不満に思われてはいないのか。執行部より、連携保育所との交流等は、連携保育所と小規模保育園

４園とで協議をして取り組んでおり、今のところ、小規模保育園からの不満の意見等はありません。 

  健康福祉部子育て支援課大津保育園関係では、委員より、会計年度任用職員の保育士募集につい

て、担任以外の保育士は、資格は必要ないと思うが、条件を緩和すればもっと働く人が増えてるの

ではないかと思うがいかがか。執行部より、保育士の資格を持たない保育補助者だけでは子供をみ

ることができず、保育士配置基準の人数も含まれません。あくまでも保育補助者は、保育士と一緒

に保育しなければならないことになっています。現在、保育士配置基準は満たしていますが、職員

が休みになった場合の補充や要支援児の対応などに必要な保育士が不足している状況です。募集し

ても見つからない状態が続いているところで、保育補助者への募集変更も視野に入れながら行って

いるところです。 

  委員より、資格がネックになっているのか。執行部より、資格職はどの分野でも同様に、募集も

なかなか応募がないと聞いていますが、少しでも良い職場環境、子供たちにとって最も良い保育環

境になるように対応していきたいと考えています。 

  健康福祉部子育て支援課大津幼稚園、陣内幼稚園関係では、委員より、大津幼稚園の民営化につ

いて、３歳、４歳児の保護者は納得しているのか。また、子供たちは、先生たちが変わるというこ

とに不安があるのではないか。執行部より、昨年度から再編方針や民営化についての説明会を行っ

ており、今年度は４月に１回目の保護者説明会を開催しました。移譲先法人が現在運営している園

での保育の様子や今後の方向性を話され、今の大津幼稚園の方針も引き継いでいくということでし

た。２回目の保護者説明会も９月７日に行い、保護者の質問などには丁寧な説明をしていきます。

移譲先法人も大津町の会計年度任用職員には、引き続き大津幼稚園での勤務をお願いしたいという

ことなどで雇用についての説明会をされています。 

  健康福祉部介護保険課関係では、委員より、去年と比較して、今年の老人クラブの数の増減はど

うなっているか。執行部より、老人クラブの数は現在１８クラブで減少傾向にありますが、今年度

は、内牧区の新規加入がありました。 

  委員より、シルバー人材センターの方々が日中、暑い時間に芝刈りや草刈りをしているが、作業

時間を早めるなどの改善はできないか。執行部より、熱中症対策を含む安全管理については、シル

バー人材センターも重点的に取り組まれているところです。業務を行う時間帯などについては、今

後シルバー人材センターと意見を交換していきたいと考えています。 

  意見として、業務を行う時間帯を変更する、ファン付きの上着の助成など、効率的かつ安全に作

業ができるよう話し合ってほしい。 
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  意見として、刈り払い作業が登園や通学・下校の時間帯と重なるのも困るので、休日に行うなど

安全を確保しながら臨機対応をしてほしい。 

  委員より、インボイス制度の開始はシルバー人材センターにどのような影響があるのか。執行部

より、令和５年１０月にインボイス制度が始まり、経過措置により３年間は８０％の仕入れ税額控

除が可能となり２０％分の納税が必要となります。しかし、令和６年１０月頃までにフリーランス

新法が施行される予定となっております。施行されますと、現行のシルバー人材センターと会員が

契約を結ぶ形態から、仕事の発注者と会員が実質的に契約を結ぶ形態に見直し、施行後はシルバー

人材センターの税負担は発生しなくなり、発注者が納税することになります。つまり、シルバー人

材センターとしては令和５年１０月から令和６年１０月頃までの約１年間は２０％分の納税が必要

となり、その金額は令和５年度及び令和６年度、それぞれ７０万円程度になる見込みです。こちら

はシルバー人材センターの余剰金から支払う予定とのことです。インボイス制度の開始により、経

理の事務負担が増えるほか、会員の契約書の作成補助などの業務などが増える見込みです。 

  委員より、高齢者外出支援事業について、将来的に基準の見直しは考えているのか。執行部より、

これまでも、基準の見直しは行ってきています。対象者の範囲や免許返納との関係についても地域

公共交通計画に基づく取組の状況などを見ながら検討していきます。 

  意見として、対象者に漏れなくこの事業を周知することが必要である。利用したい人が利用でき

るように周知してほしい。 

  健康福祉部新型コロナウイルス感染症対策室関係では、委員より、接種費請求手数料について、

町外の医療機関で接種している人は何割くらいいるのか。執行部より、町外の医療機関や県の広域

接種センターで接種した場合、国保連合会に接種費請求手数料を支払いますが、全体の２割程度が

町外医療機関で接種でした。県広域接種センターでは特に若い年代の方が接種されていました。 

  委員より、ワクチン接種も落ち着き、ワクチンの予約も取りにくいという話も聞かなくなったが、

次の秋開始接種も役場での予約支援は行う予定はあるのか。執行部より、高齢者の接種率は初回接

種で８割を超えていましたが、今回の春開始接種では５８％弱と接種率も低下しており、当初のよ

うな混乱はないものと考えています。電話も高齢者などネットでの予約が難しい人の支援として、

秋開始接種でも役場で予約支援は継続していきます。 

  委員より、ワクチン接種の今後の方向性はどうなるのか。執行部より、今年度までは予防接種法

の臨時接種という位置づけで、全額公費負担で実施していますが、来年度以降の実施については現

在、検討中であり、国の動向を注視していく必要があります。 

  委員より、コロナにり患した治療費は、公費負担がないのか。執行部より、５月８日の５類移行

後、検査や診療費は一部を除いて自己負担となっています。 

  健康福祉部健康保険課関係では、委員より、「子育て・健診センター事業」の施設の保守点検に

関し、先日、子育て・健診センターの避難用はしごの現場を見たが、子供を連れて避難するのは難

しいのではないか。執行部より、避難用として、常時子育て・健診センターの２階東側に避難用救

助袋を設置しています。避難訓練等の際、町職員及び子育て支援センター２階で勤務されているＮ
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ＰＯ法人の職員は、これまでに使用訓練も実施しています。お子様連れの方が救助袋を使用する際

は、保護者がお子さんを抱っこすることとなっていますが、安全で迅速な避難のために、状況に応

じて建物中央の屋内階段及び建物西側の外階段を優先的に利用し、避難誘導することとしています。 

  委員より、「自殺対策推進事業」で、町で実際に行っている相談内容や件数を具体的に教えてほ

しい。執行部より、相談員を雇用し、毎週月曜日を相談日として設けています。相談内容は、主に

アルコール依存の方や、精神疾患者の家族からの相談で、医療機関へ受診をつなぐなど、令和４年

度の相談件数は、延べ２７件です。 

  委員より、「健康ポイント事業」について、アプリ登録者の町の目標人数は。執行部より、今年

３月までは１千５００人を目標としていました。４月以降も登録者数が少しずつ増加しており、８

月末の登録者数は約１千８００人で、目標登録人数としては３千人を目標としています。 

  委員より、「出産・子育て応援交付金事業」について、２回に分けて１０万円を給付し、伴走型

の支援を行っているということだが、順調に相談につながっているのか。支給だけ受けて相談が進

まないなど、形骸化しているということはないのか。執行部より、出産・子育て応援交付金事業は、

令和５年２月から行っている新規事業で、全対象者に対して給付金を給付することができました。

伴走型相談支援については、妊娠届出時と、出産後の赤ちゃん訪問時に保健師や助産師等専門職が

面談を行い、現状の把握と相談への対応などを行っています。また、専門員の支援について、経済

的不安があればふくしの相談窓口を案内するなど、必要に応じて他の相談窓口などへつないでいま

す。 

  委員より、「３歳児眼科健診機器・プリンター借上料」があるが、大津町は健診において屈折検

査機器を導入しているのか。執行部より、眼科健診は３歳児健診の項目となっており、以前は個別

に眼科医療機関の受診を案内していましたが、町内に眼科が少ないこともあり、令和２年１１月か

ら屈折検査機器をリースで導入しています。リース料は年間約２３万円で、５年間リースで契約し

ています。 

  委員より、「地域活性化企業人制度負担金」について、民間から派遣されている人が、通いの場

等で活躍されているのをよく見かける。健康保険課と介護保険課の両方の事業を担当しているのか。

執行部より、派遣されている社員は健康保険課に配属しており、負担金も健康保険課で負担してい

ます。事業の内容は健康増進事業と介護保険事業双方で連携しながら取り組んでおり、７月に庁舎

１階で実施したインボディ測定会も新たな健康づくり事業の一つとして取り組んでおります。 

  意見として、インボディは、測定も簡単で、楽しみながら健康意識の向上につながるため、これ

からも活用してほしい。 

  委員より、子ども医療費について、コロナも終息してきたが、どのような状況か。執行部より、

令和３年１０月から高校生世代まで補助の対象となり、約１千１００人が増加しています。扶助費

については年間２千万円の増額を見込んでいましたが、新型コロナが長引いたことで、今年インフ

ルエンザの流行により、今年度、全体で２億円を超える見込みです。 

意見として、過剰受診を抑制するためにも、しっかりと啓発をお願いしたい。 
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  教育部学校教育課関係では、委員より、フッ化物洗口を実施しているが、成果は出ているのか。

執行部より、熊本県は全国でも子供のむし歯が多いことから、その予防法として県が推奨している

フッ化物洗口を本町でも実施しているところです。加えて、令和３年度、令和４年度において大津

南小学校が、県教育委員会から「歯と口の健康づくり研究推進校」として指定を受け、研究を深め

歯科保健衛生向上・推進を図ってきました。その実績が評価され、県歯科医師会から表彰を受ける

など、広く啓発を行うことができたことから、少しずつですが、着実に成果がでていると認識して

います。 

  意見として、歯と口の健康づくりは、フッ化物洗口も一定の効果があると思うが、まずは家庭で

の指導、取組を推進してほしい。 

  委員より、教職員の不足が話題になっているが、本町はどのような状況か。執行部より、昨年度、

当初の配置では１０名程度の不足がありましたが、町会計年度任用職員の中で教員免許を持ってい

る学習支援員など、希望する職員を講師として採用したケースもありました。また、学校の管理職

などによる声掛けのほか、非常勤職員への切替えなどにより不足分を補ってきました。一方、産休

などにより新たに不足となるケースもあることから、年間を通じて常時不足分を補うのは困難な状

況でした。 

意見として、先生たちが苦労して探している感じがする。引き続き支援をお願いしたい。 

  委員より、本町における学習用端末の活用はどのような状況か。執行部より、本町では学習用端

末に授業支援ツール「ロイロノート」を導入しています。学校情報化先進地域として認定を受けて

いるところですが、児童生徒や教職員のログイン状況を調べていると、活用状況は学校間でバラつ

きがありますので、効果的な活用を推進するため、適宜、校長会や教頭会などで指導・改善を図っ

ているところです。 

  委員より、本町における不登校児童生徒数の状況はいかがか。執行部より、コロナ禍において不

登校児童生徒数は全国的にも増加しており、本町においても同じことが言えます。背景のひとつと

して、新型コロナウイルス感染症拡大に伴う臨時休業が続いたことや、学校へ行くことに対しての

考え方が、子供や保護者共に変化したことが考えられます。また、学校の魅力である、人との関わ

りを学ぶということが、集団活動が制限された中で希薄になったこと、加えて支援が必要な家庭に

対しての初期対応を含むアプローチが厳しく抑えられ、保護者が子供を学校に押し出す力にも影響

したと考えられます。そうした状況を踏まえ、今年度から新たにスクールソーシャルワーカーを配

置し、関係機関との連携した取組を強化することで、支援が必要な家庭に対して、様々な角度から

アプローチできればと考えています。 

  委員より、民間教育施設との連携はとれているのか。執行部より、町内の小中学校に在籍してい

る生徒数が利用している民間の教育施設については、施設を見学に行くなど実態把握及び連携強化

に努めているところです。引き続き施設との情報交換や連携強化を十分に図り、子供たちが安心し

て学べる環境の整備に努めていきたいと考えています。 

○議 長（桐原則雄） １２時過ぎていますので、ここでしばらく休憩します。午後１時より再開し



222 

ます。 

午後０時０５分 休憩 

△ 

午後１時００分 再開 

○議 長（桐原則雄） 休憩前に引き続き、会議を開きます。 

山本富二夫文教厚生常任副委員長。 

○文教厚生常任副委員長（山本富二夫） 教育部学校教育課関係で、午前中に引き続きさせていただ

きます。 

  委員より民間教育施設との連携はとれているのか。執行部より、町内の小中学校に在籍している

児童生徒が利用している民間の教育施設については、施設を見学に行くなど実態把握及び連携強化

に努めているところです。引き続き施設との情報交換や連携強化を十分に図り、子供たちが安心し

て学べる環境の整備に努めていきたいと考えています。 

  委員より大津北中学校吹奏楽部の九州大会出場に伴い、学校に対して補助金が交付されているが、

民間のクラブチーム等で出場した時の差があるのはなぜか。同じ学校に通う生徒が出場するのであ

れば、同じ基準で判断すべきではないか。執行部より、学校部活動は学校教育の一環であることか

ら、大会に出場する際に発生する参加費、交通費、宿泊費等を出場校へ補助金として交付している

ところです。 

  委員より、今後、中学校部活動の地域移行が進められていくと思うが、費用分担などはどのよう

に考えているのか。執行部より、中学校部活動の地域移行については、費用負担を含め様々な課題

があると認識しているので、今後どのように対応していくのか、一つ日一つ丁寧に関係者と協議し

ながら進めていきたいと思います。 

  意見として、九州大会、全国大会に出場することは町のＰＲにもつながるため、民間のクラブチ

ーム等においても、もっと手厚い支援、検討をしてほしい。 

  委員より、中学校に通う生徒の出欠について、学校部活動で参加する中体連などは欠席扱いにな

らないと思うが、例えば日本代表候補として招集され、学校を欠席した場合の取扱いはどうなるの

か。また、今後はこのようなケースが増えてくると思うがどのように考えているのか。執行部より、

個別のケースについて確認はしていませんが、一般的に学校教育の一環ではない活動のため欠席取

扱いになると考えられます。その際、指導要録にその理由などについて記載することになります。

なお、出欠席の新たな基準として市町村教育委員会で独自に判断することは難しいため、国や県の

動向に注視していきたいと思います。 

  意見として、もっと予算額を増やしてでも町のＰＲ、本町の教育のために積極的に活用してほし

い。 

  委員より、教職員のストレスチェックについて、委託料は支出が少ないのはなぜか。また休職に

至った教職員の数は何人なのか。執行部より、公立学校共済組合に委託して行っているため、一般

的な単価より安価で実施しています。なお、休職に至った教職数は１名です。 
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  意見として、この職種において、労働条件を改善することは、若手職員の指導力向上、ひいては

子供たちの学びの保障につながると思われる。ぜひ、対象者の声を聞いて対応してほしい。 

  委員より、就学援助制度について、プッシュ型を取り入れながら実施している状況はいかがか。

執行部より、住民税非課税世帯対象者２６１名中、約８１％の２１２名が認定されており、そのう

ちプッシュ型による認定者は１７名です。引き続き、支援を必要としている対象者に支援が行き届

くように事業を推進していきたいと考えています。 

  意見として、就学援助費の多くは町の単独財源となるため、就学援助制度の対象者であっても、

本当に支援を必要としているのか可能な限り精査してほしい。 

  教育部学校教育課学校給食センター関係では、委員より、給食センター調理員の欠員が多いと聞

くが、現状は充足されているのか。執行部より、給食の調理につきましては、調理師の資格が必要

な調理員とその補助的な業務を行う給食調理補助員の二つの職種があります。給食調理補助員につ

きましてはおおむね充足していますが、資格を要する調理員については、現時点では１名の欠員と

なっています。 

  委員より、給食センターの食数について、今後児童・生徒数が増えたときにどうするのか、第２

センターの建設も含めて検討が必要ではないのか。執行部より、以前から宇城市の新しい給食セン

ターの情報などを提供していただいていますので、そうした事例を参考に検討していきたいと考え

ています。 

  委員より、地産地消を生かして魅力のある給食の提供について、カライモデーやふるさとくまさ

んデーなどをされているとのことだが、子供たちの反応はどうか。カライモデーは、大津町特産の

カライモを使ったメニューとして、「カライモサラダ」や「大学芋」を提供しています。どちらも

好評だと聞いています。また、本年度、栄養士が、カライモを使った「キャラメルアーモンドポテ

ト」という新しいメニューを考え、献立の幅を広げているところです。なお、ふるさとくまさんデ

ーについては、地元産のニンジンやタマネギなどを使いますが、不足する場合には少し枠を広げて

近隣市町や県内産の野菜を使ったメニューを提供しています。 

  教育部教育施設課関係では、雑入に計上されている「教育用パソコン修理負担金」は、どのよう

な内訳か。執行部より、教育用パソコンの修理費や付属品紛失に伴う保護者などからの負担金にな

ります。借主に過失がある場合に負担していただくもので、昨年は１１件あり、主に液晶パネルの

破損や付属品の紛失がありました。委員より、使用料及び手数料に計上されている学校施設使用料

等について、金額が多いようであるが、どのように利用されているのか。執行部より、小中学校体

育館の夜間・休日開放に伴う使用料で、使用料金は、時間やコートの面数により設定されています。

社会体育で様々な団体が利用しています。 

  教育部生涯学習課関係では、委員より、二十歳式について、県内外に住民票を移している対象者

に通知していくのか。また、その分の記念品などの準備もしているのか。執行部より、総合行政シ

ステムに中学校を卒業した時点での対象者を照会できる機能がありますので、そちらで通知を発送

しています。それでも通知が届かない場合には実家に送付しています。記念品につましても対象者
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分は準備しています。 

  委員より、町ＰＴＡ連絡協議会補助金について、補助金はどのような事業に使用されているのか。

執行部より、町ＰＴＡ連絡協議会補助金の用途につきましては、２月頃に行われる子育てフェスタ

が主なものです。 

  委員より、施設予約システムを山鹿市などは導入しているが大津町は導入しているのか。執行部

より、社会教育施設の予約システムについては、昨年度よりモニタリングを行いながら検討を重ね

令和５年度において導入に向け予算化をしています。８月に選考委員会を立ち上げ、９月２０日に

プロポーザル等を行う予定です。令和４年度では、その予約システムと連動するリモートロックシ

ステムを陣内地区公民館分館、野外活動等研修センター、矢護川コミュニティセンター、大津地区

公民館分館の町内４か所に導入しています。町民交流施設と生涯学習センターを予約システムのみ

の運用とし合計６か所のシステム導入を進めています。令和６年度以降につきましては社会体育施

設や小中学校の体育館などへの導入も調査研究を進めていく予定です。 

  委員より、予約システムの導入について、指定管理者との協議はできてきているのか。執行部よ

り、指定管理者とは情報を共有しながら町が導入するシステムを運用していくところで協議してい

ます。 

  図書館の司書について。他市町村の図書館と比べた場合、正規職員として雇用している司書が少

ないのではないか。執行部より、正規職員の司書につきましては、中学校も含め３名在籍していま

す。現状としては、図書館を担当する司書は１名となっていますが、イベント等を開催する際は協

力しながら対応しています。 

  委員より、和牛の表彰で横断幕の予算が計上されていた。スポーツ文化関係では今年から横断幕

の要綱が制定されたが、町として誇れることに対し横断幕の掲示方針が統一をされていないように

感じるがどうか。執行部より、スポーツ文化の横断幕等を作成し掲出する対象者はオリンピック、

パラリンピック、スペシャルオリンピックス又はデフリンピックに出場する者となっております。

生涯学習課としては本要綱に基づき対応しておりますので、質問の事案については所管外になりま

すが、町をＰＲする観点から今後全庁的に考えてなければならないと考えています。 

  意見として、スケジュール感をもって施設運営に努めてほしい。 

  委員より、文化財学習センターに貯蔵されている文化財については、文化ホールなどに展示する

などの考えはないのか。執行部より、現在行っている伝承館での展示入替えと併せて、文化ホール

などでの展示や小中学校の授業などでも活用してもらえるよう計画をしていきます。 

  委員より、運動公園などの施設が良くなれば利用者も増える。菊陽町や西原村にも体育館が建設

されているが、町総合体育館に空調導入は考えてあるのか。執行部より、利用団体や指定管理者の

意見も参考にし、空調設備などの大規模な改修について個別施設計画の見直しなども調査研究して

いきます。 

  意見として、図書館で行われた夏の終わりのコンサートに参加した。展示だけではなく音楽など

のイベントも行うことで利用者が増えると思うので続けてほしい。 
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  討論はありませんでした。 

  採決の結果、認定第１号関連は、全員賛成で原案のとおり認定すべきものと決しました。 

  次に、認定第２号、令和４年度大津町国民健康保険特別会計歳入歳出決算の認定についてであり

ます。 

  委員より、不能欠損について、額が大きいが、強硬手段に出ることはできないのか。所管である

税務課で差押えを行っているということだが、国保主管課と、対策は行っているのか。執行部より、

滞納者については保険証の交付制限があり、有効期限が３か月の短期証を交付しています。それで

も支払や相談がない場合は、資格者証を交付しています。また、生活困窮者等に対しては、ふくし

の相談窓口につないで生活再建支援などを行っています。 

  委員より、鍼灸券について、もみほぐし・指圧・マッサージに対する補助は考えていないのか。

また、使えるのは町内の鍼灸院のみなのか。執行部より、現時点で補助の予定はありません。治療

目的・要件等を確認した上で、検討したいと考えております。 

意見として、時代とともにニーズも変化しているので、今後も調査・検討してほしい。 

討論はありませんでした。 

採決の結果、認定第２号については、全員賛成で原案のとおり認定すべきものと決しました。 

  次に、認定第４号、令和４年度大津町介護保険特別会計歳入歳出決算の認定についてであります。 

  委員より、認知症施策推進事業について、令和４年度の認知症に関する相談件数実績が１８件と

のことだが、来庁して相談された件数か。執行部より、直接、来庁されたケースだけでなく、民生

委員や御家族から情報をいただき対応したケースも含まれます。 

  委員より、家族介護用品支給事業の対象者は、要介護４、５または要介護３で排尿、または排便

全介助高齢者を在宅で月２０日以上介護する家族となっています。その他にもオムツを使用してい

る高齢者は多いと思うが、オムツの補助を求める要望はあがっているか。執行部より、この事業は、

オムツやリハビリパンツ、使い捨て手袋などの介護用品を支援するもので、支給対象者から喜ばれ

ています。今のところ、対象範囲を広げてほしいという要望は特にあがっておりません。今後、国

はこの事業への補助をなくしていく方向であると聞いておりますが、町としましては今の基準のま

ま事業を継続していきたいと考えています。 

  委員より、特別養護老人ホームの待機者は多いのか。執行部より、特別養護老人ホームは、大津

町内にはつつじ山荘と喜寿園があり、令和５年４月時点の待機者数は５０名程度です。多くは入院

されている中の方や有料老人ホームやグループホームなどの施設に入所されている方です。在宅の

方の待機者は２０名程度となっています。 

  討論はありませんでした。 

  採決の結果、認定第４号については、全員賛成で原案のとおり認定すべきものと決しました。 

  次に、認定第５号、令和４年度大津町後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算の認定についてであ

ります。 

  委員より「後期高齢者医療保健事業」で、一人当たりの医療費は上昇傾向にあるという記載があ
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るが、原因は寿命が延びていることや、医療の高度化によるものとして予算を計上しているのか。

執行部より、団塊の世代と呼ばれている方が７５歳の年齢到達で、年々被保険者数が増加していま

す。また、医療の高度化のため、受診実績を勘案しながら予算計上を行っています。 

  意見として、長生きするだけではなく、健康寿命の延伸が重要である。今後も啓発等を十分に行

っていただきたい。 

討論はありませんでした。 

採決の結果、認定第５号については、全員賛成で原案のとおり認定すべきものと決しました。 

  またその他所管事項として、教育部生涯学習課より大津町体育施設等指定管理移行後の状況報告

について説明を受けました。 

資料については、モアノートに記載してありますので、御参照ください。 

  以上で文教厚生常任委員会の報告を終わります。議員各位におかれましては、当委員会の決定に

御賛同いただきますよう、よろしくお願いします。 

○議 長（桐原則雄） 荒木俊彦総務常任委員長。 

○総務常任委員長（荒木俊彦） ただいまから、総務常任委員会に令和５年９月１日におきまして付

託されました案件について、議会会議規則第７７条の規定により御報告申し上げます。 

  当委員会に付託されました案件は、議案第５５号、５９号関連と認定第１号関連の３件でありま

す。当委員会は審議に先立ちまして、９月４日に関係する９か所の現地調査を行い、その後委員会

室４０１におきまして、執行部より説明を求めながら審議を行いました。審議の経過について、お

手元に配付の審議記録のとおりですが、以下課題と論点を明らかにすべき内容についてその概要と

結果、意見につきまして、報告いたします。 

  まず、議案第５５号、大津町一般職の職員の給与に関する条例の一部を改正する条例についてで

あります。 

  委員より、特定新型インフルエンザ等対策の実施の段階にあるという判断は誰がするのかとの質

疑に、執行部より、国の対策本部が立ち上げられた段階で町が「派遣手当」を支給できるため、国

の対策本部によることになりますとの答弁でした。 

  討論はなく、採決の結果、議案第５５号について全員賛成で原案のとおり可決すべきものと決し

ました。 

  続きまして、議案第５９号関連、令和５年度大津町一般会計補正予算（第１０号）についてであ

ります。 

  総務部総務課関係で、委員より、町の職員採用試験は試しで受験をし、県や市を受験する人もい

ると聞くという質疑に対し、執行部より、昨年からＳＰＩ３という試験を導入していますが、この

ＳＰＩ３に慣れるために受験する人もいると聞いています。 

  委員より、ＳＰＩ試験とは具体的にはどのようなものかとの質疑に、執行部より、学力や教養だ

けではなく、協調性があるか、一人で仕事をすすめられるかなど、本人の性格、性質を図る適性試

験となりますとの答弁でした。 
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  意見として、職員募集について転職サイトなどに「大津町」と出てきて、どういった人を募集し

ているか、ネットに出てこないと、情報に触れられない人がいると思うので、転職サイトなどをし

っかり活用してもらいたいとの意見がありました。 

  次に、総務部総合政策課関係で、委員より、移住支援事業補助金について、移住元の住所要件が

東京圏と限定されているのは、熊本県の要項に沿ったものとなっているからか。また、現状移住が

増えている中で、この補助金はどのように役立っているのかとの質疑に、執行部より、交付要件は

県と同様となっています。移住支援金は、東京１極集中を避けるため、東京圏の人口集中地域から

の移住を地方に促すことを目的に、国の施策に基づいて行われています。企業立地により移住も多

くなっている中で、この移住支援金がどれだけ移住のインセンティブとなっているかは疑問と考え

るところがあります。支援金のうち４分の１は自治体の負担となりますので、当町でも、来年度以

降この補助金制度を継続していくかどうか、近隣自治体の状況を調査し検討したいと考えています

との答弁でした。 

  また委員より、ふるさと寄附金の制度改正もあるが、現在の予算の範囲内に収まるのか。また、

募集外経費にはどのような費用があり、募集内外の割合は適切なのかとの質疑に、執行部より、制

度改正に対しまして、寄附額は同額で返礼品の内容量などを見直すか、寄附額を増額するのかで対

応が分かれますが、基本的には寄附額を増額して対応する予定です。１０月以降どの程度の寄附が

集まるのか、９月までの駆け込みの寄附があるのかなど見込みが難しい部分もあり、また、募集外

経費には、寄附金受領証の発行に係る費用、ワンストップ特例に係る費用などがございます。令和

４年度実績としまして、募集内経費が４億８千４５８万７千７８円、募集外経費が１億１千６１７

万６千８４円となっており、募集外経費の割合につきましては、他自治体と比較しても適正な範囲

だと考えておりますとの答弁でした。 

  委員より、公共交通会議について、一般の人が発言がしにくい雰囲気であると聞いたがどのよう

な状況なのか。また、運送事業者は自社の運行に関わるため積極的な発言になる。利用者が意見し

やすい工夫が必要なのではないかとの質疑に、執行部より、公共交通会議は、区長会や身体障害者

福祉会、ＰＴＡ連絡協議会など各種団体の代表者や運送事業者などで構成しています。事務局とし

ましては、後日書面での意見提出など工夫をしているつもりでしたが、発言がしやすい会議運営に

努め、意見を酌み上げられるような工夫を考えていきます。また、今回はまちなかの横断移動をど

う解消するのかが議題の中心でしたので、公共交通空白地域の困りごとなど話の広がりがなく、そ

この意見が言えないなどはあったかもしれませんとの答弁でした。 

  次に総務部財政課関係で、委員より、今回示された財政シミュレーションは、必ずしなければな

らない事業が計上されており、そのために積み立てなければならないという考えか。それとも、不

用額が出て、財源の余裕があり、積み立てているものかとの質疑に、必要な事業のために積み立て

ているものです。また、学校施設以外にも、体育施設改修の必要性も見込まれるため、事業費を精

査し、積立てを行っていきたいと考えていますとの答弁でした。 

  次に、住民生活部住民課関係で、委員より、本籍地以外でも戸籍謄本が取れるようになるとのこ



228 

とだが、今後のスケジュール等はどうなっているのかとの質疑に、執行部より令和５年度末から本

格運用開始予定のため、現在、全国的にテストを開始しているところです。 

  婚姻等の戸籍届出の際、基本的には戸籍謄本を添付して提出する必要がありますが、今後は戸籍

の添付が不要になります。また、現在の制度では、戸籍は本籍地でしか取れませんが、今後は広域

交付が可能となり、本籍地以外の市町村でも戸籍が取れるようになります。これにより、郵便請求

は減少すると思いますが、窓口で大津町に本籍が無い方の戸籍の申請が増加すると思われますとの

答弁でありました。 

  討論はなく、採決の結果、議案第５９号関連について全員賛成で原案のとおり可決すべきものと

決しました。 

  続きまして、認定第１号関連、令和４年度大津町一般会計歳入歳出決算の認定についてでありま

す。 

  議会事務局関係で、委員より、議員個人研修は総数何件あったのかとの質疑に、執行部より、９

件です。福島や、宮崎などへの研修に行かれていますとの答弁でした。 

  次に、会計課関係で、委員より、窓口収納が、約７万８千件となっている。支払方法の状況につ

いて、どのような傾向かとの質疑に、執行部より、窓口収納は、金融機関と役場内派出で受けた件

数になりますが、令和３年度の実績と比較しまして、あまり変わらない状況となっています。全体

の納付件数は２千７００件ほど増加しており、コンビニ収納とスマートフォンアプリ収納が若干増

えている状況ですとの答弁でした。 

  次に、総務部総務課関係で、委員より、会計年度任用職員に新年度から勤勉手当の支給は可能な

のか、絶対支給すべきものかとの質疑に、執行部より、国の決まりに従って準備を進めたいと考え

ています。支給した場合の総額は６千万円から７千万円ほどの試算となっています。 

  また委員より、コミュニティ傷害保険について、保障されているのは自治会活動と防災活動と書

かれている。災害時の作業中に第三者にけがをさせた場合など保障の適用範囲はどうなっているか

との質疑に、執行部より、個別ケースで確認していく必要がありますので、防災活動とコミュニテ

ィ傷害保険について今後整理して調査をしていきますとの答弁でした。 

  総務課についての意見として、職員採用募集方法について、募集人数が若干名では応募者にとっ

ては抵抗があり、何名前後など基準を示したほうが良いのではないかとの意見がありました。 

  また次に委員より、行財政改革費で、現在どのような業務を行っているのかとの質疑に、執行部

より、業務量調査の追跡調査や総合政策課と連携し、ＤＸの推進による業務効率化をメインに取り

組んでいるところです。また、職員からの業務改善提案の実現に向けた検討や会議マニュアル作成

等による、共通業務に関する業務改善にも取り組んでいます。 

  委員より、業務改善は大事なことではあるが、予算科目が「行財政改革費」という大きな名称と

なっており、少しギャップを感じる。このまま「行財政改革費」という名称を続けるのか、別のア

プローチで改善を進めるのか検討が必要ではないかとの質疑に、執行部より、今年度は、行政改革

懇談会の開催を計画しており、その中で民間企業のＤＸの進め方等もお聞きしながら、検討してま
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いりますとの答弁でした。 

  意見として、ＤＸ推進を電算部署が行っていることに少し違和感がある。ＤＸは町づくりと業務

改善の２面性があるので、業務改善の方は行革部門が行った方が良いのではないかとの意見があり

ました。 

  委員より、行財政改革といえば、国が公務員の数を減らすことを目的に推進していたものであり、

業務改善とは意味合いが違うと思う。業務改善は重要なことであり、推進するためにも全体的に検

討が必要ではないかとの質疑に、執行部より、業務改善は職員の気づきが大事であり、例えば、Ｄ

ＸというＩＣＴ機器の導入と考える職員が多いですが、業務効率化や住民の利便性向上を常に意識

することで、様々な業務改善のアイデアが出てくると思いますので、職員の意識改革も行っていき

たいと思いますとの答弁でした。 

  総務部総合政策課関係で、委員より、公共交通について、公共交通会議に諮る会議とは別に乗合

タクシーや路線バスについて地域住民の声を聞く会議体を設ける必要があるのではないか。実際に

困っている方の視点から取組を進める必要があるのではないかとの質疑に、執行部より、まちづく

り懇談会や町政への提案などでの御意見を賜りながら議論ができる場が設置できないか模索してい

きますとの答弁でした。 

  委員より、企業立地が進むに伴い、従業員の送迎などで朝から肥後大津駅の北口にマイクロバス

が駐車をしている。北口は、通学者などの利用に伴って非常に多くの車両が駐停車しているという

声が上がっている。今はまだマイクロバスは数台とのことであるが、これが増えてくると一般住民

や利用者の乗降で車を横付けすることはできない。町において情報共有を図ってほしいとの質疑に、

執行部より、現在、将来的な駅周辺の整備について都市計画課で検討を進めているところです。関

係各課と情報共有し、対応を行っていきたいと思いますとの答弁でした。 

  委員より、多言語通訳システムや通訳機の導入の際に、両方を導入する必要性として、いろいろ

な対応方法を試行し効果を検証していきたいという話だったと思うが、大津町の住民である外国人

に対してどのように行政サービス、住民サービスを提供していくのかを考えれば、国際交流費から

離れて、基幹的な行政事務として位置付けて考えたほうがよいと思うが、どのように考えているか

との質疑に、執行部より、翻訳機関係については相談員同様、今の実態や効果、効能などを検証し、

継続の有無を検討しています。令和６年度の予算編成までには、しっかりとした方向性は持ちたい

と考えています。予算費目については、検討を進めていきたいとの答弁でした。 

  総務部財政課関係で、委員より、役場ゲート内駐車場の料金収入が増加傾向とのことだが、増加

要因はどうかとの質疑に、執行部より、精算機の月報等に表示される情報は、現時点では合計のみ

であり、要因の分析ができない状況です。１０月から始まるインボイス制度への対応改修に合わせ

て、表示される情報が増える見込みです。その中で、分析できる情報がないか確認をしていきます

との答弁でした。 

  次に、総務部防災交通課関係で、委員より、消費生活相談を受けて、解決されるまでのフォロー

はされているのかとの質疑に、執行部より、基本的には解決するまで対応を実施していますが、消
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費生活相談では難しい場合は、弁護士等につないだりすることもありますとの答弁でした。 

  委員より、消防団の操法大会報償金の支出根拠はあるのかとの質疑に、執行部より、郡操法大会

や県操法大会に出場する場合、ホース購入等の費用が生じますので報償金を支出しています。これ

まで、前例により支出をしており、根拠がありませんでしたので、今後、根拠規程を策定すること

で進めていきますとの答弁でした。 

  総務部人権推進課関係で、委員より、各種委員会等への女性登用率が目標値に達していない。そ

の対応策として人材バンク制度が導入されたはずだが、現在も機能しているのかとの質疑に、執行

部より、人材バンク登録者は、現在３５名です。活動の状況としては、年１回の視察研修に参加し

ていただいています。また、新規登録者については、毎年２名程度ですとの答弁でした。 

  意見として、更新時期を迎える各種委員会等が、女性の参画を進めるために人材バンクの活用を

考えるように、制度の周知をすることが大事だと思うとの意見がありました。 

  委員より、コロナ禍において顕在化したＤＶや女性に対する暴力に関する啓発活動について、施

策の成果に記載されていないが、きちんと対応されているかとの質疑に、執行部より、コロナ禍に

より令和元年度以降、ＤＶに関する町への相談件数は増加しています。今年度も、４件の相談を受

けていますが、２件がシェルター等への一時避難を行っており、１件が町営住宅への入居をしてい

ます。町の啓発活動としては、「女性に対する暴力をなくす運動」期間に合わせて、広報誌や町の

ホームページへの記事の掲載などを実施しています。また、中学生に向けた啓発活動に合わせて、

「デートＤＶ」の周知を実施するなど、女性に対するあらゆる暴力の根絶について、啓発を行って

おりますとの答弁でした。 

  住民生活部住民課関係で、議長よりマイナンバーカードに関して、ひも付けに対する総点検など

が話題となっているが、マイナンバーカードに対する住民の動向や、町で把握している状況につい

ての質疑があり、執行部より、マイナンバーカードの交付率は、令和４年度末で６４％ですが、８

月末時点では７３.９％となっています。また、令和５年２月末までに申請した方がマイナポイン

トの対象となっていたため、それまではかなりの申請件数でしたが、それ以降はあまり伸びていな

い状況です。なお、マイナンバーカードのひも付け誤りや誤交付等の報道がありましたが、それら

の影響と思われるカード自主返納者が３名おられました。 

  次に、住民生活部環境保全課関係で、委員より、航空機騒音測定について、航空機の飛んでいる

時期や時間帯、場所等をしっかりと選定して、測定することは可能か。航空機騒音については、関

心の深い問題なので、しっかりと、データの把握を行う必要がある。騒音測定場所についても、小

学校ではなく、公民館等を検討してもよいのではないかとの質疑に、執行部より、今年度、航空機

騒音測定装置の配線関係の予算がありますので、今後測定方法についても検討しながら対応を行っ

ていきますとの答弁でした。 

  委員より、雨水浸透ますの補助について、現在、住民の関心も高い、少し枠組みを増やすなり、

幾らか追加で出すなどの制度を検討してもいいのではないかとの質疑に、執行部より、前年度、

前々年度は、申請件数が０件と事業の周知ができていなかった部分がありました。住宅開発の現地
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調査の際に事業者に対して、制度の周知を行ってきた結果、今年度既に３件の申請があっています。

引き続き周知を行い、地下水に関しては、町民の皆様の関心も高いため、研究しながら対応してい

きたいとの答弁がありました。 

  あと意見として、し尿収集運搬処理について、現在の町内での下水処理状況は約７割以上である

が、下水道が普及することに伴い、し尿処理は縮減されていくと言えども、町民に対しては１０

０％の安全な処理がなされることが前提の分野であるといえる。そこを踏まえ、下水道の状況もみ

ながら、処理業者が不利にならないように、ひいては住民の生活が不安定にならないように、コス

トが幾らかかっても行政の責務を全ういただくよう要望するとの意見がありました。 

  議長より、菊池広域連合でも火葬場についての話があがっていて、その中で料金設定の話があり、

例えば２市２町と、熊本市では料金が違うということで、 利用する方にとってかなりの差額が生

じるため、そこを整理できないかが検討されているという意見がありました。 

  次に、住民生活部税務課関係で、委員より、本会議で外国人分の不能欠損についての指摘があっ

たがとの質疑に、執行部より、外国人の不能欠損額は個人町民税で２０万円程度となります。これ

は、課税前の１月から３月に国外転出された方の分で、１月１日基準で１年分の課税を６月に行い

ますが、その課税前に転出された方の分となりますとの答弁でした。 

  以上の結果、討論はなく、採決の結果、認定第１号について全員賛成で原案のとおり認定すべき

ものと決しました。 

  以上で、総務常任委員会の報告を終わります。 

○議 長（桐原則雄） 引き続き、続けます。 

以上で各常任委員会委員長の審査報告は終わりました。 

  これから各常任委員長報告に対する質疑を行います。質疑はありませんか。 

  川秀貢議員。 

○４番（川秀貢議員） 総務常任委員会に対して、質疑させていただきます。 

  ページの３４、３５を御覧ください。 

  まず最初に、この商工会関係のごみ袋の件ですが、今現在電算室においてあるこのごみ袋ですが、

これは誰の持ち物か質疑いたします。 

○議 長（桐原則雄） 荒木俊彦総務常任委員長。 

○総務常任委員長（荒木俊彦） 電算室の１階に保管してあるのは町のごみ袋だと委員会では確認し

ました。 

○議 長（桐原則雄） 川秀貢議員。 

○４番（川秀貢議員） それで今町の持ち物ということでございますので、まずこの３４ページの

下段のほうの質疑ですね。商工会のごみ袋について、現在電算室に保管してあると思うが、電算室

を１棟貸した場合に保管場所はどうなるかというこの商工会のごみ袋についてという自体はまずお

かしいというふうに私は思います。 

  それとこの流れからきて、その下に答弁がございますが、次のページのまずこの意見ですね、大
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津町商工会の倉庫の在庫がなくなったら、住民に影響があるかどうかそこまで影響はないのでは。

この時点でもこれは住民の皆さんに対して失礼と思いますし、ごみ袋を動かす時間さえあれば言い

訳だから大津町商工会が以前使っていた建物を保管場所として使用するなど、まずは大津町商工会

がどこに保管するのかということを前提で考えてもらいたいと。それと質疑として元売り裁き人と

して指定を受けた時点で大津町商工会側が検討すべき問題だと思うというふうにありますが、これ

も言うならいらんこっですよね。全然これはもともとごみ袋自体が町の品物ですから、商工会とこ

の電算室にあるごみ袋の話は全然別の問題だと思いますが、それを元にしたときに、本来ならば前

の３４ページに戻ったときのこの質疑に対して、この答弁。ごみ袋の売り裁きについては昨年７月

に大津町商工会をごみ袋の元売裁き人として指定し運用を行っているところです。現状としまして

は、町がごみ袋製造業者へ発注し、商工会の新しく建てられた倉庫に搬入しています。しかし、新

しい倉庫は容量が多くなくまた時期によっては売行きが増えるため、ごたごたごたごた書いてあり

ますが、本来ならばこの時点で今私が申し上げましたとおり、電算室のごみ袋とそれと商工会のご

み袋は一切関係ありませんというとが筋と考えますが、質疑いたします。 

  すみません、それと、ちなみにここに書いてあります新しい倉庫は容量が多くなくということで

したので、私が今旧包括支援センター、今新しい商工会がある倉庫、それと、もともとあった倉庫

を見てまいりましたが広さはほぼ変わりません。また、前の倉庫のほうは地蔵祭りの備品とか、お

地蔵さんとか置いている関係で、今のほうがよっぽど広い状況に思いますが、これは私から見れば

嘘の答弁ではないかと思いますが、質疑いたします。 

○議 長（桐原則雄） 荒木俊彦総務常任委員長。 

○総務常任委員長（荒木俊彦） お答えいたします。 

  執行部からの答弁で、昨年７月から元売裁き人として商工会を指定したと。町がごみ袋製造業社

へ発注して、商工会の新しく建てられた倉庫に搬入していると。そういう答弁があったわけですけ

ど、これがおかしいというのでありますならば、それは執行部側にぜひ問い正していただきたいと

思います。委員会での答弁はこういうふうになっていたということを記載しているところでありま

す。 

  それから、委員会の中でその下のほうですかね。この問題の一番最後のほうで委員会の中で出て

きたのは、町がごみ袋の製造業社に発注をすると。そのごみ袋一体誰がどこに保管をするのかとい

うことが問題になって、電算室にあるのがどっかほかのところに、電算室を今度修理をして貸出し

をするという予定ですので、どこにごみ袋を保管をするのかということが問題になったと記憶をし

ております。それで、委員会の中では、製造業社ですね、一番下にあると思いますけど。製造業社

が持っている倉庫、そこで保管をしておいてもらって必要な時だけ運んでもらえばそれでいいんじ

ゃないかという質疑があったわけであります。現在も昨年度製造分を製造業社の倉庫へ置かされて

いただいているという状況ですということで、トヨタのジャストタイムではないですけど、製造業

社が自分のとこの倉庫で保管がきくのであればわざわざ電算室に保管する必要はないと、そういう

委員会では意見があったところであります。 
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  商工会の事務所の横にプレハブの倉庫ができております。商工会のほうで建てられたというふう

に聞いておりますので、商工会のほうで保管する場所が必要だということで、倉庫を作られたのだ

ろうということで委員会の答弁では聞いているところです。 

  大体そんなところですけど、足りなかったらまた。 

○議 長（桐原則雄） 川秀貢議員。 

○４番（川秀貢議員） ３回目になりますが、そもそもこれば見てもらえば、３５ページの意見か

らして、大津町商工会の倉庫の在庫がなくなったらとか、私がさっき言いましたとおり全然これは

商工会とごみ袋の話は別問題でございます。私が思うとは、委員会ではそういうふうな話になった

かもしれませんが、この意見とか質疑を見る限り、「――――――――――――――――――――

――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

―――――――――――――――――――――――――」 

  この商工会の団体、またはこの商工会の団体に限らず補助金をもらっている団体、この方々たち

は大津町のためにやっているわけですよ。大津町、町ができない部分をこの方々たちの団体がカバ

ーしているわけですよ。ましてやここに携わるこの役員さん、理事さんたちこの人たちはほぼ無償

でこういった活動をやって、そして大津町の発展のために会員の発展のために頑張っております。

やはりそうした人たちに対して、本当に失礼なことであって、以後決してこういったことを私はも

う質疑もしたくないし、勘違いをしてもらいたくありません。またこの答弁に関しましても、これ

は協議というか、本当のことではありませんので、これはちゃんと正してもらわんといかんと思い

ます。これで足らんときには、また私は次一般質問させていただこうと思っておりますので、ここ

だけは十分御理解いただきたいと思います。終わります。 

○議 長（桐原則雄） 荒木俊彦総務常任委員長。 

○総務常任委員長（荒木俊彦） 最初にですね、商工会の皆さんが、町のためにボランティアで貢献

されていることは誰しも認めていることだと思います。私もそうだと思います。その点について、

委員会での質疑のやり取りが何か失礼にあたるということでありましたら、お詫びを申し上げたい

と思いますけど、そのことについては総務常任委員会としても後ほど商工会の皆さんと真意がどこ

にあるか、どうしたら解決できるかについては話合いができたらと思っているところであります。 

  それから委員会としての足りなかった点では、町と商工会との委託じゃないですね、町が指定を

したということになっておりますので、契約書が多分あるかと思いますけど、委員会でその契約書

の確認まではしなかったわけですね。それから議会は言論の府でありますから、例えば委員会のや

り取りで誰かを侮辱したということでありますならば、当委員会でも謝らなくてはいけないと思い

ます。そういうことはいけないと思いますけど、活発な例え誤解があったとしても質疑をして、疑

義をただすと、それに執行部は真摯に答えるそういうのが議会の果たすべき役割でありますから、

一方的に当委員会の誰かが侮辱をしたと。そういう指摘にはあたらないと。それが議会の本筋であ

るということをお断りして答弁とさせていただきたいと思います。 
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○議 長（桐原則雄） 先ほど発言の中で、不適当な言動等もあったように思いますので、後刻記録

を調査の上、措置をさせていただきたいと思います。 

  引き続き質疑を承ります。ほかに質疑ありませんか。 

  三宮美香議員。 

○６番（三宮美香議員） 総務常任委員会に１点、経済建設委員会に２点質疑させていただきます。 

  まず総務常任委員会は、大変申し訳ないんですけど、今の質問の続きのようになってしまうんで

すが、ごみ袋のことです。生活者視点での質疑をさせていただきたいんですが、先ほどの記録の３

５ページに在庫がなくなったら住民に影響があるというがそこまで影響はないのではないかという

御意見があったようなのですが、在庫がなくなったら困ります。４年前にコロナが始まった時に、

トイレットペーパーなど日常品の買占めが始まったのを皆さんも記憶にあると思うのですが、ごみ

袋についても他の自治体でも在庫がなくなったなどのうわさが飛び交いました。その時にイオンな

ど日用品を販売するお店には、問合せや在庫確認など大変御迷惑をおかけしたと記憶しています。

また私たち主婦も家の備蓄品の補充、多分皆様の妻と言われる御家庭の方は、多分お店を走り回っ

て買いに行かれたのではないかと思いますが、一時期そういうことで指定のごみ袋でなくても出せ

ますという話まで確か出ていたのではないかと思います。令和２年３月の議会だよりに掲載されて

いるその時は環境保全課は文教厚生委員会でしたので、そちらでの委員会レポートの中にごみ袋の

在庫が一時品薄になったが大丈夫かとの問いに在庫は確保されている。発注は１年間分を見越して

作成するが、現在は通常の２倍以上の数量を出荷して対応している。業者の生産拠点は中国だが、

新型コロナの影響でほかの地域に拠点を移して生産できるように準備中と聞いている。また国内メ

ーカーにも追加生産を依頼しているという記載があります。その後ですね、結局２倍に増やしてし

まった生産量、依頼量をそのままできているのでもしかしたら保管ができないぐらいの量になって

いるのか。そこら辺の調整がどのように現在なっているのかということと、生活者視点での審議が

欠けていたのではないかという２点について総務委員会には質疑をしたいと思います。 

  続けて経済建設委員会への質疑につきましては、まず私が本会議で最初に質疑をしました。産業

振興部農政課の１０ページのところですね。応援体制について。その時は文化スポーツと比較して

応援体制についての質疑をしたのですが、先ほど写真付きで丁寧に説明をしていただいて、ありが

とうございます。文化スポーツでは、文化スポーツ活動の普及振興を図るために例えば全国大会出

場報奨金などを決めています。その１０から１１ページの書き方だと運搬費や高速代、燃料費、Ｐ

Ｒ用品など費用がかかるということが書いてあるのと、横断幕だけ補助があり、その都度応援の内

容を決めるということでしたが、そうするとあの時は出したけど、この時は出していないというよ

うなことにもなりかねないので、応援体制についての質疑はなかったのか。横断幕だけではなくて

ですね、そこもお尋ねしたいということと、もう１点が都市整備部都市計画課、１８ページ町営住

宅の駐車場のところの審議についてです。立石団地は昭和４０年代に整備された団地で、駐車場の

規定がない状況で建設された。駐車場が欲しいという要望があり１０台分を整備したとあります。

現在は駐車場の規定はあるんでしょうか。例規集にある町営住宅駐車場取扱要綱に準じているので
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しょうか。グーグルマップなどで見ると、住宅の横に車が止まっているんですね。それは違法駐車

ということになるのではないでしょうかという点をお尋ねします。 

○議 長（桐原則雄） 荒木俊彦総務常任委員長。 

○総務常任委員長（荒木俊彦） 三宮議員の質疑にお答えいたします。 

  審議記録の中で、在庫がなくなったら影響がないのではないかというそういう意見があったこと

は確かです。しかし、ここで問題になっているのは、既に在庫を必要だから電算室の床に在庫をと

ってあるわけですから、これは問題はあたらないと思います。 

  それから足りなくなったらどうするのかということについては、委員会の中では問題には、質疑

はありませんでした。委員会審議の質疑は審議の経過などについての質疑は、お受けをしますけど

本来は、一般質問等で正していただければと思います。 

○議 長（桐原則雄） 永田和彦経済建設常任委員長。 

○経済建設常任委員長（永田和彦） ２点質疑に対してお答えさせていただきます。 

  １点目が全国和牛能力共進会出場にあたり、作成した横断幕についてということでありました。

このことについての答弁、執行部からの答弁におきますれば再度読ませていただきますけれども、

５年に１度開催される全国大会であり、５年に１度毎年ではありません。近年では鹿児島、仙台、

長崎で開催されております。大津町からは昨年の鹿児島大会に２件、仙台、長崎大会にそれぞれ１

件が出場されており、ここは書いてありますよね。農家さんの努力により過去１５年間は毎回大津

町から出場されています。答弁ですよ。農政関係の大会は、対象者の範囲が限られていること、大

会自体の種類が少ないことから農政課としましては、その都度農家さんと話し合いその都度ですね、

応援の内容を決めさせていただきたい方針ですという答弁なんです。要するにその都度そういった

大会の内容も変わったりとかいろいろしますので、要項で定めるのは、よほど定性的な大会でずっ

とあると確定できればできるかと思いますが、この点についてはそういった柔軟な姿勢で対応した

いというような答弁でありました。 

  もう１件が駐車場の問題ですね。グーグルマップとかで見られたという話ですけれども、委員長

報告で御報告したとおりでありまして、１０台までの確保ということで、それも１０台も全部埋ま

ってない。それは監視ができるのかという問題で役場の職員を貼り付けてでも監視をするのか。パ

トロールの中に入るのかというかたちにしかなりませんので、そこは柔軟な姿勢で考えていただけ

ればいいと思いますが、我々の委員会の中でも、もったいないのではないかと誰かに入ってもらえ

れば空きがなくなるんでですね、あそこの場所というのに我々も行きましたけれども、路上駐車も

あります。そういったかたちで柔軟な姿勢で、あくまでも低所得者の方々に対する良好な住空間の

提供という町営住宅の理念がありますんで、そういったところを勘案しながら我々が厳しくそうい

ったところを線びくわけではなくて、そういったところは柔軟な対応で役場の職員もきちんと対応

しているというような内容であったかなとそういうふうに思います。 

○議 長（桐原則雄） ほかにいきますのでよろしいでしょうか。 

  先ほどありましたように委員長に対する報告の質疑についての範囲はしっかり考えて質疑をして
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いただきたいと思います。よろしくお願いします。 

  ほかに質疑ありませんか。 

 永田和彦議員。 

○１３番（永田和彦議員） 総務常任委員会についての報告について質疑をいたします。 

  先ほどのごみ袋の問題で、いろいろかんかんがくがく何かあったかもしれませんけれども、要は

客観的に考えたときに、ものすごく近い距離に２か所において保管されていると。１か所にできな

いのかなというのは誰でもやっぱり考えると思うんですよ。１か所にすれば例えば効率的なもの、

経費的なものというものもそこにはやっぱり発生してしまうと思うんですよ。わざわざ近い距離に

納品させて、製造業社にですね。それを商工会の方が取りに行くのか、入れさせるのか知りません

けれども、１か所に統括すれば済むことではないかなと。単純にそう思うんですけど、そういった

議論はなされてなかったのか質疑をいたします。結局ですね、それが町の会計にとって経費削減に

つながるのか、分割したほうがどっちが合理的で効率的なのかなというふうに考えてしまいますの

で、この点について質疑いたします。 

○議 長（桐原則雄） 荒木俊彦総務常任委員長。 

○総務常任委員長（荒木俊彦） 永田議員の質疑にお答えいたします。 

  そもそもごみ袋をどこに保管をするかという議論が始まったのは、旧電算室の１階に大量と言い

ますか、かなり多くのごみ袋が積んであると。ここは電算室は整理をして貸し出す予定だというこ

とで、このごみ袋はどうするんだということから始まったわけであります。そこで執行部に対して

委員会の質疑の中で、ここが電算室からどこかに運ばないかんということになって、執行部のほう

ではこの場所がもし使えなくなった場合の保管場所については部局横断的に検討していると。ほか

に保管場所を検討しているということでね。在庫がなければ事務の方にごみ袋が足らんごつなった

ら困るということで、検討したいという答弁があったわけであります。委員会の中では、製造業社

が倉庫を持っていて、そこに保管もできるという答弁があったもんですから、わざわざ町の施設に

保管する必要はないじゃないかという。だから製造業社ともトヨタの何度も言いますけど、部品を

ジャストタイムで取り寄せるというような方式もありますけれども、そういうところの倉庫がある

んだったらそこに保管してもらえればわざわざ町の施設を使う必要もない。またもちろん商工会の

倉庫のところに多大な在庫を押し付けるということもやってはもちろんならないと思いますので、

それを検討していただきたいということで委員会では商工会の方に一部失礼なこともあったかもし

れませんけど、そういう意図は全くないということでお答えをしておきたいと思います。 

○議 長（桐原則雄） ほかに質疑ありませんか。 

 永田和彦議員。 

○１３番（永田和彦議員） 再度質疑いたします。 

  そういったやり取りがあったということで、製造業社のほうに保管することができるということ

であるならば、それは執行部に対してそういったことをお願いしたわけですよね。そしたらもう少

しスムーズにいくのではないかということで、ただその点につきましては、私も実はこういった議
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会とは別に、そういった係のほうと話したことが実はあるんですよ。もう少し効率的にできないか

ということを話しまして、要はそこの実行がされない。まだ入ったままですよね。だったらすぐに

でもそういったものの改善に対してからのものが何かあればいいんですけれども、私が直接総務課

関係に行って、そういった話を聞いたりとか、環境保全とかに今どういう状況だいと聞いたときも、

改善の余地がまだ何も聞こえてこなかったんですよ。結局そういったものをもう少し効率よく保管

して住民の皆様方に迷惑をかけないようにするのであるならば、何らかの足音が欲しいなと思って

しまうんですけれども、そういったものに対してそれはいついつまでというものは恐らくなかった

ろうと思うんですよ。お願いで終わったという感じでよろしいんでしょうか。要はそこのところで

早急にそっちのほうを進めてくれとか、そういったかたちで商工会の方々とも委託しておるならば

ですよ、三者交えて納入業者、製造業社そういったものをきちんと進めるべきというような道しる

べみたいなものは何もなかったのかなと。その点がちょっと気になりますんで、審議の内容の中で

そういった早急にやるべきだとか、そういった話というのは出なかったのかなと思います。じゃな

いと、ここである程度話をしておかないと進まないような感じがするんですよね。ここで委員長の

答弁なりをお聞きして、執行部もそれで態度は変わると思います。やらなければならないという形

になると思いますので、再度質疑いたします。 

○議 長（桐原則雄） 荒木俊彦総務常任委員長。 

○総務常任委員長（荒木俊彦） 解決のためには大津町と商工会との契約の中身を確認しなければ何

とも言いようがないと思います。どこにごみ袋保管するか。誰が保管するのかという問題があるか

と思いますけど、ただ電算室は今回の補正予算でまだ採決されてませんけど、補正予算で大幅な改

修工事が、の予算が出ております。この改修工事が終わるのは多分今年度、来年の３月まで終わる

のかと思いますけど、工事を始めるにあたってごみ袋をどこにやるかというのは、執行部側は当然

検討されるべき問題であろうかと思います。 

○議 長（桐原則雄） ほかに質疑ありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議 長（桐原則雄） ほかに質疑なしと認めます。これで質疑を終わります。 

  これから討論を行います。討論はありませんか。 

  荒木俊彦議員。 

○１５番（荒木俊彦議員） 私は令和４年度の一般会計の認定第１号について反対の立場で討論を行

います。 

  令和４年度の新年度予算のときにも反対理由を申し述べたところでありますが、福祉課の民生費、

社会福祉総務費でいわゆるふくしの窓口を外部委託にしている問題であります。ふくしの窓口に実

際行かれた方はおられるかどうかわかりませんけど、一番困っている人たちがふくしの窓口に行っ

て、困っていることを相談に行く、そういう地方自治体にとっては最も大切な仕事の相談窓口がい

わゆるふくしの窓口として外部に委託をされているということであります。委託料は社会福祉士、

あるいは精神保健福祉士の国家資格を持った人、あるいは相談実務経験がある人、いわゆる２.５
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人が二人と半分ですね、半分というのは常駐してない方がお一人おられるんで、約２.５人の方が

あのふくしの窓口で町民の方がこれが困った、あれが困ったどうしようかという相談に訪れる窓口

であります。ふくしの窓口相談そのものについては大賛成であります。高齢者の相談、障害者の相

談、子どもの相談、生活保護、ＤＶの相談、住宅の相談、これを１か所で相談を受けてくれるとい

うことは本当に大変喜ばしいことであるはずなんですが、そこのふくしの窓口に常駐されている二

人は外部から請負として入ってこられる人たちであります。役場の職員ではないんです。そういう

人たちが町民の困りごと相談をふくしの窓口で聞き取るわけです。 

  何が問題かというと、一つは町民がこれは困っているんだということを一番先に、窓口で聞き取

るのは公務員じゃないんですよね。公務員でない人たちがそういった困りごとをそこで聞き取って

いわゆる請負でありますから、町民の皆さんから困りごとを聞いて、例えばこの人は生活保護が必

要だなということで役場に対して誰々Ａさんは生活保護の申請が必要、相談に来られましたという

報告を出すそういう請負であります。ところが、地方自治体においてこうした窓口業務は公権力の

行使に関わる問題であります。例えばふくしの窓口でおられる相談員が、あなたは生活保護の相談

に来たら、はいすぐ生活保護の申請書を出してあれこれこうしなさいという指示はできないんです

よ。それをやったらいわゆる偽装請負になってしまうわけです。ですから公権力の行使に関わる自

治体独自の業務であります。ですから、お二人おられる方が相談に来られた方がいろいろ聞かれて

判断ができない問題は後ろの役場の職員にこれはどうしたらいいんでしょうなんて言ったらもうア

ウトなんですよ。偽装請負になってしまいます。ものを作るときに請負で外部に委託することは確

かあるでしょう。しかし、困りごと相談、生活の相談、こんなとてもデリケートなまた個人情報に

とって相談に来る人たちは本当に心細い思いをしている人たちの相談を聞くのに、役場の職員は直

接聞かないということなんです。こんなことをずっと続けていけば、役場の職員は福祉に関するス

キルが全然育たないことになってしまいます。実際、東京の足立区ではそうした相談窓口が裁判に

よって労働者派遣法の２４条の２違反すると。そういう判決が出ているところであります。しかし、

そうした福祉の相談を受け付けて、窓口の人がいくら専門家でもわからないことがある。あるいは

この人が本当にどこどこに住んでいる誰々さんだろうかという確認、窓口の人はそれはできないん

です。それをやっとったら労働者派遣法に違反をしてしまうということになってしまうわけであり

ます。ですからこうした公務員が町民に対して一番困っていることに対して、相談窓口で立ち会わ

ないということが一つの問題。それから労働者派遣法に違反する可能性が圧倒的に高い。それから

窓口に来られている方を私は批判しているわけではないです。この方たちは国家資格を少なくとも

持っていなくちゃいけないという、あるいは経験がある人ということが書かれておりますが、お二

人と０.５人で２.５人に対して約１千万円の請負料です。国家資格を持った他では変えられないよ

うな専門家に対して、２.５人に対して、１千万円ですよ。これはいわゆる下請に出して新たなワ

ーキングプアを増やしていることにつながってしまうわけです。例えば二人分だとしても５００万

円、人を派遣してもらった事業者ですね、そこは事業者の利益をそれからカットするわけですよね。

ですからこの二人に支払われる給料はもっと下がってしまう。そういう意味で、第３のワーキング
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プアだと言われても仕方がない。とても大切な仕事でありながら地方自治体がそんなことをしてい

いのかということが問われているかと思います。いろいろ判例も調べてみましたが、公務員が共同

して遂行することが必須である。福祉課があり学校教育課があり老人の福祉の担当があり、ＤＶの

人権推進課の担当も必要、こういう人たちが力を合わせて解決をしなければならない業務は、民間

事業とは独立して行うことはできないと。そういう業務については、請負には適さない。まして公

務員が委託された人たちに指示を出したりあるいは疑問に対して、答えたりすれば偽装請負に該当

してしまうと。このことをやっぱり肝に銘じて、福祉は福祉の問題は、最も大切な問題として、大

津町がどれだけ真剣に考えているかこのことが問われていると思いますので、即刻こうした制度は

改めるべきだと思い、そういう思いからこの認定に反対をするものであります。 

○議 長（桐原則雄） ほかに討論ありませんか。 

  山本富二夫議員。 

○８番（山本富二夫議員） 荒木議員の言われました外部委託ということで、言われましたけれども、

町としては専門家を雇って十分に町の職員で対応できない部分を補完し７００名とかいろんな意味

でのいろんな相談事に外部からの委託はされておられますけれども、福祉相談員が実際には今まで

きちんとやってきておられますので、その点ではほかの事例もあるのかもしれませんけれども、福

祉相談員の外部委託については今のところ何ら問題ないと考えております。 

  以上です。 

○議 長（桐原則雄） しばらく休憩します。 

午後２時３１分 休憩 

△ 

午後２時４２分 再開 

○議 長（桐原則雄） 休憩前に引き続き、会議を開きます。 

  ほかに討論ありませんか。 

  山本富二夫議員。先ほどの続きですね。山本議員の言葉の続きということでお願いします。 

○８番（山本富二夫議員） 町と協議した結果、法令違反にはならないということで、大津町の場合

は、それでよろしくお願いします。法令違反の認識はありません。 

○議 長（桐原則雄） ほかに討論ありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議 長（桐原則雄） ほかに討論なしと認めます。これで討論を終わります。 

  採決前に休憩をします。しばらく休憩します。あの時計で５０分からお願いします。 

午後２時４３分 休憩 

△ 

午後２時４９分 再開 

○議 長（桐原則雄） 先ほど５０分からとしましたけれども、４８分からスタートさせていただき

ます。休憩前に引き続き、会議を開きます。 
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  これから採決を行います。まず、議案第５５号、大津町一般職の職員の給与に関する条例の一部

を改正する条例についてを、採決します。 

  この採決は電子採決によって行います。本案に対する委員長の報告は可決です。委員長の報告の

とおり決定することに賛成の方は賛成のボタンを、反対の方は反対のボタンを押してください。 

 押し忘れはありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議 長（桐原則雄） なしと認め、締め切ります。 

〔全員賛成〕 

○議 長（桐原則雄） 全員賛成です。したがって、議案第５５号は委員長の報告とおり可決されま

した。 

  次に、議案第５６号、大津町放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例

の一部を改正する条例についてを、採決します。 

この採決は、電子採決によって行います。 

本案に対する委員長の報告は、可決です。 

  委員長の報告のとおり決定することに、賛成の方は、賛成のボタンを、反対の方は、反対のボタ

ンを押してください。 

 押し忘れはありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議 長（桐原則雄） なしと認め、締め切ります。 

〔全員賛成〕 

○議 長（桐原則雄） 全員賛成です。したがって、議案第５６号は委員長の報告とおり可決されま

した。 

  次に、議案第５７号、大津町特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を

定める条例の一部を改正する条例についてを採決します。 

  この採決は電子採決によって行います。本案に対する委員長の報告は可決です。委員長の報告の

とおり決定することに賛成の方は賛成のボタンを、反対の方は反対のボタンを押してください。 

 押し忘れはありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議 長（桐原則雄） なしと認め、締め切ります。 

〔全員賛成〕 

○議 長（桐原則雄） 全員賛成です。したがって、議案第５７号は委員長の報告とおり可決されま

した。 

  次に、議案第５８号、財産の交換についてを採決します。 

  この採決は電子採決によって行います。本案に対する委員長の報告は可決です。委員長の報告の

とおり決定することに賛成の方は賛成のボタンを、反対の方は反対のボタンを押してください。 
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 押し忘れはありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議 長（桐原則雄） なしと認め、締め切ります。 

〔全員賛成〕 

○議 長（桐原則雄） 全員賛成です。したがって、議案第５８号は委員長の報告とおり可決されま

した。 

  次に、議案第５９号、令和５年度大津町一般会計補正予算（第１０号）についてを採決します。 

  この採決は電子採決によって行います。本案に対する各委員長の報告は可決です。各委員長の報

告のとおり決定することに賛成の方は賛成のボタンを、反対の方は反対のボタンを押してください。 

 押し忘れはありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議 長（桐原則雄） なしと認め、締め切ります。 

〔全員賛成〕 

○議 長（桐原則雄） 全員賛成です。したがって、議案第５９号は各委員長の報告とおり可決され

ました。 

  次に、議案第６０号、令和５年度大津町国民健康保険特別会計補正予算（第１号）についてを採

決します。 

  この採決は電子採決によって行います。本案に対する委員長の報告は可決です。委員長の報告の

とおり決定することに賛成の方は賛成のボタンを、反対の方は反対のボタンを押してください。 

 押し忘れはありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議 長（桐原則雄） なしと認め、締め切ります。 

〔全員賛成〕 

○議 長（桐原則雄） 全員賛成です。したがって、議案第６０号は委員長の報告とおり可決されま

した。 

  次に、議案第６１号、令和５年度大津町外四ケ市町村共有財産管理処分事務受託特別会計補正予

算（第１号）についてを採決します。 

  この採決は電子採決によって行います。本案に対する委員長の報告は可決です。委員長の報告の

とおり決定することに賛成の方は賛成のボタンを、反対の方は反対のボタンを押してください。 

 押し忘れはありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議 長（桐原則雄） なしと認め、締め切ります。 

〔全員賛成〕 

○議 長（桐原則雄） 全員賛成です。したがって、議案第６１号は委員長の報告とおり可決されま

した。 
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  次に、議案第６２号、令和５年度大津町介護保険特別会計補正予算（第１号）についてを採決し

ます。 

  この採決は電子採決によって行います。本案に対する委員長の報告は可決です。委員長の報告の

とおり決定することに賛成の方は賛成のボタンを、反対の方は反対のボタンを押してください。 

 押し忘れはありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議 長（桐原則雄） なしと認め、締め切ります。 

〔全員賛成〕 

○議 長（桐原則雄） 全員賛成です。したがって、議案第６２号は委員長の報告とおり可決されま

した。 

  次に、議案第６３号、令和５年度大津町後期高齢者医療特別会計補正予算（第１号）についてを

採決します。 

  この採決は電子採決によって行います。本案に対する各委員長の報告は可決です。各委員長の報

告のとおり決定することに賛成の方は賛成のボタンを、反対の方は反対のボタンを押してください。 

 押し忘れはありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議 長（桐原則雄） なしと認め、締め切ります。 

〔全員賛成〕 

○議 長（桐原則雄） 全員賛成です。したがって、議案第６３号は委員長の報告とおり可決されま

した。 

  次に、議案第６４号、令和５年度大津町工業団地整備事業特別会計補正予算（第１号）について

を採決します。 

  この採決は電子採決によって行います。本案に対する委員長の報告は可決です。委員長の報告の

とおり決定することに賛成の方は賛成のボタンを、反対の方は反対のボタンを押してください。 

  押し忘れはありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議 長（桐原則雄） なしと認め、締め切ります。 

〔全員賛成〕 

○議 長（桐原則雄） 全員賛成です。したがって、議案第６４号は委員長の報告とおり可決されま

した。 

  次に、議案第６５号、令和５年度大津町工業用水道事業会計補正予算（第１号）についてを採決

します。 

  この採決は電子採決によって行います。本案に対する委員長の報告は可決です。委員長の報告の

とおり決定することに賛成の方は賛成のボタンを、反対の方は反対のボタンを押してください。 

  押し忘れはありませんか。 
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〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議 長（桐原則雄） なしと認め、締め切ります。 

〔全員賛成〕 

○議 長（桐原則雄） 全員賛成です。したがって、議案第６５号は委員長の報告とおり可決されま

した。 

  次に、議案第６６号、令和５年度大津町公共下水道事業会計補正予算（第１号）についてを採決

します。 

  この採決は電子採決によって行います。本案に対する委員長の報告は可決です。委員長の報告の

とおり決定することに賛成の方は賛成のボタンを、反対の方は反対のボタンを押してください。 

  押し忘れはありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議 長（桐原則雄） なしと認め、締め切ります。 

〔全員賛成〕 

○議 長（桐原則雄） 全員賛成です。したがって、議案第６６号は委員長の報告とおり可決されま

した。 

  次に、議案第６７号、令和５年度大津町農業集落排水事業会計補正予算（第１号）についてを採

決します。 

  この採決は電子採決によって行います。本案に対する委員長の報告は可決です。委員長の報告の

とおり決定することに賛成の方は賛成のボタンを、反対の方は反対のボタンを押してください。 

  押し忘れはありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議 長（桐原則雄） なしと認め、締め切ります。 

〔全員賛成〕 

○議 長（桐原則雄） 全員賛成です。したがって、議案第６７号は委員長の報告とおり可決されま

した。 

  次に、認定第１号、令和４年度大津町一般会計歳入歳出決算の認定についてを採決します。 

  この採決は電子採決によって行います。本案に対する各委員長の報告は認定です。各委員長の報

告のとおり認定することに賛成の方は賛成のボタンを、反対の方は反対のボタンを押してください。 

  押し忘れはありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議 長（桐原則雄） なしと認め、締め切ります。 

〔賛成多数〕 

○議 長（桐原則雄） 賛成多数です。したがって、認定第１号は各委員長の報告とおり認定するこ

とに決定されました。 

  次に、認定第２号、令和４年度大津町国民健康保険特別会計補正歳入歳出決算の認定についてを
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採決します。 

  この採決は電子採決によって行います。本案に対する委員長の報告は認定です。委員長の報告の

とおり認定することに賛成の方は賛成のボタンを、反対の方は反対のボタンを押してください。 

  押し忘れはありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議 長（桐原則雄） なしと認め、締め切ります。 

〔全員賛成〕 

○議 長（桐原則雄） 全員賛成です。したがって、認定第２号は委員長の報告とおり認定とするこ

とに決定されました。 

  次に、認定第３号、令和４年度大津町外４ケ市町村共有財産管理処分事務受託特別会計歳入歳出

決算の認定についてを採決します。 

  この採決は電子採決によって行います。本案に対する委員長の報告は認定です。委員長の報告の

とおり認定することに賛成の方は賛成のボタンを、反対の方は反対のボタンを押してください。 

  押し忘れはありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議 長（桐原則雄） なしと認め、締め切ります。 

〔賛成多数〕 

○議 長（桐原則雄） 賛成多数です。したがって、認定第３号は各委員長の報告とおり認定するこ

とに決定されました。 

  次に、認定第４号、令和４年度大津町介護保険特別会計歳入歳出決算の認定についてを採決しま

す。 

  この採決は電子採決によって行います。本案に対する委員長の報告は認定です。委員長の報告の

とおり認定することに賛成の方は賛成のボタンを、反対の方は反対のボタンを押してください。 

  押し忘れはありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議 長（桐原則雄） なしと認め、締め切ります。 

〔賛成多数〕 

○議 長（桐原則雄） 賛成多数です。したがって、認定第４号は各委員長の報告とおり認定するこ

とに決定されました。 

  次に、認定第５号、令和４年度大津町後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算の認定についてを採

決します。 

  この採決は電子採決によって行います。本案に対する委員長の報告は認定です。委員長の報告の

とおり認定することに賛成の方は賛成のボタンを、反対の方は反対のボタンを押してください。 

  押し忘れはありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 
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○議 長（桐原則雄） なしと認め、締め切ります。 

〔賛成多数〕 

○議 長（桐原則雄） 賛成多数です。したがって、認定第５号は委員長の報告とおり認定すること

に決定されました。 

  次に、認定第６号、令和４年度大津町工業用水道事業会計利益の処分及び決算の認定についてを

採決します。 

  この採決は電子採決によって行います。本案に対する委員長の報告は認定です。委員長の報告の

とおり認定することに賛成の方は賛成のボタンを、反対の方は反対のボタンを押してください。 

  押し忘れはありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議 長（桐原則雄） なしと認め、締め切ります。 

〔全員賛成〕 

○議 長（桐原則雄） 全員賛成です。したがって、認定第６号は委員長の報告とおり認定すること

に決定されました。 

  次に、認定第７号、令和４年度大津町公共下水道事業会計決算の認定についてを採決します。 

  この採決は電子採決によって行います。本案に対する委員長の報告は認定です。委員長の報告の

とおり認定することに賛成の方は賛成のボタンを、反対の方は反対のボタンを押してください。 

  押し忘れはありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議 長（桐原則雄） なしと認め、締め切ります。 

〔全員賛成〕 

○議 長（桐原則雄） 全員賛成です。したがって、認定第７号は委員長の報告とおり認定すること

に決定されました。 

  次に、認定第８号、令和４年度大津町農業集落排水事業会計決算の認定についてを採決します。 

  この採決は電子採決によって行います。本案に対する委員長の報告は認定です。委員長の報告の

とおり認定することに賛成の方は賛成のボタンを、反対の方は反対のボタンを押してください。 

  押し忘れはありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議 長（桐原則雄） なしと認め、締め切ります。 

〔全員賛成〕 

○議 長（桐原則雄） 全員賛成です。したがって、認定第８号は委員長の報告とおり認定すること

に決定されました。 

 

日程第３ 委員会の閉会中の継続調査申出書について 
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○議 長（桐原則雄） 日程第３ 委員会の閉会中の継続調査申出書についてを議題とします。 

 各委員長からタブレットに配布しました申出書のとおり閉会中の継続調査の申出があっておりま

す。 

 お諮りします。各委員長の申出のとおり閉会中の継続調査とすることに御異議ありませんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議 長（桐原則雄） 異議なしと認めます。したがって、各委員長から申出のとおり、閉会中の継

続調査とすることに、決定しました。 

 

日程第４ 令和５年度議員派遣について 

 

○議 長（桐原則雄） 日程第５ 令和５年度議員派遣についてを議題とします。 

 お諮りします。議員派遣の件については、タブレットに配付しましたとおり、派遣することにし

たいと思います。御異議ありませんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議 長（桐原則雄） 異議なしと認めます。したがって、令和５年度議員派遣については、配付資

料のとおり、派遣することに決定しました。 

 

日程第５ 議会活性化に関する特別委員会の設置及び、委員の選任について 

 

○議 長（桐原則雄） 日程第５、議会活性化に関する特別委員会の設置及び、委員の選任について

を議題とします。 

 検討会議からの答申を受け議員のなりて不足に伴う担い手確保に対する環境整備及び町民の皆さ

んとの接点や参加機会の充実並びに議会の役割や議会活動に関する情報発信などを強化するため、

お手元に配布しました名簿の議員を委員として議会活性化特別委員会を設置して令和６年１２月ま

で調査及び活動をしたいと思います。御異議ありませんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議 長（桐原則雄） 異議なしと認めます。 

  よって、本件については５名の議員を委員として構成する議会活性化特別委員会を設置し、これ

に付託して、令和６年１２月まで調査することに決定しました。 

御連絡申し上げます。 

委員会条例第８条第２項の規定によって、正副委員長の互選をお願いします。 

５名の議員の皆様は、委員会室４０１にお集まりください。 

しばらく休憩します。 

午後３時０２分 休憩 

△ 
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午後３時０９分 再開 

○議 長（桐原則雄） 休憩前に引き続き、会議を開きます。 

  報告します。委員会条例第８条第２項の規定によって議会活性化特別委員会の委員長に山本富二

夫議員、副委員長に佐藤真二議員が互選されました。 

これで報告を終わります。 

 

日程第６ 議案第６８号 大津中学校什器等備品購入について 

上程、提案理由の説明、質疑、討論、表決 

 

○議 長（桐原則雄） 日程第６ 議案第６８号、大津中学校什器等備品購入についてを議題としま

す。 

 お諮りします。議案第６８号は会議規則第３９条第３項の規定によって委員会付託を省略し会議

で審議を行いたいと思います。 

御異議ありませんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議 長（桐原則雄） 異議なしと認めます。したがって、議案第６８号は委員会付託を省略するこ

とに決定しました。 

  提案理由の説明を求めます。 

  金田町長。 

○町 長（金田英樹） 皆様、こんにちは。本定例会に追加、提案申しました案件の説明の前に、一

言、御礼を申し上げます。 

 本定例会に御提案しました、すべての案件につきまして、御議決、御同意をいただき、誠にあり

がとうございました。今後とも、議員の皆様の御指導、御助言をよろしくお願い申し上げます。 

  続きまして、追加提案しました案件の提案理由の説明を申し上げます。 

 まず議案第６８号「大津中学校什器等備品購入について」ですが、令和５年８月２９日に指名競

争入札を実施しました結果、熊本県菊池郡大津町大字大津１２２９番地、有限会社文洋堂、代表取

締役、大塚鷹之介様と２千８５８万９千円で備品購入契約を締結し、財産として取得したいと思う

ものです。 

 以上、提案理由の説明を申し上げましたが、御審議の上、御議決を賜りますよう、よろしくお願

い申し上げます。 

なお、詳細につきましては、担当部長より説明をさせていただきます。 

○議 長（桐原則雄） 藤本総務部長。 

○総務部長（藤本聖二） 議案第６８号の大津町学校什器等備品購入につきまして御説明を申し上げ

ます。 

  議案集は１ページと２ページ、それから説明資料集は１ページから３ページをお願いいたします。 
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  今回の調達内容につきましては、後ほど教育部長が説明をいたしますので、私からは入札関係に

ついて説明をいたします。この備品の調達は大津中学校の長寿命化改修に伴い新たに生徒用の机、

椅子や教職員用の事務机等を購入するもので、什器を取り扱う業者からの業者からの調達となりま

す。 

  入札の方法については、指名競争入札による調達といたしております。業者の選定につきまして

は、町の業務委託契約等に係る入札参加資格に関する要項第５条の規定に基づく入札参加者名簿に

登録されたもののうちから、県内に本社または営業所があり什器の取扱いがある８社を選考し８月

２９日に入札を実施いたしました。 

  説明資料の１ページをお願いいたします。 

  大津中学校什器等備品購入の概要及び入札結果について御説明をさせていただきます。備品名、

品名及び数量については記載のとおりでございます。購入金額は２千８５８万９千円で、納期は令

和６年の３月３１日までとしております。購入の相手方は、熊本県菊池郡大津町大字大津１２２９

番地、有限会社文洋堂の代表取締役、大塚鷹之介様でございます。その他の指名業者及び入札金額、

入札比率、予定価格については記載のとおりでございます。 

  なお、辞退がありましたけれども今回の理由としましては、納期までに調達ができないというこ

とで伺っております。 

  以上、よろしくお願いいたします。 

○議 長（桐原則雄） 羽熊教育部長。 

○教育部長（羽熊幸治） こんにちは。私のほうからは大津中学校什器等備品購入についての備品購

入の概要について御説明をさせていただきます。 

  議案集の１ページと２ページ、説明資料は２ページから３ページとなります。 

  今回、大津中学校校舎の長寿命化改修工事の１期工場に伴いまして、既存の什器で老朽化が進ん

でいる備品の購入を行います。主な購入備品は事務机が６３台、事務椅子が６３脚、教卓が１２台、

生徒用の机が４０７台、同じく生徒用の椅子が４０７脚、保健室用のベッドが４台、金庫が１台、

それから会議用のテーブルが５台、それから会議用の椅子が２２脚となります。 

  今後のスケジュールについてでございますけれども、１２月をめどに学校とも協議を行いながら

教室や職員室などに配置する備品のレイアウト等を決定をいたしまして、第１期工事の管理普通教

室等の改修工事が完了次第備品の納品を予定しています。 

  なお、３月中旬頃改修工事を完了予定見込み。そしてその後、備品の納品を予定しております。

４月の新年度からは改修後の新たな校舎で円滑な学校運営ができるよう進めてまいりたいと考えて

おります。 

  以上で説明を終わります。 

○議 長（桐原則雄） これで提案理由の説明は終わりました。 

  これから質疑を行います。質疑ありませんか。 

  永田和彦議員。 
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○１３番（永田和彦議員） 議案第６８号について質疑をいたします。 

  まず入札の結果を見てみますれば、７８.２３％と２割以上の予定価格よりも下がっております

が、この点についてでありますけれども、あらゆるものが今値上がりしております。そして建築資

材でも何でも値上がりしていますが、こういったところには影響はなかったのかなと。逆に２割も

非常にいい値段が出ていると私は思うんですよ。それなのか、予定価格がちょっと高すぎたのかな

と思ったりしてしまうんですね。この値上がりというのがここ数年なり何なり全然反映されてなく

て、そのままずっと価格というのは上昇見られなかったのかこの点について一つお聞きします。 

  それと備品の買換えということで、相当年数使ったのではないかなとは思うんですが、耐用年数

というのがこういったものは出ないと思います。大切に使えばいつまでも使えるんじゃないかなと。

そういったものは生徒に教え込んでいかん部分ですよね。ただ今度購入をしました。もちろん丈夫

で学校の机とか椅子ですんで、ものすごく上手でかなりの年数もつやつではないかなとは思われま

す。その時にこの２ページの図面を見ておりますけれども、改修するところのそれこそずぶ替えみ

たいな感じになるのかなと思ってしまうんですが、北側の特別教室等あたりの備品等はこれにはあ

がってないみたいなんですけれども、恐らく今回の老朽化が進んでいるということ。使用頻度もあ

るでしょうけれども、これって恐らく北側の特別教室あたりのいろんな備品も同年度ぐらいに購入

されたやつではないかなとかも思うんですよね。例えばこれが計画的に今年はこれだけの備品の入

替えをやりましたけれども、例えば翌年度なり翌々年度なりに次の買換えを予定しておりますとか、

そういう計画があるのならばそこの点を教えていただきたいと思います。 

質疑いたします。 

○議 長（桐原則雄） 羽熊教育部長。 

○教育部長（羽熊幸治） それでは永田議員のほうの質疑にお答えいたします。 

  まず２点あったかと思いますけれども、１点目が備品の買換えに伴います購入の関係で予定価格

関係で価格の上昇とかそういったところの点についてということでございました。 

  担当課としましても、昨年度予算編成、それから今年度の入札前の直近で各業者から参考見積り

あたりも徴収させていただいて、対応しております。その中でやはり価格の改定あたりの話も情報

もありました。そういった中で予定価格等設定しながら対応をさせていただいたところです。 

  それからもう一つが今回購入します買い換えます備品についてですけれども、今回買い換えます

備品については、激しく傷んでいるもの、それから老朽化しているものを選出しまして買換えとさ

せていただいております。これまでもその各年度ごとに著しく傷んでいるものについては買換えを

お願いしてきましたけれども、今回は校舎１期工事の南側校舎に係る工事分についての什器の購入

ということで今回はお願いをするものでございます。 

  また来年度は、２期工事ということで、先ほど言われましたように北側の特別教室のほうに工事

が移ってまいりますので、そこにつきましては来年度予算のほうでお願いしたいと考えております。 

以上です。 

○議 長（桐原則雄） 永田和彦議員。 
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○１３番（永田和彦議員） 再度質疑いたします。 

  内容はわかります。元気のいい生徒たちが勢い余ってということは自分たちも振り返ってみれば

そんなこともいろいろありましたよね。それはそれでいいんですけれども、先ほどの入札の件であ

りますけれども、納品が間に合わないということがありましたよね。ということは入札をするタイ

ミングが悪かったのかなと考えざるを得ないということです。できるだけ活性化した入札を行わな

ければなりませんので、辞退というのは相当の理由がない限りはないと考えられます。そんな時に

今回の入札を行うにあたっての時期ですね。例えば会計年度は独立の原則がありますんで、予算編

成がなくて３月に予算編成して認められて、そしたらもちろんいろんな業務が最初当初ですから、

たくさんあるはずです。しかしながら、こういったものは早めることによってきちんとその指名し

た業者ですね、が全員が価格を出して正当な競争ができるということが考えられますので、今回の

時期に対してですね、入札の時期に対してからのやり方ていうのが、もう少しもう終わったことで

すんで、これ認められるかどうかわかりませんけれども、次ですよね。そういったかたちで取り組

まないと今回の入札に学ぶものがないんじゃないかなと考えられますので、この点について質疑い

たします。 

○議 長（桐原則雄） 藤本総務部長。 

○総務部長（藤本聖二） 入札の話ですけれども、指名の入札について毎月１回やっております。確

かに納期が令和６年の３月末ということだもんですから、辞退の理由を聞きますとかなりの量があ

ったもんですから、ちょっと間に合わないというような御意見をいただいてますので、議員おっし

ゃいますように、もう少し前倒しで入札発注はすべきだったかなというふうには反省しているとこ

ろです。今後その辺についてはしっかりと検証してできるだけ工期をとるような形で入札をやって

いきたいと思っております。 

○議 長（桐原則雄） ほかに質疑ありませんか。 

  田代元気議員。 

○２番（田代元気議員） 新しいきれいになった校舎で新しい備品で勉強できるのはすごくいい環境

なんですけれども、この老朽化が進んでいる備品の処分が発生すると思うんですけれども、処分に

ついては大体業者さんが、家具とか買った場合は業者が無料で引き取りますよとかあるんですけど、

その辺についてまた今度補正を組んでくるのか。大体どれくらいの見積りを考えているのか。わか

ればお願いします。 

○議 長（桐原則雄） 羽熊教育部長。 

  しばらく休憩します。 

午後３時２３分 休憩 

△ 

午後３時２５分 再開 

○議 長（桐原則雄） 休憩前に引き続き、会議を開きます。 

  羽熊教育部長。 
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○教育部長（羽熊幸治） 大変申し訳ございませんでした。今回学校の備品の入替えをします廃棄分

については別途委託のほうで組んでおります。３月に入替えをするときに処分をさせていただくと

いうことで予算を組んでおります。 

以上です。 

○議 長（桐原則雄） 田代元気議員。 

○２番（田代元気議員） すみません再度質疑します。 

  それでは、不要になったのは全部処分するという考えでいいんですかね。例えば教室が空いてい

ると思うんですよ。そこに処分代が高いけんて押し込んで、いつまでもそのままということはない

のかを確認します。 

○議 長（桐原則雄） 羽熊教育部長。 

○教育部長（羽熊幸治） 今回南棟の１期工事分に着手しておりますけれども、不要な今までも教室

にあったような備品も総点検をさせていただいて対応させていただいています。 

○議 長（桐原則雄） ほかに質疑ありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議 長（桐原則雄） ほかに質疑なしと認めます。これで質疑を終わります。 

  これから討論を行います。討論はありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議 長（桐原則雄） 討論なしと認めます。これで討論を終わります。 

  これから採決を行います。議案第６８号、大津中学校什器等備品購入についてを採決します。こ

の採決は電子採決によって行います。議案第６８号は、原案のとおり決定することに賛成の方は賛

成のボタンを、反対の方は反対のボタンを押してください。 

 押し忘れはありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議 長（桐原則雄） なしと認め、締め切ります。 

〔全員賛成〕 

○議 長（桐原則雄） 全員賛成です。したがって、議案第６８号は可決しました。 

 

日程第７ 同意第１６号 大津町教育委員会委員の任命につき同意を求めることについて 

上程、提案理由の説明、質疑、討論、表決 

 

○議 長（桐原則雄） 日程第７ 同意第１６号、大津町教育委員会委員の任命につき同意を求める

ことについてを議題とします。 

  お諮りします。同意第１６号は会議規則第３９条第３項の規定によって委員会付託を省略し会議

で審議を行いたいと思います。 

  御異議ありませんか。 
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〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議 長（桐原則雄） 異議なしと認めます。したがって、同意第１６号は委員会付託を省略するこ

とに決定しました。 

  提案理由の説明を求めます。 

  金田町長。 

○町 長（金田英樹） 提案しました議案につきまして、御議決をいただきまして誠にありがとうご

ざいました。 

 次に、同意第１６号大津町教育委員会委員の任命につき同意を求めることについてでございます

が、委員の寺下早苗様が令和５年９月２４日をもって任期満了となられますが、引き続き菊地郡大

津町大字引水８４１番地９、寺下早苗様を教育委員会の委員として任命いたしたいと思うものです。 

 寺下早苗様は、平成２７年度から小学校のＰＴＡ会長や菊池郡市のＰＴＡ連絡協議会、熊本県Ｐ

ＴＡ連合会の理事を務められるなど児童生徒の健全な育成のための活動などに積極的、献身的に取

り組んでおられ現在も県立高等学校のＰＴＡで副会長として活動をされておられます。 

  また令和元年９月から大津町教育委員会の委員としてこれまで培った経験、知見を生かしながら

教育委員会活動の充実に努められており、人格が高潔で教育、学術、文化などに関する高い見識を

持っておられ教育委員会の委員として適任と存じます。教育委員会の委員の任命については、地方

教育行政の組織及び運営に関する法律第４条第２項の規定に基づき議会の同意を求めるものです。 

 以上、提案理由の説明を申し上げましたが、御審議の上、御同意を賜りますよう、よろしくお願

い申し上げます。 

○議 長（桐原則雄） 提案理由の説明は終わりました。 

  これから質疑を行います。質疑ありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議 長（桐原則雄） 質疑なしと認めます。これで質疑を終わります。 

  これから討論を行います。討論はありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議 長（桐原則雄） 討論なしと認めます。これで討論を終わります。 

  これから採決を行います。同意第１６号、大津町教育委員会委員の任命につき同意を求めること

についてを採決します。この採決は電子採決によって行います。本件はこれに同意することに賛成

の方は賛成のボタンを、反対の方は反対のボタンを押してください。 

 押し忘れはありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議 長（桐原則雄） 押し忘れなしと認め、締め切ります。 

〔全員賛成〕 

○議 長（桐原則雄） 全員賛成です。したがって、同意第１６号は同意することに決定されました。 

これで本日の日程は全部終了しました。 
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 会議を閉じます。令和５年第１０回大津町議会定例会を閉会します。お疲れさまでした。 

午後３時３２分 閉会 
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地方自治法第１２３条第２項の規定によりここに署名する。 

     令和５年９月１５日 

 

大津町議会議長  桐 原 則 雄 

 

 

 

大津町議会議員  大 塚 益 雄 

 

 

 

大津町議会議員  三 宮 美 香 
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